
国立大学法人

東京農工大学

学生便覧
Campus Guide



　４月　１日 学年開始、前学期開始

　４月　2日

定期健康診断

　　　　5日

　４月　7日 新入生オリエンテーション

　４月　８日 入学式（春季）

昭和の日 通常どおり授業実施

　５月３１日 月曜日の授業実施 当該日に月曜日の授業を行う

　６月１４日 （土） 火曜日の授業実施 当該日に火曜日の授業を行う

　７月２１日 （月） 海の日

　７月２３日

前学期調整期間

　７月２９日

　７月３０日

夏季休業

　９月３０日

　９月１７日 修　了　式　（秋季）

　９月３０日 前学期終了

後学期開始、授業開始

入　学　式　（秋季）

１０月１3日 （月） 体育の日

１１月　３日 （月） 文化の日

１１月　７日

学園祭

　　　　９日

１１月１５日 （土） 金曜日の授業実施 当該日に金曜日の授業を行う

１１月２４日 （月） 振替休日

１２月２３日

冬季休業

　１月　４日

　１月２８日

　　　２９日

　２月　２日 後学期調整期間

　　　　３日

　　　　６日

　２月　７日

春季休業

　３月３１日

　３月２５日 卒　業　式

　３月３１日 学年終了、後学期終了

注）

１．年度の途中で日程を変更することがある。

２．「工学府産業技術専攻」では、学府及び学部に適用する学年暦を原則的に準用するが、夜間及び土曜日の

　　開講を考慮し、多少変更することがある。

３．「共同獣医学科」では、学府及び学部に適用する学年暦を原則的に準用するが、岩手大学との授業実施の

必要性を考慮し、多少変更することがある。

　通常どおり授業実施

（木）

（月） 授業開始

（水）

授業期間内（10月1日～1月27日）に、
学修の評価ができなかった場合は使用
します。

　通常どおり授業実施

　通常どおり授業実施

　１月　５日

　４月２９日

１０月　１日 （水）
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（水）

授業期間内（4月9日～7月22日）に、
学修の評価ができなかった場合は使用
します。

～

（火）

　通常どおり授業実施

（水）
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東京農工大学に入学された皆さんへ

学長 松永 是

教員から知識を与えられるのを待つのではなく、自分の興味や疑問等を大切にし、
積極的に取り組んでいく主体的・自主的な学びが何よりも重要で、教員は皆さん
を導きサポートするためにいるのです。そしてこの姿勢を本学での大学生活で習
得すれば、皆さんが今後の人生を開拓して進んでいく上で大きな力となります。
『難しいことがあればすぐ他の人に聞いて解決するというやり方は、決してすす
められる勉強法ではない。他人に教わったのでは、難儀の一時逃れにしかならな
い。必要なことはまず考えることだ。人間は自分で探し求め、発見したことしか
よく覚えておくことができない。しかもなお、知識として覚えた場合と自分で考
えて発見したのとでは、精神の成長のうえからいっても大きな開きがある。』と
ファーブルの言葉にもありますが、どんな問題でも自主的に考え、自主的に取り
組むことで、その解決や達成以上に得るものが多くあるということを銘肝してほ
しいと思います。
本学の基本理念は『世界の平和と社会や自然環境と調和した科学技術の進展に

貢献するとともに、課題解決とその実現を担う人材の育成と知の創造に邁進す
る』ことで、1874年の創基以来、日本の近代化・国際化に様々な面で貢献する科
学者を輩出するため進化を続けてきました。現在も『持続発展可能な社会の実
現』、『循環型社会の構築』をめざした農・工及びその融合領域の挑戦的研究や
人材育成に全力で取り組んでいます。現代社会が抱える諸問題--環境、エネル
ギー、食糧、健康、安全・安心、災害等、人類の存続に係わる複雑かつ地球規模
の危機的問題に対し、科学技術に寄せられる期待はますます大きくなってきまし
た。本学はその期待に応える人材の集団であるよう努めると同時に、皆さんが人
類を調和のとれた未来へ導く牽引力となるための手助けとなるべく、あらゆる努
力を惜しまない体制で臨んでいます。他機関との連携や国際交流など、本学の柔
軟かつ多様な取組を最大限に活かし、グローバルに第一線で活躍する科学者とし
て、また社会の一員として、生きていくための様々な経験を自主的に積み重ね、
実り多い有意義な学生生活を送ってください。そして一緒により良い未来を創っ
ていきましょう。

ご入学おめでとうございます。無限の可能性と希望に
満ちあふれた皆さんを本学の一員として迎え入れること
を大変嬉しく思っております。どうぞ皆さんにこの機会
を与えてくれたご家族はじめ周囲の方々に感謝の気持ち
を忘れずに、充実した日々を過ごしてください。
これから始まる学生生活に対して、今皆さんは不安や

期待で一杯だと思いますが、一つだけ常に強く意識して
ほしいことがあります。それは『自主性』です。大学で
の教育は高等学校までとは大きく異なります。
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平成１８年７月１日

前文
急激な知の拡大と深化、そして、それらがもたらした技術と社会システムの根底からの変化は20世紀を特徴

付けるものの一つであった。21世紀を迎えた今日、このような変化はなお継続し、加速しているように見える。
高度な知の生産と学習伝授（教育と研究）は、個人・共同体・国家のすべてにとって歴史上いまだかつてない
ほどに重大な意義を持つようになり、社会全体が文化的・経済的・環境持続的に発展し続けるための不可欠の
要素ともなっている。その中で、大学は先端的な教育研究活動を通して、学術・文化発展の中心をなし、その
旗手としての存在と役割はこれまで以上に重要となってくる。

東京農工大学は、1874年に設置された内務省勧業寮内藤新宿出張所農事修学場および蚕業試験掛をそれぞれ
農学部、工学部の創基とし、1949年に大学として設置され、前身校を含め130年にも及ぶ歴史と伝統を有する大
学である。
東京農工大学は、この建学の経緯から、人類社会の基幹となる農業と工業を支える農学と工学の二つの学問

領域を中心として、幅広い関連分野をも包含した全国でも類を見ない特徴ある科学技術系大学として発展し、
また、安心で安全な社会の構築や新産業の展開と創出に貢献しうる教育研究活動を行ってきた。

東京農工大学は、自由な発想に基づく真理の探究を目指す教育と研究を展開し、また、科学技術が地球、社
会、人類へ及ぼす影響を常に思慮しうる、教養豊かで指導的な研究者・技術者・高度専門職業人を養成するた
め、その拠って立つ理念と目標を国立大学法人東京農工大学憲章としてここに制定する。

基本理念
東京農工大学は、20世紀の社会と科学技術が顕在化させた「持続発展可能な社会の実現」に向けた課題を正

面から受け止め、農学、工学およびその融合領域における自由な発想に基づく教育研究を通して、世界の平和
と社会や自然環境と調和した科学技術の進展に貢献するとともに、課題解決とその実現を担う人材の育成と知
の創造に邁進することを基本理念とする。
東京農工大学は、この基本理念を「使命志向型教育研究－美しい地球持続のための全学的努力」（MORE 

SENSE：Mission Oriented Research and Education giving Synergy in Endeavors toward a Sustainable 
Earth）と標榜し、自らの存在と役割を明示して、21世紀の人類が直面している課題の解決に真摯に取り組む。

教 育
東京農工大学は、学生の自主的・自律的な学習活動を尊重し、科学技術系の大学に相応しい学識、知の開拓

能力、課題探求能力、問題解決能力を兼ね備えた人材を育成する。
東京農工大学は、科学技術系大学院基軸大学として、豊かな教養・高い倫理観と広い国際感覚を具備し、共

生社会を構築して人類社会に貢献できうる先駆的で人間性豊かな指導的研究者・技術者・高度専門職業人を養
成し、その社会的輩出に貢献する。

研 究
東京農工大学は，人類社会の基幹を支える農学、工学およびその融合領域にかかわる基礎研究から科学技術

に直結する応用研究に至る「使命志向型研究」の遂行により、卓越した新しい知の創造を推進する。
東京農工大学は、高い倫理観をもって、持続発展可能な社会の構築に向けた、人と自然が共生するための「

科学技術発信拠点」としての社会的責任を果たす。

社会貢献・国際交流
東京農工大学は、学術文化の発展と科学技術教育の基盤形成に参画し、諸研究機関、産業界、地域社会等と

の連携・交流を推進することで、我が国の科学技術の昂進、産業の振興や地域の活性化と発展に貢献する。
東京農工大学は、世界平和の維持と人類福祉の向上に貢献することを目標に、健全な科学技術の発展に資す

る教育研究活動の展開とその成果の発信を通じて、諸外国との学術的・文化的交流を深化させ、地球規模での
共生持続型社会の構築に貢献する。

運 営
東京農工大学は、国立大学法人としての設置目的とMORE SENSEの基本理念を踏まえ、構成員の協働を通して

自主的・自律的な運営を行う。
東京農工大学は、環境に配慮し、人権を尊重するとともに、国立大学法人としての公共性を自覚し、計画と

評価を通じて、教育研究機関の特性を生かした組織・業務の見直しなど不断の改革を進め、高い透明性と幅広
い公開性を原則に社会に対する説明責任を果たす。

東京農工大学憲章



ハラスメント防止声明

国立大学法人東京農工大学は、個人の尊厳と学問の自由を損なう差別や
いじめのない大学キャンパスの実現をめざし、教育・研究及び就労環境の
整備に努めていくことを宣言します。

このたび本学は、本学のすべての構成員が個人として尊重され、快適で
安心のできる環境の中で学び、研究し、働く権利を具体的に保障するため、
従来のハラスメント防止体制を全面的に見直し、新たにガイドラインを作
成し、これに基づいて、ハラスメント防止・対策の規程を定めて「ハラス
メント防止・対策委員会」を発足させました。そしてセクシュアル・ハラ
スメントやアカデミック・ハラスメントなど各種のハラスメントをめぐる
相談と同委員会への苦情申立てを取次ぐ専門機関として「ハラスメント相
談室」を開設しました。この相談室では、専門のハラスメント相談員がハ
ラスメントを受けた悩みや気持ちを受け止め、今後の行動指針と支援を得
る方策をアドバイスします。プライバシーに十分配慮しながら相談者の立
場に立って相談と苦情申立ての取次ぎに応じます。また、ハラスメント被
害や苦情申立ての相談を受けた教職員や関係者からの相談も受け付けます。

本学の構成員はすべて、相手の立場を尊重することに努め、人間関係を
損ない、個人の尊厳を傷つけることにならぬよう努める義務を負います。
とくに教育・研究の場においては、指導的立場にある者が意図の有無に関
わらず指導関係を権力的に濫用（らんよう）することで指導を受ける立場
の者からの信頼を裏切り、時に指導を受ける者の教育を受け研究する権利
と自由の基盤を損ないます。このようなアカデミック・ハラスメントが、
人権侵害行為になりうることを十分認識して、良好な教育・研究及び就労
環境をつくるよう努力してください。大学は、ハラスメントを重大な問題
として扱います。悪質なハラスメントには厳しい態度で臨み、解雇や退学
処分を含む懲戒の根拠とみなすことがあります。各部局の長は、具体的な
施策や措置の実施について責任を負います。

ホームページ等にあるハラスメント防止及び対策に関するガイドライン
をすべての大学構成員が読んで、対応フロー図、規程を参考にして意識改
革と今後の行動指針に活用されることを強く望みます。

国立大学法人 東京農工大学長
松 永 是



○府中キャンパス配置図

ＡＥＤ設置場所

（自動体外式除細動器）

８
7号館(共同獣医学科・産官学連携・知

的財産センター府中サテライト）
２８ 遺伝子実験施設

２９ 農学部RI実験研究室

２０ 大学院連合農学研究科管理研究棟 ３０ 乳牛舎

１０ 農学部本館 ２１ 共同先進健康科学棟 ３１ 府中国際交流会館

３ 3号館(地域生態システム学科） １１ 農学部第１講義棟 ２２ 運動場附属施設（ゴルフ練習場） ３２ 楓寮（女子寮）

４ 4号館(共同獣医学科） １２ 農学部第2講義棟 ２３ 本部(学生系）・大学教育センター ３３ 職員宿舎

１３ 語学演習棟・国際センター府中 ３４ 職員宿舎

１４ 府中図書館 ３５ 職員宿舎

１５ 動物医療センター ２５ 保健管理センター ３６ 先進植物工場研究施設

１６ 農学部附属硬蛋白質利用研究施設 ２６ ５０周年記念ホール ３７ 農工夢市場

１７ 体育館 ３８ 厩舎

１８ 総合屋内運動場施設

９
8号館(応用生物科学科・環境資源科学

科）

２７
農学部附属広域都市圏フィールド

サイエンス教育研究センター

１９ 福利厚生センター

２４ 本部(総務系・財務系）５
新4号館（地域生態システム学科・

共同獣医学科）

７

6号館（生物生産学科・応用生物科

学科・環境資源科学科・地域生態

システム学科）

１
1号館（応用生物科学科・地域生態

システム学科・環境資源科学科)

２

2号館(生物生産学科・応用生物科

学科・環境資源科学科・地域生態

システム学科・総合情報メディアセ

ンター)

６
5号館(環境資源科学科・地域生態

システム学科）



○小金井キャンパス配置図 ＡＥＤ設置場所

（自動体外式除細動器）

９ 9号館（機械システム工学科） １５ 工学部講義棟 ２６ 体育館

１６
中央棟(産業技術専攻・工学部事

務部）
２７ 工学部RI実験研究棟

２ 2号館(機械システム工学科） １７ 小金井図書館 ２８ 小金井国際交流会館

２９ 欅寮(男子寮）

３０ 桜寮（女子寮）

１９ 工学部総合会館（生協） ３１ 職員宿舎

２０ CAD/CAM実習施設 ３２ 140周年記念会館（エリプス）

２１ 先端産学連携推進センター ３３ 次世代キャパシタ研究センター

２２ 科学博物館

６ 6号館（機械システム工学科） ２３ 先端科学実験棟

７ 7号館（情報工学科） ２４ 環境管理施設

８ 8号館（総合情報メディアセンター） ２５ ものづくり創造工学センター

１０
10号館（生命工学科・応用分子化

学科・情報工学科）

１８
BASE本館（大学院生物システム

応用科学府（BASE））
１１

11号館（生命工学科・機械システ

ム工学科）

１２

12号館（生命工学科・有機材料化

学科・機械システム工学科・情報

工学科）

１３ 13号館（国際センター）

１４
新1号館（応用分子化学科・化学シ

ステム工学科・電気電子工学科）

1号館（応用分子化学科・有機材料

化学科・化学システム工学科）
１

５
5号館（電気電子工学科・機器分析

施設・産業技術専攻）

３ 3号館（電気電子工学科）

４

4号館（有機材料化学科・化学シス

テム工学科・物理システム工学

科）



Campus Life

新しい生活のスタートです。授業、サークル、アルバイト・・・やりたいこと、挑戦
してみたいことたくさん。でも「どうしたらいいのかな」ということもたくさんあり
ます。そんな疑問に役立つ情報を紹介します。ぜひ参考にしてみてください。

心とからだ
●健康診断証明書がほしいのですが ・・・・・・・・５・１３ ページへ

●ハラスメントを受けて困っています。

どこに相談すればよいですか ・・・・１５ ページへ

●病気やけがをしたときは、どこにいけばいいの？ ・・・１３ ページへ

授業・学習

キャンパス

課外活動

●授業の取り方が良くわかりません。

どこに聞けば良いの？ ・・・各地区学生支援室教務係へ

●図書館の使い方について教えて 。・・・・・・・・・・・４６ ページへ

●留学を考えています。どこに相談したらいいの？ ・・・・４４ ページへ

●学内で落し物、

忘れ物をしたのですが？・・・各地区学生支援室学生生活係へ

●学内で拾い物をしたのですが、

どうしたらよいですか？・・・各地区学生支援室学生生活係へ

●学内で盗難にあったのですが、

どうしたらよいですか？・・・各地区学生支援室学生生活係へ

●教務係と学生生活係って何が違うんですか？ ・・・・・・・２ ページへ

●生協・総合会館（会議室）って、

自分たちでも利用できるの？ ・・・・・３３ ページへ

●ゼミやサークルで合宿をしたいのですが、

安く宿泊できる施設はありませんか？ ・・・・・・３５・３６ ページへ

●新しくサークルを作りたいのですが、

どうしたらよいですか？・・・各地区学生支援室学生生活係へ

●友達を作りたいんですが、

個人で参加できる行事がありますか？ ・・・・・２９ ページへ

●サークルで備品を貸して欲しいのですが。 ・・・・・・・３２ ページへ



各種手続
●自動車またはバイクで通学したいのですが。・・・・・・・９ ページへ

●授業料を免除してもらいたいのですが、

どうしたらよいですか？・・・・・２３ ページへ

●引越をして住所を変更したのですが、

何か手続きは必要ですか？・・・・・・５ ページへ

●証明書自動発行機で
どんな証明書が入手できるのですか？・・・・・・５ ページへ

生 活
●奨学金はどうすれば受けられますか？・・・・・・・・・１９ ページへ

●アルバイトをしたいのだけれども、

どこに行ったらよいのですか？・・・・２５ ページへ

●友達を作りたいのだけれど、

誰に相談すればよいのですか？・・・・１５ ページへ

●学生寮に入りたいのですが。・・・・・・・・・・・・・２６ ページへ

●人間関係で悩んでいます。

どこに行けばいいのですか？・・・・・・１４ ページへ

●引越をしたいのだけれど、

マンション・アパートを紹介してもらえませんか？・・・２６ ページへ

●旅行をするために、チケットを頼みたいのですが、

学内で入手できますか？・・・・東京農工大学生協へ

●しつこい勧誘をどう断ったらいいのか困っています。

【重要なお知らせを必ず読んでください！！】

●休学もしくは退学を

考えているのですが。・・・・各地区学生支援室教務係へ

●授業中にケガをしたのですが、

保険金は支払われますか？・・・・・・１６ ページへ

●帰省したいので、学割証がほしいのですが。・・・・・・・５ ページへ

●農工大では

どんな資格が取れるの？ ・・・各地区学生支援室教務係へ

●就職について情報がほしいのですが。・・・・・・・・・２７ ページへ

●進路のことで個人的に誰かに相談したいのですが。・・・２７ ページへ

進路・就職



学務情報システムＳＰＩＣＡのご案内

学務情報システム（愛称：SPICA スピカ）とは、皆さん

により便利な学生生活を送っていただくための、学内ネット

ワークシステムです。本システムでWebによる履修登録や時間

割の確認、成績照会などを行います。

《主な機能》

・履修登録 ・シラバス検索 ・成績照会 ・学籍情報照会

・休講情報 ・免除結果照会 ・ 各種お知らせ など

《利用環境》

学内・学外からのアクセスが可能です。（但し、学外アクセス

の場合、一部機能が制限されることがあります。）

学務情報システム（SPICA)

WEB SYSTEM
(学内からアクセス）

SPICAシステム
教員

学生

事務職員

学生

証明書自動発行機

（府中・小金井キャンパス）
（PC教室など）

成績入力

シラバス作成・閲覧

履修者名簿閲覧

在学証明書（和・英）

成績証明書（和・英）

卒業・修了見込証明書（和・英）

健康診断証明書

学割証

履修登録・確認

シラバス参照

成績参照

学籍参照

呼び出し閲覧

携帯サイトアクセス

（休講・呼び出し）
授業料免除結果閲覧

（Web,携帯）

進路先・就職先情報の登録

学籍管理

シラバス管理

履修管理

成績管理

学納金管理

各種集計機能

学生呼び出し・通知

授業料免除

学籍情報

データベース

データベース

データベース



重要なお知らせ（必ず読んでください）

薬物乱用は重大な犯罪！！

イッキ飲みは絶対にやめよう！！

クラス・サークルでの新歓コンパ、追い出しコンパ等、大学生になればお酒を飲む機会が増えてくるで
しょう。適量のアルコールは胃液の分泌を促進し食欲を増進させるなど、身体に良い効果もあるようです
が、大学生の飲酒で一番注意しなければならないのが、『イッキ飲み』です。

血中のアルコール濃度が最高度に達するまでには、普通飲酒してから30～60分ほどかかります。ところ
が、大量のアルコールを一時に摂取すると、血中アルコール濃度が急激に上昇し、「ほろ酔い期」も「酩
酊期」も飛び越して、一気に「泥酔」「昏睡」の状態にまで進んでしまい、場合によっては呼吸困難など
の危険な状態を引き起こします。
これが急性アルコール中毒です。血中アルコール濃度が「0.4％以上」（ビール大瓶10本・日本酒1升）

になると、その半数が飲酒後1～2時間後に死亡しています。毎年、全国どこかの大学生が度が過ぎた飲酒
で不幸にも亡くなっています。

このような死の危険のある『イッキ飲み』は絶対にやめるべきです。特にお酒の弱い体質の人のイッキ
飲みは禁物であることを、本人も周りの人も十分わきまえるべきです。

飲酒の心得 ☆20歳未満の飲酒は、法律違反です。
☆飲めない人に無理強いしない。
（飲ませた方も責任を問われます。）

☆体調の悪いときは、無理せず飲まない。
☆自分の適量を知り、度を越さない。

薬物乱用は、心と体をボロボロにするだけでなく、家族や友人を巻き込み、あなたの大切な人生を台無
しにしてしまいます。「私は大丈夫・・・」、「一度だけなら・・・」、「ちょっとだけなら・・・」、
といった安易な考えは危険です。

特に、昨今大学において大麻が蔓延していると社会問題になっています。
「ダイエットに効く・・・」、「大麻は大した害はない・・・」など、間違った考えが流布
しています。
一人ひとりが薬物乱用の本当の恐ろしさを正しく理解し、絶対に麻薬、覚醒剤、大麻等の

薬物に手を出さないという心を養ってください。

自分のいのちを大切に！！

毎年自殺者が３万人を超え社会問題となっています。この中には多くの大学生も含まれています。
進路、学業不振、身体の病気、親子・友人・教員との人間関係、恋愛・失恋・就職失敗等々、

様々な悩みがあると思いますが、一人ぼっちで悩み、苦しんでいると死にたくなるような
気持ちが募ってきます。あなたは一人ではありません。あなたの回りには、家族や友人を
はじめ、大学には教職員や医師、カウンセラーもいます。一人で悩まずＳＯＳを出してく
ださい。

友達や知人が「死にたい」と言ったらほっておかないで、誰かに相談してください。
あなたに「生きてほしい」と願っている人が多くいることを忘れないでください。



重要なお知らせ（必ず読んでください）

悪徳商法にあなたも狙われている！！

○人に売れば儲かると称し、高額で売りつける「マルチ商法」
○路上で呼び止める「キャッチセールス」
○ハガキや電話で呼び出す「アポイントセールス」
○注文もしないのに商品を送りつける「押しつけ商法」
○先祖の因縁で不幸になるなどといって恐怖心をつのらせ、心理的に追い込んで売りつける「霊感商法」など

あの手この手の悪徳商法があなたを狙っています。
もし万一、あなたがこのような問題に直面したら、一人で悩まずに学生支援室学生生活係や学生相談室に相談し

てください。（本学ＨＰに詳しく掲載中です。）
また、最寄りの消費生活センターなどでも相談すると良い助言が得られます。
なお、違約金を払わずに、無条件で解約できる期間『クーリングオフ』があることも知っておくと良いでしょう。

クーリングオフ制度・・・消費者が、訪問販売や電話勧誘販売などで申込みや契約をした場合、訪問販売法で指定
された商品・サービス・権利については、契約書を交付された日から８日以内（マルチ商法
では20日以内）なら無条件で解約できる制度です。

クレジット（クレジットカード）の使用に注意！！

最近は、クレジットカードでお金を借りたり、商品を買ったりするケースがふえてきました。クレジットとは私たち消費
者の信用のもとに、代金の支払いを後払いにするシステムです。しかし、クレジット契約はサイン一つで商品やサー
ビスが簡単に手に入る便利さの反面、借金の申込みをするのと同じであることを十分理解しておくことが大切です。

また、いわゆる「学生ローン」は、利用手続きの簡易さから安易な気持ちで利用する人がいるようですが、ごくわず
かな借金でも高金利支払いのため、雪ダルマ式に増えていきます。

その返済のために他のローンも利用せざるを得なくなり、いつの間にか巨額の返済に追われ、
本人の学生はもとより家族の生活にも深刻な影響を及ぼすことになります。

上記のように近年、学生が巻き込まれる犯罪・トラブル等が増加しています。この社会環境
の変化に対応するには、学生自身が犯罪・トラブル等を認知・回避し、万一遭遇した場合にお
いても、迅速かつ適切に対処できる必要があります。
本学では、犯罪・トラブル等についての正しい知識を持ち、安全な学生生活を送る一助とす

べく、『東京農工大学学生生活ＧＵＩＤＥ』を作成し、新入生全員に配布しています。

団体名や宗教名などを明かさず、「サッカーをやっているサークルだけど一度来てみない？」、
「社会人と学生が集まってバレーをしているのだけど」、「農工大の現役生やＯＢもいるよ」、
「他大学の学生とも交流できるよ」などと言って近づいてきます。

サッカーの元Ｊリーグ選手やバレーボール元日本リーグ選手、現役のファッションモデルなどの
活動を紹介しながらの勧誘も行っています。

練習のあと食事やお茶に誘い、ファミリーレストランへ。スポーツ活動などを通し、仲良くなったところで
頃合いを見計らい、徐々に教義の話などが開始されます。

「おかしいな」、「怪しいな」と思ったら迷わずはっきりと断りましょう。

サークルを装い勧誘活動を行っているカルト宗教団
体に注意！！



大規模地震が発生した場合の心得
東日本大震災は、その被害の甚大さにより、私達は自然災害の恐ろしさをあらためて認識させられました。
現時点では、地震がいつ、どこで起こるか予測することは、不可能といっても過言ではありません。
しかし、私たち一人一人が、日頃から防災に対する知識と十分な備えをすることで、地震による被害を最小限にすること

はできます。
この心得は、大規模地震により重大な災害が発生した場合に、学生のとるべき対応の仕方及び地震発生時の一般的注

意を述べたものです。
学生諸君は、この心得を自分のものとしたうえで、大規模地震等に際し、常時携帯をお願いしている「大地震対応マニュ

アル」に従って、冷静に行動してください。

〔大規模地震が発生した場合の対応〕
１．学生諸君はまず状況に応じて適切に身の安全を確保してください。その上で、大学からのメール及びホームページに

よって必要に応じて出される諸君への指示・諸連絡に留意し行動してください。

２．大学は・インターネット・はがき・口コミ・現場確認等あらゆる手段を講じて学生諸君の安否等を確認する必要があります。
災害が起った場合は、可能な限り自ら下記に従って安否連絡をしてください

また、安否を確認した他の学生の状況も併せて連絡してください。

○インターネットによる報告 http://tuat-anpi.jp/
○インターネットが利用できない場合

・はがきによる連絡 〒１８３－８５３８ 東京都府中市晴見町３－８－１ 東京農工大学学生総合支援課
○研究室配属の学生は指導教員への連絡

大学からの安否等の確認は原則として「学生カード」に基づいて行うことになりますので、この記載内容が古いと、確
認が非常に困難になります。住所等に変更が生じた時は速やかに届け出るよう普段から心がけてください。

３．交通機関が全面停止の場合は、原則として帰宅を見合わせて学内滞在所に残り、大学からの指示に従ってください。

４．本学の府中キャンパス及び小金井キャンパスは、広域避難場所に指定されています。広域避難場所は、地域の火災
が拡大した場合などに避難する空き地として指定されているものであり、火災が鎮火するまでの数時間程度避難者が滞
留する場所とされています。

このことについて学生諸君の理解と協力を求めます。

〔地震発生時の一般的注意〕
１．グラッときたら、火の始末

「火を消せ」と声をかけあって、火気使用設備、実験器具等の火元を切ってください。
２．薬品火災の予防措置のため、薬品棚の扉を閉めてください
３．身の安全を図る

書棚、ロッカー、窓ガラス等から離れ、柱の多い所へ逃げ込むなど、身の安全を図ってください。
４．ドアを開けて、まず出口を確保する

建物がゆがんで出口が開かなくなることがあります。逃げ口を失ったら避難できません。
５．あわてて外に飛び出すな

外壁、窓ガラス等の落下物でケガをすることが予想されますので、落ちついて行動してください。
６．火が出たらすばやく消火

火災が発生したら、落ちついて初期消火にあたってください。
７．エレベーターは使用禁止

使用中の者は、直ちに最寄りの階で降りてください。
８．門や塀などには近よらない

屋外に出たら、建物、門、ブロック塀など崩れやすいところを避けて避難してください。
また、ＲＩ施設、危険物薬品庫、給油設備など危険な施設には、近づかないでください。

９．避難は徒歩
避難は徒歩で、できる限り集団行動をとってください。その際ガラスの破片や落下物等に気をつけて避難してください。

１０．協力しあって救護・救援
「人命第一・安全第一」お互いに助け合って救護・救援活動を行ってください。

１１．正しい情報を知る
緊急時には、正しい情報をつかみ、的確な行動をとることが重要です。ラジオ、防災行政無線、広報車などから正しい

情報を入手し、噂やデマにまどわされないで冷静な行動をとってください。



AEDを設置しています！！

人工呼吸や心臓マッサージは、救命手当の方法としてよく知られています。しかし、この
ような心肺蘇生法では、リズムを失った心臓を正常に戻すことはできません。酸素を全身へ
運ぶ血液の流れを再開させるためには、一刻もはやく除細動器と呼ばれる装置で心臓に電気
ショックを与える必要があります。
この除細動器の使用はこれまで医師・看護師・救急救命士などにしか許可されていません

でしたが、平成１６年７月より、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用が一般市民にも認め
られるようになりました。

心室細動とは、心臓の心室が小刻みにふるえた状態になり、脳やからだに血液を送り出す
ことができなくなるため、数分間続くと死に至る危険な不整脈のことで、早い段階で電気
ショックを与えれば回復するが、それが１分遅れるごとに救命率は7～10％ずつ低下するとい
われています。
発症から３分以内にAEDが使われた場合、４人の内３人が救えるとの報告もあり、AEDは心

臓突然死を防ぐ最も有効な手段といわれています。
救急隊もAEDを備えていますが、現在、119番通報から救急車の到着まで平均６分かかると

のことで、救急効果が高いとされる３～５分以内に除細動を行えるようにするには、概ね半
径100ｍごとにAEDを設置する必要があるといわれています。

「心室細動」とは

本学としても、職員・学生等の安全を確保するため、府中・小金井両キャンパスの下記の
場所に各１台、計９台を設置しています。

設置場所については、各キャンパス配置図の マークを確認してください。

とは

設置場所

【府中キャンパス】
◎本部管理棟守衛室
◎体育館
◎南門守衛所
◎本館宿直室
◎FSセンター管理棟１F

【小金井キャンパス】
◎中央棟１階
◎生物システム応用科学府本館１階
◎守衛所（正門）
◎先端科学実験棟1F

ＡＥＤ



学生生活

Ⅰ



は じ め に

いよいよ、東京農工大学学生としてのあなたの学園生活が始まります。大きな希望に胸を
ふくらませて入学したあなたは、大学という今までとは違った雰囲気と新しい環境に早く慣
れ、これからの学園での生活設計を十分にたててください。

私達は、あなたがこれからの学業を立派に修められ、また学生生活を豊かに営まれること
を念願しております。精神的にも、経済的にも安定した学生生活の中で、豊かな教養を備え
たすぐれた社会人に育つためには、正課の授業は学生生活にとって最も重要なものです。し
かし、それだけに終らないで、正課外にもサークル活動や地域における諸活動に積極的に参
加して、友人との交流やいろいろな経験を積むことも重要なことです。

相談・手続の窓口

本学には、次の事務部が置かれ、府中及び小金井キャンパスに置かれている学生支援室な
どと協力して、あなたの学生生活全般に関して、個々、時々の実情に即した指導助言・援助
活動のための業務にたずさわっています。各事務部は、皆さんが大学在学中充実した学生生
活を送られるようにお世話をするサービス機関でもあります。

学生総合支援課、教育企画課、入試課及び国際交流課（留学生係）は、府中キャンパスに
あります。

１．学生ｻｰﾋﾞｽ担当

－１－

本部の事務部 業 務 の 内 容

学生総合支援課 カリキュラム関係、教務事務の総括、学務情報システム

就職指導の総括的業務、健康診断、健康相談、

学生教育研究災害傷害保険、学生支援事務の総括、

授業料免除の総括的業務、奨学金、学寮の管理運営、

経済相談、合宿研修施設の管理運営、課外活動、学生行事等

教育企画課 教育改革、教育に係る評価等

入試課 入学者選抜担当、学生の募集、入学試験の実施等

国際交流課 国際センター、日本語研修生の予備教育・研修生の修学指導、

留学生の受入、留学生の生活上の助言・相談、身分・修学指導、

留学生の奨学金、国際交流会館の管理運営、

短期留学（受入・派遣）、短期留学プログラム等
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２．学生支援室等での事務

農学部、工学部には学生支援室があって、それぞれ教務や学生生活に関する業務及び助
言を行っていますので、気軽に連絡・相談にきてください。

学部の事務部 業 務 の 内 容

府中地区

学生支援室

小金井地区

学生支援室

教 務 係

・退学、卒業、修了等学籍の異動及び休学、復学、転学科

等在学中の身分異動

・授業計画の作成、運用及び授業時間割の編成、学外実習、

見学等、休講に関すること

・期末試験その他試験及び履修状況

・教育職員免許及び教育実習

・修学上の指導及び助言に関すること

・学生及び卒業生の身分及び成績についての証明

・外国人学生の身分及び修学

府中地区

学生支援室

小金井地区

学生支援室

学 生 生 活 係

・学生の経済相談

日本学生支援機構その他諸団体の奨学金、授業料等の

減免及び徴収猶予、通学証明書、その他学生生活につ

いての証明及び旅客運賃割引証の発行、学生の宿舎及

びアルバイト情報

・学生の就職情報

・学生証の発行

・健康管理、学生教育研究災害傷害保険及び厚生施設、課

外活動施設の運用

・課外活動の助成及び学生、学生団体の指導、助言並びに

表彰及び懲戒

・その他学生の厚生、福祉及び補導に関すること

【各窓口連絡先】

学生総合支援課学生支援係 ℡042-367-5582    （Ｅ- mail ： gaksien1@cc.tuat.ac.jp ）

府中地区学生支援室 学生生活係 ℡042-367-5579    （Ｅ- mail ： a-gksei@cc.tuat.ac.jp ）
教 務 係 ℡042-367-5662    （Ｅ- mail ： akyomu1@cc.tuat.ac.jp ）

小金井地区学生支援室 学生生活係 ℡042-388-7011    （Ｅ- mail ： tkkousei@cc.tuat.ac.jp ）
教 務 係 ℡042-388-7010    （Ｅ- mail ： tkyomu1@cc.tuat.ac.jp ）

大学院生物システム応用科学府 事 務 室 ℡042-388-7217     （Ｅ- mail ： basejimu@cc.tuat.ac.jp ）

大学院連合農学研究科学生係 ℡042-367-5670    （Ｅ- mail ： rennougk@cc.tuat.ac.jp ）
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３．クラス担任【アドバイザー】

あなたの学生生活の相談役となるのがクラス担任です。

クラス担任はクラスごとに教員が担当し、あなたのお世話をします。ですから一身上の
問題でも、学習上のことでも、気にかかることは遠慮なく相談してください。クラス担任
に面接したいときはクラス担任に直接、あるいは農学部学生は府中地区学生支援室学生生
活係、工学部学生は小金井地区学生支援室学生生活係へ申し出てください。

４．学生生活委員

あなたの、学習上の悩み、経済的問題、個人的問題はもとより学園生活全般の問題につ
いて相談に乗ってくれるのが、学生生活委員です。学生生活委員は、各学科毎に決められ
ていますので、相談したいことが生じたときは所属学科の委員の研究室等に遠慮しないで
訪れ、問題の解決・改善に努力してください。
また、学生相談室（Ｐ１５）も開設していますので利用してください。

５．オフィスアワー

学生が教員の研究室を訪ね、直接話ができる制度が「オフィスアワー」です。授業に関
する質問や相談はもちろんのこと、その教員の講義を受講していない学生でも、聞きたい
ことがあるときには自由に訪ねることができます。
教員があらかじめ特定の時間帯（何曜日の何時から何時までなど）を示し、その時間帯

であれば、学生は基本的に予約なしで研究室を訪問できます。
教員は、出張や臨時に会議等が入る場合があります。この場合は、次の機会に訪問する

か、電話等で連絡してください。
＜授業に関するオフィスアワー＞

授業に関するオフィスアワーの時間帯をシラバスの「オフィスアワー・その他」欄に
記載しています。シラバスに記載されていない科目のオフィスアワーについては、事前
に電話等で予約してください。
シラバスは、本学のホームページで閲覧できます。オフィスアワーの時間帯はシラバ

スホームページ上で随時更新されますので、訪問の前に確認してください。

（http://spica.gakumu.tuat.ac.jp/syllabus/SearchMain.aspx?）

６．個人情報について

本学では、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、「独立法人行政法人等
の保有する個人情報の保護に関する法律」及び本学で定める関連規程等を遵守し、個人情報
の適正な管理に努めております。
本学の教育研究及び運営その他必要な業務に関し、個人情報を収集するときは、適正かつ

公正な手段により、その業務に関する必要な範囲内で収集目的を定め、その目的の達成に必
要な限度において行っています。
また、外部業者に業務委託する場合は、契約において当該個人データの適正な取扱いをす

ることを求め安全な管理を図ります。さらに、収集した情報を第三者に提供する場合には当
該第三者の利用目的について慎重に調査し、公益性があると判断される場合に限り、必要最
小限の情報に限定して提供することとしています。
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７．学生の諸証明書交付等

（１）学 生 証（兼図書館利用者カード）

① 学生証はIDカードになっています。表面が本学学生の身分を証明するものであり、

学生は常に学生証を携帯して本学教職員及び鉄道係員等に請求されたときはいつでも

提示しなければなりません。裏面は図書館利用者カードになっています。

学生証の有効期限は、最短在籍期間です。有効期限が過ぎたり、また卒業、退学な

どによって学籍を離れたときは、ただちに返還してください。

盗難、紛失などの場合には速やかに届け出るとともに、後日発見できなかったとき

は改めて再交付願いを提出して交付を受けてください。学生証を落としたり、盗まれ

て思いがけない迷惑を蒙ることがありますから何よりも紛失しないことが大切です。

② 学生証を紛失・破損した場合の再交付は、有償となります。各人が所属する各地区

学生支援室学生生活係、連合農学研究科学生係、生物システム応用科学府事務室又は

工学府産業技術専攻事務室に問い合わせをしてください。

（２）通学定期乗車券購入証明書

鉄道関係の交通機関を利用して通学する学生が通学定期乗車券を購入するときは、大

学の最寄りの駅から居住地（現住所）の最寄りの駅までの区間を記載した通学定期乗車

券購入証明書が必要ですので、各人が所属する各地区学生支援室学生生活係、連合農学

研究科学生係、生物システム応用科学府事務室又は工学府産業技術専攻事務室で手続き

を行ってください。申請手続きの際には所定の事項を正確に記入してください。

（３）学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）

学生が実習または帰省などのためにJR（航路、自動車線を含む）に乗車船して旅行

しようとするときは、学割証の交付を受けて使用することができます。

この学割証の１人当たりの枚数は、年間（４月～３月）１０枚です。JRの乗車船区間

のキロ程が片道１００キロを超えて乗車する場合、運賃は２割引になります。

また、JRの往復割引の条件に合致する場合は、行き・帰りそれぞれ１割引（往復割

引）の運賃が、さらに行き・帰り２割引になります。

学割証は本人以外の者は使用できません。不正に使用したときは東京農工大学全体が

発行停止の処分を受け、他の学生に迷惑をかけることになりますから、十分注意して下

さい。
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（４）証明書自動発行機

証明書自動発行機では、

○成績証明書

○在学証明書

○卒業・修了見込証明書（卒業・修了年次。発行可能時期は各学部・大学院の教務係

にお問い合わせください。）

○学生生徒旅客運賃割引証（学割証）【学割は年間（４月～３月）１０枚まで】

○健康診断証明書（定期健康診断を受診しないと発行されません。詳細は、Ｐ１３を

ご参照ください。）

○旧在籍時の証明書（学部時及び博士前期課程時の成績証明書、卒業・修了証明書）

を発行しています。発行時間は、８：３０から１７：１５まで。

（５）各種証明書の交付及び各種願出（届出）書の手続き等
その他の証明書は、必要の都度申し込んで交付を受けてください。
なお、発行には休日を除いて３～１０日程度かかるので余裕をもって申し込むよう

心がけてください。

（６）住所変更の手続き
引越したら、速やかに各地区学生支援室学生生活係にて手続きを行ってください。
病気・ケガなどで緊急連絡が必要になることがありますので、保護者の住所が変更になっ
た際も必ず届け出るようにしてください。
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諸手続等の一覧

名称 取扱課係名等 期日 備考

学生証（兼図書館利用カード） 各地区学生生活係 入学時

学生証再発行 各地区学生生活係 随時 有償となります

在学証明書 証明書自動発行システム 随時

学生生徒旅客運賃割引証 証明書自動発行システム 随時 年間（4～3月）１０枚

証明書自動発行システム 随時 在学生（旧学籍のものも含む）

各地区教務係 随時 卒業生・修了生※注

単位修得証明書 各地区教務係 随時 ※注

卒業（修了）見込証明書 証明書自動発行システム 随時 各課程最終学年のみ

証明書自動発行システム 在籍時の旧学籍

各地区教務係 卒業生・修了生※注

健康診断証明書 証明書自動発行システム 随時
問い合わせ及び英文は
保健管理センター

住所通学路変更届（本人） 各地区学生生活係 随時

保証人変更届・保証人住所変更届 各地区学生生活係 随時

改姓届及び旧姓使用願 各地区学生生活係 随時

履修届 各地区教務係 前・後期始め 掲示により通知

研究題目届 各地区教務係 所定の期日

休学願、復学願、退学願 各地区教務係 所定の期日 詳細は７頁参照

留学願 各地区教務係 随時

通学定期乗車券購入証明書 各地区学生生活係 随時

転学部・転学科願 各地区教務係 所定の期日まで

他大学等受験届 各地区教務係 他大学受験以前 本学の再試験を含む

授業料免除願 各地区学生生活係 毎学期授業開始前 掲示により通知

授業料月割分納願 各地区学生生活係 毎学期授業開始前 掲示により通知

授業料徴収猶予願 各地区学生生活係 毎学期授業開始前 掲示により通知

車両入構許可申請書 各地区学生生活係 所定の期日まで 詳細は９・１０頁参照

学外活動届（旅行・遠征・合宿・試合） 各地区学生生活係 １週間前までに 団体の場合

学内施設等使用願 各地区学生生活係 使用日の３日前までに

合宿研修施設使用申込書 小金井地区学生生活係 使用日の７日前までに 小金井キャンパスのみ

火気使用許可申請書 小金井地区学生生活係 使用日の７日前までに 小金井キャンパスのみ

掲示許可願 各地区学生生活係 随時

学外合宿研修施設使用申込書 学生総合支援課 １ヶ月前から１週間前まで 詳細は４０頁参照

研究生入学願、延長願 各地区教務係 所定の期日まで

科目等履修生入学願 各地区教務係 所定の期日まで

科目等履修生科目追加・期間延長願 各地区教務係 所定の期日まで

管理人（欅・桜寮）又は
寮委員会（楓寮）を経由する

※注　：交付希望日の３日前（事務休業日を除く）までに申し込むこと。（英文については１０日前。）

成績証明書

卒業（修了）証明書 卒業後、大学院修了後

入寮願、退寮願 学生総合支援課 随時
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（１） 休 学
疾病その他特別の理由により３か月以上修学することができない者は、休学を願い出る

ことができます。休学をする必要が生じた者は、所属学科等の学生生活委員、クラス担任
または指導教員に相談の上、所定の休学願に所属学科長等及び連帯保証人の承認印を得た
後、添付書類と一緒に所定の期日までに各地区の学生支援室に提出してください。

休学期間は、休学開始日から１年以内かつ年度末までとなります。
休学通算期間は、学部生については３年（共同獣医学科は５年）、大学院生について

２年を超えることはできません。ただし、再入学、転入学又は編入学した学生については、
学則により定められた在籍年限の２分の１の期間となっていますのでご注意ください。
① 休学期間中に、学則第７８条又は第１１０条による留学をしようとする場合は、復学
願を提出の上、留学の諸手続を行ってください。

② 休学者の授業料の取扱いについては、事前に各地区の学生支援室に相談してください。
③ 授業料未納の者については、未納の授業料を納入してから休学手続を行ってください。

８．休学、復学、退学の諸手続について

区分 授 業 料 休学開始日 授業料の取扱

1
前 期 ４月１日

その期の授業料を全額免除します
後 期 １０月１日

2

前 期
４月２日から
６月１日まで 休学開始日により納入金額が異なります

ので、各地区の学生支援室で確認してく
ださい後 期

１０月２日から
１２月１日まで

3
前 期 ６月２日以降

その期の授業料を全額徴収します
後 期 １２月２日以降

（２） 復 学
① 休学期間の途中で休学の事由が消滅したときは、速やかに所定の復学届を提出して
ください。

② 休学者が期の途中で復学した場合、その期の授業料は、復学した日の属する月から
月割計算により算定した額を徴収します。

（３） 退 学
① 退学しようとする者は、所属学科等の学生生活委員、クラス担任または指導教員に
相談の上、所定の退学願に所属学科長等及び連帯保証人の承認印を得た後、所定の期
日までに各地区の学生支援室に提出してください。
特に、退学する時期によって授業料納入の制約がありますので注意してください。

② 授業料未納の者については、未納の授業料を納入してから退学手続を行ってくださ
い。
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本学では、学生が学校感染症に罹患し、学長が出席停止を命じ、授業を欠席した場合の取
扱いを以下のとおり定めています。この中で学校保健安全法施行規則に定める学校感染症
に罹患した場合は、出席停止期間経過後に下記「登校可能証明書」又は「治癒証明書」を
持って各地区の学生支援室に申し出ることにより、授業を欠席として扱わないなどの措置
が取られます。
「登校可能証明書」の用紙は、本学ホームページ（保健管理センターのページ）で入手

できます。必ず提出してください。なお、インフルエンザの登校可能証明書は、受診した
医療機関で発行しますが有料となります。保健管理センターでは、インフルエンザと診断
された時の処方薬の説明書または明細書を持参すれば無料で発行します。

９．学校感染症に罹患した場合の授業の取扱いについて

授業等における欠席の取扱いに関する申し合わせ

大学が責任を負うべき措置として、学長が登校停止を命じた場合は、大学は当該学生に
とって不利益とならないよう配慮し、出席停止期間について次のとおり取り扱う。なお、
処分による登校停止は、これには含めない。
１．授業の取扱い

授業については、欠席として扱わない。
２．定期試験の取扱い

状況に応じ代替の試験又はレポート、中間試験若しくは出席状況等による評価を行い、
これをもって定期試験による評価に代える。

※この書式は次のアドレス（保健管理センターＨＰ内）から入手可能
http://www.tuat.ac.jp/~health/toukoukanou.pdf

登校可能証明書

学 部・学科等：

学 籍 番 号：

氏 名：
（枠内、本人記入の事）

インフルエンザ （ Ａ型 ・ Ｂ型 ）
麻疹
水痘
流行性耳下腺炎
風疹

その他（ ）

病気

上記の病気のため、「学校保健安全法」第19条の規定に基づき、平成 年 月 日から、
出席停止を要したものと認めます。
大学への復帰は、平成 年 月 日から可能とする。

学 長 殿
平成 年 月 日

医療機関名
医 師 印
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１０．学内交通について

（１）府中キャンパス構内交通について

手続等については下記のとおりです。

１ 四輪車を使用の場合
１）対象者

・学部４年生以上の者
・交通機関による通学時間が片道１時間以上の者

２）申請受付場所・期間
・学生支援室学生生活係
・毎年１回（４月）学生生活係掲示板にてお知らせします。
・その他に１０月入学の新入生を対象に、１０月以降随時受付を行っています。

３）登録費用
・１年間（年度毎）：１２，０００円

４）申請に際しての必要書類
・申請書・誓約書・自動車車検証写し・運転免許証の写し
※駐車台数が限られているため、抽選となる場合があります。

２ 二輪車を使用する場合
１）対象者

・やむを得ない理由があり、片道３ｋｍ以上の者
２）申請受付場所・期間

・学生支援室学生生活係
・毎年４月以降随時 学生生活係掲示板にてお知らせします。

３）登録費用
・１年間（年度毎）：３，０００円

４）申請に際しての必要書類
・申請書・誓約書・自動車車検証等写し・運転免許証の写し

３ 自転車を使用する場合
申請は不要ですが、必ず定められた場所に駐輪してください。

※ 詳しくは府中地区学生支援室学生生活係までお問合せください。

本学では、教育研究の環境の保持及び構内の交通安全を図るため府中・小金井キャンパス
における『構内交通に関する要項』を定めています。

したがって、四輪車・二輪車で通学を希望する者は、各キャンパスにおける手続等に従い
申請してください。
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（２）小金井キャンパス構内交通について

手続等については下記のとおりです。

１ 四輪車を使用の場合
１）対象者

・学部４年生以上の研究室に所属している者
・居住地区が正門より２ｋｍ以上の者

２）申請受付場所・期間
・学生支援室学生生活係
・毎月第３週

３）登録費用
・１年間（年度毎）：１２，０００円（1年間＝4月～3月、年度途中申請でも3月まで
の登録費用は同額、継続なし）

４）申請に際しての必要書類
・申請書・誓約書・自動車車検証写し
・自動車保管場所標章番号通知書(車庫証明)写し

２ 二輪車を使用する場合
１）対象者

・全学生
２）申請受付場所・期間

・学生支援室学生生活係
・毎月第３週

３）登録費用
・１年間（年度毎）：１，０００円（1年間＝4月～3月、年度途中申請でも3月まで
の登録費用は同額、継続なし）

４）申請に際しての必要書類
・４００cc以上は、申請書・誓約書・自動車車検証(写し)
・４００cc未満は、申請書・誓約書・軽自動車登録済証明書(それに類する書類)写し

３ 自転車を使用する場合
１）小金井キャンパスにおいて自転車を使用する者は、工学部生協HPから申請して下さい。
その他手続等は生協で行っています。

２）申請は随時受付けています。
３）登録費用

工学部生協HPでご確認下さい。
４）不用自転車は有料で生協が処分を代行します。（期限指定）

※ １，２について詳しくは小金井地区学生支援室学生生活係までお問合せください。
なお、生物システム応用科学府所属の学生は生物システム応用科学府事務室へお問合
せください。
また、３について詳しくは、生協までお問い合わせください。
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１１．修学・生活上の注意等

（１）受 験 心 得

受験にあたっては，厳正な態度で臨み，不正な行為は行わないこと。受験中不正行為など
があったと認められたときは，その行為が発覚した時点から謹慎処分となり、その学期にお
ける当該学生の履修した授業科目全ての単位が無効となり、学則により相応の懲戒処分を受
けることになります。

１ 受験する学生は、特別の指示のない限り毎試験開始５～１０分前までに所定の教室に
入室すること。

２ 特に指示のない限り、指定された座席で受験すること。

３ 受験に必要な物品以外は、監督者の指示する場所に置くこと。

４ 携帯電話は電源を切って、カバンの中にしまうこと。

５ 学生証は、受験中必ず机上に置くこと。
学生証を携帯しない者は、その試験が無効になることがありますので、必ず携帯する

こと。

６ 受験中は、筆記用具類の貸借をしないこと。

７ 受験中は、監督者の許可なく試験場外に出ないこと。

８ 受験中は、騒音等を発し、他人の受験の妨げとなるようなことはしないこと。

９ 試験開始後３０分以内は、退室をしないこと。

10 ３０分以上遅刻した者は、原則として受験することができない。
ただし、事情によっては受験を許可することがありますので、教務係に届け出て、指

示をうけること。

11 答案に学科、入学年度、学籍番号、氏名の記載がないと無効になることがあるから、
記載の確認をすること。

12 試験時間が終了し、また、終了前に答案を作成し終ったときは、特に指定がない限
り、教卓上に提出するか又は監督者に直接手渡して静かに退室すること。
自己の机上に置いて退室しないこと。

13 答案用紙の持ち帰りはしないこと。

14 履修承認を受けた正規受験者以外は入室しないこと。
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（２）本学における禁煙対策について

平成１５年５月施行の健康増進法第２５条に伴い、本学においても禁煙・分煙の環境作りを
進めてきましたが、平成１７年４月１日から、両キャンパス（府中・小金井）において、環境
に対する配慮を標榜とする大学として、敷地内全面禁煙を目指すべき方向としつつ、当面は以
下のとおり分煙対策強化により建物内の禁煙（タバコの煙が建物内に流れ込む建物外での禁煙
を含む。）を徹底することにしました。以下のことについて、厳守して下さい。

１．学内分煙化に当たっての実際の措置
① 研究室・学生寮を含む建物内は、禁煙である。（したがって、受動喫煙防
止措置が講じられていても室内における喫煙は禁止されることになる。）

② 建物外にあっても、タバコの煙が建物内に流れ込む場合は禁煙である。
③ 学内敷地内においても指定場所以外は禁煙である。したがって、歩行しな
がらの喫煙も禁止である。

２．キャンパス内の美化及び喫煙のモラルについて
たばこの吸殻の放置など喫煙によりキャンパス内の美化が損なわれていること、

また、歩行しながらの喫煙など社会において既に指摘されてきている喫煙のモラ
ルが守られていないことを勘案し、分煙対策の強化と並行して喫煙モラルの健全
化を図る。

３．喫煙ルール
① キャンパス内の指定喫煙場所においてだけ喫煙が許容されている。

それ以外の場所で喫煙しないこと。
② 吸殻や灰は吸殻入れに捨て、周囲に撒き散らさないこと。
③ 歩行喫煙、自転車運転中の喫煙は禁止する。
④ 空き缶やペットボトルは吸殻入れに捨てないこと。これらを吸殻入れとし
て使わないこと。

⑤ タバコの火は吸殻入れ内で消し、壁面などでは決して火を消さないこと。
⑥ 吸殻入れの発煙・発火は火災の原因になる。発煙・発火が見られたときは
直ちに水をかけて消火すること。

⑦ 上記のルールを守らない者に対しては、ルールを守るよう相互に注意を与
えること。

⑧ 喫煙場所であっても、周囲の歩行者などに配慮し、いったん火を消す、し
ばらく喫煙を我慢する、などして、受動喫煙の防止につとめること。

【参考】健康増進法第25条（受動喫煙の防止）
第25条 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、
事務所、官公庁施設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理
する者は、これらを利用する者について、受動喫煙（室内又はこれに
準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされることをいう。）
を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。
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健康・相談

充実した大学生活を送るためには、健康の維持・増進がすべての生活の基盤となること

を自覚して、これからは自分の健康は自分で注意し、管理していく習慣を身につけること

が大切です。

本学には、学生の皆様が心身ともに健康な学生生活を送ることができるよう保健管理セ

ンターが設けられており、学生の健康管理の指導・助言を行っています。心身の異常や不

調がある場合はお早めにご利用ください。

１．保健管理センター

保健管理センターは、府中と小金井に設置されており、
次の業務を行っています。心身の健康についてお困りの
ことがありましたらお気軽にご相談ください。

１．学生定期健康診断・診断書等の発行

定期健康診断は、全学生を対象に毎年４月及び１０月（１０月入学生対象）に実施し、

再検査などを５月にかけて実施しています。（日時と場所は事前に掲示されます。）

学生の健康状態を把握し、病気や心身の不調を発見するうえで重要ですので、必ず受

診するようにしてください。また、この健康診断に基づいて、就職、奨学金の申請など

に必要な診断書等の発行を行っていますので、受診しないと健康診断書及び健康診断証

明書の発行はできません。

保健管理センターで発行できる診断書は下記のとおりです。

申込みは保健管理センターで受付けており、診断書の書式によっては発行まで日数が

かかるものもありますので、余裕をもってお申込み下さい。

① 健康診断書及び ・・・証明書自動発行システムで発行されないもの

健康診断証明書

② 健康診断結果 ・・・在学中の経年的な定期健康診断結果を一覧にして発行

２．応急処置・診療

保健管理センターでは、学内で発生した外傷や急病に対し応急処置（一次処置）を

行っております。必要に応じて、医師の診察と、外部医療機関への紹介などもしており

ます。急病については学業にできるだけ支障を及ぼさないように、医師の判断により薬

の処方を行う場合があります。また、状況によっては休養室を利用することもできます。

実験中の事故の場合、現場で「安全マニュアル」に記載されている必要な措置を講じ

た上、なるべく担当教員が付き添い受診してください。

３．健康相談（内科・婦人科）

内科医・婦人科医による専門的な診察・健康相談・指導等を行います。（看護師によ

る健康相談は、随時受付けています）。なお、保健管理センターではレントゲン・血液

検査等の設備はありませんので、検査等ご希望の方は、必要に応じ医療機関をご紹介し

ます。
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４．カウンセリング・精神保健相談

精神科医、心理カウンセラーによる相談は、１回に１時間近くかけますので、できる

だけ予約をして利用してください。学生の家族、教職員、友人、知人からの相談にも応

じます。予約外、時間外相談も適宜可能な範囲で受付けています。急を要する際は、看

護師にご相談ください。

利用方法：キャンパスに関わらず、どちらの保健管理センターでも利用できます。

直接来所か電話でお申込みください。

● 府中地区 本部敷地内 保健管理センター ℡：042-367-5548・5189

● 小金井地区 中央棟３階 保健管理センター ℡：042-388-7171

なお、「３．健康相談」「４．カウンセリング・精神保健相談」の開設日時や担当者

名等は保健管理センターホームページ、またはホームページ内の「健康のしおり」をご

確認ください。

※ 往診等緊急対応時、または感染症者が受診している時には、利用を制限したり、閉

室とすることがあります（センター入り口に掲示します）。なお、感染症が疑われる

方は、受診前に電話でご相談ください。また、発熱の疑いのある方は、センター来室

時に入り口のインターホンを押してお知らせください。

《健康保険証》

保健管理センターで行う健康診断、応急処置、健康相談等には、健康保険証は不要

ですが、他の医療機関を利用する場合には必要となります。

急病の時に保険証を所持していないために困る例が多々あります。自宅以外の通学

者は、あらかじめ「遠隔地被扶養者保険証」を作っておいてください。
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２．学 生 相 談

学生と教員が自由に話し合える場として、学生相談室が両キャンパスにあります。学
業、進路、人間関係、生活上のことなど、なんでも気軽に学生相談室を訪ねて、話し
合ってください。

相談員は農学部、工学部の教員が、ローテーションを組んで担当しています。相談員
は学生の話にゆっくりと耳を傾けて一緒に問題を考えてくれます。

府中キャンパス 小金井キャンパス

場 所 農学部本館１階 中央棟５階

電 話 番 号 042-367-5606 042-388-7018

開 室 日 と 時 間 毎 週 （木） 15時～18時 毎 週 （火） （金） 15時～18時

相 談 員 農学部学生生活委員及び

クラス担任（アドバイザー）

工学部学生生活委員等

３．ハラスメント相談

東京農工大学はハラスメント（ｈａｒａｓｓｍｅｎｔ）を、「差別意識に基づき、あ
るいは権力関係を用いて、不適切な言動を行い、これによって相手に精神的・身体的な
面を含めて、修学・研究や職務遂行に関連して不利益や損害を与えること」と定義しま
す。ハラスメントには、セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント、
パワー・ハラスメント、人種ハラスメントの他、アルコール・喫煙・メール・電話等に
よるハラスメントがあります。
本学は、個人の尊厳と学問の自由を損なう各種のハラスメントの防止と被害救済を目

的にハラスメント防止・対策委員会を発足させ、相談と問題解決の取次機関としてハラ
スメント相談室を開設しています。
問題解決の方法には、相手への注意や警告のほか、事実関係の調査、当事者間の話し

合い（相談者の希望による調停）、さらに審議によっては委員会勧告、制裁などの強制
的措置があります。いずれの場合も相談者の意思を尊重し、相談者の名誉とプライバ
シーを守ります。どの段階でも苦情申立ての手続きを取り下げることもできます。また、
相談のみで終了する場合もありえます。詳細な規程、ガイドライン及び相談のプロセス
は本冊子及びホームページに記されています。
【ハラスメント相談窓口】

相談日・開設場所は下記のとおりです。具体的な相談日等は、本学ＨＰ「学生生活」の「困ったとき
の窓口」「ハラスメント相談」にあります。ハラスメント相談日時以外の時間帯は、他の「学生相談」
や「進路・就職相談」が行われておりますので、メールにて連絡先及び連絡可能な時間帯を連絡してく
ださい。折り返し、相談員より連絡を致しますが、速やかに対応できない場合がありますので、その際
はご容赦下さい。

ハラスメント相談室：府中キャンパス(農学部本館1階）
毎週１回 原則として 火曜日又は木曜日 9:00～12:00

小金井キャンパス（中央棟5階）
毎週１回 原則として 水曜日又は金曜日 9:00～12:00

15



４．学生保険

① 学生教育研究災害傷害保険（通称：学研災）
この保険は、大学の正課中、学校行事中、課外活動中及び通学中において不慮の災害・

事故等により学生が身体に傷害を被った場合の救済措置する制度です。本学では、万一
の災害・事故等に備えて原則として全員加入としています。この保険の担当窓口は、
下記のとおりです。

農学部・農学府
府中地区学生支援室学生生活係（電話042－367－5540）

工学部・工学府
小金井地区学生支援室学生生活係（電話042－388－7011）

生物システム応用科学府
小金井地区ＢＡＳＥ学務係（電話042－388－7217）

連合農学研究科
府中地区 連合農学研究科学生係（電話042－367－5670）

（１）加入時期
新入学生は、入学時（４月・10月）に受付していますが、その他の期間でも随時受付

しています。

（２）保険金の種類及び金額

担保範囲 死亡保険金 後遺障害保険金 医療保険金 入院加算金

正課中・学校行事中 2,000万円 90～3,000万円 3千円～30万円

1日につき
4,000円

（180日が
限度）

通 学 中

1,000万円 45～1,500万円

6千円～30万円（治
療日数4日以上が

対象）
大学施設等の相互間の移
動中

上記以外で大学施設内に
いる間 3万円～30万円（治

療日数14日以上が
対象）大学施設外で大学に届け

出た課外活動中

※死亡保険金は、事故の日から180日以内に死亡したときが対象となります。
※後遺障害保険金は、事故の日から180日以内に後遺障害が生じたときが対象となります。

（３）保険金が支払われない場合
故意、闘争行為、犯罪行為、疾病、天災（地震、津波等）、無資格運転、酒酔い

運転、施設外の課外活動で危険を伴うスポーツを行っている場合等

本学では、学生生活における万一の事故・傷害に備えるととももに、他人にケガを負わせた
り、他人の財物を損壊した場合などにおける補償のため、学生全員に保険への加入をお願いし
ています。
保険には、以下の種類がありますが、①の「学生教育研究災害傷害保険（学研災）」は、原

則として全員加入としています。なお、①の他、②、③、④の中からいずれか一つに全員加入
することとしています。
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（４）保険料と保険期間

区分 保険期間 保険料 備考

学 部 学 生 ２年 1,750円 ３年次編入学

３年 2,600円

４年 3,300円

５年 4,050円 農学部共同獣医学科2年次編入学

６年 4,700円 農学部共同獣医学科

大 学 院 学 生 ２年 1,750円 修士課程・博士前期課程・専門職学位課程

３年 2,600円 博士課程・博士後期課程

４年 3,300円 連合獣医学研究科

研究生・科目等履修生・
短期留学プログラム学生

修業期間
1年未満
の場合

1,000円

※4月入学生の保険始期及び保険終期は4月1日午前0時から保険期間の3月31日午後12時まで、10月
入学生の保険始期及び保険終期は10月1日午前0時から保険期間の9月30日午後12時まで。

※年度途中で加入した場合でも保険料分担金は、1年単位となります。
※保険料は、一括支払となります。

（５）事故の通知及び保険の請求

①事故通知（所定用紙あり）
保険に該当する事故等が発生した場合、ただちに事故日時・場所・状況等を各担当

窓口へ通知してください。事故から30日以上経過後に通知した場合、保険金が支払わ
れない場合があります。

②保険請求（所定用紙あり）
事故通知に対する請求を行う場合、請求金額が10万円以下で後遺障害がない場合は、

所定の用紙及び診察券等の写しを各担当窓口へ提出してください。請求金額が10万円
以上（他の医療機関との合算した場合も含みます。）の場合は、医師の診断書が必要
となります。

③保険支払
保険請求が保険会社に届いてから原則として30日以内に本人へ支払います。

（６）異動（退学・休学等）に関する手続き

保険期間中に退学及び１年以上休学する場合は、願い出（所定の用紙あり）によ
り保険料の差額を返還します。但し、保険の残期間が１年未満の場合は、保険料の
返還は行いません。

② 学研災付帯賠償責任保険制度（通称：学研賠）
この保険は、大学の正課中、学校行事中、ボランティアクラブ等での課外活動中及び

その往復中で、他人にケガをさせたり、他人の財物を損壊したりしたことにより被る法
律上の損害賠償を保証する制度で、学研災に加入している学生に限ります。
この保険の担当窓口は、学研災と同じです。
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（１）加入時期
新入学生は、入学時（４月・１０月）に受付していますが、その他の期間でも随時

受付しています。

（２）保険金の補償金額

補償内容 正課中・学校行事中及びその往復中（国内外の事故を担保）

対人賠償
１事故１億円限度（免責金額 0円）

対物賠償

（３）補償の対象とならない場合
故意、闘争行為、犯罪行為、疾病、天災（地震、津波等）、自転車・バイク・自動

車・楽器・美術品等などその他これらに類する受託物の損壊、紛失、盗難等

（４）保険料と保険期間
１年間３４０円（２年間以上まとめて支払う場合は、金額×年数）となります。
４月入学生の保険始期及び保険終期は４月１日午前０時から保険期間の３月３１日

午後１２時まで、１０月入学生の保険始期及び保険終期は１０月１日午前０時から保
険期間の９月３０日午後１２時までとなります。
保険始期（４月入学者は４月１日、１０月入学者は１０月１日）以降に加入しても

保険料は変わりません。

⑤ 学生総合共済
この保険は、大学生協が扱っている学生生活24時間におけるケガ・病気、事故、賠償責

任等に対応した任意加入制度です。この保険の担当窓口は、大学生協となりますので直接
お問い合わせください。なお、この保険に加入するためには
生活協同組合への加入が必要です。加入時に出資金15,000円
が必要となりますが、脱退時に返還されます。

④ 学研災付帯学生生活総合保険制度（通称：付帯学総）
この保険は、大学生活２４時間におけるケガ・病気、事故、賠償責任等に対応した任意

加入制度です。この保険へ加入するためには、予め前記の「学生教育研究災害傷害保険」
へ加入しておく必要があります。
この保険の担当窓口は、取扱代理店（0120－811－806）となりますので、直接お問い合わ
せしてください。（土日祝日を除く 9：30～17：00まで）

③ 学生賠償責任保険（通称：学賠）
この保険は、学生生活２４時間（正課の講義・行事・実習・日常生活中）の賠償事故に

卒業まで適用されます。この保険へ加入するためには、生協に加入する必要があります。
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経 済 ・ 生 活

１．日本学生支援機構

① 奨学金の種類

奨学金の種類 対象者の貸与月額（Ｈ２５年度）

第一種奨学金
（無利息）

学部学生 自宅通学者 30，000円、45,000円から選択
自宅外通学者 30，000円、51,000円から選択

大学院学生 修士課程 50，000円、 88,000円から選択
博士課程 80，000円、122,000円から選択

第二種奨学金
（年３％上限とした
利息付。但し、在学
中は無利息）

学部学生 3万・5万・8万・10万・12万円の
いずれかを選択

大学院学生 5万・8万・10万・13万・15万円の
いずれかを選択

※ 第一種奨学金の貸与対象者は、特に優れた学生で経済的理由により著しく修学困難な学生と
なります。

※ 第二種奨学金の貸与対象者は、優れた学生で経済的理由により修学困難な学生となります。

日本学生支援機構では、経済的理由により修学に困難がある優れた学生に対し、教育を
受ける機会を保障し、自立した学生生活を送れるよう奨学金貸与の事業を行っています。
本学で出願者の家計の経済状況、学業成績等を選考基準により審査のうえ、適格者を日

本学生支援機構へ推薦します。
選考は人物・健康・学力・家計について基準に照らして行い、日本学生支援機構の予算

の範囲内で採用されることとなりますが、採用定員には限りがあるため、必ずしも申請者
全員が採用されるわけではないことをご留意ください。
（日本学生支援機構のホームページ http://www.jasso.go.jp）
なお、奨学金の各担当窓口は以下のとおりで、募集等については掲示等により行います。

農学部・農学府
府中地区学生支援室学生生活係（電話042－367－5540）

工学部・工学府
小金井地区学生支援室学生生活係（電話042－388－7011）

生物システム応用科学府
小金井地区 ＢＡＳＥ学務係（電話042－388－7217）

連合農学研究科
府中地区 連合農学研究科学生係（電話042－367－5670）

19



② 募集の種類

種類 内容 申請期間

予約採用
（国内用）

入学前に奨学金を予約する制度 大学院へ進学する場合は
進学する前年の10月中旬
まで

予約採用（海
外用）

国内の大学等在学中に、海外の短期大学・大学・
大学院へ短期留学（原則として３ヶ月以上１年以
内）をするために奨学金を希望する場合で、第二
種奨学金（利息付）を申請する制度

各担当窓口にお問い合わ
せください

在学採用
入学後に奨学金を申請する制度
予約採用で不採用もしくは辞退した場合も申請可

原則として毎年４月上旬か
ら４月中旬まで

緊急採用

家計の急変（主たる家計支持者が失職・病気・事
故・会社倒産・死別又は離別・災害等）で奨学金
を緊急に必要とする場合で、第一種奨学金（無利
息）を申請する制度

随時申請可

応急採用

家計の急変（主たる家計支持者が失職・病気・事
故・会社倒産・死別又は離別・災害等）で奨学金
を緊急に必要とする場合で、第二種奨学金（利息
付）を申請する制度

随時申請可

※在学採用に申請した結果、不採用となった場合でも、日本学生支援機構の予算に余裕がある場合
は、追加で採用される可能性があります。（追加募集は在学採用で不採用になった人が対象とな
ります。）

③ 奨学金の申請

奨学金の申請は、申請者が「確認書」、収入証明書及び大学が指定するものを提
出後、自らパソコンで日本学生支援機構のＨＰにアクセスし、手続きをすることに
なります。申請希望者は、必ず申請期間内に各担当窓口にて申請書類提出時にアク
セス用のＩＤとパスワードを受け取ってください。

入力時に、保証制度として連帯保証人（原則として両親のどちらか）と保証人
（４親等以内、６５歳未満、保証能力がある事が条件）を立てる「人的保証制度」、
または一定の保証料を支払うことにより連帯保証人を立てずに済む「機関保証制
度」を選択することになります。ただし、選択した保証制度は採用後、原則、変更
できませんので、熟慮のうえ選択してください。

採用が決定したら、「返還誓約書」の提出があります。その時に「人的保証制
度」を選択した者は本人の「住民票」、連帯保証人の「印鑑証明書」「収入に関す
る証明書」、保証人の「印鑑証明書」が必要となり、「機関保証制度」を選択した
者は本人の「住民票」、「保証依頼書」の提出が義務づけられます。
また、海外留学の第二種奨学金を申し込む場合も同様の

手続きとなります。
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④ 奨学金の採用決定

種類 採用決定時期 初回振込予定

予約採用

学部学生・・５月もしくは６月上旬

大学院生・・４月もしくは５月中旬

学部学生・・5月16日もしくは
6月11日

大学院生・・4月21日もしくは
5月16日

在学採用 ６月上旬 6月11日

緊急採用 申請した翌月上旬 申請翌月の11日

応急採用 申請した翌月上旬 申請翌月の11日

※振込日が土、日、祝日等の場合はその前日に本人口座へ振り込まれます。
※初回振込みには貸与始期分からまとめて振り込まれます。
※奨学生として採用されると、日本学生支援機構から奨学生に対し「奨学生証」が交付されます。
「奨学生証」は各担当窓口で受け取るようお願いします。
※日程は変更となる場合があります。

⑤ 適格認定奨学金継続願

奨学生自らの奨学金の貸与継続意思及び平素の学業成績との総合的評価により
奨学金の継続を行います。学校が定めた入力期限までに手続きしない場合は、奨
学金を「廃止」とし、奨学生の資格を失うこととなります。

毎年12月に、「奨学金継続願」及び「貸与額通知書」を各担当窓口にて奨学生
へ配付しますので、必ず受け取るようお願いします。手続きについては奨学生自
身がインターネットにより入力した「適格認定奨学金継続願」の入力内容と人物、
健康、経済状況、学業成績を総合的に審査し、奨学金継続の可否等を判断します。
したがって、「適格認定奨学金継続願」を提出しても必ず継続貸与されるとは限
りません。

⑥ 各種異動願等の手続きについて

奨学生が異動手続きが生じたときは、速やかに各担当窓口で手続きしてください。
願・届の様式は各担当窓口にあります。主な願・届は下表のとおりです。

休学を申し出る場合 異動願（届）「休止」を提出してください。

退学を申し出る場合 異動願（届）「退学」を提出してください。

経済状況が好転し、奨学金
が不要となった場合

異動願（届）「辞退」を提出してください。

大学へ復学し、奨学金を再
度希望する場合

異動願（届）「復活」を提出してください。

奨学金貸与額を増額または
減額希望する場合

「奨学金貸与月額変更願（届） 」を提出してください。
※人的保証で増額を希望する場合は連帯保証人・保証人

それぞれの署名と実印での押印、及び添付書類として
印鑑証明書が必要です。
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⑦ 奨学金の返還

奨学金は貸与であり、貸与終了後は必ず返還しなくてはなりません。また、奨学生
からの返還金は直ちに後輩に貸与される資金となります。そのために、採用が決定し
たら、指定された書類と共に、「返還誓約書」を提出してください。この手続きが奨
学生と日本学生支援機構との返還に関する約束になります。最終学年の奨学生は「返
還説明会」へ必ず出席し、返還の口座（リレー口座という）開設に係る書類を受け取
り、直ちに提出してください。手続きを怠った場合は、奨学生に不利益が生じること
もありますのでご注意ください。

⑧ 特に優れた業績による返還免除（大学院第一種奨学金貸与者のみ）

在学中に特に優れた業績を挙げた者として日本学生支援機構が認定した者は、貸与
期間終了後に、奨学金の全部または一部（半額）の返還が免除されます。
対象者は、平成１６年度以降の日本学生支援機構大学院第一種奨学金採用者で、当該
年度中（平成２６年度にあっては平成２６年度中）に貸与期間が終了（退学・辞退も
含む）する者のうち、在学中に特に優れた業績を挙げた場合となります。
具体的な評価項目は、課程の趣旨・目的や奨学生の専攻分野に係る教育研究の特性

に配慮し、大学院における教育研究活動等に関する業績及び専攻分野に関連した学外
における教育研究活動等に業績のそれぞれについて、日本学生支援機構の奨学規程に
基づき具体的な評価項目を設定し、学内選考委員会がこれらに沿って総合的に評価す
ることで、免除候補者の推薦の選考が行われます。
申請期間は毎年１月上旬～２月中旬で申請書類は本学ホームページからダウンロー

ドできます。（在学生の皆様→学生生活→授業料免除・奨学金等→奨学金→日本学生
支援機構奨学金）
結果発表については、貸与終了した翌年度６月頃に日本学生支援機構から直接通知

されます。

２．東京農工大学奨励奨学金

本学の基本理念である「使命志向型教育研究-美しい地球持続のための全学的努力」
（MORE SENSE）を担う人材育成に寄与することとともに大学院基軸大学として優秀な博士
課程学生の人材確保を目的とした奨学金です。
この奨学金は博士課程に進学する方が対象となります。ただし、次の（1）から（10）

に該当する方は対象となりません。

(1) 本学以外の6年制の学士課程（岩手大学農学部・東京農工大学農学部共同獣医学科に
在籍し、岩手大学に本籍を置いた場合を含む）、大学院修士課程、博士前期課程、
専門職学位課程を卒業又は修了し、本学大学院等に入学する者

(2) 国立大学法人東京農工大学学則（以下「学則」という。）第56条第2項(第1号を除く）
の規程により入学資格を認められた者

(3) 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻の学生で、早稲田大学に本籍を置く者
(4)  岐阜大学連合獣医学研究科の学生で、本学以外の大学に配置される者
(5)  国費外国人留学生
(6)  外国政府派遣留学生
(7)  日本学術振興会特別研究員
(8)  社会人学生で企業等から在学に係る経済的支援を受けている者
(9)  他の奨学金等で重複受給ができない者
(10) 奨学金の受給を希望しない者

奨学金給付額は２０万円で、募集等については、所属専攻にお問い合わせください。
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５．授業料の免除及び徴収猶予

（１）授業料免除制度について
授業料免除は、経済的な理由により授業料の納付が著しく困難であると認められる者に

対し、選考のうえ、授業料の全額又は半額を免除する制度です。

（２）授業料徴収猶予の制度について
授業料徴収猶予は、経済的な理由により授業料の納付期限までに納付が困難であると認

められる者に対し、選考のうえ、授業料を前期猶予者については、８月末日まで、後期猶
予者については、２月末日まで猶予する制度です。

（３）各担当窓口
授業料免除及び授業料徴収猶予の各担当窓口は以下のとおりで、募集等については、

掲示等により行います。
農学部・農学府：府中地区学生支援室学生生活係（電話042－367－5579）
工学部：小金井地区学生支援室学生生活係（電話042－388－7011）
工学府：小金井地区学生支援室入学試験係（電話042－388－7014）
生物システム応用科学府：小金井地区 ＢＡＳＥ学務係（電話042－388－7217）
連合農学研究科：府中地区 連合農学研究科学生係（電話042－367－5670）

日本学生支援機構同様に、経済的理由により修学に困難がある優れた学生に対し、各種団体
が行う奨学金制度があります。募集期間は、主に４月から５月にかけてですが、その時期以外
にも募集を行う団体があります。

募集等については、奨学金担当窓口で案内しております。出願資格、出願手続き及び奨学金
支給額等が各種団体により異なりますので、ご留意ください。

４．地方公共団体・民間団体等の各種奨学金

対象者は、学業成績、人物共に優秀な本学の学部学生の２年生から４年生（獣医学科におい
ては６年生）で、進級時に前年度の成績が優秀（前年度成績が審査対象となるので入学年は対
象外）で、学業成績対象年度に懲戒処分を受けていない者となっております。奨学金給付額は
１０万円で、各学科の推薦により決定されます。

平成２１年度より、東京農工大学教育研究振興財団からの寄付金を財源とした「東京農工大
学教育研究振興財団奨学金」制度を創設しました。

３．東京農工大学教育研究振興財団奨学金
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（７）申請に必要な提出書類

申請書類 備考

授業料免除願
授業料徴収猶予願

家庭状況調書

全員提出。家計困窮度と学力優秀度について申告します。申請要領に添付さ

れています。

各種証明書類等

授業料免除・授業料徴収猶予願・家庭状況調書の申告内容について証明し
ます。所得証明書、源泉徴収票等、成績原簿等があります。それぞれの本人
の状況や家庭状況により必要な証明書類が異なりますので、詳細は申請書
類をご覧ください。

前期分の申請は２月中旬から、後期分の申請は７月中旬から各担当窓口にて配布
します。

（６）申請要領の配布について

対象者 徴収猶予の対象となる事由

学部学生
大学院学生

ア
経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり、かつ、学業優秀と認
められる者

イ 当該学生が行方不明となった場合

ウ 学生又は主たる家計支持者が災害を受け、納付が困難であると認められる者

エ その他やむを得ない事情があると認められる場合

（５）授業料徴収猶予の対象者

対象者
免除の対象となる事由

学部学生
大学院学生

ア 経済的理由によって納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる者

イ
入学前１年以内（在学生は納期限の半年以内）に、主たる家計支持者が死亡し、または
学生もしくは主たる家計支持者が風水害等の災害を受けたことにより、授業料の納入が
著しく困難な者

ウ 上記イに準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合

（４）授業料免除の対象者
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【制約職種】
本学では、教育的な配慮のもとに、事故やトラブル等を防止する目的で、次のとおり制

約職種を決めていますので、個人的にアルバイトをする時にも避けるようにしてください。
ア 自動車運転免許を必要とする職種
イ 翌日の授業に差し支えのある深夜（22時以降）の作業を伴う職種
ウ 従事する業務に危険を伴う職種

プレス・裁断機等の自動機械の操作、高所での屋外作業、土木・水道工事の穴掘り、
高温・低温下等人体に有害な作業など

エ 学生アルバイトとしてふさわしくないと考えられる職種
外交販売・勧誘、風俗営業やギャンブルに関する仕事、女子の住込・深夜作業、秘
密調査など

オ 法令に違反する、マルチ・ネズミ講商法や出来高払い、性別により異なる条件を付
すもの

カ 人命にかかわることが予想される監視員やベビーシッターなど

本学のように実験実習の多い理工系の大学では、アルバイ
トと学問の両立は難しく、アルバイトで無理な仕事をもった
結果、学業に支障が生じたり、健康を害して休学・退学を余
儀なくされたという事例も少なくありません。アルバイトを
するときは、この点を十分考慮して勉学に支障がないように
心がけることが必要です。
また、大学の紹介でないアルバイトは、トラブルが非常に

多いので注意してください。
アルバイトの紹介については、各地区学生支援室学生生活

係で行っております。また、携帯電話やパソコンでアルバイ
トの情報を収集できるシステムを導入しています。
（http://www.aines.net/tuat/）
利用方法については、上記ホームページにアクセスして、

確認してください。

６．アルバイト

（８）申請受付時期及び申請場所
前期授業料免除申請時期は３月下旬～４月初旬、後期授業料免除申請時期は９月

下旬～１０月初旬で、各担当窓口にて受け付けます。

（９）選考方法と判定内容
授業料免除は、家計及び学力の状況に基づき総合的に評価したうえで選考します。

授業料免除の判定の結果、免除が認められた場合、「全額免除」または「半額免
除」となり、認められなかった場合、「免除不許可」となります。

（10）結果発表
発表は学務情報システムSPICAにて行います。
発表時期 前期分・・・６月中旬頃 後期分・・・１２月中旬頃
（発表時期については、別途、掲示にてお知らせします。）
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７．住 ま い

（１）学寮（男子寮・女子寮）

本学では、学生の良好な生活と勉学の環境を提供するため、学生寮を設置しています。
小金井キャンパス隣接地には、欅寮（男子寮）および桜寮（女子寮）が、府中キャンパ
ス隣接地には、楓寮（女子寮）が設置されています。
在学生の入寮募集は、空室が生じた場合に大学ホームページ及び各学部にて掲示を行

いますので、入寮希望者は所定の手続きをとって下さい。
出願資格は、日本人在学生（外国人留学生は除く）で経済的困窮度が高く、かつ遠隔

地のため自宅からの通学が困難な者が対象となります。
入寮を希望する学生は、学生総合支援課（042-367-5582）へご連絡ください。

（２）賃貸アパート等

学寮以外の居住を希望する学生に、府中、小金井周辺等の賃貸アパート等の情報を紹
介しています。各地区学生支援室学生生活係には、近隣の大家さんなどからの賃貸情報
が提出されています。
当該物件については、大学は契約に関与していないため、万一のトラブルを避けるた

めにも、部屋の状態、環境等を十分に把握し、賃貸業者との間で契約内容（入居・退去
時の諸条件、賃貸月額、管理費等）を確認したうえで契約するようにしてください。
なお、入居後は契約の内容・条件等に違反しないよう十分注意してください。
また、本学学生向けサービス向上の一環として「住居情報の提供」、「地域情報の提

供」、「学生による学生生活情報の提供」等「一人暮らしの学生のトータルケア」を、
本学が加盟しています「（社）学術・文化・産業ネットワーク多摩」でも行っています。

（社）学術・文化・産業ネットワーク多摩 ＨＰ： http://www.nw-tama.jp/

学寮名 入寮対象者 定員 寄宿料月額
部屋の
規格

設 備 所在地

欅 寮
(けやきりょう)

男子学生 ２００名 ３０，０００円 個 室
バス･トイレ
・ミニキッチ

ン付

小金井市中町
２－２４－１６
工学部隣接地

桜 寮
(さくらりょう)

女子学生 １８名 ３０，０００円 個 室
バス・トイレ
・ミニキッチ

ン付

小金井市中町
２－２４－１６
工学部隣接地

楓 寮
(かえでりょう)

女子学生 ４８名 ４，３００円 個 室
共同風呂・共
同トイレ・共
同キッチン

府中市幸町
２－４１

農学部隣接地
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進路・就職

１．就 職

本学では、学生各人が自己の能力・適正に応じて適切に職業選択ができるよう教員と事
務との連携によって、進路・就職指導及び情報提供を行っています。

（１）進路・就職指導体制
就職活動の支援と充実を図るために、各学科に就職担当教員がおり、就職事務の窓口

は学生総合支援課及び各地区学生支援室学生生活係等で行っています。
また、全学の就職指導事務を学生総合支援課で総括しており、進路・就職ガイダンス

等を企画しています。

（２）進路・就職相談室
進路や就職について個別に指導・助言を受けられるように、豊富な経験と知識を有す

る相談員（キャリア・アドバイザー）を学外から招へいし、相談に応じています。

開設場所 開催日時 相談室 相談員

府中キャンパス 月曜日（毎週）13：30～16：30 農学部本館１階学生相談室 茂田井 宏

水曜日（毎週）13：30～16：30 農学部本館１階学生相談室 峰 松 敏 夫

金曜日（毎週）13：30～16：30 農学部本館１階学生相談室 加 藤 誠

小金井キャンパス 月曜日（毎週）13：30～16：30 工学部中央棟5階学生相談室 深 水 智 明

木曜日（毎週）13：30～16：30 工学部中央棟5階学生相談室 國 眼 孝 雄

（３）就職情報コーナー
各地区学生支援室に就職情報コーナーが整備されています。随時企業情報の収集等が
できるようになっていますから、活用してください。

２．進路（就職・進学）ガイダンス

進路選択や就職活動の進め方などについて、具体的な情報提供の場として、各種ガイ
ダンスを両地区において実施しています。例年、一般就職説明会、公務員志望者ガイダ
ンス、企業別説明会、進路相談会及び模擬面接講座等を全学的に延１９回開催したほか、
各学科でも就職説明会を行っています。

なお、進路（就職・進学）ガイダンス日程等の詳細については、後日、ホームペー
ジ・学生WEB掲示板等で案内いたします。
【問い合せ先】

府中地区学生支援室 学生生活係（℡ 042-367-5579）
小金井地区学生支援室 学生生活係（℡ 042-388-7011）
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３．進路・就職ガイドブック

就職活動の進め方を、手軽に利用できるガイドブックのかたちにまとめたものです。
就職活動に関する必要な情報と具体的な進め方がわかりやすく説明されています。
年度毎に内容の見直しを行い、毎年10～12月頃に本学Web上に、最新版を公開します。
（詳細は各学科の就職担当教員、または学生生活係に確認してください。）

なお、ガイドブックは本学Web（「進学・就職」）に全頁収載され、学内ネットワー
クからのみ閲覧することができます。ガイドブックを活用して、早くから自己の進路
についての考えをめぐらし、主体的、計画的に自信をもって就職活動に取り組むこと
を期待します。

また、進路･就職相談室との関係で云えば、ガイドブックを先ず読んで、テーマを
絞って相談室に行くのも良いし、相談室でのアドバイスを実行に移すためガイドブッ
クを利用するのも良いでしょう。
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課 外 活 動

１．課外活動について

課外活動は、学生が自主的に行う活動であり、社会の一員として必要な資質を身につけ
たり、教養を高める等の大切な役割を担っています。
また、課外活動を通して得られるさまざまな体験や学部学科を超えた友人を得るなど一

生忘れることのできない素晴らしい思い出になります。
サークル活動だけでなく、各学部には学生の自治会があり年間を通じてさまざまな活動

を行っています。
学生諸君は、大学という教育の場で、各自の関心と適性に合った課外活動に取り組み、

社会的な特性を涵養するとともに、より高い専門的知識や技能を身につけるなど積極的な
大学生活を送ってください。
※ 本学には文科系サークル４１団体、体育系サークル４４団体（平成25年12月現在）
が大学公認団体として活動しています。これらの活動の詳細や自治会活動については

「課外活動・サークル紹介」（別冊）を参照してください。

２．課外活動上の心得

学生の課外活動は、サークル独自の自主的な運営とクラブ員各自の自覚と責任によっ
て行われるものですが、サークルの関係行事の立案と実施に際しては、日頃の練習活動
を踏まえた安全対策について十分に検討を行い、事故が起こらないよう万全を期してく
ださい。各サークルのリーダーは、下記の留意事項を参照して「危険性の回避」及び
「危険性の予見」等の努力をし、サークル活動上の危険防止に努めてください。
また、サークルリーダーストレーニング研修会や救急救命講習会に積極的に参加し、

日頃から応急措置等の知識を身につけておいてください。

記
〔留意事項〕

各サークルが主催する行事あるいは学外における各種行事（大会）等へ参加する場合には、下記の事
項を厳守すること。

ア 行事の実施計画及び行事の届出等について
（1）実施計画書の作成

行事の実施、あるいは行事への参加については、その行事内容等について顧問教員に事前に報告
するとともに、顧問教員が署名・捺印した実施計画書を各地区学生支援室学生生活係に提出するこ
と。

（2）行事の終了報告
行事が終了した場合には、行事の概要速やかに顧問教員に報告するとともに、各地区学生支援室

学生生活係にも報告すること。

イ 行事実施前の健康診断の実施等について
（1）健康診断の受診日時及び場所

過激な競技あるいは、体力の消耗が激しいスポーツ等の行事（大会）に参加する場合は、事前に
健康診断を受けておくこと。サークルとして保健管理センターでの健康診断を希望する場合は、１
か月前までに学生総合支援課（保健担当者）に申し出て指示を受けること。

（2）定期健康診断の受診
４月に実施される定期健康診断は必ず受診すること。
再検査を受けた者は、保健管理センターからの注意等十分踏まえて自己管理を行うこと。
なお、校医による健康相談（内科・婦人科・精神科）を実施しているので利用されたい。
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ウ 行事（大会）の実施に伴う救急対策について
（1）健康状況の把握

サークルのリーダーは、参加者全員の健康状況を確認し、身体に少しでも異常のある者を行事（大会）
等に参加させてはならない。寒中における行事や、気象条件等自然環境の大きく作用する活動では、
健康状況だけでなく各参加者の知識、技量も含めた総合的な判断が求められることに十分留意すること。

（2）救急病院の確認
サークルが主催する行事（大会）等の実施前には必ず、開催場所近隣の救急病院等の所在及び連絡

方法を確認しておくこと。
（3）救急車の出動依頼（連絡）

学内の体育施設等におけるサークル活動中に、万一事故が発生し救急車の出動を依頼した時は、速や
かに各地区学生支援室学生生活係（休日及び夜間は宿直室、守衛所）に報告すること。

エ 課外活動における事故発生時の連絡先について
課外活動において事故が発生した場合は、先ず顧問教員に報告し、下記に速やかに連絡すること。

府中地区学生支援室学生生活係
℡ 平日の昼間 （042）367 － 5579
℡ 休日及び夜間 （042）367 － 5664（宿直室）

小金井地区学生支援室学生生活係
℡ 平日の昼間 （042）388 － 7011
℡ 休日及び夜間 （042）388 － 7007（守衛所）

大学は連絡を受け次第、事故の状況を考慮し、必要に応じて対策本部を設置する。

オ 事故報告及び保険金の申請手続きについて
（1）事故報告

サークルのリーダーは、上記により連絡した詳細を記した「事故報告書」を作成し、各地区学生支援室
学生生活係に提出すること。
なお、保険によっては、一部危険を伴うサークル活動が、補償範囲からその適用を除外されているもの

があるので、予め確認しておくこと。

(2) 保険金の申請及び問い合わせ先
ア．学生教育研究災害傷害保険（付帯賠償責任保険を含む）

各地区学生支援室学生生活係（Ｐ２０参照）
イ．学研災付帯学生総合保険

財団法人日本国際教育支援協会 （電話 ０１２０－８１１－８０６）
ウ．学生賠償保険・学生総合共済

大学生協 （電話 ０４２-３６６-０７６２）
エ．スポーツ安全協会傷害保険

財団法人スポーツ安全協会東京都支部 （電話 ０３－３４８１－２４２３）
オ．ボランティア活動保険

全国社会福祉協議会総務部 （電話 ０３－３５８１－７８５１）

カ 体育施設及び課外活動施設の安全使用について
体育施設及び課外活動施設は、体育授業及び各種サークル活動の共用の場として

使用されているため、種々の器具・設備が備えられているが、サークルの練習中に
床、ガラスの破損あるいは、器具、設備等を破損した場合には、これが「けが」等
の事故発生につながるので、直ちに各地区学生支援室学生生活係にその状況を報告
すること。

また、サークルリーダーは諸施設の使用に当たっては、各地区学生支援室学生生
活係の使用許可を得ることは当然であるが、使用時には、火災には万全の注意を払
うとともに、平常のサークル活動あるいはサークル行事（大会）等の終了時には、
次に使用する各サークルが気持ちよく使用できるように、後片付けと清掃を部員の
一人一人が進んで実施するように指導し、これを遵守すること。
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３．学生の行事・催し

（１）農 工 祭
農工祭は、毎年１１月中旬に府中キャンパスと小金井キャンパスで催されます。今年は

第５６回目を迎えます。
講演会や教授との座談会、映画会、音楽会

や演芸会、また、各サークルや各学科の趣向
をこらした催し物、外国人留学生による国際
親善の会、各スポーツの招待試合のほか、
展示などで日頃の成果が公開されます。
これは一般市民にも公開されて研究室の開放、
市民と学生の集いなど地域社会とも交流し、
親善を図っています。
農工祭の企画・実施は、学生の農工祭実行

委員会が行います。この委員会は各学年、
クラスより２人ずつ選出された委員で構成さ
れています。

（２）東京地区国公立大学体育大会
この大会は、東京地区にある国立大学法人１１大学と首都大学東京の学生の体育活動

の発展を促進するとともに、学生相互間の親睦を図ることを目的として毎年、５月から
翌年３月まで、参加大学の輪番制による世話で開催しています。種目は陸上、水泳、野
球を始め、ヨット、ゴルフ、スキー（３月）など多種目の競技を行っています。昭和28
年から始まり本年度は第６２回で、本学が当番校として運営します。

（３）東京地区国公立大学連合文化会・美術展
東京地区にある国立大学法人１１大学と首都大学東京の学生の文化活動の発展を促進

し、学生相互間の親睦を図ることを目的として毎年１回、発表会を行っています。
この発表会は例年３月頃に、都内の催物場で絵画、彫塑、写真などを展示して、市民に
も公開しています。
今年の第６１回連合文化会は、東京工業大学が当番校として運営することとなってい

ます。

（４）三大学体育大会
この大会は、戦前、繊維専門学校であっ

た信州大学、京都工芸繊維大学と本学の３
校が、学生相互間の親睦を図るために、
昭和33年５月に復活第１回大会を信州大学
で開催して以来、毎年５月～６月の土、日
を利用して陸上競技、硬式野球、硬式庭球、
軟式庭球、バレーボール、卓球、バスケッ
トボール、サッカー、ラグビー、バドミン
トン、ハンドボール、柔道、弓道、剣道、
空手の１４種目の競技を３校の学生自治会
または学友会が主催して輪番制で行ってい
るものです。
今年は、第５６回大会として京都工芸繊

維大学が当番校として運営することとなっています。
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４．貸出備品

皆さんが余暇を利用して心身の練成、レクリエーションなどをする場合は、授業及び管理
上に支障がないかぎり、設備してある用具などを利用することができます。現在、つぎの物
品が備え付けてありますから、貸出を希望する場合は直接、係へ申し込んでください。

貸 出 場 所 貸 出 物 品

府中地区学生支援室

学生生活係

（注）

硬式テニス用具一式、自転車空気入れ、臼・杵・ソフトボール用具一式、
延長コード、サッカーボール、暗幕、

テント（４脚）、長机・椅子、ブルーシート、放送セット、巻尺、拡声器

小金井地区学生支援室

学生生活係

（注）

硬式テニスラケット一式、巻尺、トランシーバー、拡声器、テント

自転車空気入れ、長机・椅子、台車・リヤカー、放送セット

農学部・工学部 体育館

※体育館管理人から借りてください。

バドミントンラケット、バスケットボール、バレーボール、卓球ラケット

インディアカ、縄跳び

（注）個数につきましては、各係にお尋ねください。
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学生生活関係施設等

１．福利厚生施設

学生の憩いの場、学生相互間、学生と教職員との親睦を図るための施設として「農学部
福利厚生センター」、「工学部総合会館」があります。

東京農工大学農学部福利厚生センター福利厚生施設使用心得

１．この使用心得は、東京農工大学農学部福利厚生センター規程第６条の規定に基づき施設の使用について定
める。

２．この施設は原則として本学の学生・教職員が福利厚生のために使用するものとする。
３．施設の開館期間、開館時間及び休館日は、次のとおりとする。
（1）開館期間および開館時間

通 年 9時から21時まで
（2）休 館 日

土・日曜日、国民の祝日、振替休日、本学の創立記念日、大学休講期間、年末年始
（3）管理責任者が必要と認める場合には、前項の開館時間又は休館日を臨時に変更することができる。
４．福利・厚生施設の区分については、別表のとおりとする。

別 表

施設名 区 分

福 利 施 設 食堂、厨房、売店

厚 生 施 設 喫茶、会議室

上記施設を使用する場合は、規程第７条により使用手続きを必要とするが、次のものは所定の手続きを
必要としない。

食堂（食堂にあっては食事時間外で特別の用途に使用する場合を除く。）厨房、売店、喫茶の開かれて
いる時間内で通常の用途に使用する場合。

５．施設を利用する場合の使用責任者は、使用の３日前までに施設使用願（所定用紙）を府中地区学生支援
室学生生活係に提出し、その承認を受けなければならない。

この場合において、施設使用の承認を受けた者は、施設使用願に記載した目的以外の用途に使用し、又
は他に転貸してはならない。

６．継続して使用することができる期間は、６日以内とする。ただし、特別の事情がある場合は承認を受け
て使用期間を延長することができる。

７．施設の各部屋の鍵は、府中地区学生支援室学生生活係で保管する。
施設を使用しようとする者は、府中地区学生支援室学生生活係で鍵を受け取り、使用終了後

は、速やかに返戻すること（平日の17 時以降、土・日曜日、祝日及び休日は農学部宿直室に返戻す
る。）。

８．使用者は、次の各号の事項に留意し、快適に使用するよう努めなければならない。
（１）建物内の清潔、整頓に注意し、施設の管理に協力すること。
（２）風紀を乱したり、近隣、他人の迷惑になる行為をしないこと。
（３）建物内にスパイク靴等、他人に迷惑を与えるような履物で出入りしないこと。
（４）使用した設備、備品は直ちに清掃し、使用前の状態にしておくこと。施設内の備付物品の持出は禁止

する。
（５）故意又は過失により、建物、備品等を破損、又は滅失したときは、府中地区学生支援室学生生活係に

申し出てその指示を受けること。
（６）常に火気について十分注意し、次の事項を厳守すること。

ア 施設内外で自炊又はたき火をしないこと。
イ タバコの吸いがらは、必ず灰皿に捨てること。
ウ 備付けの暖房器具以外の熱器具は、使用しないこと。

（７） 常に盗難の予防につとめ、特に貴重品の保管については、各自十分留意すること。
９．施設使用終了後は、必ず室内の清掃、火気の始末、戸締まり等をしなければならない。
10．この使用心得に違反する行為があった時は、使用の許可を取消すことがある。
11．その他必要な事項は、管理責任者が定める。

（注） 本票にないものの区分は、管理責任者が定める。
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東京農工大学工学部総合会館使用細則

第１条 会館の使用については、東京農工大学工学部総合会館規程第４条第２項の規定に
基づき、この細則の定めるところによる。

第２条 会館を使用することのできる者は、本学の学生及び教職員とする。ただし、館長
が特に認めた場合は、この限りでない。

第３条 会館の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。ただし、館長が必要と認めた
場合は、この限りではない。
（1）開館時間 夏 季（４月１日から９月30日まで）午前９時から午後８時まで

冬 季（10月１日から３月31日まで）午前９時から午後８時まで
（2）休館日 土・日曜日、国民の祝日、休日及び創立記念日

８月１日から９月30日まで
12月21日から１月10日まで

２ 館長が必要と認める場合には、前項の開館時間又は休館日を臨時に変更することがで
きる。

第４条 集会室等を使用する場合は、使用しようとする日の３日前までに所定の様式によ
り館長に届け出てその許可を受けなければならない。ただし、館長が特別に認めた共通
施設等は、この限りでない。

第５条 会館を使用する者は、次の各号に掲げる事項を守らなければならない。
（1）使用を認められた時間を超過しないこと。
（2）会館を清潔に保ち設備・備品等を破損しないこと。
（3）火気に注意し、指定場所以外では禁煙のこと。
（4）下駄、スパイク等で出入しないこと。
（5）会館の設備・備品を無断で搬出し又は滅失若しくは損亡失しないこと。
（6）使用届に記載した目的以外の用途に使用し、又は他に転貸しないこと。
（7）使用した設備・備品は、使用後直ちに清掃し、使用前の状態にしておくこと。
（8）無断で物品販売、広告宣伝等の行為をしないこと。
（9）会館を使用する者が建物・設備・備品等をき損し又は滅失、亡失したときは、その

損害を弁償しなければならない。ただし、特別の事情があると認められる場合は、こ
の限りでない。

（10）風紀を乱したり、他の利用者に迷惑をかける行為等をしないこと。
（11）その他管理責任者の指示に従うこと。
第６条 この細則に違反した者は、その使用を中止させることがある。
第７条 その他必要な事項は、管理委員会で定める。

農学部福利厚生センター 工学部総合会館

写 真
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２．合宿研修施設

本学では、学生の課外活動、オリエンテーション・野外実習授業・ゼミ等の研修や、学生

・教職員のレクリエーション等のための合宿研修施設として、館山荘を設置しています。

（１）館山荘

館山荘は、マザー牧場・館山ファミリーパーク・
鴨川シーワールド等多くのレジャー施設や、野島崎
灯台・田子台遺跡・清澄寺・安房神社等の史跡・観
光名所にも近く、温暖な気候に恵まれた南房総の館
山湾に面した海岸沿いに、平成３年８月に設置され
ました。

平成２６年７月から民間事業者による委託運営と
なり、 リニューアルオープンし、本学関係者だけで

なく、一般の方も利用できるようになります。サー
クルの合宿やゼミ・オリエンテーションはもちろん、
海水浴や釣り等のレジャーや小旅行にも利用できま
す。

◎所在地
千葉県館山市正木1256-131（電話0470-27-6262）

◎定員及び施設概要
定員は48名（駐車場は14台収容可能）
施設は、洋室（２段ベッド）４部屋、その他宿泊室４部屋、食堂、浴室、研修室、

ラウンジとなっています。

◎予約・申込受付
予約及び申込みは、予約センター、ホームページから予約・申込みができます。
予約開始時期の制限はありませんが、繁忙期については、取扱いが異なります。
詳細は、予約用ホームページで確認願います。

予約センター：電話 03-3490-9611

ホームページ：本学HP トップページ＞学生生活＞福利厚生＞合宿研修施設

◎利用料金
本学学生料金

本学卒業生及びその家族、本学学生が代表となる団体の構成員として利用する他大

学学生については、優遇措置があります。詳細については、予約ホームページで確認

願います。
（学生総合支援課）

プラン 金額（全期間）

素泊まり ２,０００円

１泊朝食 ２,７００円

１泊２食 ３,８００円

１泊３食 ４,５００円
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（２）工学部合宿研修施設

東京農工大学工学部合宿研修施設使用について

１．施設を使用することのできる者は本学の学生及び教職員です。ただし施設長が特に必
要と認めた場合はこの限りではありません。

２．施設を使用できる期間は７日以内です。
ただし12月25日から１月５日までの期間は使用できません。

2） 施設長が必要と認める場合には、前項の使用期間を変更することができます。
３．施設を使用する場合は、工学部サークル代表者会議に出席し決定します。
４．使用の許可を受けた者に対しては使用許可証を交付します。
５．施設を使用する者は次の各号に掲げる事項を守ってください。
（1）使用を認められた期間を守ること。
（2）施設を清潔に保ち、設備、備品等を破損しないこと。
（3）施設内では飲酒及び喫煙しないこと。
（4）下駄、スパイク等で出入りしないこと。
（5）施設の設備、備品を無断で搬出し、あるいは第三者に転貸しないこと。
（6）施設使用願に記載した目的以外の用途に施設の設備、備品を使用しないこと。
（7）使用した設備、備品は使用後直ちに清掃し使用前の状態にしておくこと。
（8）施設を使用する者が、故意又は過失により施設の建物、設備、備品等をき損し、又

は滅失し、あるいは亡失したときは、それにより発生した損害を賠償する責任を負う。
なお、前述の場合は直ちに届出ること。

（9）風紀を乱したり、また近隣の住人及び他の利用者に迷惑のかかる行為をしないこと。
（10）補食コーナーの使用に際しては、安全管理及び衛生に注意し常に清潔を保ち、他の

利用者に迷惑を及ぼさないこと。
６．これに違反した者はその使用を中止します。

２階平面図

１階平面図

【問い合せ先】

小金井地区学生支援室学生生活係

℡ 042-388-7011 tkkousei@cc.tuat.ac.jp

36



３．体育施設等の使用について

１．グラウンド（府中地区及び小金井地区）
（１）使用手続

① 授業、クラブ活動等で使用しない月曜日から金曜日の10時～16時半まで、（2）の使用上の注意に従っ
て使用できる。

② 平日16時半以降及び、休日にクラス、講座、その他任意の団体が使用を希望する場合は、以下の通り開

かれる当該施設の運動施設運営協議会・運動施設運営者協議会に代表を出席させ、使用日程等の調整を受
け、使用して下さい。

③ 府中地区グラウンドの運動施設運営者協議会は、毎月第２火曜日の午後５時から農学部本館２階２４教
室で開催される。（長期休暇前は、前月にまとめて３ヶ月分の調整をすることがある。）その結果に基づ
き「施設使用届」を府中地区学生支援室学生生活係に提出した後、当該施設を使用できる。

④ 小金井地区グラウンドの運動施設運営協議会は、毎月第３木曜日の午後４時30分から掲示で指定された
場所で開催される。

（２）使用上の注意
① 雨天、雨天後、冬季など、グラウンドの軟弱な時は、原則として使用してはならない。

試合などで、どうしても使用しなければならない時は、責任を持って事後の整備をすること。
② ビン類・花火その他の危険物を持ち込まないこと。
③ 車輛（自転車を含む）で立ち入らないこと。
④ 授業時間中は、その授業以外の学生はグラウンド内に立入らないこと。
⑤ グラウンド内での飲食および喫煙は禁止する。
⑥ 使用後は、必ず「とんぼまたはブラシ」をかけ整備すること。

２．総合屋内運動場（府中地区体育館・武道場及び小金井地区体育館・武道場）
（１）使用手続

① 授業、クラブ活動等で使用しない月曜日から金曜日の10時から16時半まで、（2）の使用上の注意に
従って使用できる。ただし、管理人のいない時は原則として使用できない。

② 平日16時半以降及び、休日にクラス、講座、その他任意の団体が使用を希望する場合は、以下の通り開
かれる当該施設の運動施設運営協議会・運動施設運営者協議会に代表を出席させ、使用日程等の調整を受
け、使用して下さい。

③ 府中地区体育館・武道場の運動施設運営者協議会は、毎月第２火曜日の午後５時から農学部本館２階
２４教室で開催される。（長期休暇前は、前月にまとめて３ヶ月分の調整をすることがある。）その結果
に基づき「施設使用届」を府中地区学生支援室学生生活係に提出した後、当該施設を使用できる。

④ 小金井地区体育館・武道場の運動施設運営協議会は、毎月第３木曜日の午後４時30分から掲示で指定さ
れた場所で開催される。

（２）使用上の注意
① 体育館シューズを着用すること。土足、はだし（武道場を除く）は認めない。
② 総合屋内運動場内での飲酒及び喫煙は、禁止する。
③ 使用後は必ず清掃すること。
④ 体育館管理人の指示に従うこと。

３．テニスコート（府中地区及び小金井地区）
（１）使用手続

① 授業等で使用しない時は、府中地区は学生部事務棟西側（オムニコート）、小金井地区はグラウンド東
側（オムニコート）に限り、（2）の使用上の注意に従って使用できる。その際、各地区の学生支援室学
生生活係において、学生証と引換にコート入口の鍵を受け取ること。ただし使用できる日時は
次の通りである。

月～金 9：00～10：20（全 面）
10：30～11：50（全 面）
13：10～14：40（全 面）
14：50～16：30（全 面）

※スポーツ・健康科学実技（テニス）を開講している時間帯については、使用することができません。
② 平日16時半以降及び、休日にクラス、講座、その他公認の団体が使用を希望する場合は、以下の通り開

かれる当該施設の運動施設運営協議会・運動施設運営者協議会に代表を出席させ、使用日程等の調整を受
け、使用して下さい。
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③ 府中地区テニスコートの運動施設運営者協議会は、毎月第２火曜日の午後５時から農学部本館２階２４
教室で開催される。（長期休暇前は、前月にまとめて２ヶ月分の調整をすることがある。）その結果に基
づき「施設使用届」を府中地区学生支援室学生生活係に提出した後、当該施設を使用できる。

④ 小金井地区テニスコートの運動施設運営協議会は、毎月第３木曜日の午後４時30分から掲示で指定され
た場所で開催される。

（２）使用上の注意
① コートの状態が悪いときは使用できない。判断に迷う時は体育教員または担当係に相談し、指示を受け

ること。
② 「許可証」は、コートの指定場所に提示すること。
③ 使用に当っては必ずテニスシューズを着用すること。
④ 使用後はコートブラシをかけ、ネットをゆるめること。
⑤ コートを退去する時、他に使用者がいない場合はコート出入口を施錠すること。
⑥ コート内での飲食および喫煙は禁止する。
⑦ その他担当係の指示に従うこと。

４．ゴルフ練習場（府中地区）
（１）使用資格

ゴルフ練習には危険が伴うので次の者に限定する。
① 授業でゴルフを履修した者。
② 一般学生の場合は体育教員の認定を受けた者。

（２）使用手続
① 授業、クラブ活動等で使用しない月曜日から金曜日までの10時～16時半まで使用できる。ゴルフ練習場

（以下「練習場」とする）利用適格者は体育教員の発行する証明書を府中地区学生支援室学生生活係に提
示し、学生証・証明書と引換に練習場入り口の鍵を受け取り（3）の使用上の注意に従って使
用できる。

② 平日16時半以降及び、休日にクラス、講座、その他任意の団体が使用を希望する場合は、以下の通り開
かれる当該施設の使用者会議・運動施設運営者協議会に代表を出席させ、使用日程等の調整を受け、使用
して下さい。

③ 府中地区ゴルフ練習場の運営者協議会は、毎月第２火曜日の午後５時から農学部本館２階２４教室で開
催される。その結果に基づき、「施設使用届」を府中地区学生支援室学生生活係に提出した後、当該施設
を使用できる。

（３）使用上の注意
① マットを使用する。
② 規定のキャンバスを使用する。
③ 規定の打席内から打球する。
④ 他者が打球中は自分の打席から決して前方に出ない。
⑤ 複数の者で使用する場合はボールの回収を一斉に行う。
⑥ 他者が打球中は、その打席には決して入らない。
⑦ 練習場を退去する時、他に使用者がいない場合は練習場出入口を施錠すること。
⑧ ゴルフの練習は危険を伴うので、練習場内での飲食及び喫煙は、禁止する。
⑨ その他、この施設を使用するにあたっては体育教員の定める決まり、指示に従うこと。
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４．学外共同利用施設

（１）山中共同研修所（関東甲信越地区国立大学共同利用施設）

３．収容人員 学生48名、教職員12名、計60名

４．施設の概要 関東甲信越地区国立大学の学生・教職員の共同合宿研修施設とし
て、学内外から数多く利用されている。研修室、グランド、テニ
スコートが整備されており、セミナーやクラブの合宿に適してい
る。又、登山、紅葉狩、スケート、釣り、サイクリング等と季節
を問わず利用範囲が広い。

５．利用者の範囲（１）関東甲信越地区国立大学の学生及び職員
（２）関東甲信越地区国立大学の主催する研修の参加者
（３）前各号に掲げる者のほか担当副学長が適当と認める者

６．利用できる備品等 プロジェクタ、書籍類、ピアノ、ＯＨＰ、ＶＴＲ、卓球、
ソフトボール用具一式、自転車等

７．休所日 水曜日、木曜日、祝日

８．利用の手続 利用日の２か月前（夏季7～8月は４か月前）から予約をし（電話
029-853-2250）、5日前までに所定の利用願を学生総合支援課から
確認印を取り、筑波大学学生部学生課（研修施設）へ提出する。

９．費 用

経 費（１泊１人） 食 費（１食１人）

管理費 暖房費 朝 食 昼 食 夕 食

980円 350円 700円 500円 900円

○暖房費は、11月から翌年４月まで徴収します。

○食費は、研修所で精算してください。

○筑波大学の学生及び教職員以外の方は、上記のほかに別に定められている

施設使用料として1泊200円が必要です。

１．所 在 地
〒401-0502 山梨県南都留郡山中湖村
平野４７９（山中湖畔、新宿から中央
高速直通バス２時間20分、撫岳荘前下
車徒歩７分）
電話 0555 (62) 0309

２．申込先
〒305-8577 つくば市天王台1-1-1
筑波大学学生生活課（学生支援）
電話 029 (853) 2250
受付時間 9:00～17:00
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（２）草津セミナーハウス（関東甲信越地区国立大学共同利用研修施設）

草津セミナーハウスは、1984年（昭和59年）に建
設されました。

この施設は、1956年（昭和31年）赤城山大沼湖畔
に創設された赤城山寮（我が国初の地区国立大学共
同利用合宿研修施設）の二代目の施設です。

自然を敬い、人間関係を深める赤城山寮の伝統は、
草津セミナーハウスに継承されています。

学生及び教職員等が恵まれた自然環境の中で、対
話や学習を重ねながら、豊かな人間性を育てる場と
して、積極的にご利用ください。

１．所 在 地
〒377-1711 群馬県吾妻郡草津町大字草津字白根737 セミナーハウス事務室
電話 0279（88）2212 ＦＡＸ 0279（88）8030

２．研修・宿泊・体育施設
研修室（４室）・宿泊室（102名）・講師室（３室）アリーナ（体育館内）・
大研修室（１室）

３．使用申込
（１）居室・研修室・体育館及び貸出物品（スキー用具を除く。）については、あら

かじめ電話等で群馬大学学生支援課に問い合わせの上予約してください。休所日
に注意してください。【問い合わせ先電話 027（220）7145】

（２）学生総合支援課を経由して「使用許可申請書」を使用開始４か月前から10日前
までに、群馬大学学生支援課に提出してください。

（３）申請者は「使用許可書を受領後、指定の期日までに運営費（一般の者は合わせ
て施設使用料）を下記の口座に振込んでください。
【東和銀行前橋北支店 普通預金 口座番号 ３１８０８５３
口座名 国立大学草津セミナーハウス所長】

（４）使用許可書は来所の際必ず持参してください。

４．費 用（研修目的）
区 分

（1）

地区国立大学

学生・教職員

（2）

（1）以外の者

運 営 費 １，５００円

（２，０００円）

１，９００円

（２，４００円）

施設使用料 （2）の者のみが負担（毎年４月１日決定）

食 事 朝食４６０円 昼食５００円 夕食９８０円

（３）財団法人 大学セミナーハウス
大学セミナー・ハウスは八王子の南東に連なる多摩丘陵の一角、野猿峠の西側に位置

し、本学の農学部附属波丘地利用実験実習施設より車で５～６分で行けます。
この施設は本学を含め60数校の大学が協力会員校となり、静かな自然環境の中で教

職員はもとより、学生の各種セミナー、クラスの研究集会等、起居を共にしながら思
索し、討議し、談話を交え、人格的接触を図りながら密度の深い人生経験を持とうと
する目的で設置されたものですから積極的な利用を期待しております。利用申込み等
については、下記に問い合わせてください。

○所在地〒192－0372 東京都八王子市下柚木1987－１
電話 042－676－8511 FAX 042－676－1220

（ ）内の金額は、１０／１～４／３０までの運営費です。
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国際交流関係

１．国際センター

INTERNATIONAL CENTER

国際センターは東京農工大学全体の国際活動を一層強力に推進するための拠点として平成１９年１１月に旧
留学生センターを母体につくられました。東京農工大学の国際化戦略、国際交流に関する情報収集と発信、学
術・研究における国際活動の支援、国際産官学連携事業の推進、日本語教育や国際交流教育の学内外への提供、
国際交流に関する学生支援など、およそ「国際」と名の付くほとんどすべての仕事は、この国際センターが受
け持っています。
また、各学部・学府等における研究と連携し、国際交流と語学教育等に関する研究を行っています。

本センターは、センター長と７名の専任教員、８名の協力教員、事務局の国際交流課とが協働して数多くの事
業を進めていますが、その中から学生の皆さんを対象とした事業のいくつかを紹介しましょう。
① 海外留学を希望している日本人学生への指導助言を行っています。

特に、海外留学に関心があるが、具体的にどうすればいいのかよくわからない学生に対して、学年や専
攻分野を考慮して、留学計画を立てるための支援を行っています。

② 国際交流に関する学生支援を行っています。留学生の修学・生活・メンタリティ上のいろいろな問題に
ついての相談・助言・指導、チューター・マネージメント等様々なオリエンテーション事業、地域交流を
含めた国際交流に関係ある諸行事を企画運営しています。

③ 平成１２年１０月から「東京農工大学科学技術短期留学プログラム」を運営しています。
本学の姉妹校から毎年20名程度の留学生を受入れ、ほぼ１年の間、国際センターと各学府・学部が提供

する特別プログラムのもとに、英語による専門科目の講義、本学施設での実習、日本語、日本事情などを
学習します。このプログラムの科目の一部は日本人学生や本学の留学生も受講でき、国際交流科目として
本学の卒業要件単位数に算入することも可能です。

④ 学部の留学生のために日本語・日本事情教育を行っています。
大学での講義を聞いて理解できる、レポートや論文が書けるなどの言語活動は、日本人学生でも大学に

入る前にはなかなか習得できていません。まして外国人学生にはとても難しいことです。そうした困難さ
を少しでも早く克服し、大学生活に必要な日本語が習得できるようにと開講されているのがこの授業です。

⑤ 大学院留学生や研究留学生が日本語を習得するための大学院日本語教育を行っています。
さらに科学技術系大学である東京農工大学での必要性に対応し、研究活動のためのコミュニケーション

の手段として必要な日本語力を養成することを目的として「科学技術日本語」や「異文化間コミュニケー
ション学」を開講しています。

⑥ ｢日本語特別コース｣を運営しています。
留学生が大学院で研究を始める前の１学期間、毎週５日間、日本語を集中的に学ぶコースとしてここで

は様々な国からの留学生が日本語を勉強しています。これまでにモンゴル、フィリピン、ブラジル、中国、
トルコ、韓国、ベトナム、スペイン、ドイツ、ナイジェリア、ミャンマー、アメリカ、ペルー、モーリタ
ニア、ハンガリー、イスラエル、リトアニア、タイ、マレーシア、フィンランド、バングラデシュ、エチ
オピア、パプアニューギニア、チェコ、ポーランド、マダガスカル、チェニジア、ロシア、レバノン、ネ
パール、シリア、イラン、イエメン、南アフリカ、カンボジア、ドミニカ共和国、アフガニスタンなど文
字通り世界中の国々から来ています。

国際センターはこのように国際交流のあらゆる分野にかかわる活動をしています。日本人学生も日本語の授
業の見学や、世界各国からの留学生とコンタクトを取るなどの活動を通してもっとセンターを利用し、国際セ
ンターが日本人学生にとっても異文化間交流のトレーニングとコミュニケーションの場になればと考えていま
す。この実現のための第一歩としてボランティアになりませんか。国際センターはその諸活動のために様々な
ボランティアを必要としています。ぜひ国際交流の接点に立った活動を一緒にしましょう。
海外留学などの情報収集や相談をするためにも、ボランティア活動をするためにも、どうぞ気軽に「セン
ター」を訪ねてください。国際センターは小金井キャンパスの13 号館にあります。また、府中キャンパスは語
学演習棟１階にあります。
詳細は、国際センターホームページ(http://www.tuat.ac.jp/~icenter/)をご覧下さい。

41



２．国際交流会館

本学には次の国際交流会館があります。

（１）名 称 東京農工大学 府中国際交流会館
所在地 〒183－0054 東京都府中市幸町2－41

会館は、農学部キャンパスの南東に位置し、鉄筋コンクリート造りで、３階建て総延面積 2, 263. 22㎡
の建物です。留学生用居室数は、単身室40室・夫婦室４室・家族室４室で、その他外国人研究者用がありま
す。

□ 居室設備
机、椅子、本棚、ベッド、洋服タンス、冷蔵庫、食卓、食卓椅子、ユニットバス、流し台、吊戸棚、

ルームエアコン、下駄箱、カーテン、洗濯機等を備えてあります。
（ただし、単身室には、洗濯機の設備がありませんので、洗濯室に設置してあるコインランドリーを共
同で使用することになります。）

□ 留学生の寄宿料等

居室区分 寄宿料 共用経費等 積立金

単 身 室

夫 婦 室

家 族 室

５,９００円

１１,９００円

１４,２００円

４,６００円

６,２００円

９,８００円

３０,０００円

３６,０００円

４５,０００円

□ 光熱水料その他必要な経費等
上記の経費のほか光熱水料その他必要な経費を負担することになります。

（２）名 称 東京農工大学 小金井国際交流会館
所在地 〒184－0012 東京都小金井市中町2－24－16

会館は、工学部キャンパスの北東に位置し、鉄筋コンクリート造りで、５階建て総延面積1, 973. 5㎡の
建物です。留学生用居室数は、単身室32室・夫婦室３室・家族室２室で、その他外国人研究者用があります。

□ 居室設備
机、椅子、本棚、ベッド、洋服タンス、冷蔵庫、食卓、食卓椅子、ユニットバス、流し台、吊戸棚、

ルームエアコン、下駄箱、カーテン、洗濯機等を備えてあります。
（ただし、単身室には、洗濯機、ユニットバスの設備がありませんので、洗濯室に設置してあるコイン
ランドリー、シャワー室（有料）を共同で使用することになります。）

□ 留学生の寄宿料等

居室区分 寄宿料 共用経費等 積立金

単 身 室

夫 婦 室

家 族 室

４,７００円

９,５００円

１４,２００円

４,６００円

６,２００円

９,８００円

３０,０００円

３６,０００円

４５,０００円

注１ 寄宿料、共用経費は毎月支払う。
注２ 積立金は入居時のみで分割が可能です。

□ 光熱水料その他必要な経費等
上記の経費のほか光熱水料その他必要な経費を負担することになります。

注１ 寄宿料、共用経費は毎月支払う。
注２ 積立金は入居時のみで分割が可能です。
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（３）名 称 一橋大学国際学生宿舎
所在地 〒187－0045 東京都小平市学園西町1－29－1

（JR国分寺駅より西武多摩湖線 一橋学園駅下車徒歩10分程度）

一橋大学国際学生宿舎は、一橋大学に在学する学部学生及び大学院学生（外国人留学生を含む）並びに東
京学芸大学、東京農工大学、電気通信大学に在学する外国人留学生の居住の場です。本学には、単身室30室
と家族室６室が割り当てられています。

□ 居室設備
机、椅子、本棚、ベッド、衣類タンス、オーディオラック、冷蔵庫等、電話機が全居室に、家族室は、

他にテレビ、洗濯機、衣類乾燥機、電気釜、ガスコンロ、電子レンジ、トースター等を備えてあります。
（なお、単身室には、トイレ、洗面所があり、14 室につき補食・談話室１、シャワー室４、洗濯室２室
を共同で使用することになっています。）

□ 留学生の寄宿料等

居室区分 寄宿料 共益費等 入居費

単 身 室

家 族 室

５,９００円

１４,２００円

４,０００円

４,０００円

３０,０００円

４５,０００円

注１ 寄宿料、共用経費は毎月支払う。
注２ 入居費は入居時のみ。

□ 光熱水料その他必要な経費等
上記の経費のほか光熱水料その他必要な経費を負担することになります。

※ 寄宿料及び共益費等は変更される場合があります。
※ 入居募集は、４月入居者については12月頃（新入生は2月頃）に、10月入居者につい

ては７月頃に各部局のWeb掲示板等に掲載して募集しますので、入居希望者は、所属
の留学生担当窓口で所定の手続きをしてください。
なお、その他国際交流会館についてわからないことは、国際交流課留学交流係へ問
い合わせてください。

※ 宿舎には、個人の家具類を預かる場所はありません。居室に持ち込む物を選別して
下さい。

国際交流課留学交流係
府中キャンパス学生系事務棟1階

Tel: 042－367－5069
e-mail: kokusai＠cc.tuat.ac.jp

43



３．海外への留学について

（１）海外留学支援制度（短期派遣）について
この制度は、大学が大学間交流協定等に基づき、外国の大学との間で学生交流を実施
する場合に、当該大学から派遣される学生に対し、独立行政法人日本学生支援機構

（JASSO)が奨学金を支給するものです。
この制度の目的は、諸外国の大学へ短期間派遣される学生に対して、渡航に必要な経

費の一部を奨学金として支援することにより、グローバル社会において活躍できる人材
を育成するとともに、我が国の高等教育機関の国際化・国際競争力強化に資することを
目的とし、海外留学支援制度（短期派遣）を募集するものです。

＜参考＞独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）ウェブサイト

http://www.jasso.go.jp/scholarship/short_term_h.html

※留学を希望する学生は、必ず留学願を各地区教務担当者に提出してください。

(２) 留学生交流支援制度（長期派遣）について
独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）では、「諸外国に所在する大学へ留学する日
本人学生等に対し、教育研究活動に必要な経費を支援することにより、留学生交流の
一層の拡充を図り、我が国と諸外国との相互理解と友好親善を増進するとともに、国
際的にも指導的立場で活躍できる優秀な人材の育成及び我が国の国際化・国際競争力
強化に資すること」を目的とし、留学生交流支援制度 (長期派遣)を募集するものです。
この制度に採用されて海外の大学院などに留学すれば、授業料や奨学金などがJASSOか
ら支給されます。今後も同様の募集があることが予想されますので、希望する学生は、
留学に必要な語学力の向上に努め、ＴＯＥＦＬなどの語学検定試験の受験や留学等の
事前準備を整えておくようにしてください。なお、TOEFLの点数は、最低でもiBT90点
以上が望ましいです。
＜参考＞独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）ウェブサイト

http://www.jasso.go.jp/scholarship/long_term_h.html

（３）外国政府奨学金留学生について
外国政府、外国政府関係団体が、その国・地域の大学などへ留学する日本人を対象

に実施しています。支給期間は主に１年以内です。また、留学先校を本国側で指定さ
れる場合が多くなっています。日本学生支援機構留学情報センターで募集要項を配布
している奨学金については、下記ホームページⅠを、それ以外の奨学金海外留学奨学
金パンフレットについては、ホームページⅡを参考にしてください。
Ⅰ http://www.jasso.go.jp/study_a/scholarships_foreign.html
Ⅱ http://www.jasso.go.jp/study_a/pamphlet_j.html
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別表 平成25年11月1日現在

アフガニスタン　１校 カ ブ ー ル 大 学
サウジアラビア　１校 キ ン グ ア ブ ド ゥ ル ア ズ ィ ズ 大 学

トルコ　1校 ア ン カ ラ 大 学
上 海 理 工 大 学

浙 江 大 学

南 京 林 業 大 学

華 東 理 工 大 学

中 国 農 業 大 学

東 北 林 業 大 学

南 京 農 業 大 学

瀋 陽 農 業 大 学

東 華 大 学

東 北 農 業 大 学

貴 州 大 学

北 京 郵 電 大 学

上 海 交 通 大 学 機 械 工 学 院 （注１）

雲 南 民 族 大 学

北 京 林 業 大 学

大 連 理 工 大 学

清 華 大 学

中 国 計 量 学 院

中 国 環 境 科 学 研 究 院

蘇 州 大 学

台湾　１校 台 湾 工 業 技 術 研 究 院 　（注２）

ボ ゴ ー ル 農 科 大 学

バ ン ド ン 工 科 大 学

ガ ジ ャ マ ダ 大 学

ラ ン プ ン 大 学

イ ン ド ネ シ ア 技 術 評 価 応 用 庁

ベ テ ラ ン ジ ョ グ ジ ャ カ ル タ 大 学 　（注１）

カ ン ボ ジ ア 工 科 大 学

カ ン ボ ジ ア 王 立 農 業 大 学

慶 熙 大 学 校

済 州 大 学
バングラデシュ　１校 ス タ ム フ ォ ー ド 大 学

フィリピン　１校 ビ サ ヤ 州 立 大 学

マ レ ー シ ア 工 科 大 学

マ レ ー シ ア ・ プ ト ラ 大 学

チ ュ ラ ロ ン コ ン 大 学

カ セ サ ー ト 大 学

マ ヒ ド ン 大 学

泰 日 工 業 大 学

マ ハ ナ コ - ン 工 科 大 学

チ ェ ン マ イ 大 学

ナ レ ス ア ン 大 学

ス ラ ナ リ ー 工 科 大 学

キ ン グ モ ン ク ッ ト 工 科 大 学 ラ カ バ ン 校

キ ン グ モ ン ク ッ ト 工 科 大 学 ト ン ブ リ 校

カ ン ト ー 大 学

フ エ 大 学

ハ ノ イ 工 科 大 学

ホ ー チ ミ ン 市 工 科 大 学

ホ ー チ ミ ン 市 科 学 大 学

ホ ー チ ミ ン 市 国 際 大 学

バ ッ ク マ ー 国 立 公 園 　（注１）

ミャンマー　１校 イ エ ジ ン 農 業 大 学

インド　１校 コ ル カ タ 大 学

ラオス　１校 ラ オ ス 国 立 大 学 　（注２）

ネパール　１校 農 林 大 学

ガーナ　１校 ガ ー ナ 大 学

エジプト　１校 ベ ン ハ ー 大 学

チェコ　１校 チ ェ コ 工 科 大 学

J. ﾌ ｰ ﾘ ｴ ｸ ﾞ ﾙ ﾉ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ 第 Ⅰ 大 学

モ ン ペ リ エ 大 学 第 １ 校

ロ ー マ 大 学 　（注２）

ミ ラ ノ 大 学

ア ー ヘ ン 工 科 大 学 　（注２）

ホ ー エ ン ハ イ ム 大 学
ボ ン 大 学
シ ュ タ イ ン バ イ ス 大 学
ミ ュ ン ヘ ン 工 科 大 学

スペイン　1校 オ ビ エ ド 大 学

ポーランド　１校 ポ ー ラ ン ド 日 本 情 報 工 科 大 学

ルーマニア　１校 テ ィ ミ シ ョ ア ラ 工 科 大 学

ブルガリア　１校 ト ラ キ ア 大 学

スイス　１校 ス イ ス ・ バ イ オ イ ン フ ォ マ テ ィ ク ス 研 究 所

スウェーデン　１校 ス ウ ェ ー デ ン 王 立 工 科 大 学

ノルウェー　１校 ノ ル ウ ェ ー 生 命 科 学 大 学 　（注１）

ブ ラ イ ト ン 大 学

オ ッ ク ス フ ォ ー ド 大 学 　（注１）

パ シ フ ィ ッ ク ・ ナ シ ョ ナ ル 大 学

モ ス ク ワ 大 学 生 物 学 部 　（注１）

カザフスタン　１校 国 立 カ ザ フ 民 族 大 学

ウズベキスタン　１校 国 立 ウ ズ ベ キ ス タ ン 大 学

ウクライナ　1校 キ エ フ 工 科 大 学

メキシコ　１校 チ ャ ピ ン ゴ 自 治 大 学

ニ ュ ー ヨ ー ク 州 立 大 学 バ ッ フ ァ ロ ー 校

パ デ ュ ー 大 学

ハ ワ イ 大 学 マ ノ ア 校

カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 デ ー ビ ス 校

ヒ ュ ー ス ト ン 大 学 　（注１）

コ ー ネ ル 大 学 　（注１）

ニ ュ ー ヨ ー ク 市 立 大 学 ハ ン タ ー 校

カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 リ バ ー サ イ ド 校

パ ウ リ ス タ 総 合 大 学

ヴ ィ ソ ー ザ 連 邦 大 学

ペルー　1校 ラ モ リ ー ナ 国 立 農 業 大 学

国 際 連 合 １ 校 国際連合 １校 国 際 連 合 食 糧 農 業 機 関

（注１）部局間交流協定

（注２）協定内容に授業料不徴収を含まないもの

（注３）協定内容に学部生の授業料不徴収を含まないもの

中国２０校

インドネシア　６校

ベトナム　７校

米国　８校
北アメリカ　９校

ロシア　２校

カンボジア　２校

地 域 別 協 定 数 相 手 国 名 相手側大学名協 定 数

合計　９８校

（３９カ国および

国際連合）

中 東 ３ 校

ア ジ ア ５ ６ 校

ア フ リ カ ２ 校

ヨ ー ロ ッ パ ２ ４ 校

（ NIS 諸 国 を 含 む ）

フランス　２校

ブラジル　２校
南アメリカ　３校

韓国　２校

タイ　１０校

マレーシア　２校

イタリア　２校

ドイツ　５校

英国　２校
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学内施設等

Ⅱ

１．図書館

２．総合情報メディアセンター

３．科学博物館

４．農学部附属広域都市圏

フィールドサイエンス教育研究センター

５．保育施設





１．図 書 館

１．概 要

農工大の図書館は、府中キャンパスと小金井キャンパス各地区にあります。両館とも
自由に利用できますが、利用方法に多少の違いがあります。詳しくは、各館の「利用案
内」や、図書館ホームページをご覧ください。
※府中図書館は本館の耐震改修工事中のため、新館（仮設図書館）のみ開館しています。
（全面開館再開は2014年11月末頃予定）
工事中のサービス等について、詳細は図書館ホームページをご覧ください。

２．図書館ホームページ（http://www.biblio.tuat.ac.jp）

46



３．開館時間と休館日
１）開館時間

２）休 館 日
・授業実施日以外の国民の祝日
・8，9，12，2，3月の月末（その日が休日のときはその前日）
・年末年始
その他、臨時休館することがあります。館内掲示や、図書館ホームページの開館
スケジュールをご覧ください。

４．入館
図書館利用者カード＝学生証・職員証
◇ 学生証・職員証が図書館利用者カードになります。
◇ ICカードのため、折り曲げたり傷つけたりせず、丁寧に扱ってください。
◇ 入口ゲートに利用者カードを読ませて入館します。
◇ カードを忘れた方は、カウンターにお申し出ください。
◇ 研究生・研究員の方は利用者カードを発行できます。カウンターへお申込くだ

さい。
５．資料の閲覧
１）閲覧

◇ 館内は自由に閲覧できます。
* 土日は利用できない部分があります。
◇ 書架から抜き出した資料は、必ず元の場所にお戻しください。
◇ 雑誌（当年分）については、府中図書館は第4・5閲覧室に、小金井図書館は新

着雑誌コーナー（北棟2F）にあります。
◇ 雑誌（バックナンバー）は、製本してタイトルのアルファベット順に並んでい

ます。府中図書館は第5閲覧室に、小金井図書館では雑誌室に保管しています。
◇ 農工大OPACで配架場所をご確認ください。

２）図書の貸出
◇ 10冊／2週間

利用者カードと資料を持参の上、カウンターにてお手続きください。
◇ 自動貸出機もご利用ください。

３）雑誌・参考図書
◇ 雑誌・参考図書は館内でご覧ください。（一夜貸出もできます）
◇ 製本雑誌も貸出手続きができます。未製本の雑誌は「雑誌類一時貸出票」に

ご記入ください。
４）授業関連書・留学生用図書・就職関連書

関連テーマごとのコーナーを館内に設けてあります。府中図書館は第1閲覧室(工事
中は仮設図書館第4閲覧室）、小金井図書館は1階閲覧室をご覧ください。

月～金曜日 土曜日 日曜日

通常開館[府中] 8：45～21：00 10：00～17：00 13：00～17：00

通常開館[小金井] 8：45～21：00 12：30～19：30 13：00～17：00

短縮開館（休業期） 8：45～17：00 ― ―

※授業実施日の土曜日・祝日・振替休日（4/29,6/14,7/21,10/13,11/3,11/15,11/24）
創立記念日（5/31）の開館時間は府中図書館・小金井図書館ともに9 : 00～18 : 00

※府中図書館は耐震改修工事終了までの間、通常開館は平日の8：45～20：00に仮設図書館
（新館部分）にて開館（特別開館日以外の土曜日および日曜日は休館）
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５）AV資料（CD・DVD・ビデオなど）
◇ AV資料も貸出を行っています。「館内」シールが貼ってあるものは、館内利用

のみです。
◇ 小金井図書館AVコーナーを利用する際は、カウンターでヘッドホンをお貸しし

ます。
６）予約・取寄

◇ 貸出中図書の予約や、他地区図書館の図書を取寄せることができます。申込み
方法は、農工大OPACの検索画面からの申込みと、カウンターでの申込みの方法
があります。

◇ 図書館ホームページの「My Library」から、現在借りている図書や返却期限、
予約した図書の状況などを確認できます。

７）更新
◇ 貸出期間の延長は、利用者カードと資料を持参の上、カウンターにてお手続き

ください。図書館ホームページからも「My Library」にログインの上、ご自分
で延長できます。（更新は1回まで）

◇ 返却期限を過ぎている場合、予約がかかっている場合、長期貸出中に借りた場
合は更新できません。

８）返却
◇ 返却する本は、カウンターまで持参するか、返却ポストにお返しください。
◇ ポスト以外の場所に置き忘れたり、書架に直接返されると、返却手続きができ

ません。ご注意ください。
* ただし、雑誌・参考図書は直接カウンターで返却手続き後、ご自分で書架に戻
してください。

* AV資料は返却ポストではなく、カウンターに直接ご返却ください。
９）紛失

◇ 資料を紛失した場合は、原則として同本で弁償していただきます。
◇ 紛失の原因となりますので、他人のカードで借りたり、又貸し等はお止めくだ

さい。
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６．資料の探し方
１）図書

◇ 図書は一部を除き、請求記号順(主題別)に、書架に並んでいます。
◇ 確認には農工大OPACをご利用ください。
◇ eBook（電子ブック）も利用できます。OPACから検索するか、図書館ホームペー

ジの「eBook-電子ブック-」からご利用ください。
２）雑誌

◇ 雑誌は、タイトルのアルファベット順に並んでいます。
◇ 最新号の受入状況等の確認には農工大OPACをご利用ください。
◇ 電子ジャーナルも利用できます。図書館ホームページの「A to Z(EJリスト)」を

ご覧ください。
３）電子ジャーナル、データベース

図書館ホームページから、各種電子ジャーナルやデータベースなどが利用できます。
◇ 電子ジャーナル

ScienceDirect（Elsevier）
SpringerLink（Springer）
Wiley Online Library（Wiley）
APS (American Physical Society)
Nature
J-STAGE（JST）
ACM Digital Library(Association for Computing Machinery)
IEEE ALL-Society Periodicals Package
日経BP記事検索サービス 等

◇ データベース
Web of Science（自然科学）
CAB Abstracts（農学）
Journal Citation Reports（雑誌情報）
JDreamⅢ（科学技術・医薬）
SciFinder（化学）
MathSciNet（数学）
CiNii Articles（国内学術論文）
聞蔵Ⅱビジュアル（新聞記事）
JapanKnowledge+（百科事典類） 等

* 館内に設置されている情報自習用端末は、総合情報メディアセンターで発行される
IDとパスワードでご利用できます。

７．本学にない場合は
１）所蔵調査

他の図書館にあるかどうか、お調べください。
図書館ホームページから、CiNii Books、Webcat Plus、NDL-OPACで、他大学や
国会図書館の所蔵検索ができます。

２）紹介状
◇ 他大学の図書館を利用する場合、紹介状が必要な図書館があります。

訪問の前にカウンターまでご相談ください。
◇ 国立大学法人に限り、学生証・職員証で閲覧利用が可能です。ただし、一部の

大学では教職員と院生に限られます。
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３）他の図書館との提携
西東京地区5大学連携（電通大、一橋大、東京学芸大、東京外語大）：学生証・職
員証で閲覧利用が可能です。

４）購入希望
読みたい資料が図書館にない場合は、購入希望を受け付けます。カウンターまで
お申し出ください。

８．資料の複写
１）館内複写(コピー)

◇ 図書館のコピー機では、著作権の範囲内（一人につき一部、全体の半分以下）
で、図書館資料に限り複写することができます。

◇ プリペイドカードは、生協でお求めください。
２）文献複写・相互貸借

◇ 必要な資料が図書館にない場合、他機関から複写の取寄せや貸借が可能です。
申込書に必要事項を記入し、カウンターまでお持ちください。

◇ 他機関への文献複写・貸借依頼は図書館ホームページの「My Library」からも
申込みができます。図書館ホームページ「文献複写・貸借申し込み」をご参照

ください。

９．その他のサービス
１）参考調査

事柄の調査、文献検索、書誌調査のご相談などにも応じています。
２）利用の受付

修士・博士学位論文等の閲覧申込み等
* わからないことは、カウンターまでご相談ください。

１０．図書館の利用マナー
◇ 館内での飲食・喫煙は禁止です
◇ 携帯電話・スマートフォンの通話は禁止、またマナーモードにしてください
◇ 館内ではおしずかに
◇ 貴重品の管理は各自の責任でお願いします
◇ 小金井図書館周辺は駐輪禁止です
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小金井図書館平面図

※府中図書館は耐震改修工事中のため、平面図は割愛いたします。府中図書館の耐震改修
工事について、詳細は図書館ホームページをご覧ください。
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総合情報メディアセンターは、最新の情報通信技術を取り入れた学術情報基盤整備を推
進する情報の中核センターとして発足しました。これまでに、本学の学生および教職員に
とってより快適な情報環境の提供を目的に高速なキャンパスネットワークの管理運営、各
種サービスを実現するサーバの管理運営のほか、キャンパス内の無線LANアクセスシステ
ムのサービス、eラーニングシステムの拡充、遠隔教育用双方向ビデオ配信システムの拡
充を進めてきました。情報通信技術の進展はご存知のように目を見張るものがあります。
総合情報メディアセンターは常に最新の技術動向を調査研究し、質の高い研究および教育
を支援する学術情報基盤の構築を目指して活動しています。
現在、本センターは小金井キャンパスに本部（8号館）、府中キャンパスに分室（新2号

館2階）があります。センター内のPC教室ではキャンパスや端末を意識せずに同一の環境
でWebメールサービス、Webアクセス、プログラミング、文書作成等を行うことができるよ
うになっています。この端末は図書館にも配置されています。また、複写機機能を装備し
た複合機プリンタを各所に用意しています。このプリンタはプリペイド方式を用いたデマ
ンドプリンティング方式を採用しています。
PC教室や図書館などに配置されている端末の設置台数およびPC教室の開室時間は、下記

の通りとなっています。

端末システム配置リストおよび開室時間

地区／建物名／部屋名 端末 複合プリンタ 通常開室
短縮開室

■小金井キャンパス 台 台 (授業期間)

8号館 L0812 15 0

8:30
～

19:45

8:30
～

17:00

K2A端末室 76 1

K3A端末室 76 2（廊下にあり）

K4A端末室 61 1

図書館 インターネットフロア 30 1 図書館開館時間中

生協 複写機コーナー 0 1 生協開店時間中

■府中キャンパス

新２号館 F2A端末室 85 1

8:30
～

19:45

8:30
～

17:00

F2B端末室 31 1

F2C端末室 31 0

F2D端末室 20 1

図書館 インターネットコーナー 30 1 図書館開館時間中

生協 複写機コーナー 0 1 生協開店時間中

２．総合情報メディアセンター

52



W
D

M

W
D

M

W
D

M

W
D

M

K
2
A

教
室

76
台

K
3
A

教
室

76
台

K
4
A

教
室

6
1
台

小
金

井
図

書
館

3
0
台

F
2
A

教
室

8
5台

F
2
B

教
室

3
1台

F
2
C

教
室

31
台

F
2
D

教
室

20
台

府
中

図
書

館
3
0台

業
務

室
2
0
台

L
08

12
教

室
15

台

S
S
L
-
V

P
N

小
金

井
キ

ャ
ン

パ
ス

府
中

キ
ャ

ン
パ

ス

学
外

系

In
te

rn
e
t

S
IN

E
T

専
用

線

V
P

N

小
金

図
書

館
業

務
用

1
5
台

プ
リ

ン
タ

A
V機

器

府
中

事
務

8
台

メ
ー

ル
サ

ー
バ

フ
ァ

イ
ル

サ
ー

バ

FC
‐S
A
N
 

府
中

図
書

館
業

務
用

1
5
台

小
金

井
事

務
9
台

ブ
レ

ー
ド

サ
ー

バ
群

30
ブ

レ
ー

ド

・
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
・
仮

想
化

管
理

サ
ー

バ
・
プ

リ
ン

テ
ィ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

#
2

・
S
o
lid

W
o
rk

s 
ラ

イ
セ

ン
ス

サ
ー

バ
・
図

書
館

業
務

サ
ー

バ
・
W

e
bO

P
A

C
用

サ
ー

バ
・
統

一
基

盤
D

B
サ

ー
バ

・
連

携
基

盤
D

B
サ

ー
バ

・
グ

ル
ー

プ
ウ

ェ
ア

サ
ー

バ
・
シ

ン
ク

ラ
イ

ア
ン

ト
用

V
D

Iサ
ー

バ

・
仮

想
管

理
サ

ー
バ

・
ロ

グ
管

理
サ

ー
バ

・
統

合
管

理
運

用
サ

ー
バ

・
ア

カ
ウ

ン
ト

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

サ
ー

バ
・
W
SU

Sサ
ー

バ

・
セ

ッ
シ

ョ
ン

管
理

サ
ー

バ
・
ウ

ィ
ル

ス
対

策
サ

ー
バ

・
学

習
管

理
(L
M
S)

サ
ー

バ

・
ド

メ
イ

ン
コ

ン
ト

ロ
ー

ラ
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
認

証
サ

ー
バ

（
RA

D
IU
S）

・
W
ys
e端

末
管

理
サ

ー
バ

・
LD

A
P認

証
サ

ー
バ

・
W
eb

サ
ー

バ
・
D
N
Sサ

ー
バ

・
D
H
CP

サ
ー

バ

・
メ

タ
デ

ィ
レ

ク
ト

リ
サ

ー
バ

・
メ

ー
ル

ア
カ

ウ
ン

ト
制

御
サ

ー
バ

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
監

視
サ

ー
バ

・
申

請
管

理
シ

ス
テ

ム
サ

ー
バ

・
Pr
ox
yサ

ー
バ

・
学

術
認

証
シ

ス
テ

ム
(s
hi
bb

ol
et
h)

フ
ァ

イ
ヤ

ー
ウ

ォ
ー

ル

フ
ァ

イ
ヤ

ー
ウ

ォ
ー

ル

総
合

情
報

メ
デ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

シ
ス

テ
ム

の
構

成
図

53



３．科学博物館

科学博物館は、1886年（明治19年）に工学部の前身である「農商務省蚕業試験場」の
参考品陳列場として設置され、その後、工学部附属繊維博物館として本学の歴史ととも
に歩んで来ました。
平成20年4月1日より、工学部附属繊維博物館と農学部附属資料室を統合して、全学的

な施設「科学博物館」となり、小金井キャンパスに科学博物館本館、府中キャンパスに
科学博物館分館が設置されています。また、平成23年度、科学博物館本館の耐震改修・
機能改善工事を実施し、平成24年10月にリニューアルオープンしました。このように明
治以来、130年余の歴史を持つ博物館は、他大学にはほとんど見られない大きな特徴と
なっています。

科学博物館本館には、本学のルーツである養蚕や繊維関連資料、科学博物館分館には、
農機具や農学研究資料が所蔵され、その所蔵点数は1万点を超えます。本館には、人類初
の人工繊維で、世界でも希少価値の高い「シャルドンネ人絹」、500点を超える養蚕を
テーマとした浮世絵、ラスカー臨床医学研究賞を受賞された遠藤 章特別栄誉教授の生い
立ちや様々な研究成果を展示した顕彰記念室、さらに豊田自動織機等多くの繊維機械の
動態展示など、本学が世界に誇れる貴重な資料が多数展示されています。これらの資料
に加え、本学の教育・研究を紹介する「教育研究展示室」が設置されており、本学の最
先端研究を知ることができます。

以上のように多くの展示資料を通して、
学生は本学への理解、誇りを持つことが
できると確信しています。
各種資料の展示の他にも、工学部1年次

の「工学基礎実験」における博物館見学、
農工両学部生を対象とした「学芸員課
程」、地域の小中学生を対象とした「子
供科学教室」や種々の生涯学習なども実
施しており、学内外に向けた教育普及活
動に邁進しています。

◎入館料 無料
◎展示会・講習会など

特別展・企画展（年６回程度）
作品展：友の会サークルの作品を展示（２月）
講習会等（年約２０回） 一般講習会・子供科学教室
シャルドンネギャラリー、定期コンサートなど

◎開館日 火曜日～土曜日10:00～17:00（但し入館は16:00まで）
◎休館日 日曜・月曜・祝日・5月31日（創立記念日）

夏期 8月中旬 冬期 年末・年始
その他振替・臨時休館あり

◎学芸員課程
科学博物館では、「学芸員課程」を開設しています。学芸員とは博物館施設における

専門職員の国家資格であり、課程を修了することで資格を得ることができます。詳細は
履修案内を参照して下さい。
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４．農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター

FM府中（畑） FM本町（学生田植え実習）

『広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター（通称FSセンター）』は、森林や農
耕地などのフィールドを主な領域として、 総合的、学際的かつ実践的な教育・研究を行って
いる附属施設です。その構成は次図の通りで、5つの教育研究分野と8ヶ所のフィールミュー
ジアム（FM）から成り立っています。学生は、各学科の授業カリキュラムの中で実験実習

の場として利用するだけでなく、卒業論文・修士論文・博士論文などの研究フィールドとし
ても利用することができます。

FSセンターの前身は農場・演習林・波丘地実験実習施設の3施設で平成12年度（2000年)
に統合されて生まれ変わりました。「フィールドミュージアム（FM）」という呼称は、大
学の農場や森林が農林業生産だけでなく、学生や教員が｢調べ、学び、発見し、成果を発
信する｣役割を持つことに由来しています。また、週２回、毎週火曜日と木曜日にFSセン
ターの生産物（野菜、果実、花、農産物加工品など）を販売するアンテナショップを農学
部構内に設け、特に毎週木曜日は「農工夢市場」として盛大に開催し、地域交流も図って
います。
以下にそれぞれのFMを紹介します。FM府中は農学部構内の農場を中心とした施設で、府

中キャンパスの約半分の面積を占めています。研究棟群の間の道を抜けると、突然、目の
前に緑の畑が広がり、「東京にこんな農場が！」と誰しも驚きます。初夏の麦秋、夏秋の
野菜・果実類が季節の移り変わりを教えてくれます。また、ブルーベリーで有名な果樹園
や花の絶えない温室、牛乳を毎日生産している近代的な牛舎もあります。

 

 

 

  

  

     

 

 

    

 

 

  

  

  

  

  

  

 

   

教育研究分野 

 

 資源・物質循環 

 自 然 環 境 

 野生動物保護管理 

 中山間地域農林業 

 都 市 型 農 業 

FS センターのイメージ 

フィ－ルドミュ－ジアム(FM) 

 

 FM 多摩丘陵（東京都八王子市） 

 FM 大谷山（群馬県） 

 FM 草木（群馬県） 

 FM 唐沢山（栃木県） 

 FM 秩父（埼玉県） 

 FM 津久井（神奈川県） 

 FM 府中（東京都府中市） 

 FM 本町（東京都府中市） 

学 生 

 実験実習 

 卒論・修論・博

論研究 

管理運営 
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FM府中（子供教室） FM府中（生息適地で猛禽の放鳥）

FM津久井（9.5ha）は神奈川県相模原市緑区（旧津久井町）の丹沢山塊を望む丘陵地にあ
ります。以前は肉牛も飼育していましたが、現在は養蚕と加工農産物（ブルーベリー、大
豆等）の生産拠点と位置づけ、中山間地域農林業に関する実習・研究を行っています。ま
た、従前からの旧津久井町韮尾根地区住民との交流を踏まえて、平成22年7月に本学と相模
原市との間で「地域産業活性化に関する協定」が締結され、FM津久井近隣住民等との交流
活動も行われています。
FM多摩丘陵（12.6ha）は八王子市郊外にあります。周囲は住宅地ですが、施設に入ると

まるで山里のような環境です。そこには高さ30ｍの観測タワー、気象観測装置など種々の
測定機器が設置されており、広域都市圏のフィールドサイエンスに関する様々な教育研究
活動が行われています。府中キャンパスから気軽に行ける場所なので、大気、水、土壌、
樹木などに関心を持つ学生には見逃せないポイントです。

FM津久井（養蚕実習） FM多摩丘陵（観測鉄塔）

FM本町は東京では希少価値のある水田農場（田んぼ）で、府中キャンパスから自転車で
南へ15分のところにあります。面積は約3haで、実習履修者はコメ作りの理論を学ぶとと
もに、イネの種まき（4月）、田植え（6月、写真）、稲刈り（10月）などの作業を実際に
体験できます。また、環境に優しいイネ栽培法、高収量品種の性質、空中窒素固定菌利用
の可能性、田んぼに棲む水生生物などについて、ＦＳセンタ－以外の教員や学生も参加し
て活発な研究を行っています。
また、東京都や動物園と連携した野生動物の保護治療、幼稚園・学校動物の飼育支援と

治療、子供および高校生向けの教室開催などを、教育研究として推進しています（野生動
物保護管理）。
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FM大谷山（宿泊施設）
FM草木（学生実習）

FM唐沢山は、府中から約100km離れた栃木県佐野市の名刹唐沢山神社に隣接した場所にあ
り、面積162haの55％以上がスギ、ヒノキなどの人工林です。森林動植物・菌類の生態や森
林気象、古生物などに関する教育研究が行われています。
手つかずの自然が最も残っているのはFM秩父です。林道の無い奥地に234haの急峻な山地

があります。動植物相や食用きのこ類も豊富です。きのこやブナ林について、樹木フェノ
ロジーの全国共同研究も行われています。実習や小規模な宿泊ゼミなどにも利用できます。

FM唐沢山 FM秩父

以上8ヶ所のFMを肌で感じるためのプログラムとしてFS実験実習（農学部共通専門科目）
があります。是非これを履修してください。

◎各FMを利用したい場合は、FSセンター（事務室:電話042-367-5811）にご連絡ください。

FM大谷山は、府中から約100km離れた群馬県みどり市東町にあります。面積は92haあり、
その90％以上がスギ、ヒノキの人工林です。針葉樹の施業方法や森林生態系の物質循環な
どの森林科学の研究が行われており、さらに酸性雨のモニタリング調査など、地球環境に
関する研究も続けられています。また、宿泊施設も完備されています。
FM草木は、草木ダムをはさんでFM大谷山の反対側にある415haの広く深い森林です。広

葉樹が多く、樹木を含めて豊かな植物相があり、昆虫・哺乳類などの動物相も豊富です。
この恵まれた地の利を生かして、自然環境に関する様々な教育・研究が行われています。
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◆小金井キャンパス
東京都認証保育所「回帰船保育所」 平成23年6月開所 運営法人：ＮＰＯ法人回帰船保育所

定員 26名(0歳～就学前)

保育時間
8:00～18:00
(7:00～8:00、18:00～20:00は延長保育時間)

入園金 40,000円

保育料
52,000円～/月
お子さんの年齢と保育時間によって異なります。

保育所の概要

◆府中キャンパス
東京都認証保育所「みのり保育園」 平成25年4月開所 運営法人：株式会社 パザパ

みのり保育園

◆お問い合わせ先
男女共同参画推進室 事務担当 ： 人事労務課 職員係 TEL：042-367-5511

定員 36名(0歳～就学前)

保育時間
8:30～17:30
(7:00～8:30、17:30～20:00は延長保育時間)

入園金 30,000円

保育料
51,000円～/月
お子さんの年齢と保育時間によって異なります。

保育所の概要

本学には、キャンパス内に別法人が運営する保育施設があります。
概要については、下記のとおりとなっています。

５ ． 保 育 施 設
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Ⅲ

本学の概要





１．歴代学長 ／ 歴代教育担当副学長

代 数 氏 名 在 職 期 間

初 代 田 中 丑 雄 昭和２４年 ５月３１日～昭和３０年 ７月３１日

（事務取扱） 中 島 道 郎 昭和３０年 ８月 １日～昭和３０年１２月１９日

第２代 吉 田 正 男 昭和３０年１２月２０日～昭和３４年１２月１９日

（事務取扱） 北 尾 淳一郎 昭和３４年１２月２０日～昭和３５年 ２月 ９日

第３代 井 上 吉 之 昭和３５年 ２月１０日～昭和４１年 ２月 ９日

第４代 近 藤 頼 巳 昭和４１年 ２月１０日～昭和４７年 ２月 ９日

（事務取扱） 諸 星 静次郎 昭和４７年 ２月１０日～昭和４８年 ３月３１日

第５代 福 原 満洲雄 昭和４８年 ４月 １日～昭和５４年 ３月３１日

第６代 諸 星 静次郎 昭和５４年 ４月 １日～昭和６０年 ３月３１日

（事務取扱） 松 本 正 雄 昭和６０年 ４月 １日～昭和６０年 ４月３０日

第７代 喜 多 勲 昭和６０年 ５月 １日～平成 元 年 ４月３０日

第８代 阪 上 信 次 平成 元 年 ５月 １日～平成 ７ 年 ４月３０日

第９代 梶 井 功 平成 ７ 年 ５月 １日～平成１３年 ４月３０日

第１０代 宮 田 清 藏 平成１３年 ５月 １日～平成１７年 ４月３０日

第１１代 小 畑 秀 文 平成１７年 ５月 １日～平成２３年 ３月３１日

第１２代 松 永 是 平成２３年 ４月 １日～

氏 名 在 職 期 間

福 嶋 司 平成１２年 ４月 １日～平成１３年 ４月３０日

松 岡 正 邦 平成１３年 ５月 １日～平成１５年 ４月３０日

神 田 尚 俊 平成１５年 ５月 １日～平成１７年 ４月３０日

佐 藤 勝 昭 平成１７年 ５月 １日～平成１９年 ４月３０日

笹 尾 彰 平成１９年 ５月 １日～平成２３年 ３月３１日

纐 纈 明 伯 平成２３年 ４月 １日～平成２５年 ３月３１日

國 見 裕 久 平成２５年 ４月 １日～

歴代学長

歴代教育担当副学長
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２．沿 革 略 図

農事修学場 蚕業試験掛

明治10年(1877) 内務省樹木試験場

明治11年(1878) 駒場農学校

明治14年(1881) 農商務省樹木試験場 農商務省駒場農学校

明治15年(1882) 農商務省東京山林学校

明治17年(1884) 農商務省蚕病試験場

明治19年(1886)

明治20年(1887) 蚕業試験場

明治23年(1890)

明治24年(1891) 農商務省仮試験場蚕事部

明治26年(1893) 蚕業試験場

明治29年(1896) 蚕業講習所

明治31年(1898)

明治32年(1899) 東京蚕業講習所

大正3年(1914) 東京高等蚕糸学校

大正8年(1919)

昭和10年(1935)

昭和15年(1940) （現在地の小金井へ移転）

昭和19年(1944) 東京繊維専門学校

昭和24年(1949)

昭和37年(1962)

昭和40年(1965)

昭和41年(1966)

昭和60年(1985)

平成元年(1989)

平成7年(1995)

平成16年(2004)

平成16年(2004)

平成17年(2005)

平成18年(2006)

平成22年(2010)

平成23年（2011）
専門職大学院技術経営研究科（専門職学位課程）を改組し、大学院工学府産業技術専攻
（専門職学位課程）に再編

大学院（共生科学技術研究部、工学教育部、農学教育部、生物システム応用科学教育部）
の名称を共生科学技術研究院、工学府、農学府、生物システム応用科学府に変更

大学院共生科学技術研究院（研究組織）を改組し、農学研究院及び工学研究院に再編

大学院（農学研究科、工学研究科、生物システム応用科学研究科）を改組し、共生科学技術
研究部（研究組織）及び工学教育部、農学教育部、生物システム応用科学教育部（教育組
織）に再編

専門職大学院技術経営研究科（専門職学位課程）を設置

沿　革
内務省勧業寮内藤新宿出張所

明治7年(1874)

農商務省東京農林学校

帝国大学農科大学乙科

帝国大学農科大学実科

東京帝国大学農学部実科

東京高等農林学校（現在地の府中へ実科独立・移転）

東京農工大学（農学部・繊維学部）を設置

繊維学部を工学部に改称

大学院農学研究科（修士課程）を設置

東京農林専門学校

国立大学法人東京農工大学に移行

大学院工学研究科（修士課程）を設置

大学院連合農学研究科（博士課程）を設置

大学院工学研究科（修士課程）を工学研究科（博士前期・後期課程）に改組

大学院生物システム応用科学研究科（博士前期・後期課程）を設置
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３．機 構 図

科 学 博 物 館

放 射 線 研 究 室

（事 務 組 織）

研 究 支 援 課
環 境 安 全 管 理 セ ン タ ー

学 術 情 報 課

総 務 課

生 物 生 産 科 学 部 門

共 生 持 続 社 会 学 部 門

応 用 生 命 化 学 部 門

生 物 制 御 科 学 部 門

環 境 資 源 物 質 科 学 部 門

研　究　院 農 学 研 究 院 物 質 循 環 環 境 科 学 部 門

（ 研 究 組 織 ） 自 然 環 境 保 全 学 部 門

農 業 環 境 工 学 部 門

国 際 環 境 農 学 部 門

動 物 生 命 科 学 部 門

生 物 シ ス テ ム 科 学 部 門

生 命 機 能 科 学 部 門

応 用 化 学 部 門

先 端 機 械 シ ス テ ム 部 門

先 端 物 理 工 学 部 門

先 端 電 気 電 子 部 門

工 学 研 究 院 先 端 情 報 科 学 部 門

（ 研 究 組 織 ） 先 端 健 康 科 学 部 門

数 理 科 学 部 門

言 語 文 化 科 学 部 門

生 命 工 学 専 攻

応 用 化 学 専 攻

機 械 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 工 学 専 攻

物 理 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 工 学 専 攻

大　学　院
電 気 電 子 工 学 専 攻

情 報 工 学 専 攻
工 学 府 － ( 博 士 課 程 ）

生 命 工 学 専 攻

応 用 化 学 専 攻

機 械 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 工 学 専 攻

電 子 情 報 工 学 専 攻

  （専門職学位課程） 産 業 技 術 専 攻

生 物 生 産 科 学 専 攻

共 生 持 続 社 会 学 専 攻

学　　府 応 用 生 命 化 学 専 攻

生 物 制 御 科 学 専 攻

農 学 府 環 境 資 源 物 質 科 学 専 攻

（ 修 士 課 程 ） 物 質 循 環 環 境 科 学 専 攻

自 然 環 境 保 全 学 専 攻

農 業 環 境 工 学 専 攻

国 際 環 境 農 学 専 攻

生 物 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 応 用 科 学 府 （ 博 士 前 期 課 程 ）

（ 博 士 課 程 ） 生 物 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 応 用 科 学 専 攻

（ 博 士 後 期 課 程 ）

生 物 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 応 用 科 学 専 攻

経営協議会
共 同 先 進 健 康 科 学 専 攻

監事 生 物 生 産 科 学 専 攻

応 用 生 命 科 学 専 攻

連 合 農 学 研 究 科 環 境 資 源 共 生 科 学 専 攻

学 長

（ 博 士 課 程 ） 農 業 環 境 工 学 専 攻

役員会
農 林 共 生 社 会 科 学 専 攻

学　　部
附 属 フ ロ ンテ ィア 農学 教育 研究 セ ン ター

附 属国際家 畜感 染症防疫研究教育センター

生 命 工 学 科

岐 阜 大 学 大 学 院 連 合 獣 医 学 研 究 科 （ 博 士 課 程 ・ 獣 医 学 専 攻 ）

教 育 研 究 評 議 会
生 物 生 産 学 科

応 用 生 物 科 学 科

農 学 部 環 境 資 源 科 学 科

教 員 評 価 機 構

電 気 電 子 工 学 科

情 報 工 学 科

地 域 生 態 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 学 科

共 同 獣 医 学 科
附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究セン ター

附 属 動 物 医 療 セ ン タ ー

附 属 硬 蛋 白 質 利 用 研 究 施 設

応 用 分 子 化 学 科

有 機 材 料 化 学 科

工 学 部 化 学 シ ス テ ム 工 学 科

機 械 シ ス テ ム 工 学 科

物 理 シ ス テ ム 工 学 科

附 属 も の づ く り 創 造 工 学 セ ン タ ー

図 書 館

大 学 教 育 セ ン タ ー
監 査 室

先端産学連携研究推進センター

広 報 ・ 基 金 室

環 境リーダ ー育成センター

保 健 管 理 セ ン タ ー

学 生 総 合 支 援 課

総 合情報メ ディアセンター

学 務 部 教 育 企 画 課

学 術研究支 援総合センター

入 試 課

研 究 国 際 部

国 際 交 流 課
女 性 未 来 育 成 機 構

国 際 セ ン タ ー

戦 略 企 画 課

大 学 改 革 推 進 室

イ ノ ベ ー シ ョ ン 推 進 機 構

財 務 課

テ ニュアト ラック推進機構

財 務 部 経 理 調 達 課

施 設 整 備 課

総 務 部

計 画 評 価 室

会 計 室

合 同 記 念 事 業 推 進 室

科 学 博 物 館 支 援 室

小 金 井 地 区 事 務 部

人 事 労 務 課

府 中 地 区 事 務 部

学 生 支 援 室

総 務 室

会 計 室

学 生 支 援 室

総 務 室

（博
士
後
期
）

（博
士
前
期
）
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４．卒業・修了者数

平成２５年度卒業・修了者数（内訳）

学部

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

生物生産学科 1,265 26 24 50 26 24 50 1,315

応用生物科学科 1,195 40 36 76 40 36 76 1,271

環境資源科学科 1,060 1 1 43 20 63 44 20 64 1,124

地域生態ｼｽﾃﾑ学科 1,288 44 43 87 44 43 87 1,375

獣医学科 887 26 13 39 26 13 39 926

応用生物科学科 608 608

環境・資源学科 593 593

農学科 1,437 1,437

林学科 1,347 1,347

獣医学科 1,060 1,060

農芸化学科 1,346 1,346

農業工学科 874 874

蚕糸生物学科 861 861

植物防疫学科 763 763

林産学科 870 870

環境保護学科 785 785

計 16,239 1 1 179 136 315 180 136 316 16,555

生命工学科 1,369 58 25 83 58 25 83 1,452

応用分子化学科 524 42 10 52 42 10 52 576

有機材料化学科 481 1 1 33 13 46 34 13 47 528

化学ｼｽﾃﾑ工学科 427 20 20 40 20 20 40 467

機械ｼｽﾃﾑ工学科 2,976 124 10 134 124 10 134 3,110

物理ｼｽﾃﾑ工学科 676 47 7 54 47 7 54 730

電気電子工学科 1,365 99 9 108 99 9 108 1,473

情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ工学科 625 625

情報工学科 282 64 11 75 64 11 75 357

応用化学科 779 779

電子情報工学科 2,162 2,162

物質生物工学科 1,360 1,360

高分子工学科 1,173 1,173

材料ｼｽﾃﾑ工学科 1,329 1,329

工業化学科 1,507 1,507

機械工学科 1,521 1,521

電気工学科 1,228 1,228

化学工学科 971 971

応用物理学科 844 844

電子工学科 817 817

生産機械工学科 596 596

数理情報工学科 501 501

資源応用化学科 398 398

機械ｼｽﾃﾑ工学科 286 286

繊維化学科 303 303

計 24,500 1 1 487 105 592 488 105 593 25,093

合　　　計 40,739 2 2 666 241 907 668 241 909 41,648

平成２５年度卒業・修了者数（内訳）

論文博士 ６月 ９月 １２月 ３月 計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工学府 1 1

生物システム応用科学府

連合農学研究科 4 4 8

計 4 5 9

農学部

工学部

卒業者
累計

区　分
平成25年３月

31日までの
累計

平成25年度卒業者

6月卒業 3月卒業 Ｈ25年度計9月卒業
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大学院

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

生物生産科学専攻 304 16 10 26 16 10 26 330

共生持続社会学専攻 210 7 3 10 7 3 10 220

応用生命化学専攻 361 26 12 38 26 12 38 399

生物制御科学専攻 288 15 10 25 15 10 25 313

環境資源物質科学専攻 166 7 3 10 7 3 10 176

物質循環環境科学専攻 263 10 8 18 10 8 18 281

自然環境保全学専攻 248 8 12 20 8 12 20 268

農業環境工学専攻 139 9 0 9 9 9 148

国際環境農学専攻 438 5 5 10 8 8 16 13 13 26 464

生物生産学専攻 129 129

応用生物科学専攻 297 297

環境・資源学専攻 225 225

農学専攻 285 285

林学専攻 181 181

獣医学専攻 303 303

農芸化学専攻 308 308

農業工学専攻 214 214

蚕糸生物学専攻 132 132

植物防疫学専攻 214 214

林産学専攻 198 198

環境保護学専攻 186 186

修士課程　　計 5,089 5 5 10 106 66 172 111 71 182 5,271

生物生産学専攻 546 546

生物工学専攻 210 210

資源・環境学専攻 183 183

生物生産科学専攻 72 4 4 7 7 14 11 7 18 90

応用生命科学専攻 25 1 1 6 2 8 7 2 9 34

環境資源共生科学専攻 43 2 1 3 3 3 6 5 4 9 52

農業環境工学専攻 15 1 1 2 4 4 5 1 6 21

農林共生社会科学専攻 35 1 2 3 1 3 4 2 5 7 42

博士課程　　計 1,129 9 4 13 21 15 36 30 19 49 1,178

高分子工学専攻 122 122

材料システム工学専攻 159 159

工業化学専攻 254 254

機械工学専攻 210 210

電気工学専攻 150 150

化学工学専攻 176 176

応用物理学専攻 178 178

電子工学専攻 169 169

生産機械工学専攻 98 98

数理情報工学専攻 102 102

資源応用科学専攻 79 79

機械システム工学専攻 33 33

修士課程　　計 1,730 1,730

生命工学専攻 752 32 31 63 32 31 63 815

応用化学専攻 1,012 58 25 83 58 25 83 1,095

機械ｼｽﾃﾑ工学専攻 1,431 72 72 72 72 1,503

物理ｼｽﾃﾑ工学専攻 276 1 1 29 29 30 30 306

電気電子工学専攻 672 62 6 68 62 6 68 740

情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ工学専攻 139 139

情報工学専攻 285 4 4 31 6 37 35 6 41 326

電子情報工学専攻 1,252 1,252

物質生物工学専攻 869 869

博士前期課程　　計 6,688 5 5 284 68 352 289 68 357 7,045

産業技術専攻 31 36 4 40 36 4 40 71

専門職学位課程　　計 31 36 4 40 36 4 40 71

生命工学専攻 154 1 1 4 4 10 2 12 15 2 17 171

応用化学専攻 140 3 3 1 1 7 7 11 11 151

機械ｼｽﾃﾑ工学専攻 155 2 2 7 7 9 9 164

電子情報工学専攻 244 1 1 2 2 7 1 8 10 1 11 255

物質生物工学専攻 135 135

博士後期課程　　計 828 1 1 10 10 3 3 31 3 34 45 3 48 876

計 9,277 1 1 15 15 3 3 351 75 426 370 75 445 9,722

生物ｼｽﾃﾑ応用科学専攻 1,225 2 1 3 49 23 72 51 24 75 1,300

博士前期課程　　計 1,225 2 1 3 49 23 72 51 24 75 1,300

生物ｼｽﾃﾑ応用科学専攻 238 1 1 2 8 3 11 9 4 13 251

共同先進健康科学専攻 3 1 1 6 1 7 7 1 8 11

博士後期課程　　計 241 2 1 3 14 4 18 16 5 21 262

計 1,466 4 2 6 63 27 90 67 29 96 1,562

技術リスクマネジメント専攻 253 253

計 253 253

合　　　計 17,214 1 1 33 11 44 3 3 541 183 724 578 194 772 17,986

区　分
平成25年３月31日

までの累計

平成25年度修了者
6月修了 9月修了 12月修了 3月修了 Ｈ25年度計

生物ｼｽﾃﾑ応用科学府

技術経営研究科

農学府

工学府

連合農学研究科

修了者累計
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Ⅳ

教職課程について





教職課程について

１　教育職員免許状取得の意義
    中学校及び高等学校の教員となるには、教育職員免許法、同施行規則及び本学学則の定めるところにより、

所定の基礎資格を修得し、かつ、教育職員免許状を取得するための定められた単位を修得することによって、

免許状を授与されるに必要な要件を満たし、教育職員免許状を取得しなければならない。

   公立学校の教員となるには、各都道府県教育委員会等が実施する教員採用候補者選考試験に合格し（登録

され）採用されて、はじめて教員となることができる。

   私立学校については別途個別に教員採用試験が実施されている。

   なお、教育職員免許状は、一定の欠格条項（教育職員免許法第５条）該当者には授与されず、これに該当す

るに至った場合には、その有する免許状は効力を失うことになるので注意すること。

（注） 「教育職員免許法」第５条第１項第３号から第７号までの規定

（欠格条項）

３号 成年被後見人又は被保佐人

４号 禁錮以上の刑に処せられた者

５号 免許状がその効力を失い、当該失効の日から３年を経過しない者

６号 免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から３年を経過しない者

７号 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

２　教職課程の設置
   東京農工大学の学部及び大学院には、その学科、専攻ごとに教育職員免許法に基づいて、中学校及び高等

学校の教育職員免許状を取得するための課程が設置されている。

   この課程において定められた科目の単位を修得すれば、教育職員免許状を取得することができる。

３　教育職員免許状の取得できる学部・学科等ごとの免許状の種類
（学部の場合）

農　学　部

高等学校教諭
一 種 免 許 状

理　　科

農　　業　

理　　科

学　　　部　　　・　　　学　　　科
中 学 校 教 諭
一 種 免 許 状

　理科コースの単位を
　修得した場合

　農業コースの単位を
　修得した場合

生 物 生 産 学 科
応 用 生 物 科 学 科
環 境 資 源 科 学 科
地 域 生 態 シ ス テ ム 学 科

工　学　部

情　　報

理　　科 理　　科

生 命 工 学 科

応 用 分 子 化 学 科

有 機 材 料 化 学 科

化 学 シ ス テ ム 工 学 科

機 械 シ ス テ ム 工 学 科

数　  学

数　  学 数　  学

理　　科 理　　科

電 気 電 子 工 学 科

物 理 シ ス テ ム 工 学 科

数　  学
情 報 工 学 科
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（大学院の場合）

　 大学院の専修免許状の取得は、大学院の課程において取得できる専修免許状と同一の免許教科の

中学校教諭一種免許状又は高等学校教諭一種免許状の取得資格を有する場合に限られる。

学　　府　　　・　　　専　　　攻

理　　科

理　　科

生 命 工 学 専 攻

応 用 化 学 専 攻

機 械 シ ス テ ム 工 学 専 攻

中 学 校 教 諭
専 修 免 許 状

高等学校教諭
専 修 免 許 状

工 学 府
博 士 前 期 課 程

数　　学数　　学

情　　報

物 理 シ ス テ ム 工 学 専 攻

物 質 循 環 環 境 科 学 専 攻

理　　科

農業分野の単
位を修得した場
合

農　　業

国 際 環 境 農 学 専 攻

農 業 環 境 工 学 専 攻

自 然 環 境 保 全 学 専 攻

情 報 工 学 専 攻

電 気 電 子 工 学 専 攻

理　　科

応 用 生 命 化 学 専 攻

理　　科
理科分野の単
位を修得した場
合

生 物 生 産 科 学 専 攻

共 生 持 続 社 会 学 専 攻

国 際 環 境 農 学 専 攻

環 境 資 源 物 質 科 学 専 攻

自 然 環 境 保 全 学 専 攻

共 生 持 続 社 会 学 専 攻

（注）

生物システム応用科学専攻
生 物 シ ス テ ム
応 用 科 学 府
博 士 前 期 課 程

農 学 府

生 物 生 産 科 学 専 攻

生 物 制 御 科 学 専 攻

農 業 環 境 工 学 専 攻
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４　教員免許状取得までの流れ

４月上旬

前学期

夏季休暇

後学期

１０月頃

前学期

５月頃

６～１２月中
の２日間

８～３月中
の５日間

夏季休暇

後学期

１０月頃

１月頃

５月頃

６～１２月中
の２日間

８～３月中
の５日間

夏季休暇

１０月頃

３月頃

前学期

４月頃

４月頃～ 受験申請

５月頃～

７月頃 第１次選考検査

８月頃 第２次選考検査

１０月頃～ 登録発表

後学期

１月頃

３月下旬

教員採用試験（大学推薦）の応募希望者
について適否を判断

教員採用試験（大学推薦）の応募希望者
について適否を判断

       所属等 農学部生 工学部生

教職授業 教職授業

介護等体験事前指導

教職課程ガイダンス 教職課程ガイダンス

介護等体験履修登録

     年次

教職授業 教職授業

中学校免許
取得希望者

高等学校免許
取得希望者

中学校免許
取得希望者

高等学校免許
取得希望者

教職授業 教職授業

１年次

教職授業 教職授業

集　　　　中　　　　講　　　　義

教育実習オリエンテーションⅠ 教育実習オリエンテーションⅠ

２年次

介護等体験事前指導

介護等体験
（特別支援学校）

介護等体験
（社会福祉施設）

集　　　　中　　　　講　　　　義

３年次

介護等体験履修登録

教育実習事前指導 教育実習事前指導

４年次

教育職員免許状交付 教育職員免許状交付

一括申請手続き説明会

集　　　　中　　　　講　　　　義

教育実習オリエンテーションⅡ

教育実習オリエンテーションⅢ・教職就職セミナー

教職実践演習 教職実践演習

一括申請事項確認 一括申請事項確認

教育実習（３週間） 教育実習（２週間） 教育実習（３週間） 教育実習（２週間）

一括申請手続き説明会

採用試験関係

介護等体験
（特別支援学校）

介護等体験
（社会福祉施設）
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５　教職課程の履修と手続き等

教職に関する科目、教科に関する科目、施行規則第66条の6に定める科目は、それぞれ各学部で行われ

る授業を確認し、通常の授業の履修手続きによって履修すること。

　 教育実習は、事前にオリエンテーションを受講し、履修届を提出して履修することとなるので特に注意する

ことが必要である。

　 また、教職に関する科目及び教科に関する科目のうち、集中講義で行われる科目があるので、別途掲示

される開講日時等に特に注意すること。

　教職に関する科目のうち、隔年開講（毎年開講されない）となり、入学年度により履修できる年次が異なる

科目があるので特に注意すること。詳細については、 「６ 教育職員免許状の取得のための課程で履修する

科目・単位数等」を参照すること。

※教科に関する科目、教科又は教職に関する科目、施行規則第66条の6に定める科目は卒業要件に入る

６　教育職員免許状の取得のための課程で履修する科目・単位数等

　免許状取得に必要な所要資格は、表１に示すとおり。
　一種免許状は、基礎資格を得ること及び必要単位等を修得することにより、取得することができる。
　専修免許状は、①基礎資格を得ること
　　　　　　　　　　　②同一学校種・同一教科の一種免許状取得に必要な条件を学部授業科目の単位取得等
　　　　　　　　　　　　によって満たすこと
　　　　　　　　　　　③大学院の授業科目で取得希望免許教科の「教科に関する科目」に認定されている科目
　　　　　　　　　　　　を２４単位以上修得すること
　により、取得することができる。
【表１】

ア　教育職員免許法第五条別表第一
イ　教育職員免許法施行規則第六六条の六
ウ　小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律

a)　「教科又は教職に関する科目」
下記①と②の合計が必要単位数を満たすよう修得すること。
①「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」で修得した単位のうち、それぞれの科目の最低修得単位
を超えて修得した単位数。
②本学が指定する「教科又は教職に関する科目」→６（３）参照

b)　「教職に関する科目２５単位」
　　免許法上、２３単位となっているが、「教職に関する科目」のうち、「教育課程及び指導法に関する科目」を
　<免許法上：高校６単位>⇒<本学：高校８単位>とし、「教職に関する科目」の必要単位数を２５単位とする。
　　「教職に関する科目」を２５単位取得し、その他の必要な科目の単位を取得した場合、免許申請に当たって
　は大学が一括申請を行う。
　　なお、「教職に関する科目」の取得単位数が２３単位であり、その他の必要な科目の単位を取得した場合、
　免許法上の必要単位数を満たせば免許申請は可能である。ただし、この場合には大学が行う一括申請では
　なく、学生自身が個人申請を行うことになる。

c)　介護等体験の「＊」
　　既に中学校の免許状を取得しているもの（平成１０年３月３１日までに在学し、卒業するまでに所要資格を
　　得た者を含む）は不要。

外国語コ
ミュニケー

ション

⇒（４）

イ

20

2

2
中学校教諭
一種免許状

高等学校教諭
一種免許状

　　　　　　所要
　　　　　　資格

免許状
の種類

日本国
憲法

体育
教科に関
する科目

教職に関
する科目

教科又は
教職に関

する科目a)

　施行規則第66条の6に定める科目

基礎資格

2

根拠となる法令

学士の
学位を

有するこ
と

修士の
学位を
有する

こと
高等学校教諭
専修免許状

中学校教諭
専修免許状

ウ

⇒（７）

必要

―

2

24

ア

2

2

⇒（１）⇒（３）⇒（２）

2

2

25
b) 16

　　　が、教職に関する科目は卒業要件単位とならないので注意すること。

介護等
体験

＊
c)

―

情報機器
の操作

31 8

24

20
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取得する教育職員免許状の種類ごとに、次の科目の単位を修得する。

（1）施行規則第66条の6に定める科目

生涯スポーツ実技

スポーツ健康科学理論

外国語コミュニケーション

（生命工学科）

（応用分子化学科）

(有機材料化学科)

(化学システム工学科)

（機械システム工学科）

(物理システム工学科）

(電気電子工学科）

（情報工学科）

日本国憲法２単位は教育実習の履修届を提出する時（３年次終了時）までに修得すること。

体育については、３単位以上修得することが望ましい。

別　表 免許法に定める科目「外国語コミュニケーション」

イングリッシュ・コミュニケーションⅠ

イングリッシュ・コミュニケーションⅡ

リーディング・ベイシックス

ライティング・ベイシックス

イングリッシュ・コミュニケーションⅠ

イングリッシュ・コミュニケーションⅡ

リーディング・ベイシックス

ライティング・ベイシックス　

リーディング・ベイシックス

ライティング・ベイシックス　

アドヴァンスト・リーディング

イングリッシュ・コミュニケーションⅠ

イングリッシュ・コミュニケーションⅡ

プログラミングおよび演習

コンピュータ序論

情報科学基礎

コンピュータプログラミングⅠ
ＣＡＤ演習

コンピュータ解析および演習

2

注１）

注２）

情報機器の操作 2

専
門
基
礎
科
目
及
び
専
門
科
目

情報処理学

バイオインフォマティクス基礎

コンピュータ基礎

プログラミング基礎

2単位
以　上

体力学実技

2単位
以　上

生涯スポーツ実技

スポーツ健康科学理論

体力学実技

単位数

日本国憲法 2 全
学
共
通
教
育
科
目

日本国憲法 日本国憲法 2

体　　育 2

2

電 気 電 子 工 学 科

物理システム工学科

免許法施行規則に定める科目 本学の左記に対応する区分、単位数並びに科目

科 目 名 単位数 農 学 部

別表のとおり 別表のとおり

工 学 部

情 報 工 学 科

応 用 分 子 化 学 科

工 学 部

生 命 工 学 科

有 機 材 料 化 学 科

化学システム工学科

機械システム工学科

農 学 部 全 学 科
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（2）教職に関する科目

隔年開講

隔年開講　【集中】

中学校教諭一種
免許状を取得す
る者は必修

 必修

 選択必修

毎年開講　【集中】

隔年開講

1・2

1・22

2  必修

 必修

1・2

履修上の留意事項 履修年次

1・2

隔年開講 必修

1・2

隔年開講

隔年開講

 
該
当
教
科
教
育
法
に
つ
い
て
は
必
修

数学教育法ⅠⅡⅢⅣはこの順番に
毎年度１つずつ開講される。中学
校免許状を取得する者はこれらか
ら２つ以上を履修すること。
高校免許状を取得する者はどれか
１つでよいが、２つ以上履修するこ
とが望ましい。

理科教育法ⅠⅡⅢⅣは奇数年度
にⅡとⅣが、偶数年度にⅠとⅢが
開講され、以後この組合せで同じ
授業が隔年開講される。中学校免
許状を取得する者はこれらから２つ
以上を履修すること。
高校免許状を取得する者はどれか
１つでよいが、２つ以上履修するこ
とが望ましい。

農業教育法はⅠ・Ⅱとも毎年開講
されるが、Ⅰから先に履修するこ
と。
免許状取得にはⅠだけでよいが、
できればⅡもあわせて履修すること
が望ましい。

情報教育法ⅠⅡは隔年開講され
る。免許状取得にはⅠ又はⅡのど
ちらかだけでよいが、できれば両方
とも履修することが望ましい。

 必修

 必修 隔年開講

隔年開講

免許法科目 科　目　名 単位数

2
教職の意義等に関
する科目(2単位)

教 職 概 論

情報教育法Ⅱ

道徳教育の研究

教 育 課 程 論 2

数学教育法Ⅰ

数学教育法Ⅱ

2

2

農業教育法Ⅰ

2

2・3

1 ・2・ 3

2情 報 教 育 論

教育方法・技術論

特 別 活 動 論 2

2

農業教育法Ⅱ

情報教育法Ⅰ

1・2・3・4

1 ・2・ 3

1･2･3･4

1・2

3 ・4

1・2

1 ・2・ 3

2

2

教育の基礎理論に
関する科目(6単位)

教育課程及び指導
法に関する科目

教 育 制 度 論

教 育 原 理

教 育 心 理 学

2

2

2

（中学12単位）
（高校  6単位）

2

2

理科教育法Ⅰ

理科教育法Ⅱ

数学教育法Ⅲ

数学教育法Ⅳ

2

2

理科教育法Ⅲ

理科教育法Ⅳ

2

2
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（注）

中学校教諭１種免許状を取得する者は、教職に関する科目から必修科目を含め３１単位以上を修得しな

ければならない。

高等学校教諭１種免許状を取得する者は、教職に関する科目から必修科目を含め２５単位以上を修得し

なければならない。

教育課程及び指導法に関する科目「高校６単位」となっているが、本学では「高校８単位」を履修すること。

（3）教科又は教職に関する科目

「教科又は教職に関する科目」は、
下記①と②の単位数の合計が、中学校免許状
を取得する者は８単位以上、高校免許状を取得
する者は１６単位以上を修得すること。

①：左記「教科又は教職に関する科目」
②：「教科に関する科目」及び「教職に関する
　　科目」で修得した単位のうち、
　　それぞれの科目の最低修得単位数を超え
　　て修得した単位数。

履修上の留意事項科　目　名 単位数

2

2

共 生 社 会 政 策 論

国 際 平 和 論

2

現 代 倫 理 論

哲 学 2

2

2

現 代 宗 教 論

多 文 化 共 生 論

ジ ェ ン ダ ー 論 2

社 会 学

歴 史 学

2

2

教 育 学

経 済 学

2

2

文 学 ・ 芸 術 学

心 理 学

2

2

2・3・4

4

教 育 実 習

3.

1.

（高校　3 単位）

2.

○教育実習事前指導は、２年次から
　 履修します。
○教育実習は、４年次に履修します。
○教育実習は、教育実習事前指導を
　 受講していなければ履修できませ
ん。
○教育実習の単位取得(成績評価)は、
　 事前指導、実習校での実習及び事
後
　 指導のすべてを総合して行います。

履修年次

  必修 ４年次履修 4

隔年開講 1・2

毎年開講【集中】

履修上の留意事項

1・2

 該当免許に
 より必修

教 育 カ ウ ン
セ リ ン グ 論

2

1

4

教 育 実 習
事前事後指導

  必修

免許法科目 科　目　名 単位数

2
生 徒 指 導 ･
進 路 指 導 論生徒指導、教育

相談及び進路指
導に関する科目

（2単位）

2教 職 実 践 演 習

（4単位）

  必修

高 等 学 校
教 育 実 習

2

中学校教育実習

教 職 実 践 演 習

（中学　5 単位）

70



（4）教科に関する科目

ア　農学部において中学校教諭一種、高等学校教諭一種の理科の免許状を取得する場合

2

2

2

○

○

生 物 学

生 物 学

化学実験

科 学 史

電 磁 気 学

生 物 構 造 機 能 学

○

物 理 学

△

△

○

物理学実験

科目区分

○

2

分 析 化 学 Ⅰ

○

物 理 学 実 験

化 学

化学実験 化 学 実 験

2

2有 機 化 学 Ⅲ

化 学
2

1

2生 化 学 Ⅲ

微 生 物 生 化 学

2

2

△

有 機 合 成 化 学

2

分 子 生 物 学 Ⅰ

2神 経 生 物 学

分 子 生 物 学 Ⅱ

応用生物科学専門実験Ⅳ

1

1

免 疫 生 物 学

発 生 生 物 学

無 機 化 学

微 生 物 学物 理 化 学 Ａ

2

2

遺 伝 学

2

2有 機 化 学 Ⅰ

2

細 胞 生 物 化 学

△

生 物 学

地学実験

地 学2

2

生物学実験

△ 1

2

2

応用生物科学共通実験Ⅱ 1

応用生物科学専門実験Ⅱ

生 物 学 実 験

1△ 地 学 実 験

1

2地 学○

応用生物科学専門実験Ⅵ△

2

2

2

2

生物学

△

1

△

○

2

生 理 活 性 物 質 化 学

天 然 物 有 機 化 学

有 機 化 学 Ⅱ

分 析 化 学 Ⅱ

遺 伝 子 工 学

生 化 学 Ⅰ

生 化 学 Ⅱ

○

2

2

○

2

2

生 物 構 造 機 能 学 2

生 態 学

1

2

単位数 単位数

2

△ 応用生物科学専門実験Ⅴ

応用生物科学共通実験Ⅰ

△ 応用生物科学専門実験Ⅰ

地学実験 △

1

授　業　科　目

△

化学実験
応用生物科学専門実験Ⅲ

1

△ 1

生物学実験 △

地 学

1

2

2

2植 物 生 態 学

生 物 学 実 験

地 球 環 境 地 学

○

2

2

2

家 畜 繁 殖 学

農 業 昆 虫 学 Ⅱ

2環 境 気 象 学

地 学

2

2

植 物 生 態 生 理 学 2

2

植 物 生 理 学

園 芸 学 Ⅰ

1 植 物 栄 養 学

植 物 育 種 学
2

2

1地 学 実 験

2

1

2

無 機 化 学

物 理 化 学 Ｂ

有 機 化 学

2

分 析 科 学

生　物　生　産　学　科

単位数

免 許 法
科目区分

左欄に対応する学科開設科目
授　業　科　目授　業　科　目

生 物 学

2

家 畜 形 態 ・ 生 理 学

家 畜 育 種 学

○ 細 胞 生 物 化 学

○

2

免 許 法
科目区分単位数

遺 伝 学2

左欄に対応する学科開設科目

2

2

2

2

物 理 化 学 Ａ

2

物 理 学

電 磁 気 学

○

化 学

△ 物 理 学 実 験物理学実験

力 学

科 学 史

物 理 学

遺 伝 子 細 胞 工 学

○

化 学

2

2微 生 物 学

生 態 学

2生 化 学

化 学 実 験

2

力 学

授　業　科　目

応　用　生　物　科　学　科
免 許 法 左欄に対応する学科開設科目 免 許 法

科目区分
左欄に対応する学科開設科目

物 理 学

2
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1
○

生 物 学

微 生 物 学 2
測 量 学 実 習 Ⅱ

化学実験

物 理 化 学 Ｂ
化学

1

生物学

2

2生 物 構 造 機 能 学
2

物 理 化 学 Ａ

有 機 化 学 2
△

生 態 学

○
2

森 林 土 壌 学 実 験 ・ 実 習
○

化 学 実 験
1

2

2

物理学実験

水 理 学

土 壌 物 理 学

力 学

2 ○

動 物 環 境 生 理 学

2 森 林 生 態 学
植 生 管 理 学

構 造 解 析 学

免 許 法

環境資源科学実験Ⅳ（地学応用）△
化 学 実 験 1

地 学 実 験

1

環 境 資 源 有 機 化 学

物理学実験

化 学

生物学実験

2

水 溶 液 化 学

2

地学実験
△ 地 学 実 験

森 林 立 地 学

1
測 量 学 実 習 Ⅰ

地学

1

2
2
2

2

2
2

1

○
樹 木 学 実 習
地 学

森林保護・樹木医学実習

測 量 学 Ⅰ
測 量 学 Ⅱ

地 球 環 境 地 学

育 林 学 実 習
農 業 環 境 工 学 実 験 Ⅰ 2

2
生物学実験

無 機 化 学

生 態 ・ 環 境 情 報 工 学

比 較 行 動 学 実 験 ・ 実 習

△

1

生 物 学 実 験

1
植 生 管 理 学 実 習

農 業 環 境 工 学 実 験 Ⅱ
化 学 2

科 学 史

応 用 力 学 2

2

△ 物 理 学 実 験 1
2農 業 機 械 学

2
熱 工 学
機 械 基 礎 工 学

野 生 動 物 保 全 学 実 習 1
2 1

土 壌 生 態 管 理 学
比 較 行 動 学

環 境 生 理 生 態 学 2

2
景 観 生 態 学 2

2
2動 物 生 態 学
2

2

生物学

2
○

2
2

2
2

2○ 遺 伝 学

2
植 生 学 2

科目区分 授　業　科　目

物 理 学

○ 物 理 学
電 磁 気 学

土 質 力 学

単位数

細 胞 生 物 化 学 22
科目区分 授　業　科　目単位数

化学実験

地　域　生　態　シ　ス　テ　ム　学　科
左欄に対応する学科開設科目 左欄に対応する学科開設科目

地学実験
1

免 許 法

1

2
地 圏 環 境 学 2

2

水 界 環 境 学

大 気 環 境 学

△
環境資源科学実験Ⅱ（化学応用）

環 境 気 象 学
2

地 球 化 学 2
地 学

2
2資 源 高 分 子 化 学 2 環 境 資 源 土 壌 学

2生 化 学

2
機 器 分 析 化 学 2 大 気 化 学 2

地 球 環 境 地 学

環境資源科学実験Ⅲ（生物学応用） 1
○ 有 機 化 学 2 ○ 地 学 2

物 理 化 学 Ｂ

分 子 動 態 化 学 2

2

○ 環 境 分 析 化 学 2

△ 生 物 学 実 験 1

○ 化 学

環 境 微 生 物 学

環境資源科学実験Ⅰ（物理学応用） 1 植 物 組 織 形 態 制 御 学 2

2

生 物 学
生 態 系 保 全 学 2

資 源 材 料 ・ 構 造 力 学

物 理 化 学 Ａ 2
○ 無 機 化 学 2

2
○

2

2
△ 物 理 学 実 験 1 樹 木 生 態 生 理 学 2

細 胞 生 物 化 学 2○
資 源 高 分 子 物 理 学
エ コ マ テ リ ア ル 学 2

2
環 境 計 測 学

電 磁 気 学 2
生 態 学

遺 伝 学 2

2 微 生 物 学 2

2物 理 学
科目区分 授　業　科　目

物 理 学

2
2

生 物 構 造 機 能 学

授　業　科　目単位数 科目区分

環　境　資　源　科　学　科
免 許 法 左欄に対応する学科開設科目 免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

科 学 史

○
単位数

○ 生 物 学2
力 学 2
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（注）

　 理科の中学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、「科目区分」物理学、化学、生物学及び地学

にある『○印を付したすべての授業科目』を修得しなければならない。

　 また、「科目区分」物理学実験、化学実験、生物学実験及び地学実験にある『△印を付した授業科目』か

らそれぞれ１科目１単位以上を修得しなければならない。

　 理科の高等学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、「科目区分」物理学、化学、生物学及び地

学にある『○印を付したすべての授業科目』を修得しなければならない。

　 また、「科目区分」物理学実験、化学実験、生物学実験及び地学実験にある『△印を付した授業科目』か

らいずれか１科目１単位以上を修得しなければならない。

3. 　 教科に関する科目は上記（注）１.及び２.に掲げる単位を含め、２０単位以上修得しなければならな
い。
２０単位を超えた単位数は「教科又は教職に関する科目」に算入することができる。

1.

2.
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イ　農学部において高等学校教諭一種の農業の免許状を取得する場合

2○

家 畜 衛 生 学

農 業 微 生 物 学

職 業 指 導

病 原 微 生 物 学

農 場 実 習

天 敵 微 生 物 学

生 物 相 関 学

植 物 生 理 学 2

植 物 保 護 学

家 畜 飼 養 学

2

○

単位数

学 外 実 習 （ 農 家 ） 1

応　用　生　物　科　学　科

○

農 業 昆 虫 学 Ⅰ

2園 芸 学 Ⅱ

2

2

2

農 業 経 営 学

2

生 体 高 分 子 利 用 学 2

左欄に対応する学科開設科目

2

農 薬 化 学

授　業　科　目

1

○

昆 虫 生 理 学 2

2

2

2

2○

農 業 の
関係科目

○

○

○

○

○

○

○

科目区分

2

2

2

食 料 リ ス ク ア ナ リ シ ス

2

生　物　生　産　学　科

単位数

免 許 法

授　業　科　目

左欄に対応する学科開設科目

授　業　科　目

免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

科目区分 単位数

2

4

2

2

農 業 史

作 物 栽 培 学

作 物 学

現 代 農 業 論

生 物 生 産 学 原 論

2

2

職 業 指 導

食 料 シ ス テ ム 経 済 学

国 際 農 業 政 策 論

農 業 市 場 学

2

畜 産 学 総 論

2

2

○

2

2 2

2

農 業 分 野 専 攻 実 習

○

農 業 資 源 経 済 学

2

農 業 の
関係科目

作 物 保 護 学

2

土 壌 学

土壌物質循環・肥料科学

○

○

2

蚕 糸 ・ 昆 虫 利 用 学

職業指導

農 業 経 済 学

食 品 化 学 Ⅰ

2

○

単位数

2

免 許 法

科目区分

2

農 業 の
関係科目

2

職業指導

2

2

昆 虫 生 物 学

バイオロジカルコントロール

2

2

植 物 病 理 学

2

2

細 胞 工 学

食 品 衛 生 学○

食 品 製 造 学

蛋 白 学

代 謝 工 学 2

栄 養 化 学 Ⅰ

植 物 工 学 2

栄 養 化 学 Ⅱ

応 用 微 生 物 学

専門自由科目（食品工学）

分 子 細 胞 生 物 学

免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

○ 2

2

授　業　科　目

農 業 の
関係科目

食 品 化 学 Ⅱ

○

○

科目区分

○
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（注）

　 職業指導は、隔年開講【集中講義】3.

植 物 資 源 化 工 学

職業指導
2

生 物 生 産 環 境 学

2

1. 　 農業の高等学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、『○印を付したすべての授業科目』（以
下「必要単位数」という。）を含めて、２０単位以上修得しなければならない。

2. 教科に関する科目の修得単位数が必要単位数である２０単位を超える場合、その超えた単位数は
「教科又は教職に関する科目」に算入することができる。

2環 境 教 育 学

環 境 経 済 学

野 生 動 物 保 全 技 術 論

○

○

地域生態システム学特別演習Ⅰ

2

○

○

○

2
森 林 計 画 学 2

農 業 の
関係科目

2

2

2

地域社会システム計画論

森 林 施 業 論
○ 職 業 指 導

バ イ オ マ ス 利 用 論

森 林 政 策 学

生 物 多 様 性 保 全 学

持 続 的 森 林 管 理 論

灌 漑 排 水 工 学

2

2

2

環 境 公 法

人 と 動 物 の 関 係 論

インタープリテーション技術

国 際 開 発 論

2

地域生態システム学特別演習Ⅲ

2

2

水 資 源 管 理 論

野 生 動 物 保 全 学

地 域 環 境 社 会 学

造 園 学

農 産 プ ロ セ ス 工 学

○

○

2

1地域生態システム学特別演習Ⅱ

農業の
関係科目

2

2

地 域 生 態 シ ス テ ム 学

1地域生態システム学実習Ⅱ

地域生態システム学実習Ⅰ 1

授　業　科　目

農 業 の
関係科目

1

○

科目区分

2

○ 4

2

2

2

環 境 毒 性 学

2

2

免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

○

2

環 境 汚 染 化 学

地 球 環 境 化 学

2

1

1

1

単位数

2○

職 業 指 導
2

農 業 史

現 代 農 業 論

環 境 情 報 学

住 環 境 構 造 学

ライフサイクルアセスメント

2

2

2

2

○

環境資源科学特別講義Ⅲ資 源 分 解 ・ 廃 棄 学

2

2

環 境 植 物 学

単位数授　業　科　目

左欄に対応する学科開設科目

授　業　科　目

微 生 物 生 理 生 態 学

環境資源科学特別講義Ⅳ

環境資源科学特別講義Ⅱ

森 林 資 源 科 学 2

森 林 科 学 概 論

森 林 資 源 利 用 学

環　境　資　源　科　学　科

単位数

免 許 法

科目区分

左欄に対応する学科開設科目

2

○1 2

免 許 法

科目区分

○ 2

2

森 林 資 源 形 成 学

生 分 解 学

環境資源科学特別講義Ⅰ

職業指導

農 業 の
関係科目

2

○

○

資 源 リ サ イ ク ル 学

2

2

単位数

水 文 学

山 地 保 全 学

授　業　科　目

2

砂 防 工 学

科目区分

免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

農 地 工 学

○

地　域　生　態　シ　ス　テ　ム　学　科

○

2

2

2

2

2

水 利 施 設 工 学

地 盤 工 学

2

2森 林 施 設 工 学

森 林 生 産 シ ス テ ム 学

2

農 村 地 域 計 画 学
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ウ　工学部において中学校教諭一種、高等学校教諭一種の理科の免許状を取得する場合

生　命　工　学　科

単位数

免 許 法
科目区分

左欄に対応する学科開設科目 免 許 法

物理学実験 ○

4 地 学

電 磁 気 学

熱 力 学

量 子 力 学 概 論
物 理 学

2

2

2

生 物 学 基 礎

生 命 化 学 Ⅰ

工 学 基 礎 実 験

分 子 生 物 学 Ⅱ

4

○

2

2

左欄に対応する学科開設科目
科目区分単位数授　業　科　目 授　業　科　目

○

生 物 学

生 命 工 学 実 験 Ⅰ

化 学 基 礎

物 理 学 基 礎

○

2○

2

2

2

2

2

基 礎 生 物 学 実 験

分 子 生 物 学 Ⅰ

生 命 工 学 実 験 Ⅲ 4

ライフサイエンス基礎演習Ⅰ 2

2

○ 地 学 2

物 理 化 学 Ⅲ

2

無 機 化 学 Ⅱ 2

有 機 反 応 論

2

2

高 分 子 化 学

無 機 化 学 Ｉ

有 機 化 学 Ⅱ

2

2

無 機 分 析 化 学

2

物 理 化 学 Ｉ 化学実験 ○

エ ネ ル ギ ー 化 学

化 学

2

2

化 学

1

2

○

○

有 機 化 学 Ｉ

物理学実験 ○ 1科 学 基 礎 実 験

地 学

地学実験

無 機 機 器 分 析

応用分子化学基礎演習Ⅱ

2

1△ 地 学 実 験

地 学○ 2

3

応 用 分 子 化 学 実 験 Ⅱ

有 機 機 器 分 析

物 理 化 学 Ⅱ 2

2工 学 基 礎 実 験

生 物 化 学 Ⅱ 2

○生物学実験

○

生 物 科 学

応 用 分 子 化 学 実 験 Ⅲ

生 物 学 ○ 生 物 化 学 Ⅰ

2

反 応 速 度 論

有 機 化 学 Ⅲ

2

2

3

応 用 分 子 化 学 実 験 Ｉ

2

3

△

左欄に対応する学科開設科目

1

半 導 体 化 学

単位数授　業　科　目

地 学 実 験

2

地学実験

2

左欄に対応する学科開設科目 免 許 法
単位数

量 子 化 学 Ｉ

科目区分

2

科目区分

化 学 生 命 有 機 化 学 Ⅰ

化学実験

応　用　分　子　化　学　科
免 許 法

生物学実験

生 命 工 学 実 験 II

2

授　業　科　目

力 学

生 命 物 理 化 学 Ⅰ

○

○

1

物 理 学

2

応 用 物 理 化 学

応用分子化学基礎演習Ｉ

2

電 磁 気 学

2

○
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2

2

3化学システム工学実験Ⅱ

生 物 化 学

2生 物 学 基 礎

工 学 基 礎 実 験

3

有 機 化 学

2

化学システム工学実験Ⅲ

2

2

2 ○生物学実験

物理学実験

化 学

2

2平 衡 論

機 器 分 析 化 学

○

○

化 学

物理学実験

1△ 地 学 実 験

地 学○地 学

○

生 物 学

2

量 子 力 学 概 論

○ 無 機 化 学 基 礎

熱 力 学

有 機 化 学 基 礎

分 析 化 学

地 学 実 験

地 学

単位数

1

2

科目区分

電 磁 気 学

授　業　科　目

反 応 速 度 論

化 学 基 礎 演 習

2

力 学

物 理 学 基 礎 演 習

○
化 学

○ 2

化学実験

2

2

1△

○

左欄に対応する学科開設科目

1

単位数

地 学

地 学 実 験

授　業　科　目

2量 子 化 学 Ⅰ

2

有 機 材 料 化 学 実 験 Ⅱ

有 機 材 料 化 学 実 験 Ⅲ

2生 物 科 学

生 物 機 能 化 学

化学実験

工 学 基 礎 実 験

化 学

4

4

2

2

2

2

○ 熱 力 学 Ⅱ

有 機 化 学 Ⅱ

高 分 子 化 学 Ⅰ

2

2

2

振 動 ・ 波 動 の 物 理

生物学実験

○

○
生 物 学

分 析 化 学

○

2

2

2有 機 化 学 Ⅰ

反 応 速 度 論

物 理 学

○

単位数授　業　科　目

物 理 学 基 礎

力 学 概 論

材 料 電 磁 気 学

科 学 基 礎 実 験

有　機　材　料　化　学　科

単位数

免 許 法
科目区分

左欄に対応する学科開設科目 免 許 法
科目区分 授　業　科　目

左欄に対応する学科開設科目

2

左欄に対応する学科開設科目

1

4

2

2

有 機 材 料 化 学 実 験 Ⅰ

熱 力 学 Ⅰ

無 機 化 学 Ⅰ

○

○

地 学 実 験

○

○

化　学　シ　ス　テ　ム　工　学　科
免 許 法
科目区分

物 理 学

免 許 法

化学システム工学実験Ⅰ

化 学 工 学 序 論

2

2

3

1

化 学 工 学 基 礎
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2

2

機　械　シ　ス　テ　ム　工　学　科

単位数

免 許 法
科目区分

左欄に対応する学科開設科目 免 許 法
科目区分 授　業　科　目単位数

○

左欄に対応する学科開設科目
授　業　科　目

物 理 学 基 礎 2伝 熱 学 Ⅰ

○

熱 工 学 Ⅱ

流 体 力 学 Ⅱ

動 力 学

材 料 力 学 Ⅱ

静 力 学

材 料 力 学 Ⅰ

物 理 学 基 礎 演 習

機 械 力 学 Ⅱ

電 磁 気 学

量 子 力 学 概 論

流 体 力 学 Ⅰ

熱 工 学 Ⅰ

機 械 力 学 Ⅰ

2

地 学

化学実験

生物学実験

○

2

2

2

2

2

2

2

1

物理学

2

伝 熱 学 Ⅱ

機 械 材 料 学

2

2

2航 空 宇 宙 流 体 力 学

2

エ ネ ル ギ ー 変 換 工 学

2

2

地 学 実 験

2

2

2 ○○

物理学実験

化 学2

生 物 学

免 許 法

2

2

免 許 法

物理学

2

2

2

○

物 理 学
2

科目区分

力 学 入 門

力 学 Ⅰ 2量 子 力 学 Ⅱ

単位数

○

物 質 科 学 入 門

授　業　科　目

○

科目区分

電 磁 気 学 Ⅰ

1

左欄に対応する学科開設科目

2

単位数

2

電 磁 気 学 Ⅱ

量 子 力 学 入 門

力 学 Ⅱ

力 学 演 習

2

地 学
地 学 実 験

物 理 学
2

2電 磁 気 学 入 門

○

1

2

電 磁 気 学 演 習

エ ネ ル ギ ー 科 学

2環 境 科 学

物理システム工学実験Ⅲ

2

化 学 実 験

生 物 学
生物学実験

生 物 学 基 礎

○

物理学実験

○

○
化 学

2

2物理システム工学実験Ⅰ

1

物理システム工学実験Ⅱ

地 学 実 験

地 学

化 学 基 礎

工 学 基 礎 実 験 2

1

2

2

2

○

○

2

2

物 理 化 学

△

○

△

物理システム工学基礎実験

○

量 子 力 学 Ⅰ

授　業　科　目

○

物　理　シ　ス　テ　ム　工　学　科

1

左欄に対応する学科開設科目

○

機 械 電 子 工 学 Ⅰ

機械システム工学実験Ⅲ

化 学 基 礎

○

生 物 学 基 礎

地 学

地 学 実 験

2

機械システム工学実験Ⅱ

○

○

工 学 基 礎 実 験○

機械システム工学実験Ⅰ
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（注）

○

1. 理科の中学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、「科目区分」すべての領域から『○印及び△印を付した
すべての授業科目』を含め、２０単位以上を修得しなければならない。

○

1地 学 実 験△

2

3

基礎電気回路Ⅱおよび演習

ベクトル解析および演習

基礎電気回路Ⅰおよび演習

物理学実験

物 理 学 基 礎

地 学 実 験

○

生物学実験

地 学

3. 教科に関する科目の修得単位数が必要単位数である２０単位を超える場合、その超えた単位数は「教科又は教
職に関する科目」に算入することができる。

2

2

量 子 力 学 概 論
化 学

2. 理科の高等学校教諭一種の免許状を取得しようとする者は、地学実験を除くすべての「科目区分」において、『○
印を付したすべての授業科目』を含め、２０単位以上を修得しなければならない。

2

○

生 物 学 基 礎

化 学 基 礎

○

地 学

○

○ 工 学 基 礎 実 験

電気電子工学実験ⅡＡ

電 気 電 子 工学 実験 ⅢＢ

電気電子工学実験ⅢＡ

3 2

化 学 実 験

生 物 学

○

電磁気学Ⅱお よび 演習

物 理 化 学

電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅰ

2

○ 電磁気学Ⅰお よび 演習

熱 統 計 力 学

電　気　電　子　工　学　科

単位数

免 許 法
科目区分

左欄に対応する学科開設科目

○

2

物 理 学 基 礎 演 習

物理学

2

3

1

3

2

2

○

3

授　業　科　目

又は電気電子工学実験ⅡＢ

2

授　業　科　目
免 許 法
科目区分単位数

2

左欄に対応する学科開設科目
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エ　工学部において中学校教諭一種、高等学校教諭一種の数学の免許状を取得する場合

（注）

2

1情 報 理 論 演 習代 数 学 Ⅰ

○

計 測 ・ 制 御 回 路 2

授　業　科　目

○ 微分積分学Ⅰおよび演習

微分積分学Ⅱおよび演習

電 子 回 路

コンピュータ3

免 許 法

科目区分

左欄に対応する学科開設科目

線 形 代 数 学 Ⅰ

代 数 学
線 形 代 数 学 Ⅱ

○

○ 2

2

1

2

2

2

情 報 数 学

関 数 論

微分積分学Ⅱおよび演習

1

1

3

2

微分積分学Ⅰおよび演習 3

○

関 数 プ ロ グ ラ ミ ン グ

ア ル ゴ リ ズ ム 論
コンピュータ

論 理 回 路

微 分 方 程 式

幾 何 学

画 像 工 学

解 析 学

○

○

○

信 号 処 理 論

2

1

情　報　工　学　科

○

幾 何 学

2

2

2

2

1

物 理 数 学 Ⅱ

2

数 理 統 計 学

左欄に対応する学科開設科目

単位数授　業　科　目

2

2

免 許 法 左欄に対応する学科開設科目 免 許 法

科目区分 授　業　科　目 単位数 科目区分 授　業　科　目 単位数

微 分 方 程 式 Ⅱ

関 数 論

2

解析学

2

2

線 形 代 数 学 Ⅱ

1 2

2

物 理 数 学 演 習

 

○

○2

幾 何 学

フ ォ ト ニ ク ス 2

 

確率論、
統計学

代 数 学

 

○

代 数 学 Ⅰ

解析学

3

情 報 理 論
確率論、
統 計 学

物 理 実 験 学

熱 統 計 力 学 演 習

コ ン ピ ュ ー タ 基 礎 実 験

○
科目区分

免 許 法

2

○

2

2

単位数

2

○ 微 分 方 程 式 Ⅰ

情 報 数 学 演 習

○ コ ン ピ ュ ー タ 序 論 演 習

オペレーションズ・リサーチ

ア ル ゴ リ ズ ム 序 論 演 習○

左欄に対応する学科開設科目

2

○ 幾 何 学 2

振 動 ・ 波 動

熱 統 計 力 学

線 形 代 数 学 Ⅰ 2

2. 教科に関する科目の修得単位数が必要単位数である２０単位を超える場合、その超えた単位数は「教科又は教
職に関する科目」に算入することができる。

1. 数学の中学校教諭一種免許状、高等学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、「科目区分」すべての領域
から『○印を付したすべての授業科目』を含め、２０単位以上を修得しなければならない。

物　理　シ　ス　テ　ム　工　学　科

量 子 力 学 演 習

熱 物 理 学 入 門

物 理 数 学 Ⅰ

2

1
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オ　工学部において高等学校教諭一種の情報の免許状を取得する場合

（注）

2

2

○

パ タ ー ン 認 識 2

ソ フ ト ウ ェ ア 工 学

計 測 ・ 制 御 工 学 2

1
1

デ ー タ ベ ー ス 2
プログラミング基礎演習 2

情報と職業 情 報 化 社 会 と 職 業

コンピュータグラフィックス

画 像 工 学
プログラミング序論演習

1
　情報

システム

1. 情報の高等学校教諭一種免許状を取得しようとする者は、「科目区分」すべての領域から『○印を付したすべて
の授業科目』を含め、２０単位以上を修得しなければならない。

コンピュータ

及 び
情 報 処 理

○○ ア ル ゴ リ ズ ム 序 論

1

2

2

22
2

ヒューマンインターフェース
計 算 機 ア ー キ テ ク チ ャ 演 習

計 算 機 ネ ッ ト ワ ー ク
2

オペレーションズ・リサーチ

22

○

マルチメディ
ア表現及び

技術

情 報 工 学 実 験 Ｂ

1

プ ロ グ ラ ミ ン グ 基 礎 情 報 工 学 実 験 A

言 語 処 理 系

2

情報通信
ネットワーク

オペレーティングシステム
2

プ ロ グ ラ ミ ン グ 序 論

2. 教科に関する科目の修得単位数が必要単位数である２０単位を超える場合、その超えた単位数は「教科又は教
職に関する科目」に算入することができる。

情　報　工　学　科
免 許 法 左欄に対応する学科開設科目 免 許 法 左欄に対応する学科開設科目

単位数

○

○ 2

科目区分 授　業　科　目

○ 言 語 情 報 文 化 論 2 計算機アーキテクチャ基礎

情報
システム○

情報社会及び
情報倫理

科目区分 授　業　科　目 単位数

　特 許 法

81



カ　大学院における中学校教諭、高等学校教諭の専修免許状を取得する場合

（  工  学  府  ）

2

ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅱ

2

2
理 科

4

2

2

理
科
に
関
す
る
科
目

化 学 プ ロ セ ス 工 学 特 論 Ⅰ

2

2

ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅰ 2

環 境 化 学 工 学 特 論 Ⅰ

分 子 情 報 工 学 特 論 Ⅰ 2

2

2

2

2

2

化学エネルギー工学特論Ⅰ 2

4応 用 化 学 セ ミ ナ ー Ⅱ

2物質生物計測講座特別講義Ⅰ

応 用 化 学 セ ミ ナ ー Ⅰ

2

生　命　工　学　専　攻

応　用　化　学　専　攻

免 許
教 科

科
目

左欄に対応する授業科目

生 命 工 学 特 別 研 究 4

左欄に対応する授業科目

分 離 工 学 特 論 Ⅰ 2

4

応 用 化 学 特 別 実 験 2

物 質 生 物 計 測 特 論 Ⅱ

2

2

応 用 化 学 特 別 研 究

物 質 生 物 計 測 特 論 Ⅰ

細 胞 分 子 工 学 特 論

2

生 物 有 機 化 学 特 論

生命工学ビジネス特別講義

海 洋 生 物 工 学 特 論

生 命 工 学 セ ミ ナ ー Ⅰ

生 命 工 学 セ ミ ナ ー Ⅲ

免 許
教 科

科
目

単
位
数

左欄に対応する授業科目

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目

生 体 物 性 学 特 論

生 体 反 応 工 学 特 論

植 物 機 能 工 学 特 論

生 物 情 報 工 学 特 論

免 許
教 科

単
位
数

単
位
数

2

2

2

応 用 生 物 工 学 特 別 講 義

科
目

左欄に対応する授業科目

2

2

2

2

2

2

2

2

2

生 命 工 学 セ ミ ナ ー Ⅳ

2生 命 工 学 倫 理 特 別 講 義

2

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目

有 機 反 応 化 学 特 論

有 機 材 料 合 成 特 論 Ⅰ

有 機 材 料 構 造 特 論 Ⅰ

無 機 反 応 化 学 特 論

応 用 無 機 合 成 特 論

物質応用化学講座特別講義Ⅰ

単
位
数

2

2

理 科

生 物 化 学 特 論

生 物 物 理 化 学 特 論

生 物 機 能 工 学 特 論

2

2

電 子 化 学 特 論

応 用 有 機 合 成 特 論

6

2

免 許
教 科

科
目

生 命 工 学 先 端 研 究

生 命 工 学 セ ミ ナ ー Ⅱ生 体 機 能 工 学 特 別 講 義

理
科
に
関
す
る
科
目

2

有 機 材 料 解 析 特 論 Ⅰ

蛋 白 質 化 学 特 論

有 機 材 料 物 性 特 論 Ⅰ

応 用 触 媒 化 学 特 論

2

物質応用化学講座特別講義Ⅱ

分 子 化 学 工 学 特 論 Ⅰ

2

有 機 材 料 設 計 特 論 Ⅰ
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ｼｽﾃﾑ基礎解析講座特別講義Ⅱ

精 密 計 測 工 学 特 論

2

数 学

2

2

2

2

機械システム工学セミナーⅠ

2

2 機械システム工学セミナーⅡ

2

機械システム工学特別実験

理 科理 科

単
位
数

単
位
数

免 許
教 科

左欄に対応する授業科目

流 体 力 学 特 論 Ⅰ

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 工 学 特 論

熱 流 体 シ ス テ ム 設 計 特 論

機 械 要 素 解 析 特 論

ｼｽﾃﾑ基礎解析講座特別講義Ⅰ

機　械　シ　ス　テ　ム　工　学　専　攻

科
目

左欄に対応する授業科目
免 許
教 科

科
目

理
科
に
関
す
る
科
目

2

2

理
科
に
関
す
る
科
目

材 料 力 学 特 論

物 理 学 特 別 演 習

2

1

弾 塑 性 解 析 特 論

2

機 械 電 子 工 学 特 論

制 御 シ ス テ ム 特 論

設計生産ｼｽﾃﾑ講座特別講義Ⅰ

2

2

機械知能シス テム 工学講座特別講義Ⅰ

設計生産ｼｽﾃﾑ講座特別講義Ⅱ

2

物理システム工学セミナーⅡ

機械システム工学特別研究

単
位
数

応 用 物 理 数 学

2

物理システム工学セミナーⅠ

物　理　シ　ス　テ　ム　工　学　専　攻

免 許
教 科

2

左欄に対応する授業科目

2

4

科
目

4
数 学

量 子 光 学 2

実 践 機 械 シ ス テ ム 工 学 Ⅰ 12

4

4

科
目

左欄に対応する授業科目
単
位
数

2

免 許
教 科

応 用 電 磁 気 学

応 用 熱 統 計 力 学

数
学
に
関
す
る
科
目

2

応 用 力 学

ソ フ ト マ タ ー 物 理 工 学 2
数
学
に
関
す
る
科
目

4

応 用 量 子 力 学

物理システム工学特別研究 4

物理システム工学特別実験
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科学特論Ⅳ （社会情報論）

科
目

左欄に対応する授業科目

ビジュアルコンピューティング特論

4

単
位
数

免 許
教 科

2

科学特論Ⅲ （表現技術論） 2

2

2

免 許
教 科

科
目

情
報
に
関
す
る
科
目

知 能 機 械 デ ザ イ ン 学 特 論

並列処理・ネットワーク特論

電　気　電　子　工　学　専　攻

2

磁 性 工 学 特 論 2

電 磁 波 応 用 工 学 特 論 Ⅰ

理 科 画 像 認 識 工 学 特 論

単
位
数

左欄に対応する授業科目

電 気 電 子 工 学 特 別 研 究

免 許
教 科

科
目

システム評価設計工学特論情 報 工 学 セ ミ ナ ー Ⅱ

単
位
数

4

情 報 工 学 セ ミ ナ ー Ⅰ 4 ソフトウェアアーキテクチャ特論

理
科
に
関
す
る
科
目

2

情
報
に
関
す
る
科
目

2

2

情　報　工　学　専　攻

2

4

左欄に対応する授業科目

映 像 情 報 学 特 論

半 導 体 薄 膜 工 学 特 論

信 号 処 理 特 論

2

通 信 工 学 特 論 Ⅰ

情報入出力システム工学特論

光 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 特 論

パワーエレ クトロニクス特論

2

電 気 電 子 工 学 セ ミ ナ ー Ⅱ

環境エネルギー工学特論Ⅰ2

理
科
に
関
す
る
科
目

理 科

2

42

電 気 電 子 工 学 特 別 実 験

情 報 情 報

情 報 工 学 特 別 実 験

情 報 工 学 特 別 研 究

2

2

科学特論Ⅰ （ 知識構造論）

単
位
数

2

2

免 許
教 科

科
目

左欄に対応する授業科目

2

4電 気 電 子 工 学 セ ミ ナ ー Ⅰ2
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（  農  学  府  ）

0.5生物生産科学フロンティア講義ⅩⅡ

4

単
位
数

動 物 生 産 科 学 特 別 演 習 Ⅰ

動 物 生 産 科 学 特 別 実 験 Ⅰ

動 物 生 産 科 学 特 別 実 験 Ⅱ

免 許
教 科

2

2

2

2

4

2

2

2

4

2

生物生産科学英語ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ演習Ⅱ

土壌生化学・物質循環特論

動 物 生 産 科 学 特 別 演 習 Ⅱ

植 物 生 産 科 学 特 別 演 習 Ⅱ

風 土 共 生 倫 理 学

植 物 遺 伝 育 種 学 特 論

0.5

生物生産科学インターンシップⅡ

1 生物生産科学英語ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ演習Ⅰ

2

2

左欄に対応する授業科目

食 糧 環 境 科 学 特 論 Ⅰ

生物生産科学フロンティア講義ⅩⅠ

生 産 環 境 科 学 特 別 演 習 Ⅰ

植 物 生 産 科 学 特 別 実 験 Ⅰ

畜 産 学 特 論

植 物 生 産 科 学 特 別 演 習 Ⅰ

生物生産科学ビジネス戦略特論Ⅱ

園 芸 作 物 学 特 論

作 物 保 護 学 特 論

0.5

2

2

0.5

2

2

0.5

2

0.5

1

作 物 学 特 論

植 物 栄 養 ・ 肥 料 科 学 特 論

生 産 環 境 科 学 特 別 実 験 Ⅰ

2

(農業分野）

2

生物生産科学フロンティア講義Ⅱ0.5

0.5

農
業
に
関
す
る
科
目

生物生産科学フロンティア講義Ⅶ

生物生産科学フロンティア講義Ⅸ

生物生産科学フロンティア講義Ⅷ

0.5

生物生産科学専攻

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目 2

4

2

生物生産科学フロンティア講義Ⅰ

左欄に対応する授業科目
科
目

生 物 生 産 科 学 特 論

免 許
教 科

生物生産科学フロンティア講義Ⅳ

作 物 生 産 学 特 論

蚕 糸 科 学 特 論

生物生産科学フロンティア講義Ⅹ

土 壌 環 境 学 特 論

0.5

(理科分野）

生物生産科学フロンティア講義Ⅵ

2

2

2

科
目

左欄に対応する授業科目

生物生産科学フロンティア講義Ⅴ

生物生産科学フロンティア講義Ⅲ

0.5

単
位
数

1

免 許
教 科

0.5

農 業

環 境 経 済 学 特 論

家 畜 生 産 技 術 学 特 論

生物生産科学インターンシップⅠ

単
位
数

2

0.5

植 物 分 子 生 理 学 特 論

0.5

生物生産科学ビジネス戦略特論Ⅰ

2

左欄に対応する授業科目

動 物 組 織 機 構 学 特 論

科
目

(農業分野）

共 生 環 境 科 学 特 論 Ⅴ
環 境 共 生 思 想

共 生 環 境 科 学 特 論 Ⅱ

2共生持続社会学特別研究Ⅰ

4

生 産 環 境 科 学 特 別 実 験 Ⅱ

植 物 生 態 生 理 学 特 論

昆 虫 管 理 学 特 論

共生持続社会学専攻

生 産 環 境 科 学 特 別 演 習 Ⅱ

4

2

2

2

植 物 繁 殖 学 特 論

共 生 環 境 科 学 特 論 Ⅳ

共 生 環 境 科 学 特 論 Ⅰ

土壌微生物利用・バイオ肥料学特論

昆 虫 遺 伝 ・ 発 生 学 特 論

2

植 物 生 産 科 学 特 別 実 験 Ⅱ

共 生 環 境 科 学 特 論 Ⅲ

単
位
数

(理科分野）

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目

免 許
教 科

科
目

2
2
2
2

環 境 法 特 論

共生持続社会学特別研究Ⅲ

共 生 教 育 論 2

農 村 社 会 学 特 論 2
ヒ ト と 動 物 の 共 生 心 理 学 2

国 際 関 係 学 特 論 2

2

2
食 糧 環 境 科 学 特 論 Ⅱ 2
食 糧 環 境 科 学 特 論 Ⅲ 2

2

2

共 生 農 業 特 論 2
農 業 資 源 経 済 学 特 論 2
地 域 農 業 シ ス テ ム 特 論 2

2

共生持続社会学特別研究Ⅱ 2
共生持続社会学特別研究Ⅳ

農 業

農
業
に
関
す
る
科
目

環 境 生 業 文 化 史 論

2
食 農 マ ー ケ テ ィ ン グ 論

2

アニマル・ウェルフェア特論
食 育 ・ 食 農 教 育 論

食 料 関 連 産 業 特 論

2

2

2
2
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理
科
に
関
す
る
科
目

理　科

理
科
に
関
す
る
科
目

1

1

環 境 老 年 学 特 別 演 習 Ⅰ

環 境 老 年 学 特 別 演 習 Ⅱ

2

2

環 境 老 年 学 特 論 Ⅱ

環 境 老 年 学 特 論 Ⅲ

環 境 老 年 学 特 論 Ⅳ

分 子 生 物 学 特 別 研 究 Ⅰ

生 理 生 化 学 特 論 Ⅰ

分 子 生 物 学 特 論 Ⅳ

環 境 老 年 学 特 論 Ⅰ

2

生 理 生 化 学 特 別 研 究 Ⅱ 4

生 理 生 化 学 特 別 演 習 Ⅱ 2

生 理 生 化 学 特 論 Ⅱ 2

生 理 生 化 学 特 別 研 究 Ⅰ

生 理 生 化 学 特 論 Ⅲ 1

2

2

2

生 物 制 御 化 学 特 論 2

植 物 病 理 学 特 論

2

2

2

2

生物制御科学論文演習Ⅰ

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅵ

2

2

生物制御科学特別実験Ⅱ

2

2

植 物 生 理 学 特 論

2

2

応 用 昆 虫 学 特 論

2

1

1

1

2

1

生物制御科学論文演習Ⅳ

2

1

2

生物制御科学論文演習Ⅲ

植 物 病 原 学 特 論

生物制御科学特別実験Ⅲ

生物制御科学特別実験Ⅰ

生物制御科学特別実験Ⅳ

生物制御科学論文演習Ⅱ

細 胞 分 子 生 物 学 特 論

発 生 生 物 学 特 論

生 物 的 制 御 学 特 論

生 体 分 子 化 学 特 別 研 究 Ⅱ 4

生 体 分 子 化 学 特 別 研 究 Ⅰ 4

2

生 体 分 子 化 学 特 論 Ⅲ 1

生 体 分 子 化 学 特 論 Ⅳ

生 体 分 子 化 学 特 別 演 習 Ⅰ

1

応 用 生 命 科 学 特 論 Ⅱ 1

生 体 分 子 化 学 特 論 Ⅰ

応 用 生 命 科 学 特 論 Ⅰ

1

左欄に対応する授業科目

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅰ

免許
教科

創 薬 化 学 特 論

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅴ

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅲ

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅳ

1

免許
教科

科
目

2

1

応 用 生 命 科 学 特 論 Ⅲ

科
目

単
位
数

左欄に対応する授業科目

理　科

単
位
数

1

生理活性天然物化学特論

1

2

1

1

1

生 物 制 御 科 学 特 論 Ⅱ

1

環 境 老 年 学 特 別 研 究 Ⅱ 4

4

1

環 境 老 年 学 特 別 研 究 Ⅰ 4

分 子 生 物 学 特 別 研 究 Ⅱ

2

分 子 生 物 学 特 別 演 習 Ⅱ

分 子 生 物 学 特 別 演 習 Ⅰ

2

(理科分野）

天 敵 微 生 物 学 特 論

4

昆 虫 生 理 化 学 特 論

2分 子 生 物 学 特 論 Ⅰ

分 子 生 物 学 特 論 Ⅱ

分 子 生 物 学 特 論 Ⅲ

(理科分野）

応用生命化学専攻 生物制御科学専攻

4

生 体 分 子 化 学 特 論 Ⅱ

生 体 分 子 化 学 特 別 演 習 Ⅱ 2

生 理 生 化 学 特 論 Ⅳ

2

生 理 生 化 学 特 別 演 習 Ⅰ 2
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環 境 化 学 特 別 実 験 Ⅱ 4

4

0.5

0.5

環 境 化 学 特 別 講 義 Ⅰ

環 境 化 学 特 別 講 義 Ⅱ

0.5

環 境 化 学 特 別 講 義 Ⅲ

環 境 化 学 特 別 講 義 Ⅳ

環境化学英語論文講読演習Ⅰ

環境化学英語論文講読演習Ⅱ 1

1

1

環 境 化 学 研 究 報 告 演 習 Ⅰ

環 境 化 学 研 究 報 告 演 習 Ⅱ

1

植 物 資 源 形 成 学 特 論

生 分 解 制 御 学 特 論

再 生 資 源 科 学 特 論

資源機能制御学特別実験Ⅱ

2

2

0.5

環 境 化 学 特 別 実 験 Ⅰ

環境生物学英語論文講読演習Ⅰ

2

4

2

地 球 環 境 化 学 特 論

理　科

2

2

資 源 機 能 制 御 学 研 究 報 告 演 習 Ⅱ

環 境 資 源 材 料 学 研 究 報 告 演 習 Ⅱ

資 源 複 合 機 能 学 特 論 2

2

植 物 繊 維 化 学 特 論

2

2

4

資源機能制御学特別実験Ⅰ

単
位
数

環 境 生 物 学 特 論

2

2

2

環 境 生 物 学 特 別 講 義 Ⅱ

左欄に対応する授業科目

0.5

環 境 植 物 学 特 論

環 境 汚 染 生 物 学 特 論

物質循環環境科学専攻

免許
教科

環 境 微 生 物 学 特 論

環 境 化 学 特 論

免許
教科

大 気 環 境 学 特 論

理
科
に
関
す
る
科
目

単
位
数

環 境 毒 性 学 特 論

科
目

社 会 ・ 生 物 地 球 化 学 特 論

環境生物学英語論文講読演習Ⅱ

2

2

環 境 毒 性 学 特 論 2

2

4

1

1

2

環境生物学研究報告演習Ⅱ

2

0.5

環境生物学研究報告演習Ⅰ

1

環境資源物質科学特別講義Ⅰ

環境資源物質科学コミュニケーション特論

2

1

環 境 生 物 学 特 別 講 義 Ⅰ

2

住 環 境 材 料 加 工 学 特 論

植 物 材 料 物 性 学 特 論

環 境 資 源 計 測 学 特 論

環 境 生 物 学 特 別 実 験 Ⅰ

2

2

0.5環 境 生 物 学 特 別 講 義 Ⅳ

環 境 生 物 学 特 別 講 義 Ⅲ

0.5

4環 境 生 物 学 特 別 実 験 Ⅱ

海 洋 環 境 生 物 学 特 論

4

(理科分野）

理　科

資 源 機 能 制 御 学 研 究 報 告 演 習 Ⅰ

(理科分野）

2

2

有 機 地 球 化 学 特 論

生 物 圏 物 質 循 環 学 特 論

環境資源材料学特別実験Ⅱ

2

2

左欄に対応する授業科目

環境資源物質科学特別講義Ⅱ

2

分 子 ダ イ ナ ミ ッ ク ス 学 特 論

環 境 資 源 物 質 科 学 特 論

4

2

2

環境資源物質科学専攻

科
目

理
科
に
関
す
る
科
目

生 物 物 理 化 学 特 論

2

2

環境資源物質科学特別講義Ⅲ

環 境 資 源 材 料 学 研 究 報 告 演 習 Ⅰ

環境資源材料学特別実験Ⅰ
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2

2

免 許
教 科

科
目

自然エネルギー利用学特論

生 物 生 産 工 学 特 別 実 験 Ⅰ

生物生産工学英語論文講読演習

単
位
数

2

左欄に対応する授業科目

農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅵ 2

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目

農 業

農
業
に
関
す
る
科
目

生 物 生 産 工 学 特 別 実 験 Ⅱ

農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅳ

森 林 土 壌 学 特 論

左欄に対応する授業科目
単
位
数

2

1

1

4

2農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅲ

農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅱ

農 業 環 境 工 学 特 別 講 義 Ⅱ

2

農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅰ 2

2

2

1

1

2

農 産 プ ロ セ ス 工 学 特 論

生物生産工学国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ演習

生 物 生 産 工 学 特 別 演 習 Ⅰ

生 物 生 産 工 学 特 別 演 習 Ⅲ

生 物 生 産 工 学 特 別 演 習 Ⅱ

免 許
教 科

科
目

左欄に対応する授業科目

農 業

農
業
に
関
す
る
科
目

自 然 環 境 保 全 学 特 別 研 究

自 然 環 境 保 全 学 特 別 演 習

森 林 - 人 間 系 科 学 論

健 康 ア メ ニ テ ィ 科 学 特 論

山 地 保 全 学 特 論

自然環境保全学外語論文講読演習

単
位
数

1

1

森 林 計 画 学 特 論

森 林 施 設 工 学 特 論

1

植 生 管 理 学 特 論

0.5農 業 環 境 工 学 特 別 講 義 Ⅲ

数 値 解 析 学 特 論 Ⅰ

0.5

農 業 環 境 工 学 特 別 講 義 Ⅳ 0.5

計 測 工 学 特 論

生 態 情 報 学 特 論 2

地 域 環 境 工 学 特 別 実 験 Ⅲ 2

構 造 設 計 学 特 論

1

1

(農業分野）

免 許
教 科

科
目

農 業 環 境 工 学 特 別 講 義 Ⅰ

地 域 環 境 工 学 特 別 実 験 Ⅰ

2

0.5

0.5

土 壌 環 境 保 全 学 特 論

地 盤 工 学 特 論

1

1

農 村 地 域 計 画 学 特 論

地 域 環 境 工 学 特 別 演 習 Ⅰ

地域環境工学国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ演習

1

1

2

実 験 計 画 法 特 論

農業環境工学専攻

(理科分野）

22

2

1

2

2

2

2

2

4

2野 生 動 物 救 護 学 0.5

0.5

自然環境保全学特別講義Ⅳ(国際） 0.5

左欄に対応する授業科目

(理科分野）

森 林 生 態 学 特 論

2

2

自 然 環 境 保 全 学 Ⅰ

自然環境保全学特別講義Ⅱ

自然環境保全学特別講義Ⅰ野 生 動 物 保 全 生 態 学 特 論

2

2

2

0.5

自然環境保全学専攻

自 然 環 境 保 全 学 Ⅱ

人 間 生 理 生 態 学 特 論 2

自然環境保全学特別講義Ⅲ

(農業分野）

単
位
数

地 域 環 境 工 学 特 別 演 習 Ⅲ

水 利 シ ス テ ム 学 特 論

2

農 業 環 境 工 学 特 論 Ⅴ 2

生 物 生 産 工 学 特 別 実 験 Ⅲ 2

2

1

1

森 林 水 文 学 特 論 2

2

1

農 業 環 境 工 学 特 別 講 義 Ⅴ

1

地 域 環 境 工 学 特 別 演 習 Ⅱ

2

2地 域 環 境 計 画 学 特 論

科
目

理 科

精 密 農 業 特 論

野 生 動 物 保 全 政 策 学 特 論 2

森 林 利 用 シ ス テ ム 学 特 論

地 域 環 境 工 学 特 別 実 験 Ⅱ 2

数 値 解 析 学 特 論 Ⅱ

地域環境工学英語論文講読演習

景 観 生 態 学 特 論 2

免 許
教 科

生 物 多 様 性 保 全 学 特 論

理
科
に
関
す
る
科
目

基 礎 統 計 学

自 然 環 境 科 学 特 別 演 習

自 然 環 境 科 学 特 別 研 究

自 然 環 境 科 学 外 語 論 文 講 読 演 習
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環 境 修 復 保 全 学

2

国際環境農学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ演習 12

農
業
に
関
す
る
科
目

水 利 環 境 保 全 学

水 環 境 評 価 学

生 物 新 機 能 開 発 学 2

国 際 環 境 農 学 課 題 別 演 習 1

国 際 農 業 技 術 論

2

地 域 開 発 政 策 学 2

国 際 環 境 農 学 特 論 Ⅱ

2

2

国 際 環 境 農 学 国 内 外 実 習 2

6

国 際 地 域 開 発 学 演 習 4

国 際 環 境 農 学 特 論 Ⅰ 2

環 境 農 業 協 力 論

国際生物生産資源学特別研究 6

国 際 開 発 協 力 論

国 際 地 域 開 発 学 特 別 研 究

2地 域 持 続 生 物 生 産 技 術 学

国際環境修復保全学特別研究

2

単
位
数

2

4

免 許
教 科

科
目

左欄に対応する授業科目

農 業

地 域 社 会 開 発 総 論

6

2

理 科

理
科
に
関
す
る
科
目

2地 球 環 境 論

国 際 環 境 修 復 保 全 学 演 習

4

2生 物 資 源 循 環 利 用 学

国 際 生 物 生 産 資 源 学 演 習

2

(理科分野） (農業分野）

国際環境農学専攻

2地 域 生 物 機 能 利 用 学

免 許
教 科

科
目

単
位
数

左欄に対応する授業科目

地 域 環 境 計 画 学
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（  生物システム応用科学府  ）

（注） 　 工学府（前期課程）、農学府及び生物システム応用科学府（前期課程）において、中学校教諭及び高等学校教諭

の専修免許状を取得する者は、上記表に掲げる科目から２４単位以上を修得しなければならない。

2

物 質 機 能 設 計 特 論 Ⅱ

2

物 質 機 能 設 計 特 論 Ⅰ

理科

4循環生産システム学特別研究

生態系型生産システム特論Ⅰ

生 物 相 関 シ ス テ ム 特 論 Ⅱ

循環生産システム学特別実験 2

理科

2

2

生物情報反応システム特論Ⅰ

生物情報反応システム特論Ⅱ

4

生物・環境計測システム特論Ⅰ

2

生物・環境計測システム特論Ⅱ

4

資源循環利用システム特論Ⅱ 2

理
科
に
関
す
る
科
目

生体モデル知覚システム特論Ⅱ

2

2

2

2

2

2

2

生態系型生産システム特論Ⅱ

4

2

2

2

2

2

生 物 相 関 シ ス テ ム 特 論 Ⅰ

循環生産システム学セミナー

資源循環利用システム特論Ⅰ

物質エネルギーシステム特論Ⅰ

物質エネルギーシステム特論Ⅱ

2

2

物質機能システム学特別研究

理
科
に
関
す
る
科
目

基 礎 技 術 演 習 Ⅱ 1

生物システム応用科学研究概論 2

生体機能運動システム特論Ⅰ

神経機能情報ネットワーク特論Ⅱ

1 生体モデル知覚システム特論Ⅰ基 礎 技 術 演 習 Ⅰ

物 質 機 能 応 用 特 論 Ⅱ 2

実 践 発 表 Ⅰ

1

1

2

神経機能情報ネットワーク特論Ⅰ

超分子機能システム特論Ⅰ

超分子機能システム特論Ⅱ

物質機能システム学セミナー

2

2

物質機能システム学特別実験

生 物 シ ス テ ム 応 用 科 学 専 攻

免 許
教 科

科
目

左欄に対応する授業科目
単
位
数

免 許
教 科

単
位
数

左欄に対応する授業科目
科
目

4

2

実 践 発 表 Ⅱ

2

4生体機構情報システム学セミナー

物 質 機 能 応 用 特 論 Ⅰ 生体機構情報システム学特別研究

生体機能運動システム特論Ⅱ

生体機構情報システム学特別実験
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（5） 他大学で修得した単位の認定

　　入学する前に、教職課程の認定を受けていない大学（短期大学を含む）又は高等専門学校の第４学年

及び第５学年に係る課程で修得した単位若しくは専攻科の課程での学修のうち、「教科に関する科目」とし

て適当であると認める科目については、本学の定めるところにより認定することができるので、該当者は申し

出ること。

（6） 教育実習について

ア 教育実習の意義

　 教職への道を選ぶ際、教育現場における観察・参加・実習などを、総合的・体験的に予め学習する

ことを通して、確かな教職観を身につける。

イ 教育実習を履修する要件・手続き等

履修の要件

　 教育実習を行う時までに、日本国憲法２単位及び教職に関する科目（教科教育法Ⅰ～Ⅳを

含む）１２単位以上を履修しておくこと。

　 卒業見込があること。（科目等履修生を除く。）

履修の手続き

　 教育実習を受講する者は、　「教育実習事前事後指導」（オリエンテーションⅠ～Ⅲ）を必ず受講し、

各学部が指示する期間に所定の手続きをとり、教育実習履修届を提出すること。

教育実習実施

　　教育実習の履修には、次の授業・実習の全体が含まれる。

　　成績評価は、事前指導、本実習及び事後指導のすべてを修得した者について

行い、「教育実習事前事後指導」１単位、「中学校教育実習」４単位又は「高等学校教育実習」２単位を

認定する。

（7） 介護等体験について

　 中学校教諭一種免許状を取得する学生は「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職

員免許法の特例等に関する法律」（平成９年６月１８日公布）同法施行規則（同年１１月２６日公布）により、

平成１０年度入学生から介護等体験を行うことが義務付けられた。

　なお、介護等体験の実施時期について、農学部生は２年次、工学部生は３年次に実施する。

授　業　内　容　等

教育実習事前指導

実　施　時　期

願を提出すること。）

　 そこで２年次以上の学生が東京都において社会福祉施設で５日間、特別支援学校で２日間、計７日間の

介護等体験を行うことになる。（１年次の１０月に実施する介護等体験ガイダンスに出席し、介護等体験履修

　→２年次の１月頃

　→３年次の１０月頃

　→３年次の３月頃

教育機器の意義と利用

（ア）

（イ）

（ウ）

　教育実習事前事後指導

科　　　　目

・オリエンテーションⅢ

教育実習校での実習

教育実習終了後

(１単位）

・オリエンテーションⅡ

２年次の１月頃～

教育実習

４年次

・オリエンテーションⅠ

教育実習の目的・内容・展開・

５～１０月

・講義
　→４年次前期

教育実習事後指導

(２単位）

　高等学校教育実習

レポートを提出し実習経験を
４年次

踏まえての討議等

　中学校教育実習

(４単位）
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７　教育職員免許状の申請・交付

　 教育職員免許状は、各都道府県の教育委員会が授与することとされており、個人でそれぞれ居住地の

都道府県教育委員会に申請することとなっているが、卒業後にすぐ免許状の取得を必要とする人たちのた

め、東京都教育委員会では、迅速な事務処理の方法として、大学でとりまとめて免許状の申請手続を行う

「一括申請」の制度をとっている。一括申請をするために必要な説明会を４年次の７月頃に開催するので、

これに出席し必要な手続を取ること。さらに、4年次１月～2月に必要な申請料を納入すること。この手続を行

い、東京都教育委員会の一括審査で承認された者には、卒業式当日に教育職員免許状が交付される。

　なお、高等学校教諭一種免許状取得予定の学生に係る一括申請は、「教職に関する科目」を２５単位

取得した学生に限り大学が実施する。「教職に関する科目」を２３単位取得した学生もその他の必要な科目

の単位を取得した場合、免許法上の必要単位数を満たせば免許申請は可能である。ただし、この場合には

大学が行う一括申請ではなく、学生自身が個人申請を行うことになる。

８　教職に関する科目の講義要目

　 各科目の講義要目は、ＨＰのシラバスを参照すること。
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Ⅴ

規 程 集





○国立大学法人東京農工大学学則 

(平成16年4月7日16経教規則第2号) 

改正 
平成17年4月1日 17経教規則第2号 

平成17年4月1日 17経教規則第5

号 

平成17年6月29日 17経教規則第11

号 

平成17年11月7日 17経教規則第12

号 
平成18年4月1日18教規則第3号 

平成18年10月25日 18経教規則第5

号 

平成19年4月1日19教規則第1号 平成19年4月1日18教規則第6号 平成19年4月1日18教規則第13号 

平成19年4月23日19教規則第4号 平成19年10月24日19経規則第7号 平成20年4月1日20教規則第1号 

平成20年7月7日20教規則第10号 平成20年7月28日20教規則第14号 平成20年11月1日20経規則第20号 

平成21年2月1日21経規則第2号 平成21年2月23日21教規則第3号 平成21年4月1日21経規則第4号 

平成21年6月22日21経規則第18号 平成21年9月28日21教規則第23号 平成21年11月1日21教規則第24号 

平成22年4月1日 22経教規則第2号 平成22年4月1日21教規則第19号 平成23年4月1日 23経教規則第8号 

平成23年5月23日23経規則第13号 平成23年10月3日23教規則第16号 平成23年11月7日 23経規則第18号 

平成24年4月1日 23教規則第15号 
平成24年4月1日 23教規則第20

号 
平成24年4月1日 24教規則第2号 

平成24年7月9日 24教規則第4号 平成25年1月7日 25教規則第1号 平成25年4月1日 24教規則第5号 

平成25年4月1日 25教規則第2号 平成25年4月1日 25教規則第4号 平成25年10月28日教規則第12号 

平成26年4月1日経教規則第2号   
 

目次 

第1章 総則 

第1節 目的及び使命(第1条) 

第2節 組織(第2条－第10条) 

第3節 学生の健康及び安全(第11条) 

第4節 点検評価、認証評価及び教育改善の実施(第12条) 

第5節 情報の積極的提供(第13条) 

第2章 通則 

第1節 学年、学期及び休業日(第14条－第16条) 

第2節 入学(第17条－第21条) 

第3節 休学及び復学(第22条・第23条) 

第4節 転学、退学及び除籍(第24条－第26条) 

第5節 単位、授業の方法、 試験及び単位の授与(第27条－第29条) 

第6節 表彰及び懲戒(第30条・第31条) 

第7節 研究生、科目等履修生及び外国人留学生(第32条－第34条) 

第8節 授業料、入学料及び検定料(第35条－第40条) 

第9節 学寮(第41条・第42条) 

第10節 公開講座及び出版物(第43条・第44条) 

第3章 大学院 

第1節 修士課程、博士課程及び専門職学位課程(第44条の2－第46条の2) 
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第2節 研究院、学府及び研究科(第47条－第50条) 

第3節 教員組織(第51条) 

第4節 連合農学研究科の学生の配置(第52条) 

第5節 専攻及び収容定員(第53条) 

第6節 標準修業年限及び在籍年限(第54条・第55条) 

第7節 入学資格等(第56条－第61条) 

第8節 転学府、転研究科及び転専攻(第62条) 

第9節 休学期間(第63条) 

第10節 博士前期課程、修士課程及び専門職学位課程における教育課程並びに履修方法

(第64条－第67条) 

第11節 博士後期課程及び連合農学研究科の博士課程における教育課程等(第68条－第

71条の2) 

第12節 課程修了及び学位(第72条－第75条) 

第13節 他の大学院における授業科目の履修等(第76条－第81条) 

第4章 学部 

第1節 学部の目的(第82条) 

第2節 学科及び収容定員(第83条) 

第3節 修業年限及び在籍年限(第84条－第86条) 

第4節 入学資格等(第87条－第92条) 

第5節 転学部及び転学科(第93条) 

第6節 休学期間(第94条) 

第7節 教育課程及び履修方法(第95条－第103条) 

第8節 卒業及び学位(第104条－第107条) 

第9節 他の大学等における授業科目の履修等(第108条－第111条) 

附則 

 

第1章 総則 

第1節 目的及び使命 

(目的及び使命) 

第1条 東京農工大学(以下「本学」という。)は、学術の理論及び応用を教授研究し、真理と

平和を希求する教養豊かな人材を育成するとともに、社会・環境と調和した科学技術の進

展に寄与し、教育研究の推進を通じて人類の生存と繁栄、美しい地球の持続及び文化の進

展に貢献することをその目的及び使命とする。 

第2節 組織 

(大学院) 

第2条 本学に、大学院を置く。 

2 本学の大学院(以下「本学大学院」という。)に、次の研究院、学府及び研究科を置く。 

 農学研究院 
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 工学研究院 

 工学府 

 農学府 

 生物システム応用科学府 

 連合農学研究科 

(学部) 

第3条 本学に、次の学部を置く。 

 農学部 

 工学部 

(学内施設) 

第4条 本学に、次表に掲げる学内施設を置く。 

学内施設名 

図書館 

大学教育センター 

先端産学連携研究推進センター 

国際センター 

保健管理センター 

総合情報メディアセンター 

学術研究支援総合センター 

科学博物館  

環境安全管理センター 

放射線研究室 

2 前項に定めるもののほか、次表のとおり本学に必要な組織及び施設を置く。 

組織及び施設の名称 

女性未来育成機構 

環境リーダー育成センター 

イノベーション推進機構 

テニュアトラック推進機構 

第5条から第8条まで 削除 

(附属施設) 

第9条 本学に、次表のとおり学部附属の教育施設又は研究施設を置く。 

学部名 附属施設名 

農学部 

広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター 

動物医療センター 

硬蛋白質利用研究施設 

フロンティア農学教育研究センター 

国際家畜感染症防疫研究教育センター 

工学部 ものづくり創造工学センター 
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(事務組織) 

第10条 本部、農学府、工学府、生物システム応用科学府、連合農学研究科、農学部及び工

学部に事務組織を置く。 

第3節 学生の健康及び安全 

(学生の健康及び安全) 

第11条 本学は、学生の健康及び安全を確保するため、適切な安全衛生管理及び環境保全の

維持に努めるものとする。 

第4節 点検評価、認証評価及び教育改善の実施 

(点検評価、認証評価及び教育改善の実施) 

第12条 本学は、その教育研究水準の向上に資するため、本学の教育及び研究、組織及び運

営並びに施設及び設備(以下「教育研究等」という。)の状況について自ら点検及び評価を行

うとともに、教育内容及び教育方法の改善について組織的に取組み、その結果を公表する

ものとする。 

2 本学は、前項の措置に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、一定の期間ごと

に、認証評価機関による評価を受けるものとする。 

3 点検評価、認証評価及び教育改善の実施については、別に定める。 

第5節 情報の積極的提供 

(情報の積極的提供) 

第13条 本学は、その教育研究活動の状況並びに組織及び運営について、広く社会に対し積

極的に情報を提供するものとする。 

第2章 通則 

第1節 学年、学期及び休業日 

(学年) 

第14条 学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。 

(学期) 

第15条 学年を次の2学期に分ける。 

前学期  4月1日から9月30日まで 

後学期  10月1日から翌年3月31日まで 

(休業日) 

第16条 休業日は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 土曜日(工学府産業技術専攻を除く。) 

(3) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

(4) 本学の創立記念日 5月31日 

(5) 春季休業日 

(6) 夏季休業日 

(7) 冬季休業日 

2 前項第5号から第7号までの期間は、教育研究評議会の議を経て、学長が別に定める。 
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3 第1項に定めるもののほか、学長は、教育研究評議会の議を経て、臨時の休業日を定める

ことができる。 

4 第1項の規定にかかわらず、必要がある場合には、休業日に授業を行うことができる。 

第2節 入学 

(入学の時期) 

第17条 入学の時期は、学年の始めとする。 

2 本学大学院においては、特別の必要があり、かつ教育上支障がないときは、前項の規定に

かかわらず、学年の途中においても学期の区分に従い、学生を入学させることができる。 

(入学の出願) 

第18条 本学へ入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は、次の各号に掲げる書類

に検定料を添えて、別に定める期日までに願い出なければならない。 

(1) 入学願書(本学所定の様式による。) 

(2) 出身学校長の発行する調査書。ただし、第87条第4号及び第5号に該当する者は、そ

の資格を証する証明書 

(3) その他本学の指定する書類 

2 日本の国籍を有しない者で、日本の学校を卒業した者は、前項各号の書類のほか、住民票

の写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載されたものに限る。)を

添付しなければならない。 

3 入学の出願については、別に定める。 

4 提出した書類は、これを返付しない。 

(入学者の選考) 

第19条 前条の入学志願者については、選考を行う。 

2 入学志願者の選考については、別に定める。 

(入学手続) 

第20条 前条の選考の結果に基づき、合格の通知を受けた者は、次の各号に掲げる書類を提

出するとともに、入学料を納付しなければならない。 

(1) 誓約書(別紙様式第1号による。) 

(2) その他本学の指定する書類 

2 入学手続きについては、別に定める。 

3 提出した書類は、これを返付しない。 

(入学の許可) 

第21条 学長は、前条の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

第3節 休学及び復学 

(休学) 

第22条 疾病その他特別の理由により3月以上修学することができない者は、当該学府長若

しくは連合農学研究科長(以下「学府長等」という。)又は学部長の許可を得て休学すること

ができる。 
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2 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は、当該学府教授

会若しくは連合農学研究科教授会(以下「学府教授会等」という。)又は学部教授会の議を経

て休学を命ずることができる。 

(復学) 

第23条 休学期間中にその理由が消滅したときは、当該学府長等又は学部長の許可を得て、

復学することができる。 

第4節 転学、退学及び除籍 

(転学) 

第24条 他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、当該学府長等又は学部長を

経て学長に願い出なければならない。 

2 学長は、前項の願い出があったときは、当該学府教授会等又は学部教授会の議を経て、こ

れを許可する。 

3 前2項に定めるもののほか、他の大学への入学又は転入学については、別に定める。 

(退学) 

第25条 退学しようとする者は、当該学府長等又は学部長を経て、学長に願い出なければな

らない。 

2 学長は、前項の願い出があったときは、当該学府教授会等又は学部教授会の議を経て、退

学を許可する。 

3 学長は、次の各号の一に該当する者については、当該学府教授会等又は学部教授会の議を

経て、退学を命ずることができる。 

(1) 第55条又は第86条に規定する在籍年限を超えた者 

(2) 第63条第2項及び第3項又は第94条第2項及び第3項に規定する休学期間を超えてな

お復学できない者 

(3) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納入しない者 

(4) 疾病その他の理由により、成業の見込みがないと認められる者 

(除籍) 

第26条 次の各号の一に該当する者については、当該学府長等又は学部長の申し出により、

学長がこれを除籍する。 

(1) 死亡及び1年以上行方不明の届出のあった者 

(2) 入学料の納入を猶予され、所定の猶予期間を経過してもなお納入しない者 

第5節 単位、授業の方法、 試験及び単位の授与 

(単位) 

第27条 授業科目の単位数は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必

要な学修等を考慮して、次の各号の基準により計算するものとする。 

(1) 講義については、15時間の授業をもって1単位とする。ただし、工学部生命工学科に

ついては、15時間又は30時間の授業をもって1単位とする。 

(2) 演習については、15時間又は30時間の授業をもって1単位とする。 
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(3) 実験、実習及び実技については、30時間又は45時間の授業をもって1単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文については、学修の成果を評価して単位を授与するこ

とが適切と認められる場合には、必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

(授業の方法) 

第28条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用

により行うものとする。 

2 前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

(試験及び単位の授与) 

第29条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、担当教員の認定により当該授業科

目について定められた単位を与える。ただし、授業科目によっては、報告書の提出又は平

素の成績によって判定することができる。 

2 試験は、その授業科目の授業が終了した学期末にあらかじめ期日を定めて行うものとする。

ただし、授業科目によっては、分割して行うことができる。 

3 授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの5種の評語をもって表し、S、A、B、Cを合格とする。 

4 試験の実施については、別に定める。 

第6節 表彰及び懲戒 

(表彰) 

第30条 学長は、学生として表彰に価する行為があった者については、当該学府教授会等又

は学部教授会及び教育研究評議会の議を経て、これを表彰することができる。 

2 表彰については、別に定める。 

(懲戒) 

第31条 学長は、学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為があると認められる者

については、教育研究評議会の議を経て、これを懲戒する。 

2 前項の懲戒は、訓告、停学及び退学とする。 

3 停学が3月以上にわたるときは、その期間は、第54条の標準修業年限又は第84条の修業

年限並びに第61条又は第92条の規定により定められた在学すべき期間には算入しない。 

第7節 研究生、科目等履修生及び外国人留学生 

(研究生) 

第32条 本学において、特定の事項について研究を志願する者があるときは、教育研究に支

障のない場合に限り、当該学府教授会等又は学部教授会において選考の上、研究生として

入学を許可することができる。 

2 研究生については、別に定める。 

(博士特別研究生) 

第32条の2 本学において、本学の博士(後期)課程修了後、引き続き特定の事項について研究

を志願する者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、当該学府教授会等(農学府

を除く。)において選考の上、博士特別研究生として入学を許可することができる。 

2 博士特別研究生については、別に定める。 
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(科目等履修生) 

第33条 本学において、1又は複数の授業科目を履修することを志願する者があるときは、

教育研究に支障のない場合に限り、当該学府教授会又は学部教授会において選考の上、科

目等履修生として入学を許可することができるものとし、またその履修した者に対し、単

位を与えることができるものとする。 

2 科目等履修生については、別に定める。 

(外国人留学生) 

第34条 日本の国籍を有しない者が、日本において教育を受ける目的をもって入国し、本学

に入学を志願する場合には、当該学府教授会等又は学部教授会において選考の上、外国人

留学生として入学を許可することができる。 

2 外国人留学生については、別に定める。 

第8節 授業料、入学料及び検定料 

(授業料、入学料及び検定料の額) 

第35条 授業料、入学料及び検定料の額は、別に定める。 

(授業料の納付) 

第36条 授業料は、年額の2分の1ずつを次の表のとおり2期に分けて納付しなければなら

ない。 

区分 納入の時期 

前期(4月から9月までの分) 5月1日から5月31日まで 

後期(10月から翌年3月までの分) 11月1日から11月30日まで 

2 後期に係る授業料については、前項の規定にかかわらず、納付する者の申し出があったと

きは、当該年度の前期に係る授業料を納付させるときに併せて納付させるものとする。 

3 削除 

(停学中の授業料及び退学する場合の授業料) 

第37条 停学中の授業料は、これを徴収する。 

2 学期の途中で退学する場合に未納の授業料があるときは、当該期の授業料の全額を徴収す

る。 

(休学の場合の授業料) 

第 38 条 休学を許可され又は休学を命ぜられた者の授業料は、これを免除することができる。 

2 学年の途中で復学した者の授業料については、その授業料の12分の1に相当する額(以下

「授業料の月割額」という。)に復学した日の属する月から当該期の終りの月までの月数を

乗じて得た額を、復学した月の終わりまでに納付しなければならない。 

(授業料の分納、授業料及び入学料の免除及び徴収の猶予) 

第39条 経済的な理由によって授業料及び入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認

められる者又はその他やむを得ない事情があると認められる者等の授業料及び入学料につ

いては、選考の上、その授業料を分納し、又は授業料及び入学料の全部若しくは一部を免

除し、又は猶予することができる。 
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2 前項の規定による授業料の分納、授業料及び入学料の免除及び徴収猶予については、別に

定める。 

3 前2項に定めるもののほか、別に定める本学外国人留学生特待生制度による特待生の授業

料及び入学料については、その全部又は一部を免除することができる。 

(入学料及び検定料の不徴収) 

第39条の2 本学(大学院連合農学研究科の構成大学を含む。)大学院の博士前期課程、修士課

程又は専門職学位課程を修了し、引き続き博士後期課程又は博士課程に進学する者の入学

料及び検定料は、徴収しない。 

(検定料の免除) 

第39条の3 風水害等の災害を受ける等やむを得ない事情があると認められる者の本学学部

及び大学院の検定料については、免除することができる。 

2 前項の規定による検定料の免除については、別に定める。 

3 第1項に定めるもののほか、別に定める本学外国人留学生特待生制度による特待生の本学

大学院の検定料については、免除することができる。 

(授業料、入学料及び検定料の返付) 

第40条 納付した授業料、入学料及び検定料は、これを返付しない。ただし、次の各号の一

に該当した場合には、納付した者の申出により、それぞれ当該各号に定める額を返付する

ことができる。 

(1) 削除 

(2) 第36条第2項の規定により後期に係る授業料を納付した者が、第22条又は第25条の

規定により当該年度の9月末日までに休学又は退学した場合後期に係る授業料相当額 

(3) 第36条の規定により授業料を納付した者に、納付後に風水害等の災害を受ける等やむ

を得ない事態が生じた場合で、第39条第1項に規定するやむを得ない事情があると認め

られた場合当該授業料免除相当額 

(4) 学年の途中で卒業又は修了した場合授業料の月割額に卒業又は修了した日の属する月

の翌月から当該期の終わりの月までの月数を乗じて得た額 

(5) 本学学部入学に係る第2次の学力検査等又は推薦入学等の選抜において検定料を納付

した者が、当該選抜が第1段階目の選抜(調査書、大学入試センター試験の結果、その他

出願書類による選抜)及び第2段階目の選抜(学力検査等による選抜)の2段階に分けて行

われ、第1段階目の選抜により不合格となった場合第2段階目の選抜に係る検定料相当

額 

(6) 本学学部入学に係る第2次の学力検査又は推薦入学の選抜において検定料を納付した

者が、本学が指定した大学入試センター試験受験科目の不足等による出願無資格者であ

ることが判明した場合その後の選抜に係る検定料相当額 

(7) 本学学部又は大学院の検定料を納付した者が、前条第1項又は第3項の規定に該当し

た場合当該選抜に係る検定料相当額 
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2 前項に定めるもののほか、学長は、風水害等の災害を受ける等やむを得ない事情があると

認められる者の授業料、入学料及び検定料の返付について、役員会の議を経て、臨時の取

扱いを定めることができる。 

第9節 学寮 

(学寮) 

第41条 本学に、学寮を置く。 

2 学生は、願い出によって学寮に入寮することができる。 

3 学寮については、別に定める。 

(寄宿料) 

第42条 学寮に入寮することを許可された者は、寄宿料を納付しなければならない。 

2 前項の寄宿料は、入寮の日の属する月から退寮の日の属する月まで毎月その月の分を納付

するものとする。 

3 前項の規定にかかわらず寄宿料は、4月又は10月にそれぞれ6月分を納付することができ

る。 

4 寄宿料の額については、別に定める。 

5 納付した寄宿料は、これを返付しない。 

6 災害その他によりやむを得ない事情があると認められる者には、選考の上、寄宿料を免除

することができる。 

第10節 公開講座及び出版物 

(公開講座) 

第43条 社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設することが

できる。 

2 公開講座については、別に定める。 

(出版物) 

第44条 本学において、学術報告その他の出版物を刊行することができる。 

2 出版物については、別に定める。 

第3章 大学院 

第1節 修士課程、博士課程及び専門職学位課程 

(大学院の目的) 

第44条の2 本学の目的及び使命に則り、本学大学院は、農学、工学及び融合領域における

学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、科学技術の高度化及び学際化に対

応し、独創性と実行力を備え、高度の専門能力、確かな研究能力及び教育能力を持つ職業

人、研究者又は教育者の育成を目的とする。 

(修士課程) 

第45条 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は

高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

2 修士課程の各専攻における教育研究上の目的については、別に定める。 

(博士課程) 
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第46条 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその

他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学

識を養うことを目的とする。 

2 博士課程の各専攻における教育研究上の目的については、別に定める。 

(専門職学位課程) 

第46条の2 専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び

卓越した能力を培うことを目的とする。 

2 専門職学位課程の専攻における教育研究上の目的については、別に定める。 

第2節 研究院、学府及び研究科 

(研究院) 

第47条 農学研究院及び工学研究院に置く部門は、別表第1のとおりとする。 

(学府) 

第 48 条 工学府(産業技術専攻を除く。)及び生物システム応用科学府の課程は博士課程とし、

これを前期2年の課程(以下「博士前期課程」という。)及び後期3年の課程(以下「博士後

期課程」という。)に区分し、博士前期課程はこれを修士課程として取り扱うものとする。 

2 農学府の課程は、修士課程とする。 

3 工学府産業技術専攻の課程は、専門職学位課程とする。 

4 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻に設置する博士課程については、第1項の

規定にかかわらず、これを後期3年のみの博士課程とする。 

(連合農学研究科) 

第49条 連合農学研究科の教育研究は、本学、茨城大学及び宇都宮大学の協力により実施す

るものとする。 

2 連合農学研究科の課程は、後期3年の課程のみの博士課程(以下「連合農学研究科の博士課

程」という。)とする。 

(岐阜大学大学院連合獣医学研究科における教育研究の実施) 

第50条 岐阜大学大学院連合獣医学研究科の教育研究の実施に当たっては、本学は、帯広畜

産大学、岩手大学及び岐阜大学とともに協力するものとする。 

2 前項の研究科に置かれる連合講座は、帯広畜産大学畜産学部、岩手大学農学部及び岐阜大

学応用生物科学部並びに帯広畜産大学原虫病分子免疫研究センターの教員とともに、本学

研究院の教員がこれを担当するものとする。 

第3節 教員組織 

(教員組織) 

第51条 工学府、農学府及び生物システム応用科学府(共同先進健康科学専攻を除く。)は、

本学の教授、准教授、講師及び助教であって、当該学府の教育を担当する資格を有する者

がこれを担当する。 

2 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻は、本学の教授、准教授、講師及び助教並

びに早稲田大学理工学術院先進理工学研究科共同先進健康科学専攻の教授、准教授、講師
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及び助教であって、教育を担当する資格を有する者のうちから指名された者がこれを担当

する。 

3 連合農学研究科は、本学の教授、准教授、講師及び助教並びに茨城大学及び宇都宮大学の

各農学部及びこれに関連する研究施設の教授、准教授、講師及び助教であって、教育を担

当する資格を有する者(以下「連合農学研究科教員」という。)のうちから指名された者がこ

れを担当する。 

4 学府及び連合農学研究科において研究指導を担当する教員(以下「指導教員」という。)そ

の他教員組織については、当該学府及び連合農学研究科が別に定める。 

第4節 連合農学研究科の学生の配置 

(学生の配置等) 

第52条 連合農学研究科の学生は、第71条第4項に規定する主指導教員が所属する大学に配

置する。 

2 学生は、この学則及び配置された大学の学内規程を遵守するものとする。 

第5節 専攻及び収容定員 

(専攻及び収容定員) 

第53条 工学府、農学府、生物システム応用科学府及び連合農学研究科に置く専攻及び収容

定員は、別表第2のとおりとする。 

第6節 標準修業年限及び在籍年限 

(標準修業年限) 

第54条 工学府及び生物システム応用科学府の博士課程の標準修業年限は5年とし、博士前

期課程の標準修業年限は2年、博士後期課程の標準修業年限は3年とする。 

2 農学府の修士課程の標準修業年限は、2年とする。 

3 連合農学研究科の博士課程の標準修業年限は、3年とする。 

4 工学府の専門職学位課程の標準修業年限は、2年とする。 

(在籍年限) 

第55条 学生は、前条の標準修業年限の2倍の年数を超えて在籍することができない。ただ

し、第57条から第59条までの規定により再入学、転入学又は編入学した学生は、第61条

の規定により定められた在学すべき標準期間の2倍の期間を超えて在籍することができな

い。(以下本条に規定する年数又は期間を「大学院の在籍年限」という。) 

第7節 入学資格等 

(入学資格) 

第56条 工学府及び生物システム応用科学府の博士前期課程、農学府の修士課程並びに工学

府の専門職学位課程に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第104条第4項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における16年の課程を修了した者 
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(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における16年

の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了した者 

(6) 専修学校の専門課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定める日以

後に修了した者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 大学に3年以上在学し、又は外国において学校教育における15年の課程を修了し、各

学府において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(9) 本学大学院において個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、22歳に達した者 

2 工学府及び生物システム応用科学府の博士後期課程並びに連合農学研究科の博士課程に入

学又は進学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設にあって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法(昭

和51年法律第72号)第1条第2項に規定する1972年12月11日の国際連合総会決議に基

づき設立された国際連合大学の課程(以下「国際連合大学」という。)を修了し、修士の

学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校、第4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準（昭和49年文部省令第28号）第16条の2に規定する試験及び審査に相

当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学大学院において個別の資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と

同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達した者 

(再入学) 

第57条 本学大学院を修了した者又は本学大学院に1年以上在学して退学した者が再び入学

を願い出たときは、当該学府教授会等において選考の上、当該課程の相当年次に再入学を

許可することができる。 

(転入学) 

第58条 他の大学の大学院(以下「他の大学院」という。)に1年以上在学している者が、本

学大学院に転入学を願い出たときは、当該学府教授会等において選考の上、当該課程の相

当年次に転入学を許可することができる。 
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2 前項の規定は、国際連合大学に1年以上在学している者について準用する。 

(編入学) 

第59条 他の大学院を修了した者又は他の大学院に1年以上在学して退学した者が、本学大

学院に編入学を願い出たときは、当該学府教授会等において選考の上、当該課程の相当年

次に編入学を許可することができる。 

2 前項の規定は、国際連合大学に1年以上在学して退学した者について準用する。 

(再入学等の手続) 

第60条 第57条から前条までの規定による再入学、転入学又は編入学の願い出の手続き、選

考及び入学手続については、第18条から第20条までの規定を準用する。 

(再入学者等の単位及び在学すべき標準期間の取扱い) 

第61条 第57条から第59条までの規定により各学府又は連合農学研究科に再入学、転入学

又は編入学する者については、当該学府教授会等は、その者の既修得科目の全部又は一部

を認定するとともに、入学後に履修しなければならない授業科目、修得しなければならな

い単位数及び在学すべき標準期間を定めるものとする。 

第8節 転学府、転研究科及び転専攻 

(転学府、転研究科及び転専攻) 

第 62 条 本学大学院に在学する学生が他の学府又は研究科への移籍を願い出たときあるいは、

学府又は研究科内において他の専攻への移籍を願い出たときは、当該学府教授会等におい

て選考の上、これを許可することができる。 

2 転学府、転研究科及び転専攻については、別に定める。 

第9節 休学期間 

(休学期間) 

第63条 休学期間は、学年の終わりまでとする。 

2 休学期間は、工学府の博士前期課程、農学府の修士課程、生物システム応用科学府の博士

前期課程、工学府の博士後期課程、生物システム応用科学府の博士後期課程、連合農学研

究科の博士課程又は工学府の専門職学位課程についてそれぞれ通算して2年を超えること

ができない。 

3 前項の規定にかかわらず第57条から第59条までの規定により再入学、転入学又は編入学

した学生の休学期間は、通算して第55条ただし書の規定により定められた在籍年限の2分

の1の期間を超えることができない。 

4 休学期間は、第55条の在籍年限に算入する。ただし、当該学生の所属する専攻の申し出を

当該学府教授会等が特に認めた場合は、在籍年限に算入しない。 

5 休学期間は、第54条の標準修業年限及び第61条の規定により定められた在学すべき標準

期間には算入しない。 

第10節 博士前期課程、修士課程及び専門職学位課程における教育課程並びに履修

方法 

(専修) 
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第64条 工学府の博士前期課程、農学府の修士課程及び生物システム応用科学府の博士前期

課程の基礎となる専修は、別表第3の1、別表第3の2及び別表第3の3とおりとする。 

(授業科目) 

第65条 各学府は、専攻分野に応じて授業科目を開設する。 

2 授業科目及びその単位数については、当該学府が別に定める。 

(教育課程及び履修方法) 

第66条 教育課程は、工学府の博士前期課程、農学府の修士課程、生物システム応用科学府

の博士前期課程及び工学府の専門職学位課程の専攻ごとに編成する。 

2 各学府(工学府産業技術専攻を除く。)の学生は、在学期間中に前項の教育課程に従い、所

定の授業科目を履修して30単位以上(農学府国際環境農学専攻にあっては32単位以上)を修

得し、かつ、研究指導を受けなければならない。 

3 工学府産業技術専攻の学生は、在学期間中に第1項の教育課程に従い、所定の授業科目を

履修して36単位以上を修得しなければならない。 

4 教育課程及び履修方法については、当該学府が別に定める。 

(履修科目の登録の上限) 

第66条の2 工学府産業技術専攻は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するた

め、学生が1年又は1学期に履修科目として登録することのできる単位数の上限を定めるも

のとする。 

(教職に関する授業科目及び教育職員免許状の種類) 

第67条 本学の学府の専攻において取得できる教育職員免許状の種類は、別表第4のとおり

とする。 

2 教育職員免許状の取得に関する履修については、別に定める。 

第11節 博士後期課程及び連合農学研究科の博士課程における教育課程等 

(専修及び授業科目) 

第68条 工学府の博士課程に置く専修は、別表第5の1のとおりとし、それぞれの専攻に応

じて授業科目を開設する。 

2 授業科目及び単位数については、工学府が別に定める。 

第 69条 生物システム応用科学府の博士後期課程に置く専修は、別表第 5の 2のとおりとし、

専攻に応じて授業科目を開設する。 

2 授業科目及びその単位数については、生物システム応用科学府が別に定める。 

第70条 連合農学研究科に置く大講座は、別表第5の3のとおりとし、それぞれの専攻に応

じて授業科目を開設する。 

2 授業科目及びその単位数については、連合農学研究科が別に定める。 

(教育方法) 

第71条 工学府、生物システム応用科学府の博士後期課程及び連合農学研究科の博士課程に

おける教育は授業科目の授業及び研究指導によって行う。 

2 工学府、生物システム応用科学府の博士後期課程及び連合農学研究科の博士課程の学生は、

在学期間中に、別に定める授業科目を履修して所定の単位を修得しなければならない。 
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3 学生は、複数の指導教員の研究指導を受けるものとする。 

4 前項の指導教員のうち、1人を主指導教員とし、他の者を副指導教員とする。 

5 削除 

6 削除 

7 教育課程及び履修方法については、当該学府及び連合農学研究科が別に定める。 

(博士課程教育リーディングプログラム) 

第71条の2 学府及び研究科において編成する教育課程のほか、博士課程教育リーディング

プログラムを開設する。 

2 博士課程教育リーディングプログラムに関し必要な事項は、別に定める。 

第12節 課程修了及び学位 

(学位論文及び最終試験) 

第72条 各学府及び連合農学研究科の学生は、在学中に学位論文を提出し、最終試験を受け

なければならない。 

2 最終試験は、学位論文を中心として、筆記又は口頭により行う。 

3 学位論文の提出時期、審査方法等については、当該学府及び連合農学研究科が別に定める。 

(修士課程等の修了) 

第73条 工学府、生物システム応用科学府の博士前期課程又は農学府の修士課程に標準修業

年限以上在学し、各専攻ごとの教育課程に従い第66条第2項に規定する単位を修得すると

ともに、研究指導を受け、在学中に学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、最終試

験に合格した者については、当該学府教授会の議を経て、当該学府長が課程の修了を認定

し、学長がこれを認証する。ただし、在学期間に関しては、特に優れた業績を上げた者に

ついては、1年以上在学すれば足りるものとする。 

2 前条の規定にかかわらず、前項の場合において、当該修士課程等の目的に応じ当該学府教

授会において適当と認められるときは、特定の課題についての研究の成果の審査をもって

学位論文の審査に代えることができる。 

3 前条の規定にかかわらず、博士前期課程の修了の要件は、当該博士課程の目的を達成する

ために必要と認められる場合には、前2項に規定する学位論文又は特定の課題についての

研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代えて、次に掲げる試験及び審査に合格

することとすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の基

礎的素養であって当該博士前期課程において修得し、又は涵養すべきものについての試

験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士前期課程

において修得すべきものについての審査 

4 前項の規定は、第71条の2に規定する博士課程教育リーディングプログラムを履修する者

に限り適用することができる。 

(博士後期課程等の修了) 
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第74条 工学府若しくは生物システム応用科学府の博士後期課程又は連合農学研究科の博士

課程に標準修業年限以上在学し、第71条第1項及び第2項の規定により教育を受けた上、

学位論文の審査及び最終試験に合格した者については、当該学府教授会等の議を経て、当

該学府長又は連合農学研究科長が課程の修了を認定し、学長がこれを認証する。ただし、

在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者については、修士課程又は博士前期

課程における在学期間(当該課程に標準修業年限以上在学し修了した者にあっては2年、当

該課程を2年未満の在学期間をもって修了した者にあっては当該在学期間)を含め、3年以

上在学すれば足りるものとする。 

2 第56条第2項の規定による入学資格をもって入学した者の在学期間に関しては、特に優れ

た研究業績を上げた者については、前項の規定にかかわらず、1年以上在学すれば足りるも

のとする。 

(専門職学位課程の修了) 

第74条の2 工学府の専門職学位課程に標準修業年限以上在学し、専攻の教育課程に従い第6

6条第3項に規定する単位の修得その他教育課程を履修した者については、工学府教授会の

議を経て、工学府長が課程の修了を認定し、学長がこれを認証する。ただし、在学期間に

関しては、第79条の規定により、当該専攻に入学する前に修得した単位(学校教育法第102

条第1項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。)を当該専攻において修

得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該専攻の教育課程の一部を履修

したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して1年を超えな

い範囲で工学府が定める期間在学したものとみなすことができる。 

(学位の授与) 

第75条 修士課程、博士課程又は専門職学位課程を修了した者に、別に定めるところにより

次の学位を授与する。 

工学府の博士前期課程  修士(工学)又は修士(学術) 

工学府の博士後期課程  博士(工学)又は博士(学術) 

農学府の修士課程  修士(農学)又は修士(学術) 

生物システム応用科学府の博士前期

課程 

 修士(工学)、修士(農学)又は修士(学術) 

生物システム応用科学府の博士後期

課程 

 博士(工学)、博士(農学)、博士(学術)又は博士(生命

科学) 

連合農学研究科の博士課程  博士(農学)又は博士(学術) 

工学府の専門職学位課程  技術経営修士(専門職) 

2 博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、博士課程を修了した

者と同等以上の学力を有すると確認された者にも授与することができる。 

第13節 他の大学院における授業科目の履修等 

(他の大学院における授業科目の履修等) 
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第76条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学院において

履修した授業科目について修得した単位を、本学大学院における授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において同じ。)に

おいて修得したものとみなすことができる単位数は、次条第1項の規定により本学大学院

において修得したものとみなす単位数と合わせて、10単位を超えない範囲で、第66条第2

項又は第71条第2項に規定する単位数に算入することができる。 

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことができる単位

数は、次条第1項及び第79条第1項の規定により当該専攻において修得したものとみなす

単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数の2分の1を超えない範囲で、同項に

規定する単位数に算入することができる。 

4 第1項の規定は、学生が外国の大学院に留学する場合及び国際連合大学の授業科目を履修

する場合について準用する。 

(休学期間中の授業科目の履修等) 

第76条の2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に他の大学院（外国の大学院及

び国際連合大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位を、当該学府教

授会等の議を経て、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。 

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において同じ。)に

おいて修得したものとみなすことができる単位数は、前条第1項の規定により本学大学院

において修得したものとみなす単位数と合わせて、10単位を超えない範囲で、第66条第2

項又は第71条第2項に規定する単位数に算入することができる。 

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことができる単位

数は、前条第1項及び第79条第1項の規定により当該専攻において修得したものとみなす

単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数の2分の1を超えない範囲で、同項に

規定する単位数に算入することができる。 

(他の大学院等における研究指導) 

第77条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学院又は研究

所等において、必要な研究指導を受けることを認めることができる。 

2 前項の規定は、学生が外国の大学院若しくは研究所等又は国際連合大学において、研究指

導を受けようとする場合について準用する。 

(留学等) 

第78条 学生は、第76条第4項及び前条第2項の規定に基づき、修学又は研究指導を受けよ

うとするときは、当該学府長等を経て、学長に願い出なければならない。 

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学府教授会等の議を経て、これを許可すること

ができる。 

(入学前の既修得単位の認定) 
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第79条 教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に本学大学院及び他の

大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)において履修した授業科目について修得し

た単位(科目等履修生により修得した単位を含む。)を、入学した後の当該学府教授会等の議

を経て、当該学府又は研究科における授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。 

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において同じ。)に

おいて修得したものとみなすことができる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、本学

大学院において修得した単位以外のものについては、10単位を超えない範囲で、第66条第

2項又は第71条第2項に規定する単位数に算入することができる。 

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことができる単位

数は、編入学、転学等の場合を除き、当該専攻において修得した単位以外のものについて

は、第76条第1項及び第76条の2第1項の規定により当該専攻において修得したものとみ

なす単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数の2分の1を超えない範囲で、同

項に規定する単位数に算入することができる。 

(特別聴講学生) 

第80条 他の大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)の学生が、本学の大学院にお

いて特定の授業科目を履修することを志願するときは、別に定めるところにより、学長に

願い出なければならない。 

2 前項の願い出があったときは、学長は、当該学府教授会等の議を経て、特別聴講学生とし

てこれを許可することができる。 

(特別研究学生) 

第81条 他の大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)の学生が、本学の大学院にお

いて研究指導を受けることを志願するときは、別に定めるところにより、学長に願い出な

ければならない。 

2 前項の願い出があったときは、学長は、当該学府教授会等の議を経て、特別研究学生とし

てこれを許可することができる。 

第4章 学部 

第1節 学部の目的 

(学部の目的) 

第82条 本学の目的及び使命に則り、学部は、農学及び工学に関する学術の基盤及び教養を

授け、社会の要請に応える課題探求能力を養うことを目的とする。 

2 各学部に置く学科における教育研究上の目的については、別に定める。 

第2節 学科及び収容定員 

(学科及び収容定員) 

第83条 各学部に置く学科及びその収容定員は、別表第6のとおりとする。 

第3節 修業年限及び在籍年限 

(修業年限) 
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第 84条 学部の修業年限は、4年とする。ただし、農学部共同獣医学科(以下「共同獣医学科」

という。)の修業年限は、6年とする。 

(修業年限の通算) 

第85条 本学の科目等履修生(大学の学生以外の者に限る。)として一定の単位(学校教育法第

56条の規定により大学入学資格を有した後、修得したものに限る。)を修得した者が本学に

入学(第88条から第90条までの規定による再入学、転入学及び編入学を含む。以下この条

において同じ。)する場合において、当該単位の修得により教育課程の一部を履修したと認

められるとき(授業科目の履修が体系的で、正規の学生と同様の教育効果を上げていると認

められる場合に限る。)は、第99条第1項の規定により入学した後に修得したものとみなす

ことのできる当該単位数、その修得に要した期間その他必要と認める事項を勘案して学部

が定める期間を、当該学部教授会の議を経て、修業年限に通算することができる。ただし、

その期間は、前条に規定する修業年限の2分の1を超えてはならない。 

(在籍年限) 

第86条 学生は、修業年限の2倍の年数を超えて在籍することができない。ただし、第88条

から第90条までの規定により再入学、転入学又は編入学した学生は、第92条の規定により

定められた在学すべき期間の2倍の期間を超えて在籍することができない。(以下本条に規

定する年数又は期間を「学部の在籍年限」という。) 

第4節 入学資格等 

(入学資格) 

第87条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校を卒業した者 

(2) 中等教育学校を卒業した者 

(3) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者 

(4) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科

学大臣の指定した者 

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設

の当該課程を修了した者 

(6) 専修学校の高等課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定める日以

後に修了した者(学校教育法第56条第1項に規定する者に限る。) 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成17年文部科学省令第1号)による高等学校卒業程

度認定試験に合格した者(同規則附則第2条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程

(昭和26年文部省令第13号)による大学入学資格検定に合格した者を含む。)で、18歳に

達した者 

(9) 本学において個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、18歳に達した者 

(再入学) 
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第88条 本学を卒業した者又は本学に1年以上在学して退学した者が再び入学を願い出たと

きは、欠員のある場合に限り、当該学部教授会において選考の上、相当年次に入学を許可

することができる。 

(転入学) 

第89条 他の大学に1年以上在学している者が、本学に転入学を願い出たときは、欠員のあ

る場合に限り、当該学部教授会において選考の上、相当年次に入学を許可することができ

る。 

(編入学) 

第90条 本学に編入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者又は大学に1年以上在学して退学した者 

(2) 短期大学を卒業した者 

(3) 高等専門学校を卒業した者 

(4) 専修学校の専門課程(修業年限が2年以上あることその他文部科学大臣の定める基準を

満たすものに限る。)を修了した者(学校教育法第56条に規定する大学入学資格を有する

者に限る。) 

(5) 旧国立養護教諭養成所及び旧国立工業教員養成所を卒業した者 

(6) 学校教育法施行規則第92条の3に定める従前の規定による高等学校、専門学校又は教

員養成諸学校等の課程を修了し、又は卒業した者 

(7) 外国の短期大学を卒業した者及び外国の短期大学の課程を有するものとして当該外国

の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を我が国において修了した者(学校教育法第56条第1項に規定する者に

限る。) 

(8) 外国において学校教育における13年の課程を修了した者 

2 前項に規定する者が編入学を願い出たときは、当該学部教授会において選考の上、相当年

次に入学を許可することができる。 

3 編入学については、別に定める。 

(再入学等の手続) 

第91条 第88条から前条までの規定による再入学、転入学又は編入学の願い出の手続き、選

考及び入学手続については、第18条から第20条までの規定を準用する。 

(再入学者等の単位及び在学すべき期間の取扱い) 

第 92条 第 88条から第 90条までの規定により再入学、転入学又は編入学する者については、

当該学部教授会は、その者の既修得科目の全部又は一部を認定するとともに入学後に履修

しなければならない授業科目、修得しなければならない単位数及び在学すべき期間を定め

る。 

第5節 転学部及び転学科 

(転学部及び転学科) 
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第93条 本学に1年以上在学する学生が他の学部への移籍を願い出たとき又は学部内におい

て他の学科への移籍を願い出たときは、欠員のある場合に限り、当該学部教授会において

選考の上、これを許可することができる。 

2 転学部及び転学科については、別に定める。 

第6節 休学期間 

(休学期間) 

第94条 休学期間は、学年の終りまでとする。 

2 休学期間は、通算して3年を超えることができない。ただし、共同獣医学科については、

通算して5年を超えることができない。 

3 前項の規定にかかわらず第88条から第90条までの規定により再入学、転入学又は編入学

した学生の休学期間は、通算して第86条ただし書の規定により定められた在籍年限の2分

の1の期間を超えることができない。 

4 休学期間は、第86条の在籍年限に算入する。 

5 休学期間は、第84条の修業年限及び第92条の規定により定められた在学すべき期間には

算入しない。 

第7節 教育課程及び履修方法 

(講座及び学科目) 

第95条 本学の学部学科における講座及び学科目は、別表第7のとおりとする。 

(授業科目) 

第96条 授業科目の区分は、次のとおりとする。 

(1) 全学共通教育科目 

イ 本学の学生に共通する授業科目で、普遍的教養の育成を目的とする授業科目 

ロ 専門科目の履修を円滑に行うための専門教育の基礎となる授業科目 

(2) 専門科目 専門の学術を履修させるための授業科目 

2 授業科目の名称及び単位数については、当該学部が別に定める。 

(外国人留学生等に関する授業科目等の特例) 

第97条 外国人留学生及び外国人留学生以外の学生で外国において教育を受けたものの教育

について必要があると認めるときは、前条に規定するもののほか、日本語科目及び日本事

情に関する科目を置き、これらに関する授業科目を開設することができる。 

2 前項に規定する科目の授業科目の名称及び単位数、履修方法その他必要な事項は、第98条

及び第101条の規定にかかわらず、特例を定めることができる。 

(卒業の要件となる単位数) 

第98条 学生は、在学期間中に、卒業の要件となる単位数として、次の各号に掲げる授業科

目の区分ごとに定められた単位数を含め、124 単位以上を修得しなければならない。ただし、

共同獣医学科の学生については、202単位以上を修得しなければならない。 

(1) 全学共通教育科目 当該学部において定められた単位数以上 

(2) 専門科目 当該学部において定められた単位数以上 
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2 学生は、前項に定める卒業の要件となる単位数のうち、自由選択単位として前項各号に掲

げる授業科目のうちから、当該学部において定められた単位数以上を選択、修得するもの

とする。 

3 第1項の規定により卒業の要件として修得すべき単位のうち、第28条第2項の授業の方法

により修得する単位数は60単位を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位等の認定) 

第99条 教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に大学又は短期大学(外国の大学又は

短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生により修

得した単位を含む。)を、当該学部教授会の議を経て、本学における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

2 教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に行った国内の短期大学又は高等専門学校

の専攻科における学修その他文部科学大臣が定める学修を、当該学部教授会の議を経て、

本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

3 前2項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、編入学、

転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第108条第1項、

第108条の2第1項及び第109条第1項の規定により、本学において修得したものとみなす

単位数と合わせて60単位を超えないものとし、第98条に規定する単位数に算入することが

できる。 

4 入学前の既修得単位等の認定については、当該学部が別に定める。 

(卒業論文) 

第100条 第96条に掲げる授業科目のほかに、卒業論文を課すことができる。 

2 卒業論文については、第98条第1項第2号の専門科目に関する授業科目とみなし、所定の

単位を与える。 

3 教育上有益と認めるときは、本学教員の指導のもとに、学生が他の大学又は研究所等にお

いて必要な指導の一部を受けることを認めることができる。 

4 卒業論文の提出の時期、審査の方法等については、当該学部が別に定める。 

(教育課程及び履修方法) 

第101条 教育課程は、各学部の学科ごとに、各授業科目を必修科目及び選択科目に分け、こ

れを各年次に配当して編成する。 

2 教育課程及び履修方法については、当該学部が別に定める。 

(履修科目の登録の上限) 

第102条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として修得す

べき単位数について、学生が1年間又は1学期に履修科目として登録することができる単位

数の上限は、当該学部において別に定める。 

2 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、別に定める上限までの履修科

目の登録を認める。 

(教職に関する授業科目及び教育職員免許状の種類) 

第 103条 教育職員免許状を取得しようとする者のために、教職に関する授業科目を開設する。 
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2 教育職員免許状の取得に関する履修については、別に定める。 

3 本学において取得できる教育職員免許状の種類は、別表第9のとおりとする。 

第8節 卒業及び学位 

(卒業) 

第104条 本学に修業年限以上の期間在学し、各学科ごとの教育課程に従い第98条に規定す

る単位を修得した者については、当該学部教授会の議を経て学部長が当該学科の課程を修

了したことを認定し、学長が卒業を認証する。 

2 削除 

(早期卒業) 

第105条 第84条及び前条の規定にかかわらず、本学に3年以上の期間在学し、第98条に規

定する単位を、特に優秀な成績をもって修得したと認められる場合は、当該学部教授会の

議を経て学部長が当該学科の課程を修了したことを認定し、学長が卒業を認証することが

できるものとする。 

2 前項の卒業を認証する時期は、第3年次の終りとする。 

3 早期卒業については、別に定める。 

(卒業証書・学位記) 

第106条 学長は、卒業を認証した者に卒業証書・学位記を授与する。 

2 卒業証書・学位記の様式については、別に定める。 

(学位の授与) 

第107条 本学を卒業した者に、別に定めるところにより次の学位を授与する。 

農学部を卒業した者  学士(農学) 

   学士(獣医学)(共同獣医学科を卒業した者) 

工学部を卒業した者  学士(工学) 

第9節 他の大学等における授業科目の履修等 

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第108条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学又は短期大

学において履修した授業科目について修得した単位を、本学における授業科目の履修によ

り修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は、第 99条第 1項及び第 2項、

次条第1項並びに第109条第1項の規定により、本学において修得したものとみなす単位数

と合わせて、60単位を超えない範囲で第98条に規定する単位数に算入することができる。 

3 前項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用する。 

(休学期間中の授業科目の履修等) 

第108条の2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に他の大学又は短期大学(外国の

大学又は短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位を、当該学部

教授会の議を経て、本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができ

る。 
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2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は、第 99条第 1項及び第 2項、

前条第1項並びに次条第1項の規定により、本学において修得したものとみなす単位数と合

わせて、60単位を超えない範囲で第98条に規定する単位数に算入することができる。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第109条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科におけ

る学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、

単位を与えることができる。 

2 前項の規定により与えることのできる単位は、第99条第1項及び第2項、第108条第1項

並びに前条第1項の規定により、本学において修得したものとみなす単位数と合わせ60単

位を超えないものとする。 

3 大学以外の教育施設等における学修については、別に定める。 

(留学) 

第 110条 学生は、第 108条の規定に基づき、外国の大学又は短期大学において修学するため、

留学しようとするときは、当該学部長を経て、学長に願い出なければならない。 

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学部教授会の議を経て、これを許可することが

できる。 

(特別聴講学生) 

第111条 他の大学又は短期大学(外国の大学又は短期大学を含む。)の学生が、本学において

特定の授業科目を履修することを志願しようとするときは、別に定めるところにより、学

長に願い出なければならない。 

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学部教授会(東京農工大学科学技術短期留学プロ

グラムに係る場合にあっては、国際センター運営委員会)の議を経て、特別聴講学生として

これを許可することができる。 

附 則 

1 この学則は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。 

2 平成16年3月31日に工学研究科、農学研究科及び生物システム応用科学研究科(以下「旧

研究科」という。)に在学する者は、この規則の適用に伴い、第2条第2項に規定する工学

教育部、農学教育部及び生物システム応用科学教育部に在学し、旧研究科を修了するため

必要であった教育課程の履修を当該教育部において行うものとする。 

3 次の専攻の収容定員は、第53条の規定にかかわらず、平成16年度及び平成17年度におい

ては、次の表のとおりとする。 

教育部等名 専攻名 
平成16年度 平成17年度 

前期課程 後期課程 前期課程 後期課程 

工学教育部 生命工学専攻 71 32 76 37 

応用科学専攻 116 28 116 35 

機械システム工学専攻 103 27 106 33 

電子情報工学専攻 － 37 － 47 
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物理システム工学専攻 43 － 44 － 

電気電子工学専攻 82 － 82 － 

情報コミュニケーション工学専攻 57 － 58 － 

  計 472 124 482 152 

 

  

教育部等名 専攻名 16年度 

農学教育部 生物生産科学専攻 39 

共生持続社会学専攻 26 

応用生命化学専攻 36 

生物制御科学専攻 27 

環境資源物質科学専攻 21 

物質循環環境科学専攻 27 

自然環境保全学専攻 33 

農業環境工学専攻 18 

国際環境農学専攻 50 

  計 277 

  

教育部等名 専攻名 

平成16年度 平成17年度 

前期課

程 

後期課

程 

前期課

程 

後期課

程 

生物システム応用科学教育

部 

生物システム応用科学専

攻 

104 66 104 66 

  計 104 66 104 66 

 

  

専攻名 16年度 17年度 

生物生産学専攻 32 34 

生物工学専攻 16 17 

資源・環境学専攻 12 12 

計 60 63 

4 次の学科の収容定員は、第83条の規定にかかわらず、平成16年度、平成17年度及び平成

18年度においては、次の表のとおりとする。 

学部及び学科 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

農学部 生物生産学科 237 234 231 

応用生物科学科 296 292 288 

環境資源科学科 256 252 248 

地域生態システム学科 316 312 308 

獣医学科 210 210 210 

118



計 1,315 1,300 1,285 

工学部 生命工学科 341 336 333 

応用分子化学科 204 200 197 

有機材料化学科 184 180 177 

化学システム工学科 156 154 152 

機械システム工学科 512 504 500 

物理システム工学科 236 232 228 

電気電子工学科 413 406 399 

情報コミュニケーション工学科 275 270 － 

情報工学科 － － 267 

計 2,321 2,282 2,253 

合計 3,636 3,582 3,538 

附 則(平成17年4月1日 17経教規則第2号) 
 

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

2 連合農学研究科の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成17年度及び平

成18年度においては、次の表のとおりとする。 

学府等名 専攻名 平成17年度 平成18年度 

連合農学研究科 生物生産学専攻 44人 56人 

生物工学専攻 21人 26人 

資源・環境学専攻 16人 20人 

計 81人 102人 

3 技術経営研究科の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成17年度におい

ては、次の表のとおりとする。 

教育部等名 専攻名 平成17年度 

技術経営研究科 技術リスクマネジメント専攻 40人 

附 則(平成17年4月1日 17経教規則第5号) 
 

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

2 平成17年3月31日現在在学している者については、改正後の別表第3の1、別表第4及び

別表第5の1の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

附 則(平成17年6月29日 17経教規則第11号) 
 

この規則は、平成17年6月29日から施行する。 

附 則(平成17年11月7日 17経教規則第12号) 
 

この規則は、平成17年11月7日から施行する。 

附 則(平成18年4月1日18教規則第3号) 
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1 この規則は、平成18年4月1日から施行する。ただし、第32条の次に1条を加える改正

規定は、平成18年3月27日から施行し、平成18年3月1日から適用する。この場合にお

いて、「当該学府教授会等(農学府及び技術経営研究科を除く。)」とあるのは、同年3月3

1日までの間に限り、「当該教育部教授会等(農学教育部及び技術経営研究科を除く。)」と

読み替えるものとする。 

2 平成18年3月31日に工学教育部、農学教育部及び生物システム応用科学教育部(以下「旧

教育部」という。)に在学する者は、国立大学法人東京農工大学研究部等の名称変更に伴う

規則等の整理に関する規程の適用に伴い、国立大学法人東京農工大学学則第2条第2項に規

定する工学府、農学府及び生物システム応用科学府に在学し、旧教育部を修了するため必

要であった教育課程の履修を当該学府において行うものとする。 

3 平成18年3月31日現在在学している者については、この規則及び国立大学法人東京農工

大学研究部等の名称変更に伴う規則等の整理に関する規程の施行により改正される次の別

表(工学府、農学府及び生物システム応用科学府の部分を除く。)にかかわらず、なお、従前

の例による。 

(1) 別表3の1 

(2) 別表4 

(3) 別表7 

(4) 別表8 

(5) 別表9 

附 則(平成18年10月25日 18経教規則第5号) 
 

この規則は、平成18年10月25日から施行し、第36条第1項、同条第4項及び第42条第3

項の改正規定は、平成19年4月1日から、第39条の次に1条を加える規定は、平成16年4月

1日から、第40条第3号の次に1号を加える規定は、平成18年10月25日から、それぞれ適

用する。 

附 則(平成19年4月1日19教規則第1号) 
 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年4月1日18教規則第6号) 
 

1 この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

2 平成19年3月31日現在在学している者については、改正後の別表第5の3の規定にかか

わらず、なお、従前の例による。 

附 則(平成19年4月1日18教規則第13号) 
 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年4月23日19教規則第4号) 
 

この規則は、平成19年4月23日から施行し、平成19年4月1日から適用する。 
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附 則(平成19年10月24日19経規則第7号) 
 

この規則は、平成19年10月24日から施行し、平成19年7月16日から適用する。 

附 則(平成20年4月1日20教規則第1号) 
 

この規則は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年7月7日20教規則第10号) 
 

この規則は、平成20年7月7日から施行し、7月1日から適用する。ただし、第4条第2項

にかかる改正については、平成20年6月1日から適用する。 

附 則(平成20年7月28日20教規則第14号) 
 

この規則は、平成20年7月28日から施行し、平成20年6月18日から適用する。 

附 則(平成20年11月1日20経規則第20号) 
 

この規則は、平成20年11月1日から施行する。 

附 則(平成21年2月1日21経規則第2号) 
 

この規則は、平成21年2月1日から施行する。 

附 則(平成21年2月23日21教規則第3号) 
 

この規則は、平成21年2月23日から施行し、平成21年2月1日から適用する。 

附 則(平成21年4月1日21経規則第4号) 
 

この規則は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年6月22日21経規則第18号) 
 

この規則は、平成21年6月22日から施行し、平成21年6月1日から適用する。 

附 則(平成21年9月28日21教規則第23号) 
 

この規則は、平成21年9月28日から施行する。 

附 則(平成21年11月1日21教規則第24号) 
 

この規則は、平成21年11月1日から施行する。 

附 則(平成22年4月1日 22経教規則第2号) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。ただし、第103条第3項の改正規定は、平

成22年4月1日以降に入学した学生から適用する。 

2 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定に

かかわらず、平成22年度及び平成23年度においては、次の表のとおりとする。 
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学府等名 専攻名 平成22年度 平成23年度 

生物システム応用科学府 共同先進健康科学専攻 6人 12人 

附 則(平成22年4月1日21教規則第19号) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

2 平成22年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、改正後

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成23年4月1日 23経教規則第8号) 
 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。ただし、附則の改正規定は、平成22年4

月1日から適用する。 

2 次の表に掲げる専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成23年度及

び平成24年度においては、次の表のとおりとする。 

学府等名 専攻名 平成23年度 

工学府(博士前期課程又は専門職学位課程) 生命工学専攻 96人 

応用化学専攻 136人 

機械システム工学専攻 123人 

物理システム工学専攻 48人 

電気電子工学専攻 107人 

情報工学専攻 71人 

産業技術専攻 40人 

 

  

学府等名 専攻名 平成23年度 

農学府 生物生産化学専攻 48人 

応用生命化学専攻 51人 

生物制御科学専攻 37人 

国際環境農学専攻 48人 

 

  

学府等名 専攻名 平成23年度 

生物システム応用科学府(博士前期課程) 生物システム応用科学専攻 121人 

 

  

学府等名 専攻名 平成23年度 平成24年度 

連合農学研究科 環境資源共生科学専攻 24人 27人 

農林共生社会科学専攻 14人 16人 
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学府等名 専攻名 平成23年度 

技術経営研究科 技術リスクマネジメント専攻 40人 

附 則(平成23年5月23日23経規則第13号) 
 

この規則は、平成23年5月23日から施行し、平成23年4月1日から適用する。 

附 則(平成23年10月3日23教規則第16号) 
 

この規則は、平成23年10月3日から施行し、平成23年4月25日から適用する。 

附 則(平成23年11月7日 23経規則第18号) 
 

この規則は、平成23年11月7日から施行する。 

附 則(平成24年4月1日 23教規則第15号) 
 

この規則は、平成24年4月1日から施行し、平成24年度入学生から適用する。 

附 則(平成24年4月1日 23教規則第20号) 
 

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

2 平成24年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、改正後

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 農学部共同獣医学科の収容定員は、改正後の別表第6の規定にかかわらず、平成24年度か

ら平成28年度までの各年度においては、次の表のとおりとする。 

学部及び学科名 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

農学部共同獣医学科 35人 70人 105人 140人 175人 

附 則(平成24年4月1日 24教規則第2号) 
 

この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年7月9日 24教規則第4号) 
 

この規則は、平成24年7月9日から施行する。 

附 則(平成25年1月7日 25教規則第1号) 
 

この規則は、平成25年1月7日から施行する。 

附 則(平成25年4月1日 24教規則第5号) 
 

この規則は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年4月1日 25教規則第2号) 
 

この規則は、平成25年4月1日から施行する。 
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附 則(平成25年4月1日 25教規則第4号) 
 

この規則は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年10月28日教規則第12号) 
 

この規則は、平成25年10月28日から施行する。 

附 則(平成26年4月1日経教規則第2号) 
 

この規則は、平成26年4月1日から施行する。ただし、第39条、第39条の3及び第40条

の改正規定は、平成26年3月17日から施行し、平成26年10月1日以降に入学する者から適

用する。 

別表第1(第47条関係) 

  生物生産科学部門 

  共生持続社会学部門 

  応用生命化学部門 

  生物制御科学部門 

農学研究院 環境資源物質科学部門 

  物質循環環境科学部門 

  自然環境保全学部門 

  農業環境工学部門 

  国際環境農学部門 

  動物生命科学部門 

  生物システム科学部門 

  生命機能科学部門 

  応用化学部門 

  先端機械システム部門 

  先端物理工学部門 

工学研究院 先端電気電子部門 

  先端情報科学部門 

  先端健康科学部門 

  数理科学部門 

  言語文化科学部門 

別表第2(第53条関係) 

学府等名 専攻名 

博士前期課程、修士課程又は専

門職学位課程 
博士後期課程 

入学定員(人) 総定員(人) 
入学定員

(人) 

総定員

(人) 
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工学府 

生命工学専攻 58 116 14 42 

応用化学専攻 78 156 14 42 

機械システム工学専

攻 
70 140 13 39 

電子情報工学専攻 － － 19 57 

物理システム工学専

攻 
26 52 － － 

電気電子工学専攻 66 132 － － 

情報工学専攻 42 84 － － 

産業技術専攻 40 80 － － 

計 380 760 60 180 

農学府 

生物生産科学専攻 27 54 － － 

共生持続社会学専攻 12 24 － － 

応用生命化学専攻 30 60 － － 

生物制御科学専攻 20 40 － － 

環境資源物質科学専

攻 
11 22 － － 

物質循環環境科学専

攻 
17 34 － － 

自然環境保全学専攻 19 38 － － 

農業環境工学専攻 10 20 － － 

国際環境農学専攻 28 56 － － 

計 174 348 － － 

生物システム応

用科学府 

生物システム応用科

学専攻 
69 138 22 66 

共同先進健康科学専

攻 
－ － 6 18 

（共同先進健康科学

専攻全体） 
－ － (10) (30) 

計 69 138 28 84 

連合農学研究科 

生物生産科学専攻 － － 15 45 

応用生命科学専攻 － － 10 30 

環境資源共生科学専

攻 
－ － 10 30 

農業環境工学専攻 － － 4 12 

農林共生社会科学専

攻 
－ － 6 18 

計 － － 45 135 

合計 623 1246 133 399 
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別表第3の1(第64条関係) 

工学府の博士前期課程 

生命工学専攻 応用化学専攻 機械システム工学専攻 

 生命機能工学 

 応用生物工学 

 バイオソサエティ工学 

 物質応用化学 

 有機材料化学 

 システム化学工学 

 物質生物計測 

 システム基礎解析 

 設計生産システム 

 機械知能システム工学 

物理システム工学専攻 電気電子工学専攻 情報工学専攻 

 量子系工学 

 複雑系工学 

 電気電子システム工学 

 電子メディア工学 

 環境エネルギー工学 

 情報工学 

 ユビキタス＆ユニバーサル情報環境 

別表第3の2(第64条関係) 

農学府の修士課程 

生物生産科学専攻 共生持続社会学専攻 応用生命化学専攻 

 生産機能利用学  農業経営経済学  分子生命化学 

 生産機能解析学  人間自然共生学  生物機能化学 

生物制御科学専攻 環境資源物質科学専攻 物質循環環境科学専攻 

 生物制御学  資源物質科学  環境保護学 

自然環境保全学専攻 農業環境工学専攻 国際環境農学専攻 

 生態系計画学  生産環境工学  国際環境修復保全学 

 森林環境学  国際生物生産資源学 

   国際地域開発学 

別表第3の3(第64条関係) 

生物システム応用科学府の博士前期課程 

生物システム応用科学専攻 

 物質機能システム学 

 生体機構情報システム学 

 循環生産システム学 

別表第4(第67条関係) 

学府及び専攻 
教育職員免許状の種類(免許教

科の種類) 

工学府 

生命工学専攻   

応用化学専攻 高等学校教諭専修免許状(理

科) 
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機械システム工学専攻   

電気電子工学専攻   

物理システム工学専攻 中学校教諭専修免許状(数学) 

高等学校教諭専修免許状(数

学) 

情報工学専攻 高等学校教諭専修免許状(情

報) 

農学府 

生物生産科学専

攻 

理科分野の単位を修得

した場合 

  

共生持続社会学

専攻 
  

応用生命化学専

攻 
  

生物制御科学専

攻 
中学校教諭専修免許状(理科) 

環境資源物質科

学専攻 
  

物質循環環境科

学専攻 

高等学校教諭専修免許状(理

科) 

自然環境保全学

専攻 
  

農業環境工学専

攻 
  

国際環境農学専

攻 
  

生物生産科学専

攻 

農業分野の単位を修得

した場合 

高等学校教諭専修免許状(農

業) 

共生持続社会学

専攻 

自然環境保全学

専攻 

農業環境工学専

攻 

国際環境農学専

攻 

生物システム応用

科学府 
生物システム応用科学専攻 

中学校教諭専修免許状(理科) 

  

高等学校教諭専修免許状(理

科) 
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別表第5の1(第68条関係) 

工学府の博士後期課程 

生命工学専攻 応用化学専攻 機械システム工学専攻 電子情報工学専攻 

 生体機能工学 

 応用生物工学 

 バイオソサエティ工

学 

 精密分子化学 

 有機材料化学 

 システム化学工

学 

 物質生物計測 

 機械物理工学 

 システム設計工学 

 機械知能システム工

学 

 物理応用工学 

 電子応用工学 

 知能・情報工学 

 環境エネルギー工

学 

別表第5の2(第69条関係) 

生物システム応用科学府の博士後期課程 

生物システム応用科学専攻 

 物質機能システム学 

 生体機構情報システム学 

 循環生産システム学 

別表第5の3(第70条関係) 

連合農学研究科の博士課程 

生物生産科学専攻 植物生産科学 動物生産科学 生物制御科学 

応用生命科学専攻 応用生物化学 生物機能化学 

環境資源共生科学専攻 森林資源物質科学 環境保全学 

農業環境工学専攻 農業環境工学 

農林共生社会科学専攻 農林共生社会科学 

別表第6(第83条関係) 

学部及び学科 
入学定員

(人) 

収容定員

(人) 
学部及び学科 

入学定員

(人) 

第90条による編入

学定員(人) 

収容定員

(人) 

農学部     工学部       

 生物生産学科 57 228  生命工学科 77 11 330 

 応用生物科学

科 
71 284 

 応用分子化

学科 
46 5 194 

 環境資源科学

科 
61 244 

 有機材料化

学科 
41 5 174 

 地域生態シス

テム学科 
76 304 

 化学システ

ム工学科 
35 5 150 

 共同獣医学科 35 210 
 機械システ

ム工学科 
116 16 496 
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 （共同獣医学

科全体） 
(65) (390) 

 物理システ

ム工学科 
56 － 224 

      
 電気電子工

学科 
88 20 392 

       情報工学科 62 8 264 

計 300 1,270 計 521 70 2,224 

合計 821 70 3,494 

別表第7(第95条関係) 

農学部 

生物生産学科 応用生物科学科 環境資源科学科 

 生産機能利用学  分子生命化学  環境保護学 

 生産機能解析学  生物機能化学  資源物質科学 

 農業経営経済学  生物制御学   

地域生態システム学科 共同獣医学科 

 生態系計画学  獣医解剖学 獣医生理学 獣医薬理学 

 森林環境学  獣医病理学 獣医微生物学 獣医衛生学 

 生産環境工学  動物行動学 獣医内科学 獣医外科学 

 人間自然共生学  獣医臨床繁殖学 

 

  

工学部 

生命工学科 応用分子化学科 有機材料化学科 

 生体機能工学  先端応用化学  有機機能材料化学 

 応用生物工学 

化学システム工学科 機械システム工学科 物理システム工学科 

 環境エネルギー化学工学  システム基礎解析  量子システム工学 

 設計生産システム  複雑系工学 

電気電子工学科 情報工学科   

 電気電子システム工学  情報工学 

 電子メディア工学  情報環境工学 

   言語文化コミュニケーション 

 

  

教職学科目 

 教育学 

 教育心理学 

別表第8 削除 
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別表第9(第103条関係) 

学部及び学科 教育職員免許状の種類(免許教科の種類) 

農学部 

生物生産学科 

応用生物科学科 

環境資源科学科 

地域生態システム学科 

理科コース 
中学校教諭1種免許状(理科) 

高等学校教諭1種免許状(理科) 

生物生産学科 

応用生物科学科 

環境資源科学科 

地域生態システム学科 

農業コース 高等学校教諭1種免許状(農業) 

工学部 

生命工学科 

応用分子化学科 

有機材料化学科 

化学システム工学科 

機械システム工学科 

電気電子工学科 

中学校教諭1種免許状(理科) 

高等学校教諭1種免許状(理科) 

物理システム工学科 
中学校教諭1種免許状(数学・理科) 

高等学校教諭1種免許状(数学・理科) 

情報工学科 
中学校教諭1種免許状(数学) 

高等学校教諭1種免許状(情報・数学) 
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別紙様式第１号（第２０条関係） 

 

誓        約        書 

                           平成  年  月  日 

    東京農工大学長  殿 

 

  わたくしは、東京農工大学入学の上は、学則をはじめ諸規則を守り、学生の本分をつくして

勉学することを誓約します。  

                      本 籍（     都・道・府・県） 

                          学  部       学 科 

                          学府（研究科）   学専攻 

                          （ふりがな） 

                           氏 名        印 

                                 年 月 日生 

 

  上記の者の貴学在学中にかかる授業料等の納入及び学生としての義務の履行について 

保証人として一切の責任を負います。 

  

                            連帯保証人 

                                 〒□□□－□□ 

                              現住所 

                               ＴＥＬ（  ）－ 

                           学生との関係（ ）職業（ ） 

                           （ふりがな） 

                            氏 名        印 

                                 年 月 日生 

 

  １ 氏名などは自分で書き、ふりがなをつけ、印を押してください。 

  ２ この誓約書に記載された本籍・氏名は、今後大学で作成する書類のもととなるので、戸

籍に記載されているとおり正確に書いてください。 

  ３ 連帯保証人は、父母兄姉又はこれに準ずる成年者としてください。 

  ４ 外国人留学生については、連帯保証人欄の記載は不要です。 

  ５ 「授業料等」とは、入学料・授業料・寄宿料です。 
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○東京農工大学学部における教育研究上の目的に関する規程 

(目的) 

第1条 この規程は、国立大学法人東京農工大学学則第82条第2項の規定に基づき、

国立大学法人東京農工大学(以下、「本学」という。)農学部及び工学部の各学科

における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を明確にする。  

(農学部における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的) 

第2条 農学部においては、農学、生命科学、環境科学、獣医学分野の諸問題の解

決と持続発展可能な社会の形成に資するため、広く知識を授けるとともに専門の

学芸を教授し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させて優れた能力を有する人

材を養成することを目的とし、各学科については、次のとおりとする。  

(工学部における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的) 

第3条 工学部においては、工学分野の科学技術に関する基礎及び専門的知識・技

術を教授し、解決すべき諸問題の本質を見抜く能力の涵養とそれらを持続可能な

社会の実現に生かすことのできる幅広い教養と専門知識を有する人材を養成する

ことを目的とし、各学科については、次のとおりとする。  

(平成20年4月1日20教規程第6号)
改正 平成24年4月1日 23教規程第52号

学科名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生物生産学科 日本および世界の農業を広く深く理解するとともに、農業に関
わる最先端の科学と技術に関する知識を身につけ、生産環境、
植物生産、動物生産および農業経営経済の分野において優れた
基礎的・応用的能力を有する、広い視野に立つ人材を養成す
る。この目的を達成するため、前記専門分野における革新的学
術研究を併せて実施する。

応用生物科学科 分子生命化学、生物機能化学、生物制御学などのバイオサイエ
ンス・バイオテクノロジーの分野において優れた基礎的・応用
的能力を有する、広い視野に立つ人材を養成する。この目的を
達成するため、前記専門分野における革新的学術研究を併せて
実施する。

環境資源科学科 人類が地球環境と調和して生きていくための科学技術を創成す
ることを目指し、生物学、化学、物理学などの自然科学に関す
る基礎学力を身につけ、環境や資源に関する問題解決に貢献し
うる洞察力と探究心をそなえた人材を養成する。この目的を達
成するため、前記専門分野における革新的学術研究を併せて実
施する。

地域生態システ
ム学科

森林・農村・都会を連続した地域と捉え、農の営みや自然と人
間活動の多様な関係を対象として、自然科学と人文社会科学の
協働による地域管理・計画に関する知識を身につけ、企業・研
究機関・行政機関・地域社会における問題解決型の有能な人材
を養成する。この目的を達成するため、前記専門分野における
革新的学術研究を併せて実施する。

共同獣医学科 岩手大学との共同教育課程として、「人類と動物の健康と福祉
に貢献する」ことを理念に掲げ、両大学が持つ教育資源の活用
とスケールメリットを活かした教育体系を確立し、動物の疾病
の予防・治療、生命科学、公衆衛生、感染症防疫、食品安全な
ど、多岐にわたる分野において高度な専門知識及び技術と、高
い倫理性を兼ね備えた、国際的に通用する人材を育成する。こ
の目的を達成するため、前記専門分野における革新的学術研究
を併せて実施する。

学科名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生命工学科 最先端の生命工学分野において、研究者・専門技術者・職業人
として社会のニーズに即応しながら中核で活躍できる人材を養
成するための基礎教育を行う。また物事を論理的に思考する能
力を養い、国内外での学会発表等におけるコミュニケーション
能力を身につけさせる。
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附 則  

この規程は、平成20年4月1日から施行する。  

附 則(平成24年4月1日 23教規程第52号)  

1 この規程は、平成24年4月1日から施行する。  

2 平成24年3月31日現在在学している者については、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  

応用分子化学科 自然、生命、環境、エネルギーに関連した諸問題を解決し発展
させるため、これらを原子、分子レベルで理解し、制御し、応
用する能力を持ち、最先端の化学の中で活躍できる基礎力と創
造性を持つ人材を育成する。

有機材料化学科 有機材料の本質を分子レベルおよび分子集合体レベルで洞察す
る能力を有し、高機能性と安全性・低環境負荷性の両立が可能
な材料を自由に設計・合成・解析できる研究者および技術者を
養成するために、化学を軸に物理学をも含めた材料科学指向の
体系的な基礎・専門教育を行う。

化学システム工
学科

化学工学の基礎から専門までの知識を幅広く修得させ、地球、
環境、エネルギー、新素材、生命、情報、社会システム等をキ
ーワードに、新しい化学システムを創造することができ、かつ
国際的な視野で活躍ができるケミカルエンジニアを育成する。

機械システム工
学科

環境と調和し時代を超える"Unique & Best"なハイパーマシン
を創造する人材を育成すべく、数学・物理を基礎として機械工
学全般にわたる基盤教育を推進する。知的好奇心、洞察力と創
造力、社会性と倫理観、経営センス、語学力と国際性を発揮し
て世界で活躍する技術者を理想像とする。

物理システム工
学科

物理学を基礎から体系的に学び、その基本原理を習得するとと
もに、論理的思考能力を培うことで、多様化し複雑化する工学
的課題に対して、物理学的視点・方法から問題を発見・分析し
て、その解決の方策を実践的に展開させる能力を持つ人材の養
成を目的とする。

電気電子工学科 現代社会の持続的発展に不可欠な電気電子工学分野の基盤技術
を支え、国際的に産業技術の進展に貢献できる人材を養成する
ことを教育の目的とする。そのために、新しい素子・材料の創
出をベースとした先端的な電気電子システムの構築、並びに、
人間・環境と機械の間の情報交換をおこなうための電子メディ
ア技術の創出に必要な教育研究を行う。

情報工学科 実験や演習を通して「作」ることを経験し、新しい情報システ
ムを「創」り出し、さらに「造」りあげる誇りと喜びを見い出
しつつ、《創・造・作》の修得を目的とする。この理念に基づ
き、計算機の動作原理から最先端技術の実現方式に至るまで把
握でき、研究者・技術者として第一線で活躍できる人材を養成
する。
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○東京農工大学大学院における教育研究上の目的に関する規程 

(目的) 

第1条 この規程は、国立大学法人東京農工大学学則第45条第2項、第46条第2項及

び第46条の2第2項の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学(以下、「本学」

という。)大学院修士課程、博士課程及び専門職学位課程の各専攻における人材

の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を明確にする。  

(工学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的) 

第2条 工学府においては柔軟な発想力と確かな知識を持ち、独創的な「ものづく

り」ができる学生及び高い倫理観と本質を見抜く卓越した能力を有する技術者・

研究者の養成を目的とし、各専攻については、次のとおりとする。  

(平成19年4月1日19教規程第1号)
改正 平成22年4月1日 22教規程第7号 平成23年4月1日 23教規程第3号

平成26年4月1日教規程第8号 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生命工学専攻 最先端の生命工学の専門家として、現在社会のニーズに
即応して活動でき、新たなニーズの発掘とシーズの発見
能力に富んだ、研究者・専門家・職業人として社会の中
核で活躍できる人材を養成する。また国際性、コミュニ
ケーション能力、国内外の学会発表や論文発表ができる
能力を身につけさせる。

応用化学専攻 持続型社会の形成に貢献するべく、資源・エネルギー・
素材／材料・地球環境に関連する化学・技術的諸問題を
解決し、先導的役割を果たす高度専門的指導能力を有す
る人材の養成を目的とし、さらにはその成果をもって全
世界の平和と福祉に寄与する。

機械システム工学専
攻

物理・数学及び機械工学の専門知識と応用力を身につ
け、環境と調和するUnique & Bestな機械システムの理想
像を追求し、国際社会と世界の文化に関して深い理解と
洞察ができ、豊かなコミュニケーション能力で国際的に
活躍できる人材の養成を目的とする。

物理システム工学専
攻

高度な物理の基礎と専門教育により、各専門分野の研
究・開発の現状、その概念・方法を学ぶとともに高い論
理的思考能力を培い、直面する課題に対して物理学的視
点・方法から問題を発見・分析して、その解決方策を実
践的に展開させる能力を持つ人材の養成を目的とする。

電気電子工学専攻 現代社会の根幹を支える電気電子工学の先端技術動向及
び関連する専門知識を修得させるとともに、各専門分野
の研究活動参画や企業活動への共同参画を通じて、社会
的ニーズに基づいた実践的な研究開発能力を有する、電
気電子工学技術の発展に寄与する人材を養成する。

情報工学専攻 情報工学に関する深い知識に基づき、新しい情報理論・
概念を創造し、より完成度の高いシステムを造り上げて
いく高度な能力を持つ人材の養成を目的とする。その目
的の達成のため、自らの手で研究開発を推進する実践型
教育を重要視するとともに、対外発表等を通じて学際性
や国際性を涵養する。

電子情報工学専攻 物理学、電気電子工学、情報工学の各分野の先導的な学
識を教授し、また自立した研究者に相応しい課題発掘能
力、実践的研究能力、技術開発の展開能力、国際性と情
報発信能力、社会的ニーズに対する柔軟性などを涵養し
て、当該分野や分野横断的な未知の課題の解決に対応し
得る人材を養成する。

産業技術専攻 生命、化学、機械、情報工学の各産業分野の先鋭の科学
技術に精通し、かつ技術経営知識を活用して戦略的に研
究開発・製品開発プロジェクトの推進・管理・運営を行
える人材及びこれら産業技術シーズを戦略的に提供し、
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(農学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的) 

第3条 農学府は、農学、生命科学、環境科学分野の諸課題の解決と持続発展可能

な社会の形成に資するため、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野にお

ける研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越

した能力を有する人材を養成し、各専攻については、次のとおりとする。  

産業技術イノベーションを推進・展開できる技術者・研
究者・経営者の養成を目的とする。

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生物生産科学専攻 食料生産技術と環境保全の調和、持続的な生物生産の確
立、食料自給率向上や安定供給、動植物の生産機能の解
明、バイオマス利活用技術の開発等に貢献する能力を有
する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。こ
の目的を達するため前記専門分野における革新的学術研
究を併せて実施する。

共生持続社会学専攻 人文社会科学分野において、農学諸分野の科学技術を理
解し、企画・課題遂行・調整などに卓越した能力を有す
る、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この
目的を達するため共生人間学・環境社会関係学・食糧環
境経済学の専門分野における革新的学術研究を併せて実
施する。

応用生命化学専攻 生体分子化学、生理生化学、分子生物学、環境老年学な
どの生命機能を理解し応用する専攻分野において卓越し
た能力を有する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養
成する。この目的を達するため前記専門分野における革
新的学術研究を併せて実施する。

生物制御科学専攻 植物、微生物、昆虫などの生物の制御及び生物間相互作
用に関する研究分野において卓越した能力を有する、広
い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この目的を
達するため前記専門分野における革新的学術研究を併せ
て実施する。

環境資源物質科学専
攻

環境資源物質科学分野において卓越した能力を有する、
広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。特に資源
物質の構造解析や機能、利用技術、環境への影響・負荷
の低減化に寄与できる人材を育成する。この目的を達す
るため前記専門分野における革新的学術研究を併せて実
施する。

物質循環環境科学専
攻

環境化学及び環境生物学分野において卓越した能力を有
する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。こ
の目的を達するため前記専門分野における革新的学術研
究を併せて実施する。

自然環境保全学専攻 野生生物、山地・森林、都市及び人間を対象にして、自
然環境の持続的利用と保護及び回復に関わる自然環境保
全学分野において卓越した能力を有する、広い視野に立
つ専門家及び研究者を養成する。この目的を達するため
前記専門分野における革新的学術研究を併せて実施す
る。

農業環境工学専攻 農学と工学の手法を駆使して、海外も含めた農山村地域
の発展に貢献し、持続的食料生産システムや地域環境整
備を行う農業環境工学分野において卓越した能力を有す
る、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この
目的を達するため前記専門分野における革新的学術研究
を併せて実施する。

国際環境農学専攻 学際的な環境農学分野において、国際的視野を持ち、諸
外国の文化を理解し、国際社会において指導的立場で活
躍できる専門家及び研究者を養成する。この目的を達す
るために前記専門分野における革新的学術研究を併せて
実施する。
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(生物システム応用科学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的) 

第4条 生物システム応用科学府における人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的は、次のとおりとする。  

(連合農学研究科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的) 

第5条 連合農学研究科においては日本及びアジアでの中核的な博士課程大学院と

しての発展を目指し、広い視野から生物生産科学、応用生命科学、環境資源共生

科学、農業環境工学、農林共生社会科学に関する高度な専門知識、理解力、洞察

力、実践力を獲得できる創造的で機能性に富んだ教育を追求し、総合的判断力を

備え、国際社会に貢献できる高度専門職業人や研究者を養成することを目的と

し、各専攻については、次のとおりとする。  

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生物システム応用科
学専攻

生物あるいは生態系システムの持つ柔軟性の本質を抽出
し、システム化して、新たな生産に結びつける「生物シ
ステム応用科学」を教育、研究する。

博士前期課程2年、博士後期課程3年の一貫教育を通し
て、広い視野と高度に専門的な「生物システム応用科
学」の知識と技術を有する人材を養成するとともに、自
立して研究活動を行うことができ、国際的な視野を持つ
研究者を育成する。さらに、社会的要請に対応して、す
でに実社会で活躍している専門技術者の再教育(社会人教
育)を積極的に展開する。

共同先進健康科学専
攻

早稲田大学との共同大学院として、博士後期課程3年の大
学院共同教育課程を編成し、“健康”を先進的な科学技
術に立脚した学問領域として教育、研究する。

1)生命科学2)食科学3)環境科学の3つの分野を柱として、
両大学の特性を生かした幅広い教育プログラムを通し
て、健康科学に関わる科学技術の先進的融合型教育を実
施することにより、高度なコミュニケーション能力・国
際性・問題解決能力・探求能力を有し、学術界のみなら
ず産業界で活躍できる研究者を養成する。

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

生物生産科学専攻 作物及び家畜・家蚕の生理・生態、遺伝育種及び作物と
病害虫、作物と雑草との相互作用を科学的に解析して、
人類の生存に不可欠な持続可能な生物生産のための基盤
を確立するとともに、植物生産科学、動物生産科学、生
物制御科学に関する基礎から応用まで総合的な教育と研
究を行う。

応用生命科学専攻 生命現象の根源をなす生体反応を解析して、人類の生存
に必要な物質生産のための基盤を確立するとともに、そ
の応用、開発を行うことを目的とし、生物資源や生物機
能の活用、生物素材の保存に関する科学と技術について
総合的な教育と研究を行う。

環境資源共生科学専
攻

地球上の生物資源と人間活動の場を科学的に解明し、資
源の効率的な生産とその保全、地球環境の保全と自然保
護の科学を総合的に考究することで、人類が持続的に生
きていくために必要な生物圏の科学を、総合的な見地か
ら有機的に関連させつつ教育と研究を行う。

農業環境工学専攻 農業生産の基盤となる農地の土と水に関する工学、地域
の水利用と水質管理及び水環境の保全に関する工学、地
域資源の保全と地域の環境計画、農業生産の最適化と効
率化に関するシステム工学、作物や家畜の生産及び生産
物の加工流通における環境制御工学等に関する研究を通
して、これからの持続的且つ環境保全的な農業生産を支
える工学技術分野について、基礎から応用までの総合的
な教育と研究を行う。
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附 則  

この規程は、平成19年4月1日から施行する。  

附 則(平成22年4月1日 22教規程第7号)  

この規程は、平成22年4月1日から施行する。  

附 則(平成23年4月1日 23教規程第3号)  

この規程は、平成23年4月1日から施行する。  

附 則(平成26年4月1日教規程第8号)  

この規程は、平成26年4月1日から施行する。  

農林共生社会科学専
攻

人間と自然との共生のあり方、共生持続型社会システム
のあり方、効率的で環境保全的な農業生産を可能とする
経営組織のあり方、資源循環型食料生産・流通とそれを
可能とする地域社会システムのあり方、農業生産から消
費に至る全過程(フードシステム)における主体のあり
方、農業に関わる資源及び農産物等に関する所有・流
通・分配のあり方、等の社会経済的諸課題を究明できる
総合的な教育と研究を行う。
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○国立大学法人東京農工大学学位規程 

(平成16年4月1日教規程第22号)

改正 平成19年4月1日 19教規程第3号 平成19年5月1日 19教規程第19号

平成22年4月1日 22教規程第6号 平成22年9月1日 22教規程第39号

平成22年12月1日 22教規程第42号 平成23年4月1日 23教規程第5号

平成24年4月1日 23教規程第50号 平成24年7月2日 24教規程第30号

平成25年4月1日 25教規程第6号 平成25年4月1日 25教規程第8号

平成25年10月28日教規程第42号 平成26年4月1日教規程第5号 

(目的) 

第1条 この規程は、学位規則(昭和28年文部省令第9号)第13条の規定に基づき、国立大学

法人東京農工大学(以下「本学」という。)が授与する学位について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

(学位の種類) 

第2条 本学において授与する学位は、学士、修士、博士及び修士(専門職)とし、学位の授与

に当たっては、それぞれ次のとおり専攻分野の名称を付記するものとする。 

 学士(農学) 

 学士(獣医学) 

 学士(工学) 

 修士(工学) 

 修士(農学) 

 修士(学術) 

 博士(工学) 

 博士(農学) 

 博士(学術) 

 博士(生命科学) 

 技術経営修士(専門職) 

(学位授与の要件) 

第3条 学士の学位は、本学の農学部又は工学部を卒業した者に授与する。 

2 修士の学位は、本学大学院の工学府若しくは生物システム応用科学府の博士課程の前期2

年の課程又は農学府の修士課程を修了した者に授与する。 

3 博士の学位は、本学大学院の工学府若しくは生物システム応用科学府の博士課程の後期3

年の課程(以下「博士後期課程」という。)又は連合農学研究科の後期3年の課程のみの博士

課程(以下「連合農学研究科の博士課程」という。)を修了した者に授与する。 

4 前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院の博士後期課程又は連合農学研究科

の博士課程の行う学位論文の審査に合格し、かつ、当該課程を修了した者と同等以上の学

力を有することを確認(以下「学力の確認」という。)された者にも授与することができる。 

5 専門職学位は、工学府の専門職学位課程を修了した者に授与する。 

(在学者の学位論文の提出) 
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第4条 在学者の学位論文は、当該学府長又は連合農学研究科長(以下「研究科長」という。)

に提出するものとする。ただし、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第

73条第2項に該当する者にあっては、学位論文に代えて、特定の課題についての研究の成

果を提出するものとする。この場合において本規程中第8条(審査の付託)、第9条(修士の

学位論文の審査委員)、第12条(学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認)、第13条(審

査期間)、第14条(審査結果の報告)、第15条(学府教授会等の議決)、第16条(審査結果の報

告)及び第20条(学位論文の保存)の学位論文に係る事項については、同様の扱いとする。 

2 提出する学位論文は、1 編とする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。 

3 審査のため必要があるときは、論文の訳文又は関係資料を提出させることができる。 

(博士課程を経ない者の学位論文の提出) 

第5条 第3条第4項の規定により学位の授与を申請する者は、学位申請書に学位論文、論文

の要旨、履歴書を添え、審査手数料(以下「手数料」という。)とともに、当該学府長又は研

究科長を経て学長に 提出するものとする。 

2 手数料の額は、別に定める。 

3 学位論文の提出については、前条第2項及び第3項の規定を準用する。 

(退学者の学位論文の提出) 

第6条 本学大学院の博士後期課程又は連合農学研究科の博士課程を退学した者が学位を申請

するときは、前条の規定を準用する。ただし、当該博士課程に標準修業年限以上在学し、

学則第71条第1項の規定により教育を受けた上退学した者が、退学したときから3年以内

に学位を申請するときは、第4条の規定を準用する。この場合において、退学したときか

ら1年を超えたときは、手数料を納付するものとする。 

(学位論文及び手数料の不返付) 

第7条 受理した学位論文及び納付された手数料は、理由のいかんを問わず返付しない。 

(審査の付託) 

第8条 学府長又は研究科長は、第4条及び第6条ただし書の規定による学位論文を受理した

ときは、当該学府教授会又は連合農学研究科教授会(以下「学府教授会等」という。)にその

審査を付託しなければならない。 

2 学長は、第5条及び第6条本文の規定による学位論文の提出があったときは、当該学府長

又は研究科長にその審査を付託するものとする。この場合において、学府長又は研究科長

は、その審査を学府教授会等に付託しなければならない。 

3 学府教授会等は、学位論文の審査を付託されたときは、審査委員を選出して、その審査を

行う。 

(修士の学位論文の審査委員) 

第9条 修士の学位論文の審査委員は、当該専攻課程並びに関連する科目の研究指導を担当す

る教授、准教授及び講師のうちから3人以上とする。 

2 審査委員には、必要に応じ、前項以外の教授、准教授及び講師、本学の他の学府及び研究

科の教員並びに他の大学院等の教員等を加えることができる。 

(専門職学位の学位論文の審査委員) 
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第9条の2 専門職学位の学位論文の審査委員は、当該専攻課程並びに関連する科目の研究指

導を担当する教授、准教授及び講師のうちから2人以上とする。 

2 審査委員には、必要に応じ、前項以外の教授、准教授及び講師、本学の他の学府及び研究

科の教員並びに他の大学院等の教員等を加えることができる。 

(博士の学位論文の審査委員) 

第10条 工学府又は生物システム応用科学府の博士後期課程に在学する者(第6条ただし書に

規定する者を含む。)の学位論文の審査委員は、当該学府の教員3人以上を含む5人以上と

し、次の各号に掲げる者を含ませるものとする。 

(1) 当該学生の指導教員(学則第51条第4項に規定する者をいう。以下同じ。) 

(2) 前号以外の指導教員となり得る資格を有する教員2人以上。ただし、生物システム応

用科学府共同先進健康科学専攻にあっては、うち1人以上を、指導教員となり得る資格

を有する早稲田大学理工学術院先進理工学研究科共同先進健康科学専攻の教員とするこ

と。 

2 工学府又は生物システム応用科学府における第5条及び第6条本文に規定する博士課程を

経ない者の学位論文の審査委員は、当該学府の教員3人以上を含む5人以上とし、指導教員

となり得る資格を有する教員3人以上を含ませるものとする。 

3 工学府教授会又は生物システム応用科学府教授会が必要と認めたときは、本学の他の学府、

研究科の教員及び他の大学院等の教員等を審査委員とすることができる。 

第11条 連合農学研究科の博士課程に在学する者(第6条ただし書に規定する者を含む。)の

学位論文の審査委員は、論文にかかわる専門分野の連合農学研究科教員(学則第51条第4項

に規定する者をいう。)5人以上とする。 

2 連合農学研究科における第5条及び第6条本文に規定する博士課程を経ない者の学位論文

の審査委員は、論文にかかわる専門分野の連合農学研究科教員5人以上とする。 

3 前2項の審査委員には、主指導教員(学則第71条第4項に規定する者をいう。)となり得る

資格を有する連合農学研究科教員3人以上を含ませるものとする。 

4 連合農学研究科教授会が必要と認めたときは、本学の各学府及び他の大学院等の教員等を

審査委員とすることができる。 

(学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認) 

第12条 審査委員は、学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認を行うものとする。 

2 第4条及び第6条ただし書の規定により申請のあった者に対する最終試験は、学位論文の

審査を終えた後、学位論文を中心として関連ある科目又は専門分野等について口頭又は筆

記により行うものとする。 

3 第5条及び第6条本文の規定により申請のあった者に対する学力の確認は、学位論文の審

査を終えた後、学位論文に関連ある専攻分野及び外国語について口頭又は筆記により行う

ものとする。 

(審査期間) 

第13条 第4条の規定により申請のあった者の学位論文の審査及び最終試験は、申請者の在

学中に終了するものとする。 
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2 第5条及び第6条の規定により申請のあった者の学位論文の審査及び最終試験又は学力の

確認は、学位論文を受理した日から1年以内に終了するものとする。ただし、特別の理由

があるときは、学府教授会等の議を経てその期間を延長することができる。 

(審査結果の報告) 

第14条 審査委員は、学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認を終了したときは、直ち

に、論文審査の要旨及び最終試験の結果の要旨又は学力の確認の結果の要旨を学府教授会

等に文書をもって報告しなければならない。 

(博士論文研究基礎力審査) 

第14条の2 修士の学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に代

えて、学則第73条第3項に規定する試験及び審査（以下「博士論文研究基礎力審査」とい

う。）を行う場合には、第9条、第12条第1項、第13条第1項及び前条の規定を準用する。

この場合において、第9条第1項中「修士の学位論文」とあり、第12条第1項中「学位論

文の審査及び最終試験又は学力の確認」とあり、第13条第1項中「第4条の規定により申

請のあった者の学位論文の審査及び最終試験」とあり、第14条中「学位論文の審査及び最

終試験又は学力の確認」とあるのは、「博士論文研究基礎力審査」と読み替えるものとし、

第14条中「論文審査の要旨及び最終試験の結果の要旨又は学力の確認の結果の要旨」とあ

るのは、「博士論文研究基礎力審査の結果の要旨」と読み替えるものとする。 

2 前項に定めるもののほか、博士論文研究基礎力審査の内容、方法等については、当該博士

課程の目的に応じ、博士論文研究基礎力審査を行う学府において別に定める。 

(学府教授会等の議決) 

第15条 学府教授会等は、第14条の報告に基づき、学位授与の可否を議決する。 

2 前項の可決を行うには、修士の学位にあっては出席者の3分の2以上、博士の学位にあっ

ては出席者の4分の3以上の賛成がなければならない。 

(審査結果の報告) 

第16条 学府長又は研究科長は、学府教授会等が学位を授与するものと議決した者の氏名に

次の事項を記載した書類を添えて学長に報告しなければならない。 

(1) 論文審査の要旨 

(2) 最終試験の結果の要旨 

(3) 博士の場合は、学位論文及び同論文の要旨 

(4) 第3条第4項の規定による博士の場合は、第1号及び第3号のほか学力の確認の結果

の要旨 

(5) 博士論文研究基礎力審査による修士の場合は、博士論文研究基礎力審査の結果の要旨 

2 学府長又は研究科長は、学府教授会等が第5条及び第6条本文の規定により申請のあった

者に学位を授与できないと議決したときは、その旨を学長に報告するものとする。 

(学位の授与) 

第17条 学長は、前条の報告に基づき学位を授与すると決定した者又は専門職学位課程を修

了した者には学位記を交付し、学位を授与できないと決定した者にはその旨を通知するも

のとする。 
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2 前項の規定により博士の学位を授与したときは、学位簿に登録し、文部科学大臣に報告す

るものとする。 

(学位論文要旨及び審査要旨の公表) 

第18条 本学が博士の学位を本学学術機関リポジトリ(以下「リポジトリ」という。)の利用

により授与したときは、当該博士の学位を授与した日から3月以内に、当該博士の学位の

授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を本学学術機関リポジトリ(以下

「リポジトリ」という。)の利用により公表するものとする。 

(学位論文の公表) 

第19条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から1年以内に、当

該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を

授与される前に既に公表したときは、この限りでない。 

2 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合に

は、当該博士の学位を授与した学府又は研究科の承認を受けて、当該博士の学位の授与に

係る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合にお

いて、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 

3 博士の学位を授与された者が行う前2項の規定による公表は、リポジトリの利用により行

うものとする。 

(学位論文の保存) 

第20条 学位の授与の基礎となった学位論文の正本は、本学図書館で保存するものとする。 

(学位の名称) 

第21条 学位を授与された者は、その学位の名称を用いるときは、「東京農工大学」と付記

するものとする。ただし、共同教育課程に係る学位については、当該共同教育課程を構成

するすべての大学名を付記するものとする。 

(学位の取消) 

第22条 学位を授与された者が、不正の方法により、学位の授与を受けた事実が判明したと

き又はその名誉を汚辱する行為があったときは、学長は、学府教授会等の議を経て学位の

授与を取り消し、学位記を返付させ、かつ、その旨を公表するものとする。 

2 学府教授会等が前項の決定をする場合には、第15条第2項の規定を準用する。 

(学位記の様式) 

第23条 学士、修士、博士及び修士(専門職)の学位記の様式は、別表1から別表15までのと

おりとする。 

2 学則第71条の2に規定する博士課程教育リーディングプログラムを修了した者の学位記に

は、当該プログラムを修了した旨を付記する。 

(学位授与年月日) 

第24条 学位記の授与年月日は、学長がこれを授与する日とする。 

(学位記の再交付) 

第25条 学位記の再交付を受けようとする者は、事由を付して学長に願い出なければならな

い。 

142



(その他) 

第26条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、各学部、各学府及び各研究科におい

て別に定める。 

附 則 

この規程は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年4月1日 19教規程第3号) 

この規程は，平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年5月1日 19教規程第19号) 

この規程は，平成19年5月1日から施行する。 

附 則(平成22年4月1日 22教規程第6号) 

この規程は，平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年9月1日 22教規程第39号) 

この規程は、平成22年9月1日から施行する。 

附 則(平成22年12月1日 22教規程第42号) 

この規程は、平成22年12月1日から施行する。 

附 則(平成23年4月1日 23教規程第5号) 

この規程は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年4月1日 23教規程第50号) 

1 この規程は、平成24年4月1日から施行する。 

2 平成24年3月31日現在在学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

附 則(平成24年7月2日 24教規程第30号) 

この規程は、平成24年7月2日から施行する。 

附 則(平成25年4月1日 25教規程第6号) 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年4月1日 25教規程第8号) 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年10月28日教規程第42号) 
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1 この規程は、平成25年10月28日から施行し、平成25年4月1日から適用する。ただし、

第20条の改正規定は平成25年10月1日から適用し、同日前に授与された修士（農学）の

学位論文の保存については、なお従前の例による。 

2 改正後の第18条の規定は、平成25年4月1日以後に博士の学位を授与した場合について

適用し、同日前に博士の学位を授与した場合については、なお従前の例による。 

3 改正後の第19条の規定は、平成25年4月1日以後に博士の学位を授与された者について

適用し、同日前に博士の学位を授与された者については、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月1日教規程第5号) 

この規程は、平成26年4月1日から施行する。 
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別表３（第２３条関係） 
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別表５（第２３条関係） 
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別表６（第２３条関係） 
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別表７（第２３条関係） 

 

学 
 
 
 

位 
 
 
 

記 

  

 

氏 
 
 
 
 

名 

生 

年 

月 

日 

  
 

本
学
大
学
院
工
学
府
○
○
専
攻
の
博
士
課
程
を
修
了 

  

し
た
の
で
博
士
（
○
○
）
の
学
位
を
授
与
す
る 

       

年 
 

月 
 

日 

 

東 

京 

農 

工 

大 

学 

 

博
工
甲
第 

 

号 

印 

 

別表８（第２３条関係） 
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別表９（第２３条関係） 
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別表１０（第２３条関係） 
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別表１１（第２３条関係） 
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別表１２（第２３条関係） 
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1 

別表１３（第２３条関係） 

 

別表１４（第２３条関係） 
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別表１５（第２３条関係） 
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○国立大学法人東京農工大学における早期卒業に関する規程 

(目的) 

第1条 この規程は、学校教育法(昭和22年法律第26号)第55条の3及び国立大学法人

東京農工大学学則(以下「学則」という。)第105条第3項の規定に基づき、国立大

学法人東京農工大学(以下「本学」という。)における早期卒業に関し、必要な事

項を定める。  

(定義) 

第2条 この規程で、早期卒業とは、3年以上在学し、学則等で定める卒業の要件を

満たした場合に認証することができる卒業をいう。  

(対象者) 

第3条 早期卒業の対象となる者は、本学に3年以上在学し、学則第98条に規定する

単位を特に優秀な成績で修得したと認められる者でなければならない。ただし、

農学部共同獣医学科の学生又は学則第85条、第88条、第93条及び第99条のいずれ

かの規定に該当する者は、対象とならない。  

(早期卒業予定者の認定) 

第4条 2年次後学期までの全学期において、学部で別に定める授業科目の履修登録

単位数の上限に関する規則により成績優秀者として認定された者で、早期卒業を

希望する者は、3年次前学期開始時の所定期間に、所属学科の学科長(以下「学科

長」という。)を経て、当該学部長(以下「学部長」という。)に申請するものと

する。  

2 申請者の所属学部教授会(以下「教授会」という。)は、第1項の申請に基づき、

学部で別に定める早期卒業予定者の認定基準に従い、早期卒業制度適用の適否に

ついて厳密に審査しなければならない。  

3 学部長は、前項の規定により早期卒業を予定することを認定した者(以下「早期

卒業予定者」という。)には、その旨及び早期卒業の要件等を書面により通知す

るものとする。  

(卒業の認定) 

第5条 学部長は、早期卒業予定者について、3年次後学期の終わりに学部で別に定

める早期卒業認定基準に従い、教授会の議を経て、当該学科の課程を修了したこ

とを認定する。  

(卒業の時期) 

第6条 学長が早期卒業を認証する時期は、3年次後学期終了時とする。  

(雑則) 

第7条 この規程に定めるもののほか、早期卒業に関し必要な事項は、学部におい

て別に定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成24年4月1日 23教規程第54号)  

1 この規程は、平成24年4月1日から施行する。  

2 平成24年3月31日現在在学している者については、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  

(平成16年4月7日16教規程第21号)
改正 平成24年4月1日 23教規程第54号
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○国立大学法人東京農工大学研究生規程 

(平成16年4月7日16教規程第12号) 

改正 平成17年2月7日 17教規程第7号 平成24年7月9日 24教規程第31号 
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第32条第2項の規定に基づ

く研究生の取扱いについては、この規程の定めるところによる。 

(入学の時期) 

第2条 研究生として入学することのできる時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特

別の事情のあるときは、これによらないことができる。 

(入学資格) 

第3条 研究生として入学できる者は、大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力があると

認められる者とする。 

(入学の出願) 

第4条 研究生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は、あらかじめ研究課

題を定め、研究指導を希望する教員の承認を得て次の書類に所定の検定科を添えて所定の

期日までに出願しなければならない。 

(1) 入学願書(本学所定の様式による) 

(2) 履歴書(同上) 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 成績証明書 

(5) 健康診断書(同上) 

(6) 会社等に在職している者は、その所属長の承諾書及び個人的研究のため教員の指導を

受けることを希望するものである旨を記載した本人の確約書(同上) 

2 日本国に居住する日本の国籍を有しない入学志願者は、前項各号の書類のほか、住民票の

写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載されたものに限る。)を添

付しなければならない。 

3 日本国以外に居住する日本の国籍を有しない入学志願者は、第1項各号の書類のほか、本

人の所属長又は出身若しくは在学中の学校の指導教員等の推薦書及び在学に係る学費・滞

在費等の支弁能力を証明する書類を添付しなければならない。 

(入学者の選考) 

第5条 前条の入学志願者については、当該学府教授会又は学部教授会(以下「教授会」とい

う。)がそれぞれ選考を行う。 

(入学手続き及び入学許可) 

第6条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに、次の書類を

提出するとともに、所定の授業料及び入学料を納付しなければならない。 

(1) 誓約書(本学所定の様式による) 

(2) その他本学の指定する書類 
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2 学長は、前項の手続きを完了した者に入学を許可する。 

(指導教員) 

第7条 研究生には、研究事項に応じて、指導教員を置く。 

2 研究生は、指導教員の指導を受けて、研究に従事するものとする。 

(研究期間) 

第8条 研究期間は、2年以内とする。ただし、当該研究課題についての研究を予定期間を超

えて継続する必要があるときは、指導教員を経て、研究期間廷長願(本学所定の様式による)

を当該学府長又は学部長(以下「学府長等」という。)に提出するとともに所定の授業料を納

付し、許可を受けて、これを延長することができる。 

2 前項ただし書に基づく期間の延長は、当該教授会の議を経て、当該学府長等が許可する。 

(退学) 

第9条 研究期間中に退学しようとする者は、事由を記載して当該学府長等を経て学長に申し

出て、その許可を受けなければならない。 

2 次の各号の一に該当する者は、当該教授会の議を経て、学長が退学を命ずることがある。 

(1) 授業料を滞納し、督促してもなお納入しない者 

(2) 学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為があると認められる者 

(3) 疾病その他の事由によって、成業の見込みがないと認められる者 

(修了) 

第10条 研究生は、その研究期間を終えたときは、研究の概要を記載した研究報告書を指導

教員を経て、当該学府長等に提出しなければならない。 

(研究証明書の交付) 

第11条 学府長等は、研究期間を終えた者から申し出があったときは、研究課題及び研究期

間を記載した研究証明書を交付することができる。 

(授業料等の額及び授業料の納付時期) 

第12条 研究生の授業料、入学料及び検定料の額は、国立大学法人東京農工大学諸料金に関

する規程に定めるところによる。 

2 第6条に定める入学手続き時に納付すべき授業料は、入学年度における研究期間が6月以

上であるときは6月分に相当する額、研究期間が6月未満であるときは当該期間分に相当す

る額とする。 

3 第8条ただし書に定める研究期間延長の申請時に納付すべき授業料は、延長開始月の属す

る年度における研究期間が6月以上であるときは6月分に相当する額、延長期間が6月未満

であるときは当該期間分に相当する額とする。 

4 前2項に定めるもののほか、入学後又は研究期間延長後の各年度に納付すべき授業料は、6

月分ごとに本学の指定する日までに納付しなければならない。ただし、各年度における研

究期間(当該年度の授業料の一部を納付している場合は、既納の授業料分に相当する期間を

除く。)が、6月未満であるときは当該期間分に相当する額を納付するものとする。 

(納付した授業料等) 
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第 13 条 納付した授業料、入学料及び検定料は返付しない。ただし、授業料を納付した者が、

研究期間の開始月の前月末日までに、入学辞退又は研究期間の延長の取り消しを申し出て

許可された場合は、当該授業料相当額を返付する。 

附 則 

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。 

附 則(平成17年2月7日 17教規程第7号) 
 

この規程は、平成17年2月7日から施行する。 

附 則(平成24年7月9日 24教規程第31号) 
 

この規程は、平成24年7月9日から施行する。 
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○国立大学法人東京農工大学博士特別研究生規程 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第32条の2第2項の

規定に基づく博士特別研究生の取扱いについては、この規程の定めるところによ

る。  

(入学の時期) 

第2条 博士特別研究生として入学することのできる時期は、博士課程の修了の翌

月とする。  

(入学資格) 

第3条 博士特別研究生として入学できる者は、本学の学府又は研究科の博士(後

期)課程を修了後、引き続き当該学府又は研究科において研究を志願する者とす

る。  

(入学の出願) 

第4条 博士特別研究生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)

は、あらかじめ研究課題を定め、研究指導を希望する教員の承認を得て次の書類

に所定の検定科を添えて所定の期日までに当該学府又は研究科の長(以下「学府

長等」という。)に出願しなければならない。  

(1) 入学願書(本学所定の様式による)  

(2) 履歴書(本学所定の様式による)  

(3) 博士(後期)課程修了見込証明書  

(4) 成績証明書  

(5) 健康診断書(本学所定の様式による)  

2 日本国に居住する日本の国籍を有しない入学志願者は、前項各号の書類のほ

か、住民票の写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載

されたものに限る。)を添付しなければならない。  

(入学者の選考) 

第5条 前条の入学志願者については、当該学府教授会又は研究科教授会(以下「教

授会」という。)がそれぞれ選考を行う。  

(入学手続及び入学許可) 

第6条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに、

次の書類を提出しなければならない。  

(1) 誓約書(本学所定の様式による)  

(2) その他本学の指定する書類  

2 学長は、前項の手続きを完了した者に入学を許可する。  

(指導教員) 

第7条 博士特別研究生には、研究課題に応じて、指導教員を置く。  

2 博士特別研究生は、指導教員の指導を受けて、研究に従事するものとする。  

(研究期間) 

第8条 研究期間は、1年以内とし、期間の延長は認めない。ただし、当該学府長等

が、特別の事情があると認めたときは、当該教授会の議を経て、更に1年以内に

限り、その期間を延長することができる。  

(授業料及び入学料) 

第9条 博士特別研究生については、授業料及び入学料は、徴収しない。  

(退学) 

(平成18年3月20日18教規程第15号)
改正 平成24年7月9日 24教規程第32号
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第10条 研究期間中に退学しようとする者は、事由を記載して当該学府長等を経て

学長に申し出て、その許可を受けなければならない。  

2 次の各号の一に該当する者は、当該教授会の議を経て、学長が退学を命ずるこ

とがある。  

(1) 学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為があると認められる者  

(2) 疾病その他の事由によって、成業の見込みがないと認められる者  

(研究報告) 

第11条 博士特別研究生は、その研究期間を終えたときは、研究の概要を記載した

研究報告書を指導教員を経て、当該学府長等に提出しなければならない。  

(研究証明書の交付) 

第12条 学府長等は、研究期間を終えた者から申し出があったときは、研究課題及

び研究期間を記載した研究証明書を交付することができる。  

(検定料の額) 

第13条 博士特別研究生の検定料の額については、国立大学法人東京農工大学諸料

金に関する規程に定めるところによる。  

(納付した検定料) 

第14条 納付した検定料は、返付しない。  

附 則  

この規程は、平成18年3月27日から施行し、平成18年3月1日から適用する。この

場合において、「本学の学府」とあるのは、「本学の教育部」と、「当該学府」と

あるのは、「当該教育部」と、「学府長等」とあるのは、「教育部長等」と、「当

該学府教授会」とあるのは、「当該教育部教授会」と、「当該学府長等」とあるの

は、「当該教育部長等」と、それぞれ同年3月31日までの間に限り、読み替えるも

のとする。  

附 則(平成24年7月9日 24教規程第32号)  

この規程は、平成24年7月9日から施行する。  
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○国立大学法人東京農工大学科目等履修生規程 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第33条第2項の規定

に基づく科目等履修生の取扱いについては、この規程の定めるところによる。  

(科目等履修生の履修区分) 

第2条 科目等履修生の履修区分は、次によるものとする。  

(1) 特定の授業科目の単位取得を目的とする履修(科目登録制)  

(2) コースとして設定された複数の授業料目の単位取得を目的とする履修(コー

ス登録制)  

(入学の時期) 

第3条 科目等履修生として入学することのできる時期は、学年又は学期の始めと

する。ただし、特別の事情のあるときは、これによらないことができる。  

(入学資格) 

第4条 学部の科目等履修生として入学することのできる者は、学則第87条に定め

るところによる。  

2 大学院の科目等履修生として、入学することのできる者は、学則第56条に定め

るところによる。  

(教職に関する授業科目の履修資格) 

第5条 教職に関する授業科目を履修しようとする者は、原則として、本学を卒業

した者又は本学の大学院において修士の学位を取得した者でなければならない。 

(入学の出願) 

第6条 科目等履修生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は、

次の書類に所定の検定料を添えて所定の期日までに願い出なければならない。  

(1) 入学願書(本学所定の様式による)  

(2) 履歴書(同上)  

(3) 最終学校の卒業証明書  

(4) 健康診断書(同上)  

2 日本国に居住する日本の国籍を有しない入学志願者は、前項各号の書類のほ

か、住民票の写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載

されたものに限る。)を添付しなければならない。  

3 日本国以外に居住する日本の国籍を有しない入学志願者は、第1項各号の書類の

ほか、本人の所属長又は出身若しくは在学中の学校の指導教官等の推薦書及び在

学に係る学費・滞在費等の支弁能力を証明する書類を添付しなければならない。 

(入学者の選考) 

第7条 前条の入学志願者については、当該学府教授会又は学部教授会(以下「教授

会」という。)がそれぞれ選考を行う。  

(入学手続き及び入学許可) 

第8条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに次

の書類を提出するとともに所定の授業料及び入学料を納付しなければならない。 

(1) 誓約書(本学所定の様式による)  

(2) その他本学の指定する書類  

2 学長は、前項の手続きを完了した者に入学を許可する。  

(履修期間) 

第9条 履修期間は、当該学期又は学年の終りまでとする。ただし、第11条の規定

(平成16年4月7日16教規程第13号)
改正 平成16年12月27日 16教規程第81号 平成24年7月9日 24教規程第33号

平成26年4月1日教規程第2号 
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により、履修期間の更新を許可された場合はこの限りでない。  

(履修科目の追加) 

第10条 学年の始めに科目等履修生として入学した者が、後学期から新たな授業科

目を追加して履修したいときは、所定の期日までに履修科目追加願(本学所定の

様式による。)を当該学府長又は学部長(以下「学府長等」とういう。)に提出

し、その許可を受けて、これを履修することができる。  

2 履修科目の追加は、当該教授会の議を経て、当該学府長等が許可する。  

(履修期間の更新) 

第11条 科目等履修生として在学している者が、履修期間終了後、引き続き在学

し、履修したいときは、所定の期日までに履修期間更新願(本学所定の様式によ

る。)を当該学府長等に提出し、その許可を受けて、これを履修することができ

る。  

2 履修期間の更新は、当該教授会の議を経て、当該学府長等が許可する。  

(試験及び単位の授与) 

第12条 試験及び単位の授与については、学則第29条の規定を準用する。  

(退学等) 

第13条 履修期間中に退学しようとする者は、事由を記載して当該学府長等を経

て、学長に申し出てその許可を受けなければならない。  

2 次の各号の一に該当する者は、当該教授会の議を経て、学長が退学を命ずるこ

とがある。  

(1) 学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為があると認められる者  

(2) 疾病その他の事由によって、成業の見込みがないと認められる者  

(授業料等の額及び授業料の納付時期) 

第14条 科目等履修生の授業料、入学料及び検定料の額は、国立大学法人東京農工

大学諸料金に関する規程に定めるところによる。  

2 前項の授業料は、入学手続きの時に納付し、又は履修科目の追加若しくは履修

期間を更新する時に納付しなければならない。  

(納付した授業料等) 

第15条 納付した授業料、入学料及び検定料は返付しない。ただし、授業料を納付

した者が、履修開始月の前月末日までに入学辞退、一部科目等履修の取り消し及

び履修期間の更新の取り消しを申し出て許可された場合は、当該授業料相当額を

返付する。  

(履修科目が他の学府等にわたる場合の取扱い) 

第16条 1人の科目等履修者の履修科目が他の学府又は学部(以下「学府等」とい

う。)にわたる場合は、履修科目の多い学府等(以下「主たる学府等」という。)

の科目等履修生として取り扱い、他の学府等に関連する事項は、主たる学府等が

関係学府長等と協議して処理するものとする。  

(修了証明書) 

第17条 第2条に規定するコース登録制により受入れた科目等履修生が第12条の規

定に基づき単位を修得し、当該コースを修了したときは、当該学府長等は修了証

明書を交付するものとする。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成16年12月27日 16教規程第81号)  

この規程は、平成16年12月27日から施行する。  
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附 則(平成24年7月9日 24教規程第33号)  

この規程は、平成24年7月9日から施行する。  

附 則(平成26年4月1日教規程第2号)  

この規程は、平成26年4月1日から施行する。  
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○国立大学法人東京農工大学外国人留学生規程 

目次 
第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 国費外国人留学生(第3条－第17条) 

第3章 私費外国人留学生(第18条－第26条) 

第4章 雑則(第27条) 

附則 
 

第1章 総則  

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第34条第2項の規定

に基づく外国人留学生の取り扱いについては、この規程の定めるところによる。 

(定義) 

第2条 この規程で外国人留学生とは、日本の国籍を有しない者で、大学入学を目

的として入国許可を受けて入国し、本学に入学を許可された者をいう。  

2 外国人留学生を分けて、国費外国人留学生及び私費外国人留学生とする。  

(1) 国費外国人留学生とは、「国費外国人留学生制度実施要項(昭和29年3月31

日文部大臣裁定・昭和29年4月1日外務大臣承認)」の定めによる者をいう。  

(2) 私費外国人留学生とは、前号以外の者をいう。  

第2章 国費外国人留学生  

(国費外国人留学生の区分) 

第3条 国費外国人留学生を分けて、国費学部留学生、国費大学院留学生及び国費

研究留学生とする。  

(1) 国費学部留学生とは、学部に在学する者をいう。  

(2) 国費大学院留学生とは、大学院に在学する者をいう。  

(3) 国費研究留学生とは、学部又は大学院において特定の事項について、研究

を行う者をいう。  

(在学期間) 

第4条 国費外国人留学生の在学期間は、次のとおりとする。  

(1) 国費学部留学生 4年以内(農学部共同獣医学科にあっては、6年以内)  

(2) 国費大学院留学生 3年以内(修士課程又は博士前期課程にあっては、2年以

内)  

(3) 国費研究留学生 2年以内  

2 文部科学大臣が特別な事情があると認めた場合は、前項の規定にかかわらず、

必要な期間を延長することができる。  

(入学者の選考) 

第5条 国費学部留学生、国費大学院留学生及び国費研究留学生の選考は、文部科

学大臣が行う。  

2 学長は、文部科学大臣が選定した者で、本学に入学を志望する者について、文

部科学大臣から受入れの協議があったときは、学部にあっては当該学部の教授会

の議を経て、学府にあっては当該学府教授会又は連合農学研究科教授会(以下

「学府教授会等」という。)の議を経て受入れの可否を決定する。  

3 学長は、前項の結果を、文部科学大臣に通知するものとする。  

(入学手続) 

第6条 前条の選考の結果に基づき、文部科学大臣から本学が留学生として受入れ

(平成16年4月7日16教規程第14号)
改正 平成24年4月1日 23教規程第53号 平成24年7月9日 24教規程第34号
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る旨の通知を受けた者は、本学に出頭し、その指示に従うとともに所定の期日まで

に、次の書類を提出しなければならない。  

(1) 誓約書(本学所定の様式による)  

(2) 住民票の写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載

されたものに限る。以下同じ。)  

(3) その他本学の指定する書類  

第7条 学長は、前条の手続きを完了した者に入学を許可する。  

(収容定員の取扱い) 

第8条 国費外国人留学生は、学部又は大学院の収容定員の枠外として入学させ

る。  

(指導教員) 

第9条 国費外国人留学生の修学及び研究を指導するために指導教員を置く。  

(教育課程及び履修方法) 

第10条 国費外国人留学生は、国費学部留学生にあっては、各学部教育規則の定め

るところにより、国費大学院留学生にあっては、各学府教育規則又は連合農学研

究科教育規則の定めるところによりそれぞれの教育課程を履修しなければならな

い。ただし、国費学部留学生にかかる教養科目の履修については、国立大学法人

東京農工大学外国人留学生等の教養科目履修の特例に関する規程の定めによるこ

とができる。  

2 国費研究留学生の研究方法等については、国立大学法人東京農工大学研究生規

程(以下「研究生規程」という。)の定めるところによる。  

(転学部・転学科等) 

第11条 国費学部留学生の転学部及び転学科並びに国費大学院留学生の学府、研究

科及び専攻の変更は、原則として認めない。ただし、学長は、学部長又は学府長

若しくは研究科長から当該学部教授会又は当該学府教授会等の議を経て身体障

害、その他やむを得ない理由により転学科等を許可することが適当である旨の申

出があった場合は、文部科学大臣と協議してこれを許可することがある。  

(就学状況等の報告) 

第12条 学長は、国費外国人留学生にかかる次の事項について文部科学大臣に報告

するものとする。  

(1) 学業成績 前期にあっては11月15日まで、後期にあっては5月15日までとす

る。ただし、国費大学院留学生及び国費研究留学生にあっては研究期間中の適

当な時期及び研究終了後にその研究状況を報告するものとする。  

(2) 出席状況 前期にあっては11月15日まで、後期にあっては5月15日までとす

る。ただし、1月以上引き続き欠席していることが確認された場合は、その都

度これを行う。  

(3) 身分の異動、卒業、休学、停学、退学その他身分上の異動のある場合はそ

の都度報告する。ただし、必要があると認める場合は身分異動の処置を決定す

る前にその状況を報告するものとする。  

(4) 出入国 本人から月の始めから終りまで日本を離れる旨の届出のあった場

合及び特に報告する必要があると認める場合は、その都度これを行う。  

(卒業又は修了) 

第13条 国費学部留学生で本学に4年(農学部共同獣医学科にあっては、6年)以上在

学し、所定の単位を修得した者については、学則及び国立大学法人東京農工大学

学位規程(以下「学位規程」という。)の定めるところにより、卒業を認証し学士

の学位を授与する。  
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2 国費大学院留学生で修士課程又は博士前期課程にあっては2年以上、博士課程又

は博士後期課程にあっては3年以上在学し、課程修了の認定を受けた者について

は、学則及び学位規程の定めるところにより、修士又は博士の学位を授与する。 

(大学院への進学) 

第14条 国費学部留学生で卒業後引き続き大学院修士課程又は博士前期課程に入学

することを許可された者又は国費大学院留学生(修士課程又は博士前期課程)若し

くは国費研究留学生で留学期間満了後引き続き大学院博士課程又は博士後期課程

に入学することを許可された者は、学長を経由して文部科学大臣に、国費大学院

留学生となることを申請することができる。  

(授業料等) 

第15条 国費外国人留学生の検定料、入学料及び授業料は、徴収しない。  

(給与の支給停止に伴う措置) 

第16条 国費外国人留学生に選定されるに当たって、国費外国人留学生として処す

べき事項を遵守することを文部科学大臣に誓約した者がこれに違反して、その給

与の支給を停止されたときは、学長は当該学部教授会又は当該学府教授会等の議

を経て、退学を命ずることができる。  

2 国費外国人留学生としての身分を打切られた者が引き続き、私費外国人留学生

として在学を志望する者がある場合は、情状により当該学部教授会又は当該学府

教授会等の議を経て在学を認めることがある。  

3 前項により在学を認められた者は、国費外国人留学生としての身分を打切られ

た日の翌日の属する月から私費外国人留学生として所定の授業料を納付しなけれ

ばならない。  

(その他) 

第17条 この章に定めるもののほか国費外国人留学生については、国費外国人留学

生制度実施要項の定めるところによる。  

第3章 私費外国人留学生  

(入学の出願) 

第18条 私費外国人留学生として、本学の学部又は大学院に入学を志願する者(以

下「入学志願者」という。)は、次の書類に所定の検定料を添えて、所定の期日

までに願い出なければならない。  

(1) 入学願書(本学所定の様式による)  

(2) その他本学の指定する書類  

(入学者の選考) 

第19条 前条の入学志願者については、選抜試験を行う。  

2 前項の選抜試験については、別に定める。  

(入学手続) 

第20条 前条の選抜試験の結果に基づき、合格の通知を受けた者は、所定の期日ま

でに、次の書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。 

(1) 誓約書(本学所定の様式による。)  

(2) 住民票の写し  

(3) その他本学の指定する書類  

(入学許可) 

第21条 学長は、前条の手続を完了した者に入学を許可する。  

(教育課程及び履修方法) 

第22条 私費外国人留学生の教育課程等については、第10条の定めによる。  

(授業料等の額・授業料の納付時期) 
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第23条 私費外国人留学生の授業料は、諸料金に関する規程に定めるところによ

る。  

2 前項の授業料の納付については、学則第36条の定めるところによる。  

(授業料、入学料及び検定料の返付) 

第24条 納付した授業料、入学料及び検定料の返付については、学則第40条の定め

るところによる。  

(私費外国人研究生) 

第25条 私費外国人研究生として入学を志願するものがあるときは、当該学部教授

会又は当該学府教授会等の議を経て、入学を許可することがある。  

2 私費外国人研究生については、研究生規程の定めるところによる。  

(私費外国人科目等履修生) 

第26条 私費外国人科目等履修生として、入学を志願する者があるときは、当該学

部教授会又は当該学府教授会等の議を経て、入学を許可することがある。  

2 私費外国人科目等履修生については、国立大学法人東京農工大学科目等履修生

規程の定めるところによる。  

第4章 雑則  

(他の規則の適用) 

第27条 外国人留学生については、この規程に定めるもののほか、学則を適用す

る。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成24年4月1日 23教規程第53号)  

1 この規程は、平成24年4月1日から施行する。  

2 平成24年3月31日現在在学している者については、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  

附 則(平成24年7月9日 24教規程第34号)  

この規程は、平成24年7月9日から施行する。  
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○国立大学法人東京農工大学外国人留学生等の全学共通教育科目履修の特例

に関する規程 

第1条 この規程は、国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)における

次の各号の一に該当する者(以下「外国人留学生等」という。)の教育について、

国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第97条第2項の規定に基

づき、全学共通教育科目の履修に関し必要な事項を定める。  

(1) 大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学の学部に入学した外

国人留学生  

(2) 前号以外の学生で、外国において相当の期間、中等教育(中学校又は高等学

校に対応する学校における教育をいう。)を受け、本学の学部に入学した学生

で指定された者  

第2条 前条第二号の者は、日本語担当教員が、当該者の日本語能力について、前

条第一号の者と同程度と認めた場合に限り、日本語・日本事情科目を履修するこ

とができる。  

第3条 外国人留学生等は、母語又は母語と同等と認められる言語に当たる第二外

国語科目を履修することができない。ただし、外国人留学生等が特別な事情を有

し、学部の教育委員会等で認められた場合は、この限りではない。  

第4条 外国人留学生等が、日本語・日本事情科目の単位を修得したときは、次に

より取り扱うものとする。  

(1) 日本語科目の単位を修得したときは、2単位までを英語の必修科目を除く外

国語科目に代わる単位として認める。  

(2) 日本事情科目の単位を修得したときは、4単位までを共生人文社会科学科目

の単位として認める。  

第5条 この規程に定めるもののほか、外国人留学生等の全学共通教育科目の履修

について必要な事項は、別に定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成18年4月1日 17教規程第48号)  

この規程は、平成18年4月1日から施行する。  

附 則(平成22年4月1日 22教規程第17号)  

この規程は、平成22年4月1日から施行する。  

(平成16年4月7日16教規程第20号)
改正 平成18年4月1日 17教規程第48号 平成22年4月1日 22教規程第17号
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○国立大学法人東京農工大学における学生の派遣、留学及び受入れに関する

規程 

目次 
第1章 総則(第1条) 

第2章 学部学生の派遣、留学及び受入れ 

第1節 他大学との協議(第2条) 

第2節 派遣学生(第3条－第10条) 

第3節 特別聴講学生(第11条－第17条) 

第3章 大学院学生の派遣、留学及び受入れ 

第1節 他の大学院等との協議(第18条) 

第2節 派遣学生(第19条－第26条) 

第3節 特別聴講学生(第27条) 

第4節 特別研究学生(第28条－第33条) 

第4章 雑則(第34条) 

附則 
 

第1章 総則  

(趣旨) 

第1条 この規則は、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第76

条、第77条、第78条、第80条、第81条、第108条、第110条及び第111条に基づく

東京農工大学(以下「本学」という。)における学生の派遣、留学及び受入れにつ

いて、必要な事項を定めるものとする。  

第2章 学部学生の派遣、留学及び受入れ  

第1節 他大学との協議  

(他大学との協議) 

第2条 本学と他の大学又は短期大学(外国の大学又は短期大学を含む。以下「他大

学」という。)との学生の派遣、留学及び受入れは、当該他大学との協議に基づ

き行うものとする。ただし、やむを得ない事情により、外国の大学又は短期大学

との事前の協議を行うことが困難であるときは、これを欠くことができる。  

2 前項の他大学との協議は、次に掲げる事項について学部教授会(東京農工大学科

学技術短期留学プログラム(以下「短期留学プログラム」という。)に係る場合に

あっては、国際センター運営委員会(以下「運営委員会」という。))の議を経

て、学長が行う。  

(1) 履修科目の範囲  

(2) 履修期間又は留学期間  

(3) 対象となる学生数  

(4) 履修又は留学上の手続  

(5) 単位の認定方法  

(6) 学生の身分の取扱い  

(7) 授業料等の費用に関する取扱い方法  

(8) その他の必要事項  

第2節 派遣学生  

(出願手続) 

第3条 学則第108条及び第110条の規定に基づき、他大学の授業料目を履修しよう

(平成16年4月7日16教規程第19号)
改正 平成20年7月7日 平成25年10月28日教規程第41号

平成26年4月1日教規程第4号
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とする学生(以下「派遣学生」という。)は、所定の期間内に次に掲げる書類を添え

て、当該学部長に願い出なければならない。  

(1) 他大学の授業科目の履修願又は留学願  

(2) 他大学の要求する書類  

(派遣又は留学の許可) 

第4条 前条の願い出があったときは、学部教授会の議を経て、派遣又は留学につ

いて他大学に依頼し、その承諾を得た上、学長がこれを許可する。  

(履修期間又は留学期間) 

第5条 派遣学生の履修期間又は留学期間は、1年以内とする。ただし、やむを得な

い事情があると認められるときは、さらに1年以内に限り、その期間を延長する

ことができる。  

(修業年限及び在籍年限への算入) 

第6条 派遣学生としての他大学における履修期間又は留学期間は、学則第84条及

び第86条に定める修業年限及び在籍年限に算入する。  

(履修報告書等の提出) 

第7条 派遣学生は、他大学における授業科目の履修が終了したとき(外国の大学又

は短期大学において履修した派遣学生にあっては、帰国の日から1ヵ月以内)は、

直ちに当該学部長に履修報告書及び履修を受けた他大学長等の交付する学業成績

証明書等を提出しなければならない。  
第8条 削除 
(授業料) 

第9条 派遣学生は、本学の学生として授業料を納付するものとする。  

(派遣又は留学の許可の取消し) 

第10条 学長は、派遣学生が次の各号の一に該当するときは、当該他大学と協議の

上、派遣又は留学の許可を取消すことがある。  

(1) 履修の見込みがないと認められるとき。  

(2) 派遣学生として、当該他大学の規則等に違反し、又はその本分に反する行

為が認められるとき。  

(3) その他派遣の趣旨に反する行為があると認められるとき。  

第3節 特別聴講学生  

(出願手続) 

第11条 本学に特別聴講学生として志願しようとする者は、所属する他大学を経由

して、所定の期間内に次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。  

(1) 特別聴講学生願  

(2) 特別聴講学生推薦書  

(3) 成績証明書  

(4) 健康診断書  

(5) その他本学において必要とする書類  

(他大学との協議) 

第12条 特別聴講学生の受入れは、他大学からの依頼に基づき、当該学部教授会

(短期留学プログラムに係る場合にあっては、運営委員会)の議を経て、学長がこ

れを許可する。  

(聴講期間) 

第13条 特別聴講学生の聴講期間は、原則として1年以内とする。ただし、必要が

あると認めるときは、更に1年以内に限りその期間を延長することができる。  

(学生証) 
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第14条 特別聴講学生は、所定の学生証の交付を受け、常に携帯しなければならな

い。  

(検定料、入学料及び授業料) 

第15条 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は、これを徴収しない。  

2 特別聴講学生に係る授業料は、国立大学法人東京農工大学諸料金に関する規程

(以下「諸料金に関する規程」という。)に定めるところによりこれを徴収する。

ただし、国内の他の大学又は外国の大学からの特別聴講学生のうち、授業料の相

互不徴収を盛り込んだ大学間相互単位互換協定に基づき受入れた者の授業料は、

徴収しない。  

3 前項の授業料は、受入れ又は聴講期間の延長を許可された日の属する月の末日

までに納付しなければならない。  

4 既納の授業料は、返還しない。  

(特別聴講学生の取扱い) 

第16条 特別聴講学生の本学における取扱いについては、この規程及び国立大学法

人東京農工大学科学技術短期留学プログラム実施細則に定めるもののほか、本学

の学部学生の例による。  

(準用) 

第17条 第10条の規定は、特別聴講学生に準用する。この場合において「派遣学

生」とあるのは「特別聴講学生」と、「派遣又は留学の許可」とあるのは「受入

れの許可」と、「当該他大学の規則等」とあるのは「本学の規則等」と、「派遣

の趣旨」とあるのは「受入れの趣旨」とそれぞれ読み替えるものとする。  

第3章 大学院学生の派遣、留学及び受入れ  

第1節 他の大学院等との協議  

(他の大学院等との協議) 

第18条 本学の大学院と他の大学院(外国の大学院を含む。以下「他の大学院」と

いう。)若しくは他の大学院又は研究所等(外国の大学院又は研究所等を含む。以

下「他の大学院等」という。)との学生の派遣、留学及び受入れは、当該他の大

学院又は他の大学院等との協議に基づき行うものとする。ただし、やむを得ない

事情により、外国の大学院又は研究所等との事前の協議を行うことが困難である

ときは、これを欠くことができる。  

2 前項の他の大学院又は他の大学院等との協議は、次に掲げる事項について、学

府教授会又は連合農学研究科教授会(以下「学府教授会等」という。)の議を経

て、学長が行う。  

(1) 授業科目又は研究指導の範囲  

(2) 履修期間若しくは留学期間又は研究指導を受ける期間  

(3) 対象となる学生数  

(4) 履修若しくは留学又は研究指導上の手続  

(5) 単位又は研究指導の認定方法  

(6) 学生の身分の取扱い  

(7) 授業料等の費用に関する取扱い方法  

(8) その他の必要事項  

第2節 派遣学生  

(出願手続) 

第19条 学則第76条、第77条及び第78条の規定に基づき、他の大学院の授業科目の

履修又は他の大学院等の研究指導を受けることを志願する学生(以下「派遣学

生」という。)は、所定の期間内に次に掲げる書類を添えて、当該学府長又は連
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合農学研究科長(以下「学府長等」という。)に願い出なければならない。  

(1) 他の大学院の授業科目の履修願若しくは留学願又は他の大学院等の研究指

導願  

(2) 他の大学院又は他の大学院等の要求する書類  

(派遣又は留学の許可) 

第20条 前条の願い出があったときは、当該学府長等は、学府教授会等の議を経

て、派遣又は留学について他の大学院又は他の大学院等に依頼し、その承諾を得

た上、学長がこれを許可する。  

(履修期間若しくは留学期間又は研究指導を受ける期間) 

第21条 派遣学生の履修期間又は留学期間は、1年以内とする。ただし、やむを得

ない事情があると認められるときは、更に1年以内に限り、その期間を廷長する

ことができる。  

2 他の大学院等で研究指導を受ける期間は原則として1年以内とする。ただし、修

士課程及び博士前期課程の学生にあっては、1年を超えないものとする。  

(修業年限及び在籍年限への算入) 

第22条 他の大学院における履修期間若しくは留学期間又は他の大学院等における

研究指導を受ける期間は、学則第54条及び第55条に定める修業年限及び在籍年限

に算入することができる。  

(研究報告書等の提出) 

第23条 派遣学生は、他の大学院における授業科目の履修又は他の大学院等におけ

る研究指導が終了したときは、直ちに、当該学府長等に所定の履修報告書又は研

究報告書及び他の大学院の長の交付する学業成績証明書又は他の大学院等の長の

交付する研究指導状況報告書を提出しなければならない。  

(研究指導等の認定) 

第24条 派遣学生が他の大学院において修得した単位又は他の大学院等における研

究指導の成果は、本学の大学院における課程修了の要件となる単位又は研究指導

の一部として認定することができる。  

(授業料) 

第25条 派遣学生は、本学の学生として授業料を納付するものとする。  

(派遣又は留学の許可の取消し) 

第26条 学長は、派遣学生が次の各号の一に該当するときは、当該他の大学院又は

他の大学院等との協議の上、派遣又は留学の許可を取消すことができる。  

(1) 履修又は研究成果の見込みがないと認められるとき。  

(2) 派遣学生として、当該他の大学院又は他の大学院等の規則等に違反し、若

しくはその本分に反する行為が認められるとき。  

(3) その他派遣の趣旨に反する行為があると認められるとき。  

第3節 特別聴講学生  

(準用) 

第27条 他の大学院の学生であって、本学の大学院に特別聴講学生として志願しよ

うとする者については、第11条から第16条及び第26条の規定を準用する。この場

合において、第11条から第16条中「他大学」とあるのは「他の大学院」と、「教

授会」とあるのは「学府教授会等」と、「学部学生」とあるのは「大学院学生」

と、第26条中「派遣学生」とあるのは「特別聴講学生」と、「派遣又は留学の許

可」とあるのは「受入れの許可」と、「当該他の大学院又は他の大学院等の規則

等」とあるのは「本学の規則等」と、「派遣の趣旨」とあるのは「受入れの趣

旨」とそれぞれ読み替えるものとする。  
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第4節 特別研究学生  

(出願手続) 

第28条 他の大学院の学生であって、本学の大学院に特別研究学生として、志願し

ようとする者は、所属する他の大学院を経由して、所定の期間内に次の各号に掲

げる書類を提出しなければならない。  

(1) 特別研究学生願  

(2) 特別研究学生推薦書  

(3) 成績証明書  

(4) 健康診断書  

(5) その他本学において必要とする書類  

(研究指導期間) 

第29条 特別研究学生の研究指導期間は、原則として1年以内とする。ただし、修

士課程及び博士前期課程の学生にあっては、1年を超えないものとする。  

(学生証) 

第30条 特別研究学生は、所定の学生証の交付を受け、常に携帯しなければならな

い。  

(検定料、入学料及び授業料) 

第31条 特別研究学生に係る検定料及び入学料は、これを徴収しない。  

2 特別研究学生に係る授業料は、諸料金に関する規程に定めるところによりこれ

を徴収する。ただし国内の他の大学又は外国の大学からの特別研究学生のうち、

授業料の相互不徴収を盛り込んだ大学間特別研究学生交流協定に基づき受入れた

者の授業料は、徴収しない。  

3 前項の授業料は、その研究指導予定期間に応じ、3月分に相当する額を、当該期

間における当初の月に納付しなければならない。ただし、研究指導予定期間が3

月末満であるときは、その期間分に相当する額を当該期間における当初の月に納

付しなければならない。  

4 既納の授業料は、返還しない。  

(特別研究学生の取扱い) 

第32条 特別研究学生の取扱いについては、この規則に定めるもののほか、本学の

大学院学生の例による。  

(準用) 

第33条 第26条の規定は、特別研究学生に準用する。この場合において、「派遣学

生」とあるのは「特別研究学生」と、「派遣又は留学の許可」とあるのは「受入

れの許可」と、「当該他の大学院又は他の大学院等の規則等」とあるのは「本学

の規則等」と、「派遣の趣旨」とあるのは「受入れの趣旨」とそれぞれ読み替え

るものとする。  

第4章 雑則  

(細則) 

第34条 この規程に定めるもののほか、学生の派遣、留学及び受入れに関し、必要

な事項は、学部教授会又は学府教授会等の議を経て、学部長又は学府長等が別に

定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成20年7月7日)  

この規程は、平成20年7月7日から施行し、平成19年11月1日から適用する。  
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附 則(平成25年10月28日教規程第41号)  

この規程は、平成25年10月28日から施行する。  

附 則(平成26年4月1日教規程第4号)  

この規程は、平成26年4月1日から施行する。  
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○国立大学法人東京農工大学科学技術短期留学プログラム実施細則 

(設置) 

第1条 国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)に、国立大学法人東京

農工大学科学技術短期留学プログラム(以下「短期留学プログラム」という。)を

置く。  

(目的) 

第2条 短期留学プログラムは、外国の大学等に在籍する学生を受け入れて、大学

等間の協力及び提携の強化を図るとともに、当該学生の専門分野の知識及び我が

国への理解を深めることを目的とする。  

(在学期間) 

第3条 短期留学プログラムに在学できる期間は、1年以内とする。  

(学期) 

第4条 短期留学プログラムの学期は、次の2学期とする。  

(1) 秋学期 10月1日から翌年3月31日まで  

(2) 春学期 4月1日から9月30日まで  

(入学時期) 

第5条 短期留学プログラムの入学時期は、原則として10月とする。  

(入学資格) 

第6条 短期留学プログラムにより入学することのできる者(以下「短プロ学生」と

いう。)は、原則として大学間交流協定又は部局間交流協定を締結している外国

の大学等(協定の締結について協議中である大学等を含む。以下「協定校」とい

う。)の学部の3年次以上又は大学院の修士課程若しくは博士前期課程に在籍して

いる学生とする。  

(身分・所属) 

第7条 短プロ学生で、主に第12条第2項の規定に基づき定める授業科目等の履修を

希望する者は、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第80条又

は第111条に規定する特別聴講学生(以下「特別聴講学生」という。)とし、国立

大学法人東京農工大学国際センター(以下「国際センター」という。)に所属す

る。  

2 短プロ学生で、主に研究指導を受けることを希望する者は、学則第81条に規定

する特別研究学生(以下「特別研究学生」という。)とし、研究指導を受ける国立

大学法人東京農工大学大学院学府(以下「学府」という。)に所属する。  

(受入れ人数等) 

第8条 短期留学プログラムによる受入れ人数は、20人程度とする。  

2 前条に規定する特別聴講学生及び特別研究学生の当該年度の配分数について

は、国際センター運営委員会(以下「委員会」という。)が決定する。  

(出願手続) 

第9条 短プロ学生として入学を志願する者は、所定の期日までに、協定校を経て

学長に願い出なければならない。  

(入学者の選考) 

第10条 第7条第1項に規定する特別聴講学生の選考は、委員会が、同条第2項に規

定する特別研究学生の選考は、当該学府が行う。  

(入学許可) 

第11条 学長は、前条の選考結果に基づく合格者のうち、所定の期日までに、所定

(平成16年4月1日16教細則第12号)
改正 平成19年11月1日 19細則第12号
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の手続きを完了した者に入学を許可する。  

(教育課程) 

第12条 短期留学プログラムの教育課程は、学期ごとに編成し、主として英語によ

り教育研究を行うものとする。  

2 短期留学プログラムの授業科目は、日本語科目、一般科目、専門科目1及び専門

科目2に区分し、委員会が別に定める。  

(履修手続) 

第13条 短期留学プログラムの授業科目の履修を希望する者は、所定の期日まで

に、国際センター長(以下「センター長」という。)に願い出て承認を受けなけれ

ばならない。  

(成績の評価) 

第14条 履修した授業科目の成績評価は、試験、論文、報告書及び平素の学習状況

等により短期留学プログラム授業担当教員(以下「授業担当教員」という。)が行

う。  

2 授業科目の成績は、S、A、B、C及びDの評語をもって表し、S、A、B及びCを合格

とし、Dを不合格とする。  

(単位認定等) 

第15条 センター長は、授業担当教員からの報告に基づき、委員会の議を経て単位

及び修了認定を行う。  

2 センター長は、前項の規定に基づき、成績証明書を交付するものとする。  

第15条の2 第7条に規定する特別聴講学生のうち第1学期を在籍し、前条に基づく

単位認定の結果、第2学期の修了の見込みがないと判断された者について、セン

ター長は国際センター運営委委員会の議を経て、大学間又は部局間協定を締結し

ている派遣大学の了承のもと、原則として留学を取り消す。  

(懲戒) 

第15条の3 短プロ学生に公序良俗に反する行為が認められる者について、学則第3

1条に準じ懲戒する。  

(修了証書) 

第16条 学長は、1学期在学する者にあっては12単位以上修得し、又は2学期在学す

る者にあっては24単位以上を修得した第7条第1項に規定する特別聴講学生及び所

属学府において所期の成果を達成した第7条第2項に規定する特別研究学生に対

し、委員会の議を経て修了証書を授与する。  

(履修の特例) 

第17条 第7条第1項に規定する特別聴講学生が、本学で開講する学部の授業科目又

は学府の授業科目の履修を希望するときは、センター長を経て、当該学部長又は

学府長に願い出て、その許可を受けなければならない。  

2 第7条第2項に規定する特別研究学生が、研究上必要と認めるときは、所定の様

式によりセンター長に願い出て、短期留学プログラムの授業科目を履修すること

ができる。  

3 本学の学部学生、大学院学生等が短期留学プログラムの授業科目の履修を希望

するときは、所定の様式によりセンター長に願い出て承認を受けなければならな

い。  

(実施体制) 

第18条 短期留学プログラムの教育課程の編成その他教育に関する重要な事項は、

委員会が審議するものとする。  

2 前項の短期留学プログラムの運営に関し、必要な事項を審議するため、科学技
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術短期留学プログラム実施専門部会を置くものとする。  

3 短期留学プログラムの実施は、各学部及び各学府の協力を得て、国際センター

が行うものとする。  

(事務) 

第19条 短期留学プログラムに関する事務は、研究国際部国際交流課において処理

する。  

(雑則) 

第20条 この細則に定めるもののほか、短期留学プログラムの実施に関し必要な事

項は、委員会が別に定める。  

附 則  

この細則は、平成16年4月1日から施行する。  

附 則(平成19年11月1日 19細則第12号)  

この細則は、平成19年11月1日から施行する。ただし、第15条、第15条の2及び第

15条の3については平成19年10月1日から適用し、第16条については平成20年10月入

学者から適用する。なお、第15条の2条文中、国際センターの字句は平成19年10月1

日から平成19年10月31日までの間、留学生センターに読み替える。  
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○国立大学法人東京農工大学学生表彰規程 

(趣旨) 

第1条 この規程は、国立大学法人東京農工大学学則第30条の規定に基づき、本学

学生の表彰の基準及び方法等について定めるものとする。  

(表彰の基準) 

第2条 表彰は、本学学生又は学生団体が、次の各号の一に該当する場合において

行うものとする。  

(1) 学術研究活動において、特に顕著な業績を挙げ、学界又は社会的に高い評

価を受けた場合  

(2) 課外活動において、特に顕著な成果を挙げ、課外活動の振興に功績があっ

たと認められる場合  

(3) 社会活動において、社会的に高い評価を受け、特に本学の名誉を高めたと

認められる場合  

(4) 学業の成果が特に優れていると認められる場合  

(5) その他各号に相当する表彰理由があったと認められる場合  

(表彰の方法) 

第3条 表彰は、学長が表彰状を授与することにより行う。  

(表彰の時期) 

第4条 表彰は、入学式又は卒業式若しくは修了式の日に行うものとする。ただ

し、必要に応じ別の日とすることができる。  

(事務) 

第5条 表彰に関する事務は、学務部学生総合支援課において処理する。  

(雑則) 

第6条 この規程を実施するために必要な細則は、別に定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成19年3月19日 19教規程第2号)  

この規程は、平成19年3月19日から施行し、平成18年4月1日から適用する。  

(平成16年4月7日16教規程第11号)
改正 平成19年3月19日 19教規程第2号
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○国立大学法人東京農工大学学生表彰規程施行細則 

(平成16年4月1日16教細則第11号) 

改正 平成19年3月26日 19細則第4号 平成26年4月1日細則第1号 
 

(趣旨) 

第1条 この細則は、国立大学法人東京農工大学学生表彰規程(以下「規程」という。)第6条

の規定に基づき、本学学生又は学生団体の表彰の実施に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(表彰の基準) 

第2条 規程第2条各号に規定する表彰の基準に該当する場合とは、それぞれ次の各号に掲げ

るとおりとする。 

(1) 第1号関係 

ア 国際的規模の学会又は全国的規模の学会において賞を受けた場合 

イ その他これらに準じた学会等において社会的に高い評価を受けたと認められる場合 

(2) 第2号関係 

ア 国際的規模の競技会、展覧会又は公演会等(以下「競技会等」という。)に出場し、

出展し、又は出演した場合 

イ 全国的規模の競技会等に出場し、出展し、又は出演し、優秀な成績を修めた場合 

ウ その他これらに準じた競技会等において、特に優秀な成績を修めた場合 

(3) 第3号関係 

ア 公共団体等から表彰を受け、社会的に特に高い評価を受けたと認められる場合 

イ 新聞又は雑誌等に掲載され、社会的に特に高い評価を受けたと認められる場合 

ウ その他これらに準じた功績等で、特に高い評価を受けたと認められる場合 

(4) 第4号関係 

ア 学科又は専攻で、特に優秀な成績を修めたと認められる場合 

(5) 第5号関係 

ア 人命救助又は災害救助等に貢献した場合 

イ その他各号に掲げる場合以外において、特に優れた業績又は功績等があった場合 

(表彰の手続) 

第3条 規程第3条に規定する被表彰者の推薦及び決定に係る審議は、申請者から所属学府長

若しくは連合農学研究科長(以下「学府長等」という。)又は学部長に提出された「表彰状授

与申請書」(別紙様式1)により行う。なお、当該申請書は、原則として表彰の手続が行われ

る年度の2月末日までに所属学府長等又は学部長に提出させるものとする。 

2 申請者が本学課外活動団体の場合は、前項に規定するもののほか「課外活動状況報告書」

(別紙様式2)についても併せて提出させるものとする。 

(表彰状) 

第4条 表彰状の様式は、当該表彰の内容に応じて、その都度定めるものとする。 
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附 則 

この細則は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年3月26日 19細則第4号) 
 

この細則は、平成19年3月26日から施行し、平成18年4月1日から適用する。 

附 則(平成26年4月1日細則第1号) 
 

この細則は、平成26年4月1日から施行する。 

 

178



 

（別紙様式１） 

                   表 彰 状 授 与 申 請 書                    

 

                                                       平成  年  月  日 

                                      

  

   （所属学府長等又は学部長）  殿 

                              

表彰候補学生又は団体名   

申 請 者    （指導教員等）   

 

  表彰状授与申請理由について、下記のとおり報告いたします。 

 

                                      記 

［表彰状授与申請理由］ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注)１ この表彰状授与申請書は、学生生活委員会等の検討資料になります。 

   ２ 活動を報道した新聞の切り抜き等参考になるものがありましたら添付して下さ

い。 
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（別紙様式２）                                                                

  

                  課 外 活 動 状 況 報 告 書                                      

  

                                                                             

                                                       平成  年  月  日 

 

  （所属学府長等又は学部長） 殿                                             

                                                                         

団体・サ－クル名 
  

代 表 者 名         
  

顧 問 教 員 名         
  

                                                                             

   

 当該団体・サ－クルの現在までの活動状況について、下記のとおり報告します。 

                                                                             

                                        記                                   

 ［活動状況］                                                                 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)１ この活動状況報告書は、学生生活委員会等の検討資料になります。           

   ２ 活動を報道した新聞の切り抜き等参考になるものがありましたら添付して下さ

  い。 
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○国立大学法人東京農工大学授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程 

(平成16年4月7日16教規程第15号) 

改正 平成17年4月1日 17教規程第14号 平成19年4月1日 19教規程第21号 

平成25年4月1日 25教規程第3号 平成25年7月1日教規程第31号 
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第39条第2項の規定により

学部学生及び大学院学生の授業料及び入学料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料の免除につ

いては、この規程の定めるところによる。 

(経済的理由による授業料の免除) 

第2条 経済的理由によって納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる場合の授業料の免

除は、次の第3条から第8条までの各条に定めるところによる。 

第3条 前条の規定により授業料の免除の許可を受けようとする者は、別紙様式による授業料

免除願に、家庭状況調書及び当該学生又は当該学生を扶養する者の居住地の市区町村長の

発行する証明書その他本学の指定する書類を添えて、所定の期日までに当該学府長及び研

究科長(以下「学府長等」という。)又は学部長を経由して学長に提出しなければならない。 

第4条 授業料の免除は、前条の願い出に基づき学生生活委員会の議を経て、学長がこれを許

可する。 

2 授業料免除に関する選考基準は、別に定める。 

第5条 授業料の免除の取扱は、年度を2期に分けた区分によるものとし、前期又は後期ごと

の授業料の納期限までに受理した願い出に対して、当該期分についてこれを許可する。 

第6条 授業料の免除の額は、原則として各期分の授業料についてその全額又は半額とする。 

2 授業料の年額を国立大学等の授業料その他の費用に関する省令(平成16年文部科学省令第1

6号。以下この項において「省令」という。)第10条の規定に基づき、省令第2条に定める

標準額を超える額とする学府、研究科又は学部の学生については、前項のほか別に定める

ところにより、各期分の授業料の一定額を免除することができる。 

第7条 授業料の免除の許可は、当該期限りとする。ただし、当該年度内の翌期及び次年度に

おいて引き続き免除の許可を受けようとする場合は、改めて願い出なければならない。 

第8条 授業料の免除の許可を受けた者で、許可の決定後、免除の事由が消滅したと認められ

るに至った場合は、学生生活委員会の議を経て、学長がその許可を取り消す。 

2 前項に掲げる場合のほか学則第 31条の規定により懲戒された場合は、その許可を取り消す。 

3 前2項の規定により許可の取り消しを受けたときは、免除を受けた期の授業料の額を当該

期の月数で除して得た額に、取り消しの日の属する月からその期の終りまでの月数を乗じ

て得た額を、取り消しの日の属する月の末日までに納付しなければならない。 

(成績優秀者に対する授業料の免除) 

第8条の2 大学院学生の学業等成績優秀者に対して、授業料を免除することができる。 

2 前項の規定による授業料の免除については、別に定める。 

(休学、死亡等の理由による授業料の免除) 
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第9条 休学、死亡等やむを得ない事由により授業料の免除を必要とする場合は、次の第10

条から第13条までの各条に定めるところによる。 

第10条 学則第22条の規定により休学を許可された場合(命ぜられた場合を含む。)は、当該

学生にかかる授業料につき次の算式によって算出した額を免除する。ただし、授業料の納

入期限を経過した後に許可された休学の場合(授業料の徴収を猶予されている学生を除く。)

のその期の授業料については、免除しない。 

授業料年額×(休学当日の翌月から復学当月の前月までの月数／12) 

2 前項の場合において、年度当初から休学を許可された者については、休学当日分以降の授

業料を免除する。 

第11条 学則第26条の規定により除籍された者の未納の授業料は、保証人の願い出によりそ

の全額を免除することがある。 

2 第3条及び第4条の規定は、前項の場合にこれを準用する。ただし、第3条の規定による

添付書類は、その一部を省略することができる。また第4条の規定による許可限度は、こ

れを適用しない。 

第12条 次の各号の一に該当する特別な事情により納付が著しく困難であると認められる場

合は、願い出により当該事由の発生した日の属する期の翌期に納付すべき授業料を免除す

ることがある。ただし、当該事由発生の時期が当該期の授業料の納期限以前であり、かつ、

当該学生が当該期分の授業料を納付していない場合においては、当該期分の授業料を免除

することがある。 

(1) 授業料の各期ごとの納期前6月以内(新入学者に対する入学した日の属する期分の免除

に係る場合は、入学前1年以内)において、学生の学資を主として負担している者(以下

「学資負担者」という。)が死亡し、又は学生若しくは、学資負担者が風水害等の災害を

受けた場合 

(2) 前号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合 

第13条 第3条から第8条の規定は、前条の授業料免除の場合にこれを準用する。 

(退学を命ぜられた者の授業料の免除) 

第14条 学則第25条第3項第3号の規定により退学を命ぜられた者の未納の授業料は、その

全額を免除する。 

2 前項の規定にかかわらず、国立大学法人東京農工大学研究生規程第9条第2項第1号及び

国立大学法人東京農工大学科目等履修生規程第13条第2項第1号の規定により退学を命ぜ

られた者並びに国立大学法人東京農工大学における学生の派遣、留学及び受入れに関する

規程第17条において準用する第10条第3号の規定により派遣許可を取り消された者は、未

納の授業料を直ちに納付しなければならない。 

(授業料の徴収猶予) 

第15条 授業料の徴収猶予は、次の各号の一に該当する場合に、これを許可する。 

(1) 経済的理由によって納期限までに授業料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認め

られる場合 

(2) 当該学生が行方不明となった場合 
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(3) 学生又は学資負担者が災害を受け、納付が困難であると認められる場合 

(4) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

第16条 前条の授業料徴収猶予の許可を受けようとする者(学生が行方不明となった場合は、

その保証人)は、別紙様式による授業料徴収猶予願を、所定の期日までに当該学府長等又は

学部長を経由して学長に提出しなければならない。 

第17条 前条の願い出があった場合は、免除の場合の手続に準じて選考の上、学長がこれを

許可する。 

第18条 第16条の願い出は、年度を2期に分けた区分による前期又は後期ごとの授業料の納

期限までに行うものとし、その願い出に対して当該期分の授業料について徴収猶予を許可

する。 

第19条 授業料徴収猶予の期限は、適宜定めるものとする。ただし、当該年度を超えること

はできない。 

第20条 授業料徴収猶予の許可を受けた者は、当該徴収猶予の期限が満了した場合には満了

の日の属する月の末日までに、徴収猶予にかかる授業料を納付しなければならない。 

(授業料の分納) 

第21条 特別の事情がある場合は、授業料の月割分納を許可することがある。この場合の月

割分納額は、授業料年額の12分の1に相当する額とし、毎月末日までに納付しなければな

らない。ただし、休業期間中の分は、当該休業期間の開始前に納付するものとする。 

第22条 前条の許可を受けようとする者は、別紙様式による授業料月割分納願を、所定の期

日までに当該学府長等又は学部長を経由して学長に提出しなければならない。 

第23条 第17条及び第18条の規定は、授業料の月割分納の場合にこれを準用する。 

第24条 新入学者に対しては、特別の事情がある場合を除き、入学した日の属する期分につ

いては、授業料の徴収猶予又は月割分納を許可しない。 

第25条 授業料の徴収猶予又は月割分納の許可を受けた者が許可の決定後、猶予又は月割分

納の事由が消滅したと認められるに至った場合は、免除取り消しの場合の手続に準じて許

可の取り消しを行う。 

2 前項の取り消しを受けた者は、取り消しを受けた日の属する月の末日までに、徴収猶予又

は月割分納にかかる授業料の額の当該期分を納付しなければならない。 

第26条 授業料の徴収を猶予されている者が学則第25条第1項及び第2項の規定により退学

をしようとする場合は、その期において納付すべき授業料の額を退学の許可を受ける際に

納付しなければならない。ただし、願い出により月割計算により退学の翌月以降に納付す

べき授業料の全額を免除することがある。月割分納の許可を受けている者が退学する場合

もまた同じ。 

2 第3条及び第4条の規定は、前項の免除の場合にこれを準用する。ただし、第3条の規定

による添付書類は、これを省略することができる。 

(大学院学生の入学料の免除) 

第27条 本学の大学院に入学する者であって経済的理由により入学料の納付が困難であり、

かつ、学業優秀と認められる者に対して、大学院の入学料を免除することがある。 
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2 前項に該当しない者であっても、次の各号の一に該当し、入学料の納付が著しく困難であ

ると認められる者に対して、大学院の入学料を免除することがある。 

(1) 入学前1年以内において大学院に入学する者の学資負担者が死亡し、又は大学院に入

学する者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合 

(2) 前号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合 

3 入学料の免除の額は、原則としてその全額又は半額とする。 

4 入学料の免除の申請は、別紙様式による入学料免除願に次の各号に掲げる書類を添えて入

学手続き終了日までに行うものとする。 

(1) 大学院に入学する者又は学資負担者の居住地の市区町村長が発行する証明書 

(2) 家庭状況調書 

(3) 前2号のほか本学の指定する書類 

5 入学料の免除の許可は、前項の申請に基づき学生生活委員会の議を経て、学長が行う。 

(学部学生の入学料の免除) 

第28条 本学の学部に入学する者であって次の各号の一に該当し、入学料の納付が著しく困

難であると認められる者に対して、学部学生の入学料を免除することがある。 

(1) 入学前1年以内において学部に入学する者の学資負担者が死亡し、又は学部に入学す

る者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合 

(2) 経済的理由により納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合 

(3) 前各号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合 

2 入学料の免除の額は、原則としてその全額又は半額とする。 

3 入学料の免除の申請は、別紙様式による入学料免除願に次の各号に掲げる書類を添えて入

学手続終了の日まで行うものとする。 

(1) 本学の学部に入学する者又は学資負担者の居住地の市区町村長が発行する証明書 

(2) 家庭状況調書 

(3) 前2号のほか本学の指定する書類 

4 入学料の免除の許可は、前項の申請に基づき、学生生活委員会の議を経て、学長が行う。 

(入学料の徴収猶予) 

第29条 入学料の徴収猶予は、次の各号の一に該当する場合にこれを許可する。 

(1) 経済的理由により納付期限までに納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場

合 

(2) 入学前1年以内において、入学する者の学資負担者が死亡し、又は入学する者若しく

は学資負担者が風水害等の災害を受け、納付期限までに納付が困難であると認められる

場合 

(3) 前号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合 

(徴収猶予の手続き) 

第30条 前条の入学料徴収猶予の許可を受けようとする者は、別紙様式による入学料徴収猶

予願を、入学手続き終了の日までに当該学部長を経由して学長に提出しなければならない。 
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2 第27条及び第28条の規定により入学料の免除を申請した者について、その判定の結果、

免除の不許可又は半額免除許可となった者は、その結果の告知のあった日から14日以内に

前項に規定する入学料徴収猶予の申請を行うことができる。 

3 前2項の願い出があった場合は、入学料免除の手続きに準じて選考のうえ、学長がこれを

許可する。 

4 免除又は徴収猶予を申請した者に係る入学料については、その免除又は徴収猶予の判定期

間中は、徴収を猶予する。 

第31条 次の各号に掲げる者は、当該判定結果の告知のあった日から14日以内に納付すべき

入学料を納付しなければならない。 

(1) 入学料の徴収猶予の申請を行い、判定の結果、不許可になった者 

(2) 入学料免除の判定の結果、不許可又は半額免除許可となった者 

(3) 前号の判定の後に入学料の徴収猶予の申請を行い、判定の結果、不許可になった者 

(徴収猶予の期限) 

第32条 入学料の徴収猶予の期限は、適宜定めるものとする。ただし、当該入学に係る年度

を超えることはできない。 

第33条 入学料徴収猶予の許可を受けた者は、当該徴収猶予の期限が満了した場合には満了

の日の属する月の末日までに、徴収猶予に係る入学料を納付しなければならない。 

(死亡等による免除) 

第34条 次の各号の一に該当する者の未納の入学料は、全額を免除する。 

(1) 第29条及び第30条第4項により徴収を猶予している期間内に死亡した者 

(2) 第31条の入学料を納付すべき期間内に死亡した者 

(3) 免除若しくは徴収猶予が不許可となった者又は半額免除が許可となった者で、納付す

べき入学料を納付しないことを理由として除籍された者 

2 前項各号の者の授業料又は寄宿料が未納である場合は、その者に係る未納の授業料又は寄

宿料の全額を免除する。 

3 徴収を猶予した入学料に係る延滞金は、その全額を免除する。 

(寄宿料の免除) 

第35条 特別の事由により寄宿料の免除を行う場合は、次の第36条から第40条までの各条

に定めるところによる。 

第36条 学則第26条の規定により除籍された者の未納の寄宿料は、その全額を免除する。 

第37条 学生又は学資負担者が風水害等の災害を受け、寄宿料の納付が著しく困難となるに

至ったと認められる場合は、願い出により災害の発生した日の属する月の翌月から起算し

て6月間の範囲において寄宿料の全額を免除することがある。ただし、その期間が翌年度

にわたる場合は、翌年度分に係る免除の申請を改めて提出しなければならない。 

第 38条 前 2条の場合は、当該学生の保証人又は当該学生が別紙様式による寄宿料免除願に、

本学が指定する書類を添えて、所定の期日までに当該学府長等又は学部長を経由して学長

に提出しなければならない。 
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第39条 寄宿料の免除は、前条の願出に基づき、授業料の免除の場合の手続に準じて学長が

これを許可する。 

第40条 寄宿料の免除の許可を受けた者で、許可の決定後、免除の事由が消滅したと認めら

れるに至った場合は、授業料免除の取消しの手続に準じて学長がその許可を取り消す。 

2 前項の許可の取り消しを受けた者は、取り消しの日の属する月の末日までに未納の寄宿料

の額を納付しなければならない。 

第41条 学則第25条第3項第3号の規定により退学を命ぜられた者の未納の寄宿料は、その

全額を免除する。 

(免除の取り消し) 

第42条 授業料の免除、徴収猶予(月割分納を含む。)又は寄宿料の免除の許可を受けた者が

願い出書類に虚偽の事項を記載した場合は、許可の日に遡ってこれを取り消し、授業料に

ついてはその全額を、寄宿料については未納の分を直ちに納付させる。 

附 則 

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。 

附 則(平成17年4月1日 17教規程第14号) 
 

この規程は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年4月1日 19教規程第21号) 
 

この規程は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年4月1日 25教規程第3号) 
 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年7月1日教規程第31号) 
 

この規程は、平成25年7月1日から施行し、平成26年4月1日以降に入学する者から適用

する。 
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別紙様式  

 

             授 業 料 免 除 願  

 

                                    

                         平成  年  月  日  

 

 

  東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号          番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、授

業料の免除を受けたくお願いいたします。  

 

                                       記 

 

 １ 免 除 期 間               平成    年度    期分 

 

                                                                全額 

 ２ 免 除 額                                         円     

                                                                半額 

 

 ３ 免除の理由  （詳細に記入のこと） 

 

 ４ 添 付 書 類 

 

     （１）家庭状況調書 

 

     （２）市区町村長証明書 
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別紙様式 

 

授 業 料 徴 収 猶 予 願 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

  東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号          番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、授

業料の徴収猶予を受けたくお願いいたします。 

 

記 

 

１ 徴収猶予期限    平成  年  月  日まで   期分  

  

２ 徴 収 猶 予 額              円 

  

３ 徴収猶予の理由 （詳細に記入のこと） 
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別紙様式 

 

授 業 料 月 割 分 納 願 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

  東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号          番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、授

業料の月割分納を受けたくお願いいたします。 

 

記 

 

            平成  年  月  日から 

１ 分 納 期 間                                          期分 

           平成  年  月  日まで 

 

２ 分納の理由  （詳細に記入のこと） 
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別紙様式 

 

入 学 料 免 除 願 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

    東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号         番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、入

学料の免除を受けたくお願いいたします。 

 

記 

                                                    ┌全額┐ 

１ 免 除 額                 円 

                          └半額┘  

２ 免除の理由      （詳細に記入のこと）  

  

４ 添 付 書 類 

 

 （１）家庭状況調書  

 

 （２）市区町村長証明書  

 

 （３）その他の参考となる証明書  
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別紙様式 

 

入 学 料 徴 収 猶 予 願 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

    東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号         番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、入

学料の徴収猶予を受けたくお願いいたします。 

 

記 

 

  １ 徴収猶予期限     平成  年  月  日まで 

 

  ２ 徴収猶予額                  円 

 

  ３ 徴収猶予の理由（詳細に記入のこと） 
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別紙様式 

 

寄 宿 料 免 除 願 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

    東京農工大学長  殿 

 

                        学 府      専攻 

                        研究科      専攻     年度入学・学籍番号         番 

                        学 部      学科 

                                             氏 名                     印 

 

                                 連帯保証人  住 所 

                                             氏 名                     印 

 

 

 下記のとおり学則並びに授業料等の免除及び徴収猶予に関する規程により、寄

宿料の免除を受けたくお願いいたします。 

 

記 

 

             平成  年  月  日から 

１ 免 除 期 間 

            平成  年  月  日まで 

 

２ 免 除 額                           円 

 

３ 免除の理由 （詳細に書くこと）  

 

４ 添 付 書 類 
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別紙様式 

 

授 業 料 免 除 許 可 書 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

                           学 府      専攻 

                           研究科      専攻     年度入学 

                           学 部      学科 

                                                氏  名 

 

 

 さきに願い出のあった授業料免除につき、下記によりこれを許可する。 

 

記 

 

１ 免 除 期 間      平成   年度   期分  

  

                                                 ┌全額┐ 

２ 免 除 額               円 

                          └半額┘  

 

 

              東京農工大学長              印 
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別紙様式 

 

授 業 料 徴 収 猶 予 許 可 書 

                                    

  平成  年  月  日 

 

                           学 府      専攻 

                           研究科      専攻     年度入学 

                           学 部      学科 

                                                氏  名 

 

 

 

 さきに願い出のあった授業料徴収猶予につき、下記によりこれを許可する。 

 

記 

 

１ 徴収猶予期限    平成  年  月  日まで  

                      期 分  

 

２ 徴収猶予額               円  

 

 

              東京農工大学長              印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

194



 

別紙様式 

 

入 学 料 徴 収 猶 予 許 可 書 

 

                                    

  平成  年  月  日 

 

                           学 府      専攻 

                           研究科      専攻     年度入学 

                           学 部      学科 

                                                氏  名 

 

 

 

 さきに願い出のあった入学料徴収猶予につき、下記によりこれを許可する。 

 

記 

 

１ 徴収猶予期限     平成  年  月  日まで 

 

２ 徴収猶予額                  円 

 

 

              東京農工大学長            印 
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別紙様式 

 

授 業 料 月 割 分 納 許 可 書 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

                           学 府      専攻 

                           研究科      専攻     年度入学 

                           学 部      学科 

                                                氏  名 

 

 

 

 さきに願い出のあった授業料月割分納につき、下記によりこれを許可する。 

 

記 

 

 

             平成  年  月  日から 

分 納 期 間                                           期分 

            平成  年  月  日まで   

 

 

              東京農工大学長             印  
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別紙様式 

 

寄 宿 料 免 除 許 可 書 

                                    

  平成  年  月  日 

 

 

                           学 府      専攻 

                           研究科      専攻     年度入学 

                           学 部      学科 

                                                氏  名 

 

 

 さきに願い出のあった寄宿料免除につき、下記によりこれを許可する。 

 

記 

 

              平成  年  月  日から 

１ 免 除 期 間 

             平成  年  月  日まで 

 

２ 免 除 額                 円 

 

 

              東京農工大学長              印 
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「授業料の納付を怠り、督促してもなお納入しない者」に対する、退学を命ずる時期等に 

係わる申し合わせ 

 

 

 

平 成 １５ 年 １ 月 ２０ 日 

学 生 生 活 委 員 会 承 認 

（農学部教授会承認。H15.2.13） 

（工学部教授会承認。H15.2.10） 

 

                                                        連合農学研究科 

                                                        委員会承認。   H15.3.3 

 

                                                        生物ｼｽﾃﾑ応用科学研究科 

                                                        教授会承認。   H15.2.12 

 

 

 

本学学則第２５条第３項第３号の規定に基づき「授業料の納付を怠り、督促してもなお納

入しない者」に対する、退学を命ずる時期等の取扱いについては次のとおりとする。 

 

（１）授業料を「２期分」滞納した者について、当該期間の末日をもって退学を命ずる。 

 

（２）上記（１）に係わる取扱いについては、東京農工大学債権管理事務取扱要項第６項に基

づく、督促（掲示督促及び保証人督促）を行い、併せて２期目の期間内の６月２０日又は

１２月２０日現在納入されていない者については、事務において名簿を作成し、当該学部

学科等の学生生活委員会委員等に周知する。当該学科等においては教育的対応として修学

状況等を把握のうえ、本人及び保証人に対して確認を行う。また、期間内に納入しない場

合は、退学を命ずる処置を受ける旨の周知をする。 

（３）この申し合わせは、平成１５年４月１日現在在学している者から適用する。 

ただし、平成１５年度前期に関しては、授業料を「３期分」滞納した者についても、平

成１５年９月３０日付けをもって退学を命ずる。 
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○国立大学法人東京農工大学ハラスメントの防止及び対策等に関する規程 

(趣旨) 

第1条 この規程は、国立大学法人東京農工大学職員就業規則第34条第2項及び国立

大学法人東京農工大学非常勤職員就業規則第26条第2項の規定並びに国立大学法

人東京農工大学ハラスメント防止及び対策ガイドライン(以下「ガイドライン」

という。)に基づき、国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)におけ

るハラスメントの防止及び対策等に関し、必要な事項を定めるものとする。  

2 本学におけるハラスメントの対応については、ガイドラインに定めのある場合

のほか、この規程に定めるところによる。  

(適用範囲) 

第2条 この規程は、本学のキャンパスの内外並びに勤務、授業、研究及び課外活

動等の時間の内外を問わず、次に掲げる本学の構成員の間におけるハラスメント

について適用する。  

(1) 職員(非常勤講師及び非常勤職員を含む。)  

(2) 学生(学部・大学院の学生及び研究生、科目等履修生、特別聴講学生等、本

学で教育を受けるあらゆる立場の者)  

(3) 委託又は派遣契約等により本学において就労する者  

(4) 学生の保護者、関係業者等の職務上の関係を有する者  

(定義) 

第3条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

掲げるところによる。  

(1) ハラスメント 差別意識に基づき、あるいは権力関係を用いて不適切な言

動を行い、これによって相手に精神的・身体的な面を含めて、修学・研究や職

務遂行に関連して不利益や損害を与えることをいう。  

(2) 部局 国立大学法人東京農工大学組織運営規則第3条第1項、第3条の2第1

項、第4条第2項、第5条第1項並びに第6条第1項及び第3項に定める組織及び施

設をいう。  

(3) 部局長 前号の部局の長をいう。  

(4) 相談者 ハラスメントに関する相談を申し出たすべての者をいう。  

(5) 申立人 ハラスメントに関する苦情を申し立てる者をいう。  

(6) 被申立人 ハラスメントを行ったと申し立てられた者をいう。  

(7) 当事者 申立人及び被申立人をいう。  

(8) 関係者 当事者以外で、当該事案に関する事実につき何らかの関係を有し

ていると認められる者及び調査又は調停等に携わった者をいう。  

(9) 苦情申立て ハラスメントに関する問題について、大学に対して必要な対

応又は具体的措置をとることを求めることをいう。  

(10) 調停 ハラスメントに関する問題を当事者双方の話合いで解決する手続を

いう。  

(学長の責務) 

第4条 学長は、本学のハラスメントの防止及び対策に関し総括する。  

(平成18年2月6日18教規程第2号)
改正 平成19年10月22日 19教規程第32号 平成20年4月28日 20規程第18号 

平成20年6月1日 20教規程第29号 平成20年12月1日 20教規程第67号

平成21年2月23日 21教規程第3号 平成21年4月1日 21教規程第5号 

平成21年7月6日 21教規程第23号 平成22年4月1日 22教規程第20号 

平成23年4月1日 23教規程第10号 平成24年4月1日 24教規程第2号 

平成24年10月1日 24規程第39号 平成26年4月1日教規程第10号 
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2 学長は、ハラスメントの事実関係が認定され、就労、修学、教育若しくは研究

環境の改善を行うことが必要であると認められた場合は、速やかに、必要な措置

を講ずるものとする。  

(ハラスメント防止・対策委員会の設置) 

第5条 本学に、ハラスメントの防止及び対策を適切に実施するために、ハラスメ

ント防止・対策委員会(以下「防止・対策委員会」という。)を置く。  

(防止・対策委員会の任務) 

第6条  防止・対策委員会は、次の各号に掲げる事項を行う。  

(1) ハラスメント及び人権侵害の防止等に関する啓発活動及び研修等の企画並

びに実施に関すること。  

(2) ハラスメントの審査、救済措置、事実調査、事実認定、対応策の検討、勧

告及び調停に関すること。  

(3) ハラスメントに関して、被害の救済及び環境の改善等のための対応又は措

置に関する関係部局に対する指導・助言等に関すること。  

(4) 本学におけるハラスメントに関する概要をまとめ、年度ごとに公表するこ

と。  

(5) その他ハラスメントの防止及び対策に関すること。  

2 防止・対策委員会は、ハラスメントに関する被害の救済及び環境の改善等のた

めにとるべき措置その他個別の事案への対応策をまとめたときは、部局長に勧告

するとともに、学長へ報告するものとする。  

(防止・対策委員会の組織) 

第7条 防止・対策委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。  

(1) 教育担当副学長  

(2) 総務・財務担当理事  

(3) 農学研究院長  

(4) 工学研究院長  

(5) 工学府長  

(6) 農学府長  

(7) 生物システム応用科学府長  

(8) 連合農学研究科長  

(9) その他学長が必要と認める者  

2 前項第9号の委員は、学長が任命する。  

3 第13条に規定するハラスメント調査委員会及び第18条に規定するハラスメント

調停委員会を組織する場合、当該事案においてハラスメントの当事者が、防止・

対策委員会委員であるときには、この規程に基づく当該事案の処理が完了するま

では、当該委員の職務を行うことができない。  

(防止・対策委員長及び副委員長) 

第8条 防止・対策委員会に委員長を置き、前条第1項に規定する委員の中から学長

が指名する。  

2 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。  

3 委員長は、防止・対策委員会を招集し、その議長となる。  

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるときは、その職務を代行す

る。  

(防止・対策委員会の会議等) 

第9条 防止・対策委員会は、委員長が第6条の任務を遂行するために必要と認める

場合に招集する。ただし、ハラスメントに関する苦情申立てがなされた場合は、
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直ちに招集しなければならない。なお、委員長が明らかに当該苦情申立てを受理す

ることが妥当でないと判断した場合は、防止・対策委員会の招集を要しない。こ

の場合において、委員長は、不受理の決定及びその理由を文書で申立人へ通知

し、説明を行うものとする。  

2 防止・対策委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決する

ことができない。  

3 防止・対策委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。  

4 防止・対策委員会は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見

を聞くことができる。  

5 防止・対策委員会は、学長が必要と認め、かつ申立人の了解が得られた場合に

は、当該事案の概要を公表しなければならない。  

(相談員の配置) 

第10条 本学にハラスメントの相談に応じるため、府中地区及び小金井地区にハラ

スメント相談室を設置し、ハラスメント相談員(以下「相談員」という。)を置

く。  

2 相談員は、本学の常勤又は非常勤のカウンセラーとする。  

3 相談員の氏名、所属、連絡用電話番号、ファクシミリ番号及び電子メールアド

レス等は、各部局及び学内の掲示板等に掲示するものとする。  

4 相談員は、防止・対策委員会、調査委員会及び調停委員会(以下「各委員会」と

いう。)の委員を兼務できない。  

5 相談員の互選により、主任相談員を置く。主任相談員は、定期的な研修、相談

員間の連絡、調整その他相談の円滑な実施に必要な措置を行う。  

(相談の受付) 

第11条 相談員への相談は、面談のほか、手紙、電話、ファクシミリ又は電子メー

ルのいずれの方法でも受け付けるものとする。  

2 相談員以外の本学職員が、相談を受けた場合には、当該相談者の同意の上、相

談及び被害の具体的事項を相談室に報告し、助言を受けるものとする。  

(相談員の任務) 

第12条 相談員は、次に掲げる事項を行う。  

(1) 相談者の立場に立って相談に応じ、相談者の意思を確認し、防止・対策委

員会に申立ての内容を取り次ぐこと。  

(2) 第4項に規定する記録及び第5項に規定する報告書を作成すること。  

2 相談員は、相談者の同意を得た上、複数で相談を行い、相談者が女性の場合に

は、1名は女性の相談員とすることを原則とする。  

3 相談員は、心理的なケアを要すると認める場合には、相談者の希望に応じて保

健管理センター又は学外の専門機関を紹介する。  

4 相談員は、相談内容を記録し保管する。この場合においても、保管記録の内容

については、相談者の確認を受けるものとする。  

5 相談員は、相談のみで中断又は終了した場合、あるいは、苦情申立てを防止・

対策委員会に取り次いだ場合においても、相談内容の概要と相談件数を当事者双

方匿名で、定期的に防止・対策委員会に報告するものとする。  

6 相談員は、ハラスメントに関する事態が重大で改善措置が緊急に必要であると

認めた場合には、直ちに防止・対策委員会にその旨を報告しなければならない。

この場合においても、相談者の意思をできる限り尊重するものとする。  

7 相談員は、防止・対策委員会に申立ての内容を取り次いだ後も、相談者に経過
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を報告するものとする。  

8 相談員は、各委員会又は相談者から求めがあった場合には、各委員会の調査等

の際に相談者に付き添うことができるものとする。  

(ハラスメント調査委員会の設置) 

第13条 防止・対策委員会は、ハラスメントに関して相談者から苦情申立てがあっ

たときは、防止・対策委員会の下に、当該事案に関する調査・被害救済手続を扱

う非常設的組織として、ハラスメント調査委員会（以下「調査委員会」とい

う。）を設置することができる。  

2 防止・対策委員会は、相談者からの苦情申立てがない場合にも、ハラスメント

に関する相談を行った事案について、事態が重大で制裁や改善措置が緊急に必要

であると認めた場合には、当該事案に対応するために、直ちに調査委員会を設置

することができる。この場合においても、相談者の意思をできる限り尊重するも

のとする。  

3 防止・対策委員会は、第1項又は前項に基づき調査委員会を設置した場合には、

直ちにその旨を、当該事案の当事者の所属部局長等に連絡するとともに、当該事

案の当事者にも通知するものとする。  

(調査委員会委員長) 

第14条 調査委員会に委員長を置き、防止・対策委員長が指名する。  

(調査委員会の組織) 

第15条 調査委員会委員長は、防止・対策委員会があらかじめ作成した候補者名簿

から男女及び当事者双方の所属のバランスを十分考慮し、委員を2名以上指名す

る。  

2 調査委員会委員の任期は、当該事案に関する任務が終了するまでとする。  

3 調査委員会委員は、複数の事案について委員を兼任することを妨げない。  

4 調査委員会委員に弁護士等を加えることができる。  

5 選任された調査委員会委員について、申立人から不服が申し立てられた場合に

は、防止・対策委員会は、その不服について検討しなければならない。  

(調査委員会の任務) 

第16条 調査委員会は、次に掲げる事項を行う。  

(1) 当該事案に関する事実調査を行い、速やかに事実関係を明らかにするこ

と。  

(2) 事実調査の結果及びそれに基づく事実認定に関する意見を、防止・対策委

員会に報告すること。  

(当事者への通知等) 

第16条の2 防止・対策委員会は、調査委員会の調査結果に基づき結論を出したと

きには、速やかにその内容を文書で当事者に通知し、説明をしなければならな

い。  

2 当事者は、前項の説明の内容に不服があるときは、説明を受けた日から2週間以

内に理由を付した文書により防止・対策委員会へ不服申立てを行うことができ

る。  

3 防止・対策委員会は、前項の不服申立てがあった場合、その妥当性について審

議し、次に掲げる措置をとるものとする。  

(1) 不服申立てが妥当であると判断される場合 調査委員会による再調査並びに

第1項に定める通知及び説明  

(2) 不服申立てが妥当でないと判断される場合 不服申立て不受理の決定  

4 前項第1号の再調査は、原則として不服申立てが妥当であると判断された日から
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1ヶ月以内に行うものとする。  

5 第3項各号に掲げる措置に対する再度の不服申立ては認めないものとする。  

(特例としての緊急避難措置) 

第17条 防止・対策委員会委員長は、相談者からの正式な苦情申立ての有無に関わ

らず、相談員から事態が重大で改善措置が緊急に必要であるとの報告を受けた場

合には、調査委員会による報告を待たずに、委員会名で当事者双方の所属部局長

等に対し、緊急避難措置勧告をすることができる。この場合においても、相談者

の意思をできる限り尊重するものとする。  

(ハラスメント調停委員会の設置) 

第18条 相談者が、当事者の話合いによる解決を求めた場合、防止・対策委員会

は、ハラスメント調停委員会（以下「調停委員会」という。）を設置することが

できる。  

(調停委員会の組織) 

第19条 調停委員会委員は、3名とし、防止・対策委員会があらかじめ作成した候

補者名簿から同委員会が指名する。当事者の相談に関与した者は、委員になるこ

とができない。  

(調停委員会の任務) 

第20条 調停委員会は、次に掲げる事項を行う。  

(1) 当該申立てに係る当事者の話合いが円滑に進むよう、立会いのもと援助す

ること。  

(2) 当該申立てに係る当事者に調停案を提示すること。  

(3) 当該申立てに係る当事者の調停が成立したときは、合意文書で確認すると

ともに防止・対策委員会に報告すること。  

(4) 調停が不成立の場合には、防止・対策委員会に報告すること。  

(相談者又は申立人の意思及び主体性の尊重) 

第21条 ハラスメントに関する相談から苦情申立てまでの全ての段階において、相

談者又は申立人の意思はできる限り尊重されなければならず、相談員及び委員

は、解決策を押し付けたり、誘導したりすることのないよう留意しなければなら

ない。  

(相談員等の守秘義務及びプライバシーの保護等) 

第22条 相談員及び各委員会委員は、任期中及び退任後においても、任務において

知りえた事項について他に漏らしてはならない。  

2 相談員及び委員は、相談者、当事者及び関係者の名誉及びプライバシーなどの

人格権を侵害することのないよう、慎重に行動しなければならない。  

3 ハラスメントに関する相談及び苦情申立てにおいて、相談者、当事者及び関係

者が希望する場合には、当該希望者本人については、匿名扱いとする。ただし、

被申立人あて文書については、この限りではない。  

(不利益な取り扱いの禁止) 

第23条 学長、部局長及びその他の職員は、相談若しくは当該被害救済手続への協

力その他ハラスメントに関して正当な対応をした職員又は学生に対し、そのこと

をもって不利益な取り扱いをしてはならない。  

(部局長の責務) 

第24条 部局長は、当該部局におけるハラスメントの防止に努めるものとする。  

2 部局長は、防止・対策委員会から、ハラスメントに関する被害の救済及び環境

の改善のためにとるべき措置その他個別の事案への対応策について勧告を受けた

場合は、それに適切に対応しなければならない。  
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3 部局長は、再発防止のため改善措置を講じ、学長及び防止・対策委員会に報告

するものとする。  

(事務) 

第25条 各委員会及び相談室に関する事務は、総務部人事労務課及び学務部学生総

合支援課において処理する。  

(その他) 

第26条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

附 則  

(施行期日) 

第1条 この規程は、平成18年4月1日から施行する。  

(国立大学法人東京農工大学セクシャルハラスメント等の防止に関する規程の廃

止) 

第2条 国立大学法人東京農工大学セクシャルハラスメント等の防止に関する規程

(16経教規程第31号)は、廃止する。  

(国立大学法人東京農工大学職員苦情相談規程の一部改正) 

第3条 国立大学法人東京農工大学職員苦情相談規程(16経教規程第42号)を次のよ

うに改める。 

第1条中「セクシュアル・ハラスメント等」を「ハラスメント」に、「国立大

学法人東京農工大学セクシュアル・ハラスメント等の防止等に関する規程」を

「国立大学法人東京農工大学ハラスメントの防止及び対策等に関する規程」に改

める。  

附 則(平成19年10月22日 19教規程第32号)  

この規程は、平成19年10月22日から施行する。ただし、第3条第2項の規定中、女

性キャリア支援・開発センターについては平成18年9月1日から、キャリアパス支援

センターについては平成19年8月1日から適用する。  

附 則(平成20年4月28日 20規程第18号)  

この規程は、平成20年4月28日から施行し、平成20年4月1日から適用する。ただ

し、第3条2項の規定中、学生活動支援センターについては平成19年11月1日から適

用する。  

附 則(平成20年6月1日 20教規程第29号)  

この規程は、平成20年6月1日から施行する。  

附 則(平成20年12月1日 20教規程第67号)  

この規程は、平成20年12月1日から施行し、平成20年11月1日から適用する。  

附 則(平成21年2月23日 21教規程第3号)  

この規程は、平成21年2月23日から施行し、平成21年2月1日から適用する。  

附 則(平成21年4月1日 21教規程第5号)  

この規程は、平成21年4月1日から施行する。  

附 則(平成21年7月6日 21教規程第23号)  

この規程は、平成21年7月6日から施行し、平成21年6月1日から適用する。  
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附 則(平成22年4月1日 22教規程第20号)  

この規則は、平成22年4月1日から施行する。  

附 則(平成23年4月1日 23教規程第10号)  

この規則は、平成23年4月1日から施行する。  

附 則(平成24年4月1日 24教規程第2号)  

この規程は、平成24年4月1日から施行する。  

附 則(平成24年10月1日 24規程第39号)  

この規程は、平成24年10月1日から施行し、平成24年4月1日から適用する。  

附 則(平成26年4月1日教規程第10号)  

この規程は、平成26年4月1日から施行する。  
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国立大学法人東京農工大学 

ハラスメント防止及び対策ガイドライン 
(平成 25 年 5 月 16 日改正) 

 
１．ハラスメント防止に向けて 

 

  東京農工大学は、個人の尊厳（人権）と学問の自由を損なういかなるハラスメントも許

容せず、教育・研究及び就労環境の整備に努めていくことを宣言します。 

                            

そこで、まず東京農工大学ハラスメント防止及び対策ガイドラインを作成しました。こ

れに基づき、これまでのセクシュアル・ハラスメント等の防止等に関する規程を改め、東

京農工大学ハラスメント防止及び対策等に関する規程を定め、各種のハラスメントの防止

と被害者の迅速な救済を目的にハラスメント防止・対策委員会を発足させ、相談と同委員

会への苦情申立ての問題解決取次ぎ専門機関としてハラスメント相談室を開設しました。 

 ハラスメント相談室では、専門のハラスメント相談員がハラスメントを受けた悩みや気

持ちを受け止め、今後の行動指針と支援を得る方策をアドバイスします。個人のプライバ

シーに十分配慮しながら相談者の立場に立って相談と苦情申立ての取次ぎに応じます。ま

た、相談後の対応プロセスのすべてに相談者の意思を尊重します。今回の改正では、ハラ

スメント防止・対策委員会による調停制度を新設したほか、正式の救済措置もあります。

相談員が申立て、問題解決処理を取り次ぎますのでご相談下さい。ハラスメント被害や苦

情申立ての相談を受けた教職員や関係者の方へのアドバイスも行います。 

匿名での相談や訴えに対しては、原則的に苦情処理や調査は行わず、当事者双方匿名で

内容と件数のみハラスメント防止・対策委員会に報告して啓発活動に用います。 

相談後の流れ（対応・措置の過程）の概要は、ハラスメント対応フロー図を、ハラスメ

ント防止に関する諸規則は、東京農工大学ハラスメント防止及び対策等に関する規程をご

覧ください。このガイドラインをすべての大学構成員が読んで、意識改革と今後の行動指

針に活用されることを強く望みます。 

 

２．ハラスメントの定義 

 

東京農工大学は、ハラスメントを、「差別意識に基づき、あるいは権力関係を用いて、

不適切な言動を行い、これによって相手に精神的・身体的な面を含めて、修学・研究や職

務遂行に関連して不利益や損害を与えること」と定義します。 

ハラスメントに特徴的なこととしては、その行動が不快で、屈辱的で、敵意に満ち、脅

迫的であると、受け手に見えるか感じられること、若しくは理性的な第三者によってその

ように見なされることにあります。 

ハラスメントの例はおよそ次のようなものです。差別的な言動、執拗ないじめ・嫌がら

せ・からかい、性格や容姿に関する不快なコメント、持続的で不合理な批判、罵倒、又は

性的な好意や行為と引き換えに報酬（単位認定、推薦、昇進など）の約束をしたり、必要

な指導や支援を拒否し、脅迫したりすることなどが挙げられます。 

なお、行為者がどんなつもりでそれを行ったかはハラスメントを構成する要件ではあり

ません。 

 

３．ハラスメントの種類とハラスメントになり得る言動の具体例 

 

性別による差別的言動をはじめとして、人種、民族、身分、出生地、出身校又は障害や

病気による差別、上下関係や権力関係を背景にした、いじめや各種服従の強要のない大学

キャンパスをつくるには、すべての構成員がお互いの人格と相手の文化的背景を尊重する

意識を持ち、ハラスメントは相手の人格権を意識的・無意識的に侵害し、時に深刻な心身

の健康障害をもたらすものであるとの認識が必要です。たとえば、ある人にとってハラス

メントと感じなくても、出身国が異なる人同士の関わりの中で社会・文化・宗教的な差異

があるときには、それがハラスメントとして受け取られることもあるのです。 
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１）セクシュアル・ハラスメント 

セクシュアル・ハラスメントは、性差別の一形態とみなされる人権侵害です。学問、

労働、社会的状況へ性的なコメントや活動を不適切に持ち込むという特徴があり、しば

しば対等の立場にない人々の間で生じます。もしそこに権限のある、又は信頼される立

場の濫用があるならば、明確な利益、不利益の提示がなくても、大学は重大なセクシュ

アル・ハラスメントとみなします。 

また、性的指向性について差別的発言を行うこともセクシュアル・ハラスメントとな

ります。 

ある言動がセクシュアル・ハラスメントにあたるかどうかは，あくまでも相手の受け

とめ方（「不快」と感じるかどうか）によるのであって，その言動を行う者の感覚で判

断されるものではないことに注意してください。 

 

＜刑事犯罪＞ 

強姦や性的暴行、ストーカー、痴漢、覗きや盗撮行為は、刑事犯罪あるいは迷惑防止

条例違反相当行為です。ハラスメント相談員は、必要な手続きや心身のケアに関する助

言、緊急避難措置などの支援を行うことができます。 

 

２）人種・民族ハラスメント 

人種ハラスメントは、人種差別の一形態とみなされ、許容されるものではありません。

大学は、人種、民族、国家的な背景を根拠にした屈辱的で攻撃的ないかなる行為や表明

も、またこのような行為への参加を扇動することもハラスメントとみなします。 

 

３）アカデミック・ハラスメント 

アカデミック・ハラスメントは、「大学の構成員が権力関係をもとにして、不適切な

言動を行い、これによって相手に精神的・身体的な面を含めて、学修・研究や職務遂行

に関連して不利益・損害を与えること」です。（「アカデミック・ハラスメント」防止

等対策のための５大学合同研究協議会報告書に準拠） 

ただし、同じような言動であっても，その背景及び様々な状況によってアカデミック・

ハラスメントであったり，そうでなかったりすることがあります。 

アカデミック・ハラスメント問題の解決までには、適正な教育研究指導や職権行使と

権力の濫用の間の線引きが難しく、定義もあいまいであり、デリケートな問題を含むた

め困難な作業が伴います。しかしこの種の相談が全国的に、特に理系学部・大学院にお

いて急増しており、被害者救済と教育環境改善のためハラスメントとして一括した対応

が求められています。 

ハラスメントは、安心で安全な教育を受け、研究し、快適な環境で就労する権利を奪

う人権侵害行為です。したがって、特に指導的立場にある人は、このことをしっかりと

認識して学生や部下の信頼を裏切る行為は厳に謹み、良好な教育・研究・就労環境をつ

くるよう努めてください。       

 

４）パワー・ハラスメント（職場のパワー・ハラスメント） 

   同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、

業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為

を言います。なお、上司から部下に行われるものだけでなく、先輩・後輩間や同僚間など

職務上の地位に限らず、人間関係や専門知識など様々な優位性を背景に行われるものも含

まれます。（内容によっては、部下から上司など下位の者から上位の者へ行われることも

ありえます）（厚生労働省「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ＷＧ」報告書

に準拠） 

 

５）アルコール・ハラスメント 

一気飲みの強要や、酒席でノンアルコールを用意しなかったり、お酌を強要したり、

体質的に飲めない人に飲酒を強要したりする場合がそれです。 

 

  ６）その他のハラスメント 
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喫煙、メール、電話等によるハラスメントもあります。 

 

４．ハラスメントにあったとき 

 

１）ハラスメントを受けていると感じたなら、もし少しでも可能ならば言葉と態度で自分

はそのような行動を「望んでいない」、「受け入れられない」、「不快である」とはっ

きりと伝えましょう。勇気を出して拒絶し、意思を明確に相手に伝えることが大切です。

しかし、「ノー」と言えない場合もあるでしょう。（そこにハラスメントの特徴があり

ます。）周囲の人に話して助けてもらうことも必要です。あなたが悪いと感じたり、そ

れに耐えなければならないと感じたりしてはなりません。 

 

２）手紙や書状、電子メールの方が伝えやすいかもしれません。（コピーをとっておいて

ください。）これだけでハラスメントを止めさせるのに十分な場合もあります。 

 

３）「ノー」と言ったため指導を拒否されたり、嫌がらせがひどくなったりしたら困ると

思うかも知れません。もし相手がそのような態度に出たら、そのことを記録し、ハラス

メント相談室を利用してください。大学はそのようなハラスメントを許しません。 

あなたを悩ます問題に関するどんな出来事も詳細に記録したり、日記をつけたりする

ことは大切です。とりわけ相手に話すことができないと感じたり、話したあとにもその

ハラスメントが持続したりするときはそうです。 

その記録や日記に、いかにその行為があなたの学生生活や学問・研究活動、仕事や社

会生活を変えてしまったか、あるいは心身の健康を損なってしまったかの詳細を書いて

おいてください。 

 

４）これらの対応が自分でうまくできない場合、あるいはハラスメントが止まない場合は、

ハラスメント相談員に相談・苦情申立てを行ってください。 

 

５．ハラスメント相談、相談窓口、その後の対応（「対応のフロー図」を参照） 

 

ハラスメント相談員（以下、相談員）は、特別の研修を積んだ専門家である本学の常勤・

非常勤のカウンセラーです。 

自分ひとりで行きにくい場合は、誰かに付き添ってもらってください。相談者の立場に

立ってじっくり話を聞きながら、事態を理解し整理することを手助けし、今後の対処の方

針や解決方法を自分自身で意思決定をするための相談に応じます。必要な場合には、カウ

ンセリングや医療の専門家を紹介します。相談者の希望に応じて苦情申立ての取り次ぎを

行い、問題解決への道筋を示します。相談員は、相談者の名誉とプライバシーを守ります。 

  問題を解決するための方法には、相手への注意や警告のほか、事実関係の調査、調停（当

事者間の話合い）、勧告、制裁などの強制的な措置があります。これらは正式の手続きを

経てできるだけ迅速に行いますが、いずれの場合も、あくまで相談者本人の意思を十分に

確認してから行います。またどの段階でも、苦情申立てなどの手続きを取り下げることが

できます。 

  苦情申立てがなされた時点で（相談の途中であっても）ハラスメントの疑いのある行為

が継続し深刻な心身の障害をきたしているなどの緊急性が認められる場合は、ハラスメン

ト防止・対策委員会は、臨時措置として当事者双方の所属部局長等に対し、緊急避難措置

を勧告することができます。 

ハラスメント相談のみで解決終了する場合もあります。すべての相談が加害者（以下、

被申立人）の調査、報告、処分につながるわけではありません。あなたの相談、苦情申立

て後の対応のすべての過程で、相談者の意思を最大限尊重し、プライバシー保護に万全を

期します。相談者の了承なくして個人情報が開示されることはなく、情報は相談者を守る

関係者のみに開示され、またすべての調査は秘密が保持されます。 

  相談員以外の教職員が相談を受けた場合には、相談者の同意の上で具体的事項を相談窓

口に報告するものとしています。また、相談員は相談を受けた教職員又は学生への助言も

行います。 
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大学は、ハラスメントの訴えを重大問題として扱います。したがって、事実に基づかな

い虚偽の訴えや悪意に基づく根拠のない誹謗中傷はしてはいけません。 

相談日時、相談室の場所等の詳細については、学内掲示板や大学ホームページに記載さ

れています。メール、電話、手紙での相談も受け付けております。 

 

 

  ○ハラスメント相談窓口 

     相談日時、相談室の場所は以下のとおりですが、詳細については、本学ホームページに

掲載しておりますのでご確認下さい。 

      http://www.tuat.ac.jp/~jinjika/sekuhara/soudansitsu.htm 

       

      ◎相談用メールアドレス(両キャンパス共通)：sa-sodan ＠ cc.tuat.ac.jp 

     （利用の際は、全角＠マークを半角に、前後の空白を詰めて下さい。） 

 

      ◎府中キャンパス相談室 

          場    所：農学部本館１階 

          相談日時：毎週１回、原則として火曜日又は木曜日  午前 9:00～12:00 

          電話番号：042-367-5606(学内からは内線 5606) 

            ※電話は相談日時のみお受けしております。 

 

      ◎小金井キャンパス相談室 

          場    所：工学部中央棟５階 

          相談日時：毎週１回、原則として水曜日又は金曜日  午前 9:00～12:00 

          電話番号：042-388-7018(学内からは内線 7018) 

            ※電話は相談日時のみお受けしております。 

 

メール又は電話にて相談員と面談の約束が行えます。 

ハラスメント相談日時以外の時間帯は、他の「学生相談」や「進路・就職相談」が行

われておりますので、メールにて連絡先及び連絡可能な時間帯をご連絡下さい。 

折り返し、相談員より連絡を致しますが、速やかに対応できない場合がありますので、

その際はご容赦下さい。 
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

申立人

学長は防止・対策委員会に職員への懲戒処分又
は訓告等並びに学生への懲戒を行ったことを通
知し、防止・対策委員会はそのことを申立人へ
報告します。

⑰ ⑯
学長は、防止・対策委員会から職員への懲戒処
分又は訓告等並びに学生への懲戒が相当との報
告を受けた際は、対象となる被申立人の身分に
応じた審議機関へ審議を依頼します。

防止・対策委員会 被申立人 審議結果を学長へ報告します。

学長は、審議機関の審議結果に基づき、職員へ
の懲戒処分又は訓告等並びに学生への懲戒を行
います。⑰

⑫ ⑬
必要に応じて救済措置を関係部局長へ勧告しま
す。

関係部局長 学長

⑭
審議機関
役員会・教育
研究評議会等

個別の事案への対応等を行ったときは学長へ報
告します。職員への懲戒処分又は訓告等並びに
学生への懲戒が必要であると認めた場合は、そ
の旨も併せて報告します。⑮

防止・対策委員会
申立人
被申立人

調査結果に基づく結論について、当事者に文書
にて通知し、併せて説明を行います。当事者は
２週間以内に不服申立てを行うこともできま
す。

⑪

調停委員会
(委員3名)

調停成立:終了

調査委員会
(委員3名以上)

⑨ 申立人
被申立人
関係部局長

成立した調停内容を防止・対策委員会へ報告し
ます。

防止・対策委員会は必要に応じて調査委員会を
設置し、当事者及び関係部局長へ通知します。

⑧ ⑩
調査結果を防止・対策委員会へ報告します。

⑤
緊急避難
措置の勧告

不受理と判断した場合は、相談者及び相談員へ
文書にて通知し、併せて説明を行います。

⑦ 不成立 ⑨
防止・対策委員会は、申立人が調停を求めた場
合は、調停委員会を設置し調停を行います。

ハラスメント相談室
ハラスメント相談員

②
この段階での
解決もある

③ 相談者の申立てを防止・対策委員会へ取り次ぎ
ます。

④ ⑥
救済手段として委員長判断により緊急避難措置
を勧告する場合もあります。

防止・対策委員長
防止・対策委員会

東京農工大学ハラスメント対応のフロー図
(平成24年4月1日改正)

相談者(申立人)

ハラスメント相談室ではハラスメントの相談・
訴えに応じます。

この段階での解決もあります。相談者は、どの
段階でも申立てを取り下げることができます。

① ⑥
相談員はプライバシーなどの人権を尊重しつ
つ、事情を聞き取り、申立ての意思を確認しま
す。
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○国立大学法人東京農工大学学寮規程 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則第41条第3項に規定する学寮については、こ

の規程の定めるところによる。  

(定義) 

第2条 この規程において、学寮とは次の施設をいう。  

(1) 欅寮  

(2) 楓寮  

(3) 桜寮  

(目的) 

第3条 学寮は、東京農工大学(以下「本学」という。)の厚生施設として学生に良

好な居住及び勉学の環境を提供するとともに、共同生活を通じて充実した学生生

活に資することを目的とする。  

(入寮対象者) 

第4条 学寮に入寮できる者は本学学生とし、欅寮にあっては男子学生、楓寮及び

桜寮にあっては女子学生とする。  

(定員) 

第5条 学寮の定員は、次の表のとおりとする。  

(管理運営の責任者) 

第6条 学寮の管理運営責任者は、教育担当副学長(以下「副学長」という。)とす

る。  

(学生生活委員会) 

第7条 学寮の管理運営に関する重要事項については、学生生活委員会(以下「委員

会」という。)で審議する。  

(入寮の願出) 

第8条 学寮に入寮を希望する者は、入寮願に本学が指定する書類を添えて、副学

長に願い出るものとする。  

(入寮の選考及び許可) 

第9条 入寮の選考及び許可は、別に定める選考基準に基づき、委員会の議を経て

副学長が行う。  

(在寮期間) 

第10条 在寮期間は、入寮を許可された日からその者の修業年限(大学院生は標準

修業年限)以内とする。  

(入寮手続及び許可の取消し) 

第11条 入寮の許可を受けた者は、所定の期限内に入寮手続きをしなければならな

い。  

2 入寮の許可を受けた者で、前項に定める手続きを完了しないときは、許可を取

り消すことがある。  

3 入寮の許可を受けた者で、第8条に規定する必要書類の内容に虚偽の事実が判明

したときは、許可を取り消すことがある。  

(寄宿料及び共益費) 

(平成16年4月7日16教規程第16号)
改正 平成18年4月1日 18教規程第16号 平成21年11月1日 21教規程第30号

欅寮 200人

楓寮 48人

桜寮 18人
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第12条 寮生は、国立大学法人東京農工大学諸料金に関する規程(以下「諸料金規

程」という。)に定める寄宿料及び共益費を毎月10日までに財務部経理調達課に

納入しなければならない。ただし、楓寮の寮生は共益費の納入を要しない。  

2 入寮の日又は退寮の日が月の中途であっても、その月の寄宿料及び共益費は1ヶ

月分を納入しなければならない。  

3 削 除  

4 納付済の寄宿料及び共益費は、これを返還しない。  

(退去時清掃費の負担) 

第12条の2 寮生は、前条に定める寄宿料及び共益費のほか、諸料金規程に定める

退去時清掃費を納入しなければならない。ただし、楓寮の寮生は納入を要しな

い。  

2 退去時清掃費は、入寮の日の属する月に係る寄宿料を納入するときに財務部経

理調達課に納入しなければならない。  

3 納付済の退去時清掃費は、これを返還しない。  

(光熱水料等の経費の負担) 

第13条 寮生が私生活のために使用する光熱水料等の経費は、寮生の負担とする。

ただし、欅寮及び桜寮に係る本経費は、各居室で使用した分とする。  

2 寮生は、前項に定める経費を毎月所定の日までに財務部経理調達課に納入しな

ければならない。  

(施設の保全等) 

第14条 寮生は、居室、共用施設及びその他の施設・設備の保全に留意し、常に正

常な状態で使用しなければならない。  

2 寮生は、保健衛生、防火及び災害防止等に留意し、快適な環境の保持に努めな

ければならない。  

3 寮生は、故意又は重大な過失により施設・設備を滅失、毀損又は汚損したとき

は、その原状回復に必要な経費を弁償しなければならない。  

(退寮手続) 

第15条 寮生が退寮を希望するときは、事前に副学長に退寮願を提出し、その承認

を受けなければならない。  

2 前項の承認を受けようとする者は、事前に居室の施設・設備及び備品などを原

状に回復し、副学長の指定する者の点検を受けなければならない。  

3 前項の規定は、次条各号の規定により退寮を命ぜられた者についても適用す

る。  

(退寮措置) 

第16条 副学長は、寮生が次の各号の一に該当したときは、速やかに退寮を命ずる

ものとする。ただし、第4号から第7号までのいずれかの事由により退寮を命じよ

うとする場合には、あらかじめ委員会の議を経るものとする。  

(1) 本学学生の身分を失ったとき。  

(2) 第10条に規定する在寮期間を超えてもなお居住しているとき。  

(3) 3か月以上にわたり寄宿料及び共益費又は光熱水料等の経費の納入を怠った

とき。  

(4) 停学を命ぜられた者で、退寮処置を必要とするとき。  

(5) 長期の休学者及び留学者で、在寮が不適当と認められるとき。  

(6) 疾病等保健衛生上、寮生活に不適当と認められるとき。  

(7) 寮内で風紀・秩序を乱す行為があったとき。  

(寮生以外の者の宿泊禁止) 

212



第17条 学寮には、寮生以外の者を宿泊させてはならない。  

(その他) 

第18条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、委員会の議を経て副学長が定

める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成18年4月1日 18教規程第16号)  

この規程は、平成18年4月1日から施行する。  

附 則(平成21年11月1日 21教規程第30号)  

1 この規程は、平成21年11月1日から施行する。  

2 平成21年10月31日現在入寮の許可を得ている者は、施行日においても入寮許可

を受けているものとして取り扱うものとする。  

3 平成21年10月31日現在入寮の許可を受けている者の在寮期間は、その者がすで

に認められた在寮期間とする。  

4 平成21年11月1日現在に入寮の許可を得ている者のうち、二人で欅寮の一居室を

使用することを希望する者があるときは、第5条に規定する定員数にかかわら

ず、副学長はこれを許可することができる。  

5 副学長は、この規程の施行日に入寮の許可を受けている者のうち、平成22年4月

に本学大学院に進学する者が引き続き在寮を希望する場合は、これを認めること

ができるものとし、その在寮期間は第10条に定めるところによる。  

6 この規程の施行日に入寮の許可を受けている者のうち、平成22年3月25日までに

退寮する者については、改正後の第12条の2の規定にかかわらず退去時清掃費は

徴収しないものとする。  
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○国立大学法人東京農工大学国際交流会館規程 

(設置) 

第1条 国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)に、国立大学法人東京

農工大学国際交流会館(以下「会館」という。)を置く。  

2 府中地区に府中国際交流会館を、小金井地区に小金井国際交流会館を設ける。  

(目的) 

第2条 会館は、本学に在学する外国人留学生(以下「留学生」という。)及び本学

において研究に従事する外国人研究者等(以下「研究者」という。)の居住の用に

供するとともに、諸外国との教育研究上の交流に寄与することを目的とする。  

(職員) 

第3条 会館に、館長その他必要な職員を置く。  

2 館長は、本学の役員又は職員のうちから学長が指名する。  

3 館長は、会館の管理運営に関する業務を掌理する。  

(委員会) 

第4条 会館の管理運営に関する重要事項は、国際交流委員会(以下「委員会」とい

う。)で審議する。  

(会館運営協力者) 

第5条 会館に入居を許可された者(以下「入居者」という。)の生活上の諸問題に

ついて相談に応ずるとともに助言を行うため会館運営協力者を置くものとする。 

2 会館運営協力者は、本学職員の中から館長が委嘱する。  

(入居資格) 

第6条 会館に入居できる者は、次の各号の一に該当する者とする。  

(1) 留学生並びにその配偶者及び子女  

(2) 研究者(本学に在留する期間が原則として1か月以上の者)並びにその配偶者

及び子女  

(3) その他館長が適当と認める者  

(入居期間) 

第7条 入居期間は、1年以内とする。  

2 前項の規定にかかわらず、館長がやむを得ない事情があると認めた場合には、1

年以内の期間に限り入居期間の延長を許可することができる。  

(入居申請) 

第8条 会館に入居を希望する者は、入居許可申請書により、所属部局の長を経由

して館長に申請し、許可を受けなければならない。  

(入居希望者の選考及び許可) 

第9条 館長は、前条の申請があったときは、委員会委員による選考委員会の選考

を経て入居を許可する。  

(入居手続) 

第10条 入居を許可された者は、速やかに所定の手続きをとらなければならない。 

(寄宿料等) 

第11条 入居者は、別に定めるところにより、留学生にあっては寄宿料を、研究者

にあっては使用料を、毎月所定の期日までに納付しなければならない。  

2 既納の寄宿料又は使用料は、返還しない。  

3 入居者は、寄宿料又は使用料のほか、別に定めるところにより、生活に必要な

電気、ガス、水道料及びその他の経費(以下「光熱水料等」という。)を毎月所定

(平成16年4月7日16経教規程第23号)
改正 平成17年6月29日 17経教規程第34号 平成18年4月1日 18経教規程第5号
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の期日までに納付しなければならない。  

(施設保全) 

第12条 入居者は、会館の施設・設備、備品等の保全に留意しなければならない。 

(損害賠償) 

第13条 入居者が故意又は重大な過失により、施設・設備、備品等を破損、滅失又

は汚損したときは、速やかに館長に届け出るとともに、その原状回復に必要な経

費を弁償しなければならない。  

(入居許可の取消) 

第14条 館長は、入居者が次の各号の一に該当するときは、委員会の議を経て入居

の許可を取り消すことができる。  

(1) 会館の管理運営に重大な支障を与えたとき。  

(2) 入居許可申請等に虚偽があったとき。  

(3) 寄宿料又は使用料及び光熱水料等を納付しないとき。  

(4) 前条の損害賠償の義務を履行しないとき。  

2 前項の規定により入居許可を取消された者は、2週間以内に退去しなければなら

ない。  

(退去) 

第15条 入居者は、入居資格を失ったとき及び入居期間が満了したときは、所定の

退去届を館長に提出し速やかに会館から退去しなければならない。ただし、特別

な理由があるときは退去の猶予を認めることがある。  

(事務) 

第16条 会館に関する事務は、研究国際部国際交流課において行う。  

(雑則) 

第17条 この規程に定めるもののほか、会館の管理運営に関し必要な事項は、細則

で定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。  

附 則(平成17年6月29日 17経教規程第34号)  

この規程は、平成17年6月29日から施行し、平成17年5月1日から適用する。  

附 則(平成18年4月1日 18経教規程第5号)  

この規程は、平成18年4月1日から施行する。  
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○国立大学法人東京農工大学農学部教育規則 

(平成16年4月1日16農教規則第3号) 

改正 平成18年4月1日 18農規則第3号 平成19年4月1日 19農規則第1号 

平成20年4月1日 20農規則第2号 平成21年1月26日 21農規則第1号 

平成22年4月1日 22農教規則第2号 平成24年4月1日 24農教規則第2号 

平成26年4月1日農規則第1号  
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学農学部(以下「学部」という。)における教育課程その他必

要な事項については、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)に定めるもの

のほか、この規則の定めるところによる。 

(教育課程の内容及び履修方法) 

第2条 各学科ごとの教育課程の内容及び履修方法は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 全学共通教育科目については、別表(1)、別表(2)及び別表(3)(別表(3)は共同獣医学科

に限る。) 

(2) 専門科目のうち学科専門科目については、別表(4) 

(3) 専門科目のうち学部共通専門科目については、別表(5)(共同獣医学科は除く。) 

2 前項の授業科目の年次別編成は、別に定める。 

3 学則第98条第2項に定める自由選択単位については、別に定める。 

第2条の2 博物館学芸員資格を取得しようとする者のために、博物館に関する授業科目を開

設する。 

2 博物館に関する授業科目の名称及び単位数並びに履修については、別表(6)のとおりとする。 

第2条の3 学科に特定の教育目的に応じて、第2条第1項に定める授業科目のうちから所定

の授業科目を配置したプログラム等(以下、「教育プログラム等」という。)を開設すること

ができる。 

2 教育プログラム等について必要な事項は、別に定める。 

第3条 履修しようとする授業科目については、各学期の授業開始後2週間以内に履修届書を

学部長に提出しなければならない。 

2 他の学部の授業科目(講義によるものに限る。)を履修しようとする者は、学部長を経て、

当該他の学部長に願い出て、その許可を得なければならない。 

3 前条第1項第3号別表(5)により履修し修得した単位並びに他学科、他学部及び他大学等に

おいて履修し修得した単位については、学則第98条第2項に規定する自由選択単位として

卒業に必要な単位数に算入することができる。 

4 削除 

5 本学大学院の農学府(開放科目を設ける専攻に限る。)、工学府及び生物システム応用科学

府の授業科目を履修しようとする者(3 年次編入学生を除く。以下、次項において同じ。)は、

学部長を経て、当該学府長に願い出て、その許可を得なければならない。 

6 前項に定めるもののほか、大学院の授業科目の履修について必要な事項は、別に定める。 
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(入学前の既修得単位等) 

第4条 学則第99条第4項の規定により、入学前の既修得単位等の認定を受けようとする者

は、入学時に学部長に願い出なければならない。 

2 認定の対象となる授業科目は、学則第88条から第90条までの規定による再入学、転入学

及び編入学の場合を除き、全学共通教育科目、学科専門科目及び学部共通専門科目とし、

認定単位数は別に定める。 

(卒業論文の提出時期、審査の方法等) 

第5条 学則第100条に定める卒業論文を履修する者は、各学科の定める日までに、当該卒業

論文を指導教員に提出しなければならない。 

2 削除 

3 提出された卒業論文については、各学科においてそれぞれ審査を行い、指導教員が成績を

評価し、その合格者には所定の単位を与える。 

(修業年限を超える者の卒業) 

第6条 修業年限を超えて在学する者の卒業認証については、別に定める。 

(入学の出願手続) 

第7条 学則第18条及び第88条から第90条までの規定により入学、再入学、転入学及び編

入学を志願する者の入学願書は、学部長を経て、学長に提出しなければならない。 

(転学部) 

第8条 学則第93条第2項の規定により、転学部をしようとする者は、1月末日までに志望の

学部、学科を記載した転学部願書に次の各号に掲げる書類を添付して学部長を経て学長に

提出しなければならない。 

(1) 学部長の発行する転学部出願許可書 

(2) 既修科目の成績証明書 

(3) 人物調査書 

(4) 履歴書 

(5) 健康診断書 

(転学科) 

第9条 学則第93条第2項の規定により転学科をしようとする者は、1月末日までに志望学科

を記載した転学科願書を学部長に提出しなければならない。 

(転学部、転学科する者の単位、修業年限の取扱い) 

第10条 前2条の規定により、転学部又は転学科を願い出た者についてその許可をしようと

する時は、教授会は、その者の既修科目の全部又は一部を認定するとともに、転学部又は

転学科の後に履修しなければならない授業科目、単位数及び修業すべき年限を定める。 

(他の大学への入学又は転入学) 

第11条 学則第24条第2項の規定による許可を受けた者が、他の大学へ入学又は転入学する

場合は、入学又は転入学年度の前年度末限りで退学しなければならない。 
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附 則 

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

2 平成16年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成18年4月1日 18農規則第3号) 
 

この規則は、平成18年4月1日から施行し、平成18年4月に1年次に入学した学生から適

用する。 

附 則(平成19年4月1日 19農規則第1号) 
 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年4月1日 20農規則第2号) 
 

この規則は、平成20年4月1日から施行し、第2条第1項第4号を削る改正規定、別表(2)

及び別表(3)地域生態システム学科の表の一部を変更する改正規定は、平成20年4月に1年次

に入学した学生から適用する。 

附 則(平成21年1月26日 21農規則第1号) 
 

この規則は、平成21年1月26日から施行し、第2条の3を加える改正については平成18

年4月1日から、別表(3)に係る改正については平成21年4月に1年次に入学した学生から適

用する。 

附 則(平成22年4月1日 22農教規則第2号) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

2 平成22年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成24年4月1日 24農教規則第2号) 
 

1 この規則は平成24年4月1日から施行する。 

2 平成24年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月1日農規則第1号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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授業科目
単
位
数

農学基礎ゼミ 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

MORE SENSE 入門 1 ◎ ◎ ◎ ◎ *

科学史 2

産業史 2

農業史 2 -

食料・環境問題 2

技術者倫理 2

知的財産権論 2

生命倫理 2

自然保護文化論 2

現代倫理論 2

現代宗教論 2

多文化共生論 2

ジェンダー論 2 -

共生社会政策論 2

国際平和論 2

哲学 2

文学・芸術学 2 -

心理学 2

教育学 2 -

日本国憲法 2

経済学 2

社会学 2

歴史学 2

リーディング・ベイシックス 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ライティング・ベイシックス 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

イングリッシュ・コミニュケーションⅠ 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

アドヴァンスト・ライティング 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

アドヴァンスト・リーディング 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

イングリッシュ・コミニュケーションⅡ 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

資格試験英語演習 1 -

アカデミック・リーディング 1 -

アカデミック・コミュニケーション 1 -

ドイツ語初級文法Ⅰ 1

ドイツ語初級文法Ⅱ 1

ドイツ語初級講読 1

ドイツ語中級Ⅰ 1 -

ドイツ語中級Ⅱ 1 -

フランス語初級文法Ⅰ 1

フランス語初級文法Ⅱ 1

フランス語初級講読 1

フランス語中級Ⅰ 1 -

フランス語中級Ⅱ 1 -

中国語初級文法Ⅰ 1

中国語初級文法Ⅱ 1

中国語初級講読 1

中国語中級Ⅰ 1 -

中国語中級Ⅱ 1 -

スペイン語初級文法Ⅰ 1 -

スペイン語初級文法Ⅱ 1 -

スペイン語初級講読 1 -

韓国語初級文法Ⅰ 1

韓国語初級文法Ⅱ 1

韓国語初級講読 1

Communication Skills for
Scientists

1
自由選択単位として卒
業に必要な単位に算入
できる。

自由選択単位として卒
業に必要な単位に算入
できる。

自由選択単位として卒
業に必要な単位に算入
できる。

自由選択単位として卒
業に必要な単位に算入
できる。

-

スポーツ健康科学理論 2 -

体力学実技 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

生涯スポーツ実技 1 ◎

日本語Ⅰ 2

日本語Ⅱ 1

日本語Ⅲ 1

日本事情Ⅰ 2

日本事情Ⅱ 2

留学生等対象

日本事情科目

◎印の授業科目は必修とする。共同獣医学科における履修方法については別表(3)を参照のこと(－印の科目は卒業要件の単位数に参入できない。)。　*印の科目は必修ではないが履修する事が望ましい。

必修1単位を含めて2
単位以上を修得する
こと。

必修1単位を含めて2
単位以上を修得する
こと。

必修1単位を含めて2
単位以上を修得する
こと。

必修1単位を含めて2
単位以上を修得する
こと。

日本語科目

留学生等対象 留学生等対象 留学生等対象 留学生等対象

全
学
共
通
教
育
科
目

持
続
可
能
な
地
球
の
た
め
の
科
学
技
術

必修を含め6単位以上
を修得すること。

必修を含め6単位以上
を修得すること。

第
２
外
国
語

＊１　同一言語の初
級から2単位を修得す
ること。
＊2　中級は当該言語
の初級3単位を履修条
件とする。

＊１　同一言語の初
級から2単位を修得す
ること。
＊2　中級は当該言語
の初級3単位を履修条
件とする。

この区分から6単位以
上を修得すること

この区分から6単位以
上を修得すること

共
生
人
文
社
会
科
学

共
生
人
文
社
会
科
学
Ａ

「共生人文社会科学
A」2単位以上、「共
生人文社会科学B」4.
単位以上(「人間と文
化」2単位、「社会の
構造」2単位)を含め
て8単位以上修得する
こと。

「共生人文社会科学
A」2単位以上、「共
生人文社会科学B」4.
単位以上(「人間と文
化」2単位、「社会の
構造」2単位)を含め
て8単位以上修得する
こと。

「共生人文社会科学
A」2単位以上、「共
生人文社会科学B」4.
単位以上(「人間と文
化」2単位、「社会の
構造」2単位)を含め
て8単位以上修得する
こと。

「共生人文社会科学
A」2単位以上、「共
生人文社会科学B」4.
単位以上(「人間と文
化」2単位、「社会の
構造」2単位)を含め
て8単位以上修得する
こと。

共
生
人
文
社
会
科
学
B

人
間
と
文
化

社
会
の
構
造

国際コミュ
ニュケー
ション演習

＊１　同一言語の初
級から2単位を修得す
ること。
＊2　中級は当該言語
の初級3単位を履修条
件とする。

＊１　同一言語の初
級から2単位を修得す
ること。
＊2　中級は当該言語
の初級3単位を履修条
件とする。

この区分から6単位以
上を修得すること

スポーツ健康科学科目

この区分から6単位以
上を修得すること

別表(1)(第2条関係)

全　　学　　共　　通　　教　　育　　科　　目

大学導入科目

自校教育

科
学
技
術
と
社
会

共同獣医学科生物生産学科 応用生物科学科 環境資源科学科 地域生態システム学科

履修方法について
は、別表(3)を参照の
こと。

必修を含め6単位以上
を修得すること。

必修を含め6単位以上
を修得すること。

区分

リ
テ
ラ
シ
ー
科
目

英
語
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授業科目
単
位
数

線形代数学Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ *

微分積分学Ⅰ 2 ◎ ◎ ◎ ◎ *

物理学 物理学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ *

化学 化学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

生物学 生物学 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

線形代数Ⅱ 2 -

微分積分Ⅱ 2 -

数理統計学 2

力学 2 -

電磁気学 2 -

物理学実験 1 ◎ ○ -

物理化学Ａ 2 -

物理化学Ｂ 2 -

有機化学 2

無機化学 2 -

化学実験 1 ◎ ◎ ◎ ○

生態学 2

遺伝学 2 ◎

微生物学 2

細胞生物化学 2 ◎

生物構造機能学 2 -

生物学実験 1 ◎ ◎ ◎ ○

地学 2 -

地球環境地学 2 -

地学実験 1 ○ -

○
印
の
授
業
科
目
の
中
か
ら
2
単
位
以
上
修
得
し
、
合
わ
せ
て
1
6
単
位
以
上
修
得
す
る
こ
と

地域生態システム学科区分 共同獣医学科生物生産学科 応用生物科学科 環境資源科学科

物理学

必修1単位を
含めて3単位
以上を修得す
ること。

○印以外の授
業科目を2単
位以上を修得
すること。全

学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

T
A
T
Ⅰ
科
目

数学

地学
2単位以上を
修得するこ
と。

○印以外の授
業科目を2単
位以上を修得
すること。

合
わ
せ
て
1
9
単
位
以
上
修
得
す
る
こ
と

別表（２）（第２条関係）

全　　学　　共　　通　　教　　育　　科　　目

◎印の授業科目は必修とする。共同獣医学科における履修方法については別表（３）を参照のこと(－印の科目は卒業要件の単位数に参入できない。）。*印の科目
は必修ではないが履修する事が望ましい。

化学

必修1単位を
含めて3単位
以上を修得す
ること。

○印以外の授
業科目を2単
位以上を修得
すること。

生物学

必修1単位を
含めて3単位
以上を修得す
ること。

○印以外の授
業科目を2単
位以上を修得
すること。

履修方法につ
いては、別表
（３）を参照
のこと。T

A
T
Ⅱ
科
目

数学

必修2単位を
含めて18単位
以上修得する
こと。

必修2単位を
含めて18単位
以上修得する
こと。

2単位以上を
修得するこ
と。

2単位以上を
修得するこ
と。
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区分 科目群 共同獣医学科科目 授業科目
単
位
数

必修 備考

大学教育導入 基礎ｾﾞﾐﾅｰﾙ 農学基礎ゼミ 1 ◎

スポーツ健康・基盤 体力学実技 1 ◎

スポーツ健康・発展 生涯スポーツ実技 1 ◎

リーディング・ベーシックス 1 ◎

ライティング・ベーシックス 1 ◎

イングリッシュ・コミニュケーションⅠ 1 ◎

アドヴァンスト・ライティング 1 ◎

アドヴァンスト・リーディング 1 ◎

イングリッシュ・コミニュケーションⅡ 1 ◎

哲学 哲学 2

倫理学 現代倫理論 2

憲法 日本国憲法 2

経済学 経済学 2

社会学 社会学 2

心理学 心理学 2

歴史学 歴史学 2

政治学 共生社会政策論 2

生物学 生物学 2 ◎

化学 化学 2 ◎

細胞学 細胞生物化学 2 ◎

遺伝学 遺伝学 2 ◎

情報学 情報処理学 2 ◎

ドイツ語初級文法Ⅰ 1

ドイツ語初級文法Ⅱ 1

ドイツ語初級購読 1

フランス語初級文法Ⅰ 1

フランス語初級文法Ⅱ 1

フランス語初級購読 1

中国語初級文法Ⅰ 1

中国語初級文法Ⅱ 1

中国語初級購読 1

韓国語初級文法Ⅰ 1

韓国語初級文法Ⅱ 1

韓国語初級購読 1

科学史 2

知的財産権論 2

多文化共生論 2

自然保護文化論 2

産業史 2

食料・環境問題 2

技術者倫理 2

生命倫理 2

現代宗教論 2

国際平和論 2

MORE SENSE 入門 1

生態学 2

微生物学 2

物理学 2

線形代数学Ⅰ 2

微分積分学Ⅰ 2

数理統計学 2

化学実験 1

生物学実験 1

有機化学 2

持続可能な環境・社会

4単位以上修得するこ
と。

理数系アドバンス

別表（３）（第２条関係）

全　　学　　共　　通　　教　　育　　科　　目

全
学
共
通
教
育
科
目

この科目群から10単位以
上修得すること。

理
数
系
基
礎

外国語アドバンス
同一言語から2単位以上
を修得すること。

配
置
大
学
特
色

  スポーツ健康

外
国
語

基礎英語

人
文
社
会
科
学

2単位以上修得するこ
と。

※この科目群から
合計15単位以上修
得すること。
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区分 授業科目 単位数 備考 区分 授業科目 単位数 備考

生物生産学原論 ◎4 畜産学総論 2

情報処理学 ◎2 農業昆虫学I 2

生化学 2 家畜形態・生理学 2

農業微生物学 2 農業昆虫学Ⅱ 2

分析科学 2 家畜飼養学 2

農産物製造学 2 家畜繁殖学 2

生物統計学 2 家畜育種学 1

科学英語論文講読 2 蚕糸・昆虫利用学 2

農業分野専攻実習 2 家畜衛生学 2

生物生産学実験基礎 ◎4 農業経済学 2

アグリバイオ実験 4 農業経営学 2

学外実習(農家) 1 食料システム経済学 2

学外実習(研究所) 1 農業市場学 2

卒業論文 8 国際農業政策論 2

作物栽培学 2 農業資源経済学 2

土壌学 2 サステイナブルツーリズム論 1

環境気象学 2 農業経営経済学総合演習 1

土壌物質循環・肥料科学 2 農村社会調査実習 2

作物保護学 2 バイオマスエネルギー論 2

灌漑排水工学 2 遺伝子細胞工学 2

生物生産環境学 2 生物生産学特別講義I(環境系) 0.5

農地工学 2 生物生産学特別講義Ⅱ(植物系) 0.5

フィールド実験実習I ◎1 生物生産学特別講義Ⅲ(動物系) 0.5

フィールド実験実習Ⅱ ◎1 生物生産学特別講義Ⅳ(経済系) 0.5

植物生理学 2 食料リスクアナリシス 2

植物分子遺伝学 2 地域パートナーシップ論 1

植物生態生理学 2 動物福祉論 2

作物学 2

植物栄養学 2

園芸学I 2

園芸学Ⅱ 2

植物育種学 2

植物生態学 2

別表（４）（第２条関係）

学　　科　　専　　門　　科　　目

生物生産学科

備考　◎印の授業科目は、必修とする。

学
科
共
通
科
目

生
産
技
術
環
境
系
科
目

植
物
生
産
系
科
目

動
物
生
産
系
科
目

農
業
経
営
経
済
系
科
目

新
領
域
科
目

この中か
ら必修12
単位を含
め、60単
位以上を
修得する
こと。
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区分 授業科目 単位数 備考 区分 授業科目 単位数 備考

情報処理学 2 細胞工学 2

有機化学I 2 栄養化学Ⅱ 2

生化学I 2 植物工学 2

分析化学I 2 代謝工学 2

有機化学Ⅱ 2 蛋白学 2

生化学Ⅱ 2 有機合成化学 2

分子生物学I 2 生体高分子利用学 2

植物保護学 2 農薬化学 2

発生生物学 2 病原微生物学 2

昆虫生物学 2 昆虫生理学 2

分子細胞生物学 2 食品衛生学 2

分析化学Ⅱ 2 応用生物科学特別講義I 1

有機化学Ⅲ 2 応用生物科学特別講義Ⅱ 1

生化学Ⅲ 2 科学英語論文演習I 1

植物生理学 2 科学英語論文演習Ⅱ 1

免疫生物学 2 農場実習 1

分子生物学Ⅱ 2 応用生物科学共通実験I ◎1

食品化学I 2 応用生物科学共通実験Ⅱ ◎1

微生物生化学 2 応用生物科学専門実験I 1

天然物有機化学 2 応用生物科学専門実験Ⅱ 1

生物相関学 2 応用生物科学専門実験Ⅲ 1

天敵微生物学 2 応用生物科学専門実験Ⅳ 1

バイオロジカルコントロール 2 応用生物科学専門実験Ⅴ 1

植物病理学 2 応用生物科学専門実験Ⅵ 1

食品化学Ⅱ 2 応用生物科学実習 1

栄養化学I 2 卒業論文 8

遺伝子工学 2

神経生物学 2

応用微生物学 2

生理活性物質化学 2

科学英語 2

食品製造学 2

専門自由科目(食品工学) 2

備考　◎印の授業科目は、必修とする。

応用生物科学科

学
科
共
通
科
目

学
科
共
通
科
目

この中から必
修2単位を含
めて、62単位
以上を修得す
ること。
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区分 授業科目 単位数 備考 区分 授業科目 単位数 備考

情報処理学 2 住環境学 2

地球化学 2 資源リサイクル学 2

環境分析化学 2 地圏環境学 2

大気化学 2 大気環境学 2

水溶液化学 2 水界環境学 2

環境情報学 2 生態系保全学 2

環境資源土壌学 2 森林資源科学 2

植物組織形態制御学 2 環境気象学 2

生化学 2 資源高分子化学 2

機器分析化学 2 資源材料・構造力学 2

微生物生理生態学 2 環境汚染化学 2

環境資源有機化学 2 環境微生物学 2

樹木生態生理学 2 エコマテリアル学 2

環境資源科学実習 1 環境毒性学 2

環境分子生物学 2 資源高分子物理学 2

環境計測学 2 森林資源形成学 2

分子動態化学 2 植物資源化工学 2

森林科学概論 2 生分解学 2

環境アセスメント学 2 森林資源利用学 2

科学英語論文講読 1 地球環境化学 2

卒業論文 8 環境植物学 2

環境資源科学特別講義I 1 設計製図学 2

環境資源科学特別講義Ⅱ 1 住環境構造学 2

環境資源科学特別講義Ⅲ 1 ライフサイクルアセスメント 2

環境資源科学特別講義Ⅳ 1 資源分解・廃棄学 2

環境資源科学実験I(物理学応用) 1 CAD設計演習 2

環境資源科学実験Ⅱ(化学応用) 1

環境資源科学実験Ⅲ(生物学応用) 1

環境資源科学実験Ⅳ(地学応用) 1

環境資源科学科

学
科
共
通
科
目

この中か
ら31単位
以上を修
得するこ
と。

この中か
ら2単位以
上を修得
するこ
と。

学
科
専
門
科
目

この中か
ら20単位
以上を修
得するこ
と。
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区分 授業科目 単位数 備考 区分 授業科目 単位数 備考

地域生態システム学 ◎4 動物生態学 2

地域生態システム学実習Ⅰ ◎1 生業民俗学 2

地域生態システム学実習Ⅱ ◎1 健康アメニティ論 2

地域生態システム学セミナー ◎1
インタープリテーション
技術

2

地域生態システム学特別演習Ⅰ ◎1 造園学 2

地域生態システム学特別演習Ⅱ ◎1 動物環境生理学 2

地域生態システム学特別演習Ⅲ ◎2 リモートセンシング論 2

フィールド安全管理学 1 森林施設工学 2

情報処理学 2 砂防工学 2

インターンシップ 1 森林立地学 2

ECO-TOPインターンシップⅠ 2 農地工学 2

ECO-TOPインターンシップⅡ 2 地盤工学 2

卒業論文 8 生物生産環境学 2

生物多様性保全学 2 機械基礎工学 2

水資源管理論 2 熱工学 2

地域社会システム計画論 2 構造解析学 2

人と動物の関係論 2 生態・環境情報工学 2

測量学Ⅰ 2 環境教育学 2

植生管理学 2 環境倫理学 2

森林生態学 2 比較行動学 2

水文学 2 地域環境社会学 2

土壌物理学 2 国際協力論 2

地域パートナーシップ論 1 農業市場学 2

サステイナブルツーリズム論 1 野生動物保全技術論 2

農業経済学 2 景観生態学 2

農の共生学 2 植生学 2

測量学Ⅱ 2 野生動物保全学 2

土壌生態管理学 2 環境生理生態学 2

森林計画学 2 森林施業論 2

山地保全学 2 森林政策学 2

森林生産システム学 2 循環資源利用学概論 2

GISの基礎と演習 2 農産プロセス工学 2

樹木学 2 灌漑排水工学 2

応用力学 2 水利施設工学 2

土質力学 2 土壌物質動態学 2

水理学 2 動物福祉論 2

農村地域計画学 2 共生社会思想 2

農業機械学 2 国際開発論 2

エコマテリアル 2 地方自治論 2

環境哲学 2 バイオマス利用論 2

環境文化史 2 持続的森林管理論 2

比較心理学 2 作物栽培学 2

環境公法 2 土地利用学 2

環境経済学 2

持続可能な開発のための教育(ESD) 2

農業経営学 2

地域生態システム学科

備考　◎印の授業科目は、必修とする。

学
科
共
通
科
目

パ
ッ
ケ
ー
ジ
科
目
・
推
奨
科
目

パ
ッ
ケ
ー
ジ
科
目
・
推
奨
科
目

この中から必修
11単位を含めて
64単位以上を修
得すること。

パッケージ科
目・推奨科目、
実験・実習科目
については、ガ
イダンスで提示
する履修プログ
ラムごとの履修
方法を参考にし
て修得するこ
と。
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区分 授業科目 単位数 備考

測量学実習Ⅰ 1

地域社会システム調査実習 1

森林計画学実習 2

測量学実習Ⅱ 1

植生管理学実習 1

育林学実習 2

山地保全・砂防計画学実習 2

樹木学実習 2

農業環境工学実験Ⅰ 2

農業環境工学実習 2

水理学演習 1

農村地域計画学演習 1

野生動物保全学実習 1

比較行動学実験・実習 1

森林保護・樹木医学実習 1

森林土壌学実験・実習 1

森林生産システム学実習 2

農業環境工学実験Ⅱ 2

CAD設計演習 2

農場実習Ⅰ 1

農場実習Ⅱ 1

備考　◎印の授業科目は、必修とする。

実
験
・
実
習
科
目
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東京農工大学 岩手大学 備考

獣医学概論 ◎2

獣医倫理 ◎2

獣医事法規

運動器・神経系解剖学 ◎2

内臓・脈管系解剖学 ◎2 遠隔授業

解剖学実習

組織学 ◎2 遠隔授業

組織学実習

発生学 ◎1

統合生理学 ◎2

器官制御生理学 ◎2 遠隔授業

内分泌学

生理学実習

獣医遺伝育種学

動物行動学 ◎2

実験動物学 ◎2 遠隔授業

実験動物学実習

基礎放射線学

獣医基礎生化学 ◎2 遠隔授業

獣医代謝生化学 ◎2

生化学実習

基盤薬理学 ◎2

統合薬理学 ◎2 遠隔授業

薬理学実習

微生物学総論 ◎2

病原微生物学 ◎2 遠隔授業

微生物学実習

免疫学 ◎2

原虫・原虫病学 ◎2 遠隔授業

蠕虫・蠕虫病・衛生動物学 ◎2 遠隔授業

寄生虫学実習

動物感染症学 ◎3

家禽疾病学 ◎2 遠隔授業

魚病学

動物病理学総論 ◎2

動物病理学各論Ａ（主要臓器） ◎2 遠隔授業

動物病理学各論Ｂ（他臓器・組織）

病理学実習

公衆衛生学総論

疫学 ◎2

人獣共通感染症学 ◎2 遠隔授業

環境衛生学 ◎2 遠隔授業

公衆衛生学実習

毒性学 ◎2

毒性学実習

動物衛生学 ◎2

動物衛生学実習

野生動物学

食品衛生学 ◎2

食品衛生学実習

公衆衛生実践実習

◎印の授業科目は必修とする。○印の授業科目の中から6単位を修得すること。

科目区分 授業科目
単位数及び開講大学

◎1

◎1

◎1

◎1

基
礎
獣
医
学
科
目
群

病
態
獣
医
学
科
目
群

◎1

◎3

◎1

◎1

◎1

応
用
獣
医
学
科
目
群

基
盤
獣
医
学
科
目

専
門
教
育
科
目

◎2

◎2

◎2

◎2

◎2

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎2

共同獣医学科
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東京農工大学 岩手大学 備考

内科学総論

呼吸器病・循環器病学 ◎2

消化器病学

外科学総論

麻酔学・手術学

軟部外科学

小動物内科学実習・基礎編

小動物内科学実習・応用編

小動物外科学実習・基礎編

小動物外科学実習・応用編

内分泌病・皮膚病学 ◎2

代謝病・中毒学

血液免疫病学

神経病・運動器病学 ◎2 遠隔授業

泌尿器病・生殖器病学 ◎2 遠隔授業

臨床病理学

臨床薬理学 ◎１

臨床腫瘍学

臨床栄養学

画像診断学

画像診断実習

眼科学 ◎１

動物行動治療学 ◎１

総合参加型臨床実習Ⅰ

総合参加型臨床実習Ⅱ

総合参加型臨床実習Ⅲ ◎1

総合参加型臨床実習Ⅳ ◎1

繁殖機能制御学 ◎2 遠隔授業

臨床繁殖学 ◎2

繁殖機能制御学実習

臨床繁殖学実習

産業動物内科学 ◎2 遠隔授業

産業動物外科学 ◎2 遠隔授業

馬臨床学 ◎１ 遠隔授業

大動物臨床実習・基礎編

大動物臨床実習・応用編

総合参加型臨床実習Ⅴ ◎1

総合参加型臨床実習Ⅵ ◎1

インターンシップ

海外実習

人と動物関係学 ○2

動物品種論 ○2

食品安全管理学 ○2

動物園動物学 ○2

国際感染症制御学 ○2

動物病院経営学 ○2

獣医学演習

卒業研究

◎印の授業科目は必修とする。○印の授業科目の中から6単位を修得すること。

授業科目
単位数及び開講大学

大
動
物
臨
床
獣
医
学
科
目
群

選
択
科
目

専
修

科
目

実
証
獣
医
学
科
目

小
動
物
臨
床
獣
医
学
科
目
群

科目区分

専
門
教
育
科
目

◎1

◎2

◎2

◎1

◎2

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

○1

◎4

◎10

◎1

◎1

◎1

◎1

○1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎1

◎2
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単位数 備　　　　　　考

2

2

2

2

2

1

1

1
自由選択単位として卒業に必要な単位として
修得することができる。

2

自由選択単位として卒業に必要な単位として
修得することができる。
ただし、高等学校教諭１種免許状（農業）を
取得する者は、必修とする。

1
自由選択単位として卒業に必要な単位として
修得することができる。

本表の授業科目は共同獣医学科の卒業要件の単位数に参入できない。

（2）この単位は、卒業に必要な単位としては、認めない。

別表（５）（第２条関係）

学　部　共　通　専　門　科　目

区　　分

学部共通専門科目

FS実験実習

授業科目

国際環境農学

環境生物相関論

（1）学芸員資格を取得しようとする者は、博物館長を経由して学部長の許可を得て、博物館に関する科目を
　　履修することができる。

動物と人間の行動

農学部特別講義Ⅰ

農学部特別講義Ⅱ

海外特別実習

職業指導(農業）

生涯学習概論

博物館概論

博物館経営論

博物館資料論

博物館資料保存論

別表（６）（第２条関係）

授業科目

この中から2単位以上を修得すること。

現代農業論

生物資源論

3博物館実習

博物館に関する科目

博物館展示論

博物館教育論

博物館情報・メディア論

単位数

必修

2

2

2

2

2

2

2

2
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○国立大学法人東京農工大学農学部における授業科目の履修登録単位数の上

限に関する規程 

(趣旨) 

第1条 この規定は、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第102

条の規定に基づき、東京農工大学農学部(以下「本学部」という。)における1学

期間に履修登録できる単位数の上限に関し、必要な事項を定める。  

(対象科目) 

第2条 履修登録できる単位数の上限は、本学部において開講する授業科目のう

ち、学則第98条第1項に定める卒業要件の単位数となる授業科目を対象とする。

ただし、卒業要件の単位数となる授業科目であっても、別に定める細則第2条の

各号に掲げる授業科目は対象としない。  

(履修登録単位数の上限) 

第3条 履修登録できる授業科目の合計単位数の上限は、1学期間あたり26単位とす

る。ただし、学則第90条の規定により入学した学生には履修登録単位数の上限は

設けない。  

2 前項の規定にかかわらず、次条に定める成績優秀者として認定された学生の上

限については、認定対象となった学期の次学期には、1学期間あたり30単位とす

ることができる。  

(成績優秀者) 

第4条 前条第2項の規定を適用できる学生は、次の各号に掲げる要件を満たしてい

なければならない。ただし、学則第88条及び第89条の規定により入学した学生並

びに学則第99条第3項の規定に該当する単位が20単位を超える学生には、適用で

きない。  

(1) 学期中に第2条に定める対象科目を20単位以上修得していること。  

(2) 当該学期のGPAが3．5以上であること。  

2 学部長は、前項の要件を満たした者を成績優秀者と認定し、成績開示用紙によ

り通知する。  

第5条 この規定に定めるもののほか、履修登録できる単位数の上限及び成績優秀

者に関し必要な事項は、別に定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月1日から施行し、平成15年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成17年4月1日17農規程第2号)  

この規程は、平成17年4月1日から施行し、平成17年4月に入学した学生から適用

する。  

(平成16年4月1日16農規程第18号)
改正 平成17年4月1日17農規程第2号
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○国立大学法人東京農工大学農学部における授業科目の履修登録単位数の上

限及び成績優秀者に関する細則 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学農学部における授業科目の履修登録単位数の上

限に関する規程(以下「規程」という。)第5条の規定に基づき、農学部における

履修登録単位数の上限及び成績優秀者についての取扱いに関しては、本細則によ

る。  

(対象授業科目) 

第2条 履修登録単位数の上限の対象となる授業科目は、卒業要件の単位となる授

業科目とする。ただし、次の各号に掲げる授業科目を除く。  

(1) 集中講義科目(時間割表欄外に記載の集中講義科目)  

(2) 通年科目  

(3) 学則第99条の規定に基づいて単位を認定された授業科目  

(4) 卒業論文  

(5) 単位互換協定に基づき、他の大学で履修する授業科目  

(6) 検定試験等により単位認定された外国語科目  

(7) 共同獣医学科の実習科目  

(履修登録期間等) 

第3条 履修登録期間等は、次のとおりとする。 

履修登録期間、履修登録単位確認期間及び修正登録期間は、下表のとおりとす

る。  

(1) 履修登録期間終了後に履修登録単位(単位数)を確認する。  

(2) 上限を超えている学生に対しては掲示により通知し、修正登録期間に修正

登録させる。  

(3) 上限を超えている学生が所定の期間内に修正登録をしない場合は、当該学

期の履修を認めない。  

(GPAの計算方法) 

第4条 規程第4条に規定する成績優秀者の認定に必要なGPAの計算方法は、次のと

おりとする。ただし、第2条第2号及び第4号の授業科目についてはGPA計算式の分

母・分子とも終了学期にGPAへ算入するものとし、第2条第1号の授業科目につい

ては次学期に算入するものとする。 

 ((授業科目の評価点×単位数)の総和)／授業科目の履修登録単位数  

なお、評語S、A、B、C、Dをそれぞれ評価点4、3、2、1、0とする。  

附 則  

この細則は、平成16年4月1日から施行し、平成15年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成18年4月1日)  

この細則は、平成18年4月1日から施行し、平成18年4月に1年次に入学した学生か

(平成16年4月1日16農細則第5号)
改正 平成18年4月1日 平成22年4月1日

平成24年4月1日

学期 履修登録期間
履修登録単位確認期

間
修正登録期間

前学期 授業開始後2週間以内 学部で定める期間 学部で定める期間

後学期 授業開始後2週間以内 学部で定める期間 学部で定める期間
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ら適用する。  

附 則(平成22年4月1日)  

1 この細則は、平成22年4月1日から施行する。  

2 平成22年3月31日現在在学している者の規定の適用については、施行後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。  

附 則(平成24年4月1日)  

1 この細則は、平成24年4月1日から施行する。  

2 平成24年3月31日現在在学している者の規定の適用については、施行後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。  
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○国立大学法人東京農工大学工学部教育規則 

(平成16年4月1日16工教規則第3号) 

改正 平成17年4月1日 平成18年4月1日 

平成19年4月1日 平成20年4月1日 

平成21年4月1日 平成22年4月1日 

平成23年4月1日 平成24年4月1日 24工教規則第2号 

平成25年4月1日 25工規則第2号 平成26年4月1日工規則第2号 
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学工学部(以下「学部」という。)における教育課程その他必

要な事項については、国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)に定めるもの

のほか、この規則の定めるところによる。 

(授業科目の名称、単位数及び履修方法) 

第2条 学則第96条第2項及び第101条第2項の規定による授業科目の名称及び単位数並び

に必修又は選択の別、教育課程及び履修の方法は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 全学共通教育科目については、別表(1)及び別表(2)のうちの自然科学系基礎科目 

(2) 専門科目については、別表(2)のうちの専門基礎科目、別表(3)及び別表(4) 

2 前項の授業科目の年次別編成は、別に定める。 

3 学則第98条第2項に定める自由選択単位については、別に定める。 

第3条 博物館学芸員資格を取得しようとする者のために、博物館に関する授業科目を開設す

る。 

2 博物館に関する授業科目の名称及び単位数並びに履修については、別表(5)のとおりとする。 

第4条 履修しようとする授業科目については、所定の期間内に履修届書を学部長に提出しな

ければならない。 

2 他のコースの授業科目(電気電子工学科を除き、講義によるものに限る。)又は他の学科の

授業科目(講義によるものに限る。)を履修しようとする者は、他コース又は他学科の授業科

目の履修届書を学部長に提出しなければならない。 

3 他の学部の授業科目(講義によるものに限る。)を履修しようとする者は、他学部授業科目

履修願書により、学部長を経て、当該他の学部長に願い出て、その許可を得なければなら

ない。 

4 前2項により履修し、修得した単位については、学則第98条第2項に規定する自由選択単

位として卒業に必要な単位数に算入することができる。 

5 教育上有益と認められるときは、本学大学院の授業科目を履修することができる。この場

合、当該科目を履修しようとする者は、学部長を経て、当該学府又は研究科の長に願い出

て、その許可を得なければならない。 

6 前項に定めるもののほか、大学院の授業科目の履修について必要な事項は、別に定める。 

(入学前の既修得単位等) 
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第5条 学則第99条第4項の規定により、入学前の既修得単位等の認定を受けようとする者

は、入学時に学部長に願い出なければならない。 

2 認定の対象となる授業科目は、学則第88条から第90条までの規定による再入学、転入学

及び編入学の場合を除き、全科目とし、認定単位数は別に定める。 

(卒業論文の提出時期、審査の方法等) 

第6条 学則第100条に定める卒業論文を履修する者は、各学科の定める日までに、当該卒業

論文を指導教員に提出しなければならない。 

2 前項の規定により提出された卒業論文については、各学科においてそれぞれ審査を行い、

指導教員が成績を評価し、その合格者には、所定の単位を与える。 

(修業年限を超える者の卒業) 

第7条 修業年限を超えて在学する者の卒業認証については、別に定める。 

(入学の出願手続) 

第8条 学則第20条及び第88条から第90条までの規定により、入学、再入学、転入学及び

編入学を志願する者の入学願書は、学部長を経て、学長に提出しなければならない。 

(転学科) 

第9条 学則第93条第2項の規定により、転学科をしようとする者は、1月末日までに志望学

科を記載した転学科願書を、学部長に提出しなければならない。 

(転学部) 

第10条 学則第93条第2項の規定により、転学部をしようとする者は、1月末日までに志望

の学部、学科を記載した転学部願書に、次の各号に掲げる書類を添付して、学部長を経て

学長に提出しなければならない。 

(1) 学部長の発行する転学部出願許可書 

(2) 既修科目の成績証明書 

(3) 人物調査書 

(4) 履歴書 

(5) 健康診断書 

(転学科、転学部する者の単位、修業年限の取扱い) 

第11条 前2条の規定により転学科又は転学部を願い出た者について、その許可をしようと

するときは、教授会は、その者の既修科目の全部又は一部を認定するとともに転学科又は

転学部の後に履修しなければならない授業科目、単位数及び修業すべき年限を定める。 

(他の大学への入学又は転入学) 

第12条 学則第24条第2項の規定による許可を受けた者が、他の大学へ入学又は転入学する

場合は、入学又は転入学年度の前年度末限りで退学しなければならない。 

附 則 

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

2 平成16年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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附 則(平成17年4月1日) 
 

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

2 平成17年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成18年4月1日) 
 

1 この規則は、平成18年4月1日から施行する。 

2 平成18年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成19年4月1日) 
 

1 この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

2 平成19年3月31日現在在学している者の所属コースの名称については、改正後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成20年4月1日) 
 

1 この規則は、平成20年4月1日から施行する。 

2 平成20年3月31日現在在学している者の所属コースの名称については、改正後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成21年4月1日) 
 

1 この規則は、平成21年4月1日から施行する。 

2 平成21年3月31日現在在学している者の所属コースの名称については、改正後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成22年4月1日) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

2 平成22年3月31日現在在学している者の所属コースの名称、授業科目の名称及び単位数

並びに必修又は選択の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

附 則(平成23年4月1日) 
 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。 

2 平成23年3月31日現在在学している者の所属コースの名称、授業科目の名称及び単位数

並びに必修又は選択の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

附 則(平成24年4月1日 24工教規則第2号) 
 

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

235



2 平成24年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成25年4月1日 25工規則第2号) 
 

1 この規則は、平成25年4月1日から施行する。 

2 平成25年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月1日工規則第2号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

236



工学基礎実験 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
基礎ゼミ 2 ◎ ◎
安全工学 2
特許法 2
ベンチャービジネス論 2
知的財産権 2
技術者倫理 2
科学技術コミュニケーション論 2
工学部共通特別講義（　） 2
現代倫理論 2
現代宗教論 2
多文化共生論 2
ジェンダー論 2
共生社会政策論 2
国際平和論 2
哲学 2
文学・芸術学 2
心理学 2
教育学 2
社会学 2
日本国憲法 2
経済学 2
歴史学 2
リーディング・ベイシックス ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
ライティング・ベイシックス ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
イングリッシュ・コミュニケーションI ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
アドヴァンスト・リーディング ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
アドヴァンスト・ライティング ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
イングリッシュ・コミュニケーションII ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
資格試験英語演習 1

アカデミック・リーディング 1 ◎

アカデミック・コミュニケーション 1 ◎
ドイツ語初級文法Ⅰ 1

ドイツ語初級文法Ⅱ 1

ドイツ語初級講読 1

ドイツ語中級Ⅰ 1

ドイツ語中級Ⅱ 1

フランス語初級文法Ⅰ 1

フランス語初級文法Ⅱ 1

フランス語初級講読 1

フランス語中級Ⅰ 1

フランス語中級Ⅱ 1

中国語初級文法Ⅰ 1

中国語初級文法Ⅱ 1

中国語初級講読 1

中国語中級Ⅰ 1

中国語中級Ⅱ 1

スペイン語初級文法Ⅰ 1

スペイン語初級文法Ⅱ 1

スペイン語初級講読 1

韓国語初級文法Ⅰ 1

韓国語初級文法Ⅱ 1

韓国語初級講読 1

Communication skills for Scientists 1

スポーツ健康科学理論 2

体力学実技 ◎1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
生涯スポーツ実技 1

日本語Ⅰ 2

日本語Ⅱ 1

日本語Ⅲ 1

日本事情Ⅰ 2

日本事情Ⅱ 2

備考 （１） ◎の授業科目は、必修とする。

（２） 日本語科目、日本事情科目は外国人留学生等対象とする。

※ 自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

（　）については、別に定めるテーマから選択するものとする。

システム システム 工学科 工学科

工学科 工学科 工学科

別表（１）（第２条関係）

全学共通教育科目

工学科 化学科 化学科 システム

スポーツ
健康科学科目

日本語科目

1単位以
上修得す
ること。

1単位以
上修得す
ること。

2単位必
修

2単位必
修

リ
テ
ラ
シ
ー

科
目

英
語

区　分 授業科目

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

2単位必
修

2単位必
修

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

4単位必
修

2単位必
修

2単位必
修

物理

第
２
外
国
語

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

6単位以
上を修

得するこ
と。

人
間
と
文
化
社
会
の
構
造

化学 機械 電気電子 情報

※

1単位以
上修得す
ること。

1単位以
上修得す
ること。

1単位以
上修得す
ること。

2単位以
上修得す
ること。

4単位必
修

※

※

※

1単位以
上修得す
ること。

※

単
位
数

学　　　　科　　　　名

生　命 応用分子 有機材料

6単位以
上を修

得するこ
と。

6単位以
上を修

得するこ
と。

6単位以
上を修

得するこ
と。

6単位以
上を修

得するこ
と。

自由選
択とす

る。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

8単位以
上を修

得するこ
と。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

合計8単
位以上
を修得
するこ
と。

6単位以
上を修

得するこ
と。

同一言
語の初
級から2
単位修
得するこ

と。
中級は
当該言
語の初
級3単位
を履修

条件とす
る。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

合計2単
位以上
を修得
するこ
と。

合計8単
位以上
を修得
するこ
と。

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

全
学
共
通
教
育
科
目

大学導入科目

科
学
技
術
と
社
会

持
続
可
能
な
地
球
の
た
め
の

科
学
技
術

共
生
人
文
社
会
科
学
A

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

自由選
択単位と
して卒業
に必要
な単位
に算入
できる。

共
生
人
文
社
会
科
学

共
生
人
文
社
会
科
学
B

国際コミュニ
ケーション演

習

日本事情科目

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

6単位以
上を修

得するこ
と。

合計6単
位以上
を修得
するこ
と。

1単位以
上修得す
ること。

※
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別表（２）（第２条関係）

生命工学科 応用分子化学科
単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

2 線形代数学Ⅰ 2
3 微分積分学Ⅰおよび演習 3

物理学 ◎2 ※2 物理学 物理学基礎演習 ◎1 ※２
化学 ◎2 化学基礎 2
生物学 ◎2 化学基礎演習 ◎１

2 生物学 生物科学 2 ※４
3 線形代数学Ⅱ 2
2 微分積分学Ⅱおよび演習 3
2 数理統計学 2
2 熱統計力学 2
2 電磁気学 2
2 力学 2
1 地学 2
2 地学実験 1
2 微分方程式Ⅰ 2
2 微分方程式Ⅱ 2
2 ※2 関数論 2

◎2 コンピュータ基礎 2
◎2 力学Ⅱ 2
1 電磁気学Ⅱ 2

◎2 量子化学Ⅰ 2
2 無機化学Ⅰ 2
2 無機化学Ⅱ 2
2 有機化学Ⅰ 2
2   有機化学Ⅱ 2
2 有機化学Ⅲ 2
2 物理化学Ⅰ 2
2 物理化学Ⅱ 2
2 物理化学Ⅲ 2
2 無機分析化学 2
2 生物化学Ⅰ 2
2 環境物質化学概論 2
2 応用分子化学基礎演習Ⅰ ◎1
2 応用分子化学基礎演習Ⅱ ◎1

◎2 科学基礎実験 ◎1
◎2 備考（１）◎の科目は、必修とする。

備考（１）◎印の授業科目は、必修とする。 ※１　数学及び数学・情報から12単位以上を修得すること。

※1　数学及び数学・情報から12単位以上を修得すること。 ※２　必修科目1単位を含め、物理学から8単位以上を修得すること。

※2　物理学から必修科目2単位を含め、6単位以上を修得すること。 ※３　必修科目4単位を含め、化学から22単位以上を修得すること。

※3　必修科目10単位を含め、10単位以上を修得すること。 ※４  自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

※４  自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

※４
地学実験

専
　
　
門
　
　
基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目

数学・情報

微分方程式Ⅰ
※1関数論

バイオインフォマティクス基礎

物理学

生物学

量子力学概論

生命化学Ⅱ
分子生物学Ⅰ
分子生物学Ⅱ

ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
基
礎

生命物理化学Ⅰ

光・波動
基礎生物化学

細胞生物学Ⅰ

地学

※2熱力学
電磁気学

※１

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

線形代数学Ⅰ
※1

微分積分学Ⅰおよび演習

※3

数学

化学

※1微分積分学Ⅱおよび演習

数理統計学

※２

※３

基礎分子生物学
基礎生態学
基礎生物学実験

生命有機化学Ⅱ
生命分析化学
生命無機化学
機器分析学
生命化学Ⅰ

自然科学系基礎科目・専門基礎科目

区　分

※２

※４

※１

※３

※１

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

数学

線形代数学Ⅱ

授　業　科　目

生物学基礎

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

数学

物理学基礎
化学基礎

地学

物理学

ライフサイエンス基礎演習Ⅱ

数学・情報

物理学

生命物理化学Ⅱ
生命有機化学Ⅰ

細胞生物学Ⅱ
ライフサイエンス基礎演習Ⅰ

※3

必修科
目4単
位を含
め、24
単位以
上を修
得する
こと。

区　分

化学

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

数学

物理学

地学

専
　
　
門
　
　
基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目
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有機材料化学科 化学システム工学科

授　業　科　目 単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

線形代数学Ⅰ ◎2 線形代数学Ⅰ ○2
微分積分学Ⅰおよび演習 ◎3 微分積分学Ⅰおよび演習 ○3

物理学 物理学基礎 ◎2 物理学 物理学基礎演習 ◎1
生物学 生物科学 2 化学 化学基礎演習 ◎1

線形代数学Ⅱ 2 生物学 生物学基礎 2
微分積分学Ⅱおよび演習 3 線形代数学Ⅱ ○2
地学 2 微分積分学Ⅱおよび演習 ○3
地学実験 1 量子力学概論 ○2
微分方程式Ⅰ 2 熱力学 ○2
微分方程式Ⅱ 2 熱統計力学 ○2
プログラミング基礎 2 電磁気学 2
力学概論 2 力学 2
振動・波動の物理 2 生物学 生物化学 2
材料電磁気学 2 地学 2
光学基礎 2 地学実験 1
生物機能化学 2 微分方程式Ⅰ ○2
熱力学Ⅰ ◎2 微分方程式Ⅱ 2
熱力学Ⅱ 2 無機化学基礎 2
反応速度論 ◎2 有機化学基礎 2
量子化学Ⅰ 2 有機化学 2
量子化学Ⅱ 2 平衡論 ○2
物理化学演習Ⅰ 1 分析化学 2
物理化学演習Ⅱ 1 機器分析化学 2
化学結合論 2 化学工学序論 ○1
有機化学Ⅰ ◎2   化学工学基礎 ○2
有機化学Ⅱ 2 化学プロセス数学 ○2
有機化学Ⅲ 2 情報科学基礎 ○2
有機化学Ⅳ 2 材料科学 2
有機化学演習Ⅰ ◎1 システム工学概論 ○2
有機化学演習Ⅱ 1 科学技術者倫理 2
無機化学Ⅰ ◎2 科学技術英語 ○2
無機化学Ⅱ 2 化学工学基礎演習Ⅰ ◎1
無機化学Ⅲ 2 化学工学基礎演習Ⅱ ◎1
分析化学 2 基礎プロジェクト演習 ◎2
科学基礎実験 ◎１

備考（１）◎の授業科目は、必修とする。 備考 （１）◎の科目は、必修とする。

　   　（２）○の科目は、選択必修とする。

※３　自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

区　分

※1

※１

※２

※１

物理学

※３地学

数学

※１　数学○印の科目から８単位以上を含め、10単位以上を
修得すること。

※２　必修科目6単位及び○印の科目から14単位以上を含
め、34単位以上修得すること。

※２

区　分

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

数学

数学

※２

※１

化学

数学

地学

※1  専門科目と合わせて、必修科目41単位を含め、98単位以上を
修得すること (ただし、生物科学･地学･地学実験を除く)。なお、生物
科学･地学･地学実験は、自由選択単位として卒業に必要な単位に
算入できる。

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目Ｔ

Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

数学

化
学
シ
ス
テ
ム
工
学
基
礎

専
　
　
門
　
　
基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目

数学・情報

物理学

生物学

化学

専
　
　
門
　
　
基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目
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機械システム工学科 物理システム工学科

授　業　科　目 単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

線形代数学Ⅰ ○2 線形代数学Ⅰ ◎2
微分積分学Ⅰおよび演習 ○3 微分積分学Ⅰおよび演習 ◎3
物理学基礎 2 化学 化学基礎 ○2
物理学基礎演習 ◎1 生物学 生物学基礎 ○2

化学 化学基礎 2 線形代数学Ⅱ ◎2
生物学 生物学基礎 2 微分積分学Ⅱおよび演習 ◎3

線形代数学Ⅱ 2 化学 物理化学 2 ※２
微分積分学Ⅱおよび演習 3 地学 2
数理統計学 2 地学実験 1
電磁気学 2 微分方程式Ⅰ 2
量子力学概論 2 関数論 2
地学 2 幾何学 2
地学実験 1 代数学Ⅰ 2
機械システムデザイン 2 力学入門 ◎2
静力学 2 電磁気学入門 ◎2
微分方程式Ⅰ 2 物理システム工学基礎実験 ◎1
動力学 2 力学Ⅰ ◎2
機械材料学 2 力学演習 ◎1
熱工学Ⅰ 2 物質科学入門 2
機械電子工学Ⅰ 2 環境科学 2
微分方程式Ⅱ 2 エネルギー科学 2
材料力学Ⅰ 2 備考　（１）◎印の授業科目は、必修とする。

流体力学Ⅰ 2       　 　（２）○印の授業科目は、選択必修とする。

機械力学Ⅰ 2 ※１　必修科目10単位を含め、数学から14単位以上を修得すること。

機械加工学Ⅰ 2 ※２　化学および生物学から４単位以上を修得すること。　

物理数学Ⅰおよび演習 2 ※３  自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

物理数学Ⅱおよび演習 2
機械材料工学Ⅰ 2
伝熱学Ⅰ 2
制御工学Ⅰ 2
機械設計Ⅰ 2
工学倫理 2
関数論 2
科学技術英語 2

備考　（１）◎印の授業科目は、必修とする。

    　 　（２）○印の授業科目は、選択必修とする。

※１　自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。

専
　
門
　
基
　
礎
　
科
　
目

区　分

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

※３

専
　
門
　
基
　
礎
　
科
　
目

３２単位
以上を
修得す
ること。

※１

区　分

必修科
目1単
位と、○
印の科
目から2
単位以
上を含
め、13
単位以
上を修
得する
こと。

地学

数学Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

数学

地学

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

※２

数学 ※１

物
理
シ
ス
テ
ム
工
学
基
礎

物理学

※１

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

必修科
目8単
位を含
め、10
単位以
上を修
得する
こと。

全
学
共
通
教
育
科
目数学

物理学

※１

数
学
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電気電子工学科 情報工学科

授　業　科　目 単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

線形代数学Ⅰ ◎2 線形代数学Ⅰ ◎2
微分積分学Ⅰおよび演習 ◎3 微分積分学Ⅰおよび演習 ◎3
物理学基礎 ◎2 物理学基礎 ○2
物理学基礎演習 ◎1 物理学基礎演習 ○1

化学 化学基礎 2 化学 化学基礎 2
生物学 生物学基礎 2 線形代数学Ⅱ ◎2

線形代数学Ⅱ ◎2 微分積分学Ⅱおよび演習 ◎3
微分積分学Ⅱおよび演習 ◎3 数理統計学 2
数理統計学 2 物理学 電磁気学 ○2
量子力学概論 2 地学 2
熱統計力学 2 地学実験 1

化学 物理化学 2 数学基礎 1
地学 2 微分方程式 2
地学実験 1 関数論 2
微分方程式Ⅰ ◎2 幾何学 2
コンピュータ基礎演習 ◎1 代数学Ⅰ 2
基礎電気回路Ⅰおよび演習 ◎3 コンピュータ序論 ◎2
基礎電気回路Ⅱおよび演習 ◎3 プログラミング序論 ◎2
ベクトル解析および演習 ◎3 コンピュータ序論演習 ◎1
フーリエ解析および演習 ◎3 プログラミング序論演習 △1
電気電子材料 ◎2 先進情報工学演習Ⅰ △1
電磁気学Ⅰおよび演習 ◎3 情報化社会と職業 1
電磁気学Ⅱおよび演習 ◎3 科学技術表現法 2
電子デバイスⅠおよび演習 ◎3 言語情報文化論 2
基礎電子回路および演習 ◎3   備考（１）◎印の科目は、必修とする。

論理回路および演習 ◎3 　　　（２）○印及び△印の科目は、選択必修とする。

プログラミングおよび演習 ◎3
備考（１）◎印の科目は、必修とする。

※　自由選択単位として卒業に必要な単位に算入できる。 ※２　自由選択単位として卒業に必要な単位として算入できる。

※３　必修科目５単位、△印の科目から１単位以上を含め、６単位

以上を修得すること。

全
学
共
通
教
育
科
目

区　分

数学
Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

区　分

数学

数学

物理学

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

地学 ※

専
　
門
　
基
　
礎
　
科
　
目

必修単
位３５単
位を修
得する
こと。

全
学
共
通
教
育
科
目

自
然
科
学
系
基
礎
科
目

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅰ
科
目

必修単
位１３単
位を含
め、数
学・物
理学・
化学・
生物学
から１９
単位修
得する
こと。

物理学

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

※１

物理学

Ｔ
Ａ
Ｔ
Ⅱ
科
目

数学

地学 ※２

※１　必修科目10単位を含め、数学・物理学・化学から18単位以上
修得すること。ただし、○印から1科目以上修得すること。

数学 ※１

専門教養科目

専
　
門
　
基
　
礎
　
科
　
目

情報工学

必修科
目6単
位を含

め6単位
以上を
修得す
ること。
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別表（３）（第２条関係）

生命工学科 応用分子化学科

　生体機能工学コース・応用生物工学コース

授　業　科　目 単位
数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

生命工学の最先端Ⅰ ◎1 コンピュータ化学 2
生命工学の最先端Ⅱ ◎1 高分子化学 2
生命科学英語 ◎1 有機反応論 2
蛋白質科学 ○1 生体有機化学 2
免疫工学 ○1 反応速度論 2
植物工学 ○1 半導体化学 2
先端機器分析学 ○1 応用物理化学 2
地球環境工学 ○1 遷移金属化学 2
生理学Ⅰ ○1 有機機器分析 2
生理学Ⅱ ○1 無機機器分析 2
細胞再生工学 ○1 物性化学 2
脳神経科学 ○1 量子化学Ⅱ 2
生命科学特別講義( ) 1 論文・文献講読 ◎1
生命科学特別講義( ) 1 先端有機工業化学 2
生命工学の最先端Ⅲ ◎1 エネルギー化学 2
生命工学の最先端Ⅳ ◎1 生物化学Ⅱ 2
生命技術英語 ◎1 化学工学 2
メディシナルケミストリー ○1 応用分子化学特別講義( ) 2
バイオプロセスエンジニアリング ○1 応用分子化学特別講義( ) 2
食品・医薬品開発工学 ○1 応用分子化学特別講義( ) 2
医療・組織工学 ○1 応用分子化学特別講義( ) 2
レギュラトリーサイエンス ○1 先端応用化学特別講義( ) 2
生体電子工学 ○1 先端応用化学特別講義( ) 2
マリンバイオテクノロジー ○1 応用分子化学実験Ⅰ ◎3
応用ゲノミクス ○1 応用分子化学実験Ⅱ ◎3
身体運動科学概論 ○1 応用分子化学実験Ⅲ ◎3
生命技術特別講義( ) 1 応用分子化学実験Ⅳ ◎2
生命技術特別講義( ) 1 応用分子化学演習 ◎1
生命工学実験Ⅰ ◎4 先端応用化学演習 ◎1
生命工学実験Ⅱ ◎4 インターンシップ 2
生命工学実験Ⅲ ◎4 ◎8
生命工学実験Ⅳ ◎4 備考  （１）◎印の授業科目は、必修とする。 

生命工学特別実験 2
※生体機能工学演習Ⅰ ◎1
※生体機能工学演習Ⅱ ◎1
※応用生物工学演習Ⅰ ◎1
※応用生物工学演習Ⅱ ◎1
※生体機能工学実験Ⅰ ◎4
※生体機能工学実験Ⅱ ◎4
※応用生物工学実験Ⅰ ◎4 　　　
※応用生物工学実験Ⅱ ◎4       

◎8       
備考 （１）◎印の授業科目は、必修とする。

（２）○印の授業科目は、選択必修とする。

（３）※の授業科目は、各コースの必修とする。

専門科目（各学科・コース別）

区　分 区　分

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
専
門
科
目

必修科目
3単位と○
印から5単
位以上を
修得する
こと。

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

専
　
門
　
科
　
目

特別講義
を除き、必
修科目1
単位を含
め、25単
位以上を
修得する
こと。

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

専
門
科
目

卒 業 論 文

（４）生命科学特別講義及び生命技術特別講義については、
開始前に課題名を定め、それぞれ２単位まで開講することが
ある。

必修科目
3単位と○
印から5単
位以上を
修得する
こと。

実
験
・
演
習

実
験
・
演
習

卒 業 論 文

（２）応用分子化学特別講義及び先端応用化学特別講義に
ついては、開始前に課題名を定め、応用分子化学特別講義
にあっては合計８単位、先端応用化学特別講義にあっては
合計４単位まで開講する。
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有機材料化学科 化学システム工学科

授　業　科　目 単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

ベクトル解析 2 拡散分離工学および ○3

応用解析 2 粉粒体プロセス工学 ○2

構造化学 2 反応工学および演習 ○3

統計力学 2 プロセスシステム工学 ○2

物性化学 2 プロセスデザイン工学 2

電気化学 2 移動現象論および演 ○3

機器分析 2 化学工学熱力学およ ○3

高分子化学Ⅰ 2 論文·文献講読 ◎1

高分子化学Ⅱ 2 環境工学 2

高分子・繊維物理Ⅰ 2 反応速度論 2

高分子・繊維物理Ⅱ 2 バイオプロセス工学 2

有機化学Ⅴ 2 先端プロジェクト演習 ○2

生体材料化学 2 エンジニアリング製図 1

有機工業化学 2 化学システム工学特別講義 (      ) 2

化学工学概論 2 化学システム工学特別講義 (      ) 2

有機材料化学演習Ⅰ 1 化学システム工学特別講義 (      ) 2

有機材料化学演習Ⅱ 1 化学システム工学特別講義 (      ) 2

応用材料科学 2 化学工学特別講義 (      ) 2
有機材料化学特別講義Ⅰ (     ) 2 化学工学特別講義 (      ) 2
有機材料化学特別講義Ⅰ (     ) 2 化学システム工学演習 ◎1
有機材料化学特別講義Ⅱ (     ) 1 エンジニアリングプレゼンテーション ◎1
有機材料化学特別講義Ⅱ (     ) 1 モデリング演習 ◎1
有機材料化学特別講義Ⅱ (     ) 1 化学システム工学実験Ⅰ ◎3
有機材料化学特別講義Ⅱ (     ) 1 化学システム工学実験Ⅱ ◎3

有機材料化学実験Ⅰ ◎4 化学システム工学実験Ⅲ ◎3

有機材料化学実験Ⅱ ◎4 化学システム工学実験Ⅳ ◎3

有機材料化学実験Ⅲ ◎4 インターンシップ 2

有機材料化学実験Ⅳ ◎4 ◎8

◎8 備考 （１）◎印の授業科目は、必修とする。

備考 （２）○印の授業科目は、選択必修とする。

　　　

必修科
目１単位
および○
印の科
目から13
単位以
上を含め
22単位
以上を修
得するこ
と。

特
別
講
義

区　分 区　分

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

有
機
材
料
化
学
専
門
科
目

※1

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

専
　
門
　
科
　
目

（２）有機材料化学特別講義については、開始前に課題名
を定め、合計４単位まで開講することがある。

（３）化学システム工学特別講義及び化学工学特別講義に
ついては、開始前に課題名を定め、化学システム特別講義
にあっては合計８単位、化学工学特別講義にあっては合計
４単位まで開講する。※1  自然科学系基礎科目 (ただし、生物科学･地学･地学

実験を除く)・専門基礎科目と合わせて、必修科目41単位を
含め、98単位以上を修得すること。 （４）論文・文献講読はクラス指定制なので、指定された学期

に履修する。

実
験
・
演
習

卒 業 論 文

卒          業          論          文
（１）◎印の授業科目は、必修とする。
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機械システム工学科

航空宇宙エネルギーコース 車両制御ロボットコース

授　業　科　目 単位数 備　　考 授　業　科　目 単位数 備　　考

熱工学Ⅱ 2 機械力学Ⅱ 2

材料力学Ⅱ 2 機械電子工学Ⅱ 2

機械材料工学Ⅱ 2 機械設計Ⅱ 2

伝熱学Ⅱ 2 機械加工学Ⅱ 2

弾性力学 2 制御工学Ⅱ 2

流体力学Ⅱ 2 メカトロニクス 2

トライボロジー 2 ロボット工学 2

エネルギー変換工学 2 光工学 2
エネルギーシステム工学 2 ＭＥＭＳ 2

塑性力学 2 管理工学 2

航空宇宙流体力学 2 車両工学 2

構造材料評価法 2 計測・信号処理工学 2
有限要素法および演習 3 人体運動学 2

ガスタービン 2 振動制御および演習 3

自動車環境工学 2 宇宙制御工学 2

宇宙制御工学 2 生産システム工学 2

宇宙推進工学 2 自動車環境工学 2
機械システム特別講義（　） 2 機械システム特別講義（　） 2
機械システム特別講義（　） 2 機械システム特別講義（　） 2
機械システム特別講義（　） 2 機械システム特別講義（　） 2
機械システム特別講義（　） 2 機械システム特別講義（　） 2
機械システム特別講義（　） 2 機械システム特別講義（　） 2

機械製図法 ◎1 機械製図法 ◎1

ＣＡＤ演習 ◎1 ＣＡＤ演習 ◎1
機械システム設計製図 ◎1 機械システム設計製図 ◎1
コンピュータプログラミングⅠ ◎1 コンピュータプログラミングⅠ ◎1
コンピュータプログラミングⅡ ◎1 コンピュータプログラミングⅡ ◎1
材力・機力演習 ◎1 材力・機力演習 ◎1
熱流体演習 ◎1 熱流体演習 ◎1
機械システム工学実験Ⅰ ◎2 機械システム工学実験Ⅰ ◎2
機械システム工学実験Ⅱ ◎2 機械システム工学実験Ⅱ ◎2
機械システム工学実験Ⅲ ◎2 機械システム工学実験Ⅲ ◎2
インターンシップ 2 インターンシップ 2

◎1 ◎1
2 2

◎8 ◎8
備考 （１）◎印の授業科目は、必修とする。 備考 （１）◎印の授業科目は、必修とする。

区　分 区　分

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

専
　
門
　
科
　
目

特別講義
を除き、22
単位以上
を修得す
ること。

専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

機械システム特別研究Ⅰ

卒業論文 卒業論文
機械システム特別研究Ⅱ

機械システム特別研究Ⅰ

専
　
門
　
科
　
目

機械システム特別研究Ⅱ

（２）機械システム特別講義（　）については、開始前に（課題
名）を定め、5科目まで開講することがある。

（２）機械システム特別講義（　）については、開始前に（課題
名）を定め、5科目まで開講することがある。

特別講
義を除
き，22単
位以上を
修得する
こと。

演
　
習
 
・
 

実
　
験

演
　
習
 
・
 

実
　
験
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物理システム工学科

授　業　科　目 単位数 備　考

物理数学Ⅰ ◎2
物理数学演習 ◎1
物理数学Ⅱ ◎2
力学Ⅱ ◎2
電磁気学Ⅰ ◎2
電磁気学演習 ◎1
電磁気学Ⅱ ◎2
振動・波動 ◎2
熱物理学入門 ◎2
熱統計力学 ◎2
熱統計力学演習 ◎1
量子力学入門 ◎2
量子力学Ⅰ ◎2
量子力学演習 ◎1
量子力学Ⅱ ◎2
コンピュータ基礎実験 1
コンピュータ解析および演習 3
物理実験学 2
電気回路 ◎2
電子回路 ◎2
計測・制御回路 2
物理プレゼンテーションⅠ ◎1
物理プレゼンテーションⅡ 1
物理システム工学実験Ⅰ ◎2
物理システム工学実験Ⅱ ◎2
物理システム工学実験Ⅲ ◎2
物理システム工学実験Ⅳ ◎2
波動物理 2

フォトニクス 2

量子エレクトロニクス 2

化学物理 2

連続体物理 2

固体物理Ⅰ 2

固体物理Ⅱ ○2

量子力学特論 ○2

原子分子物理 ○2

物理システム工学特別講義Ⅰ 2

物理システム工学特別講義Ⅱ 2

卒業論文 ◎8

特別ゼミ △2

自由課題実験Ⅰ ●2

自由課題実験Ⅱ ●2

自由課題実験Ⅲ ●2

自由課題実験Ⅳ ●2

備考（１）◎印の授業科目は、必修とする。

（２）○印の授業科目は、選択必修とする。

必修科目
8単位、
○印の科
目から2
単位以上
を含め、
18単位以
上を修得
するこ
と。

特
別
専
門

科
目

下記備考
欄（３）
参照

（３）特別専門科目は、自由選択単位として卒業に必
要な単位に算入できる。早期卒業の場合に限り、●印
の科目８単位を卒業論文の単位に、△印の科目を専門

科目Ⅲの○印の科目に代えることができる。

区　分

専
門
科
目

専
門
科
目
Ⅰ

必修科目
26単位を
すべて修
得するこ
と。

専
門
科
目
Ⅱ

必修科目
13単位を
含め、16
単位以上
を修得す
ること。

専
門
科
目
Ⅲ
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電気電子工学科
システムエレクトロニクスコース 電子情報通信工学コース

授　業　科　目 単位数 備　考 授　業　科　目 単位数 備　考

微分方程式Ⅱ ○2 微分方程式Ⅱ ○2
関数論 ○2 関数論 ○2
回路網理論 ○2 回路網理論 ○2
ディジタル電子回路 ○2 ディジタル電子回路 ○2
計測工学 ○2 計測工学 ○2

区　分 区　分

計測工学 ○2 計測工学 ○2
制御工学 ○2 制御工学 ○2
マイクロプロセッサ ○2 マイクロプロセッサ ○2
電気電子機器 ○2 信号処理 ○2
光工学 ○2 画像情報工学 ○2
光エレクトロニクス ○2 システムＬＳＩ工学 ○2
電子物性工学 ○2 通信工学 ○2
電子デバイスⅡ ○2 通信システム工学 ○2
パワーエレクトロニクス ○2 電磁波工学 ○2

ネ ギ ネ ト 学 ○2 高周波伝送工学 ○2エネルギーネットワーク工学 ○2 高周波伝送工学 ○2
高電圧工学 ○2 オブジェクト指向プログラミング ○2
電力工学 ○2 計算工学基礎 ○2
信号処理 2 電気電子機器 2
画像情報工学 2 光工学 2
システムＬＳＩ工学 2 光エレクトロニクス 2
通信工学 2 電子物性工学 2
通信システム工学 2 電子デバイスⅡ 2
電磁波工学 2 パワーエレクトロニクス 2

専
　
　
門
　
　
科

必修科目
15単位と
○印から6
単位以上
含め、全
体で34単
位以上修
得するこ

専
　
　
門
　
　
科

必修科目
15単位と
○印から6
単位以上
含め、全
体で34単
位以上修
得するこ

高周波伝送工学 2 エネルギーネットワーク工学 2
オブジェクト指向プログラミング 2 高電圧工学 2
計算工学基礎 2 電力工学 2
電気法規および施設管理 2 電気法規および施設管理 2
論文・文献講読 ◎1 論文・文献講読 ◎1
電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子工学特別講義（ ） 2 電気電子工学特別講義（ ） 2

　
　
目

得するこ
と。 　

目

得するこ
と。

電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子工学特別講義（　　） 2 電気電子工学特別講義（　　） 2
電気電子製図 1 電気電子製図 1
電子情報工学製図 1 電子情報工学製図 1
電気電子工学実験I ◎2 電気電子工学実験I ◎2
電気電子工学実験IIA ◎2 電気電子工学実験IIB ◎2
電気電子工学実験IIIA ◎2 電気電子工学実験IIIB ◎2
卒業論文 ◎8 卒業論文 ◎8

備考 備考（１）◎印の授業科目は 必修とする （１）◎印の授業科目は 必修とする備考 備考（１）◎印の授業科目は、必修とする。 （１）◎印の授業科目は、必修とする。

（２）○印の授業科目は、選択必修とする。 （２）○印の授業科目は、選択必修とする。
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情報工学科

授　業　科　目 単位数 備　考

プログラミング基礎 ◎2
電気・電子回路 ◎2
論理回路 ◎2
プログラミング基礎演習 ◎1
ハードウェア実験 ◎1
アルゴリズム序論 ◎2
計算機アーキテクチャ基礎 ◎2
情報数学 ◎2
情報理論 ◎2
アルゴリズム序論演習 ◎1
計算機アーキテクチャ演習 ◎1
情報理論演習 ◎1
情報数学演習 ◎1
情報工学実験A ◎2
情報工学実験B ◎2
論文・文献講読 ▲1
先進情報工学演習Ⅱ ▲１
卒業論文 ●8
先進情報工学実験Ⅰ ●２
先進情報工学実験Ⅱ ●２
先進情報工学実験Ⅲ ●２
先進情報工学実験Ⅳ ●２
オブジェクト指向プログラミング 2
ソフトウェア工学 2
情報工学特別講義（　　） 2
情報工学特別講義（　　） 2
情報工学特別講義（　　） 2
情報工学特別講義（　　） 2
情報工学特別講義（　　） 2
情報工学特別講義（　　） 2
インターンシップ 2
集積回路 2
オペレーティングシステム 2
言語処理系 2
計算機ネットワーク 2
データベース 2
アルゴリズム論 2
関数プログラミング 2
人工知能 2
オペレーションズ・リサーチ 2
コンピュータグラフィックス 2
ヒューマンインタフェース 2
信号処理論 2
計測・制御工学 2
パターン認識 2
画像工学 2

備考 （１）◎印の授業科目は、必修とする。

（２）▲印及び●印の授業科目は、選択必修とする。

※１　必修科目24単位、▲印の科目から１単位以上、●印の科目

から8単位以上を含め、33単位以上を修得すること。

計
算
機
シ
ス
テ
ム

数
理
知
能

情
報
メ
デ
ィ
ア

（３）情報工学特別講義については、開始前に課題名を定
めて開講し、合計１２単位まで修得できる。

区　分

専
　
門
　
科
　
目

コ
ア
科
目

※１

ア
ド
バ
ン
ス
ド
科
目

３２単位以
上修得す
ること。

コ
ー

ス
科
目
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別表（４）（第２条関係） 別表（５）（第３条関連）

　工学部共通専門科目 　博物館に関する科目

工学部特別講義Ⅰ（　） 2

工学部特別講義Ⅱ（　） 1

環境科学I 2

環境科学II 2

環境科学III 2

Japanese Science and
Technology 2

International Cooperation of
Science and Technology 2

Environmental Science and
Technology 2

General Topics of Japanese
Industry 2

備考 備考

博 物 館 実 習 3 3

（１）学芸員資格を取得しようとする者は、博物
館長を経由して学部長の許可を得て、博物館
に関する科目を履修することができる。

（２）この単位は、卒業に必要な単位としては、
認めない。

博 物 館 教 育 論 2 2

博物館情報・メディア
論

2 2

博 物 館 資 料 保 存 論 2 2

博 物 館 展 示 論 2 2

2

博 物 館 経 営 論 2 2

博 物 館 資 料 論 2 2

2単位まで、
自由選択単
位として卒業
に必要な単
位に算入で
きる。

授　　業　　科　　目
単　　位　　数
必 修 計

生 涯 学 習 概 論 2 2

博 物 館 概 論 2

（２）国際科目は科学技術短期プログラム（ＳＴＥＰ）留学生
用の科目でもあるため、授業では英語で行われる。

（１）工学部特別講義Ⅰ・Ⅱについては、開始前に課題名
を定め開講する。

自由選択単
位として卒業
に必要な単
位に算入で
きる。

区　分 授　業　科　目 単位数 備　考

専
門
科
目

共
通
科
目

国
際
科
目
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○国立大学法人東京農工大学工学部における授業科目の履修登録単位数の上

限に関する規程 

(趣旨) 

第1条 この規程は、東京農工大学学則(以下「学則」という。)第102条の規定に基

づき、東京農工大学工学部(以下「本学部」という。)における1学期間に履修登

録できる単位数の上限に関し、必要な事項を定める。  

(対象科目) 

第2条 履修登録できる単位数の上限は、本学部において開講する授業科目のう

ち、学則第98条第1項に定める卒業要件の単位数となる授業科目を対象とする。

ただし、卒業要件の単位数となる授業科目であっても、別に定める細則第2条の

各号に掲げる授業科目は対象としない。  

(履修登録単位数の上限) 

第3条 履修登録できる授業科目の合計単位数の上限は、1学期間あたり別に定める

単位数とする。 

ただし、学則第90条の規程により入学した学生のうち、社会人特別選抜制度に

より入学した学生には履修登録単位数の上限は設けない。  

2 前項の規定にかかわらず、次条に定める成績優秀者として認定された学生の上

限については、認定対象となった学期の次学期には、別に定める単位数とするこ

とができる。  

(成績優秀者) 

第4条 前条第2項の規定を適用できる学生は、次の各号に掲げる要件を満たしてい

なければならない。ただし、学則第88条、第89条及び本規程前条第1項但し書き

により入学した学生並びに学則第99条第3項の規定に該当する単位が20単位を超

える学生には、適用できない。  

(1) 学期中に第2条に定める対象科目を別に定める単位数以上修得しているこ

と。  

(2) 当該学期のGPAが別に定める数値以上であること。  

2 学部長は、前項の条件を満たした者を成績優秀者と認定し、書面等により通知

する。  

第5条 この規程に定めるもののほか、履修登録できる単位数の上限及び成績優秀

者に関し必要な事項は、別に定める。  

附 則  

この規程は、平成16年4月1日から施行し、平成15年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成17年4月1日)  

この規程は、平成17年4月1日から施行し、平成17年4月に入学した学生から適用

する。  

(平成16年4月14日16工規程第17号)
改正 平成17年4月1日
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○国立大学法人東京農工大学工学部における授業科目の履修登録単位数の上

限及び成績優秀者に関する細則 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学工学部における授業科目の履修登録単位数の上

限に関する規程(以下「規程」という。)に定めるもののほか、工学部における履

修登録単位数の上限及び成績優秀者についての取扱いに関しては、本細則によ

る。  

(対象授業科目) 

第2条 履修登録単位数の上限の対象となる授業科目は、卒業要件の単位となる授

業科目とする。 

ただし、次の各号に掲げる授業科目を除く。  

(1) 集中講義科目(時間割表欄外に記載の集中講義科目)  

(2) 通年科目  

(3) 学則第99条の規定に基づいて単位を認定された授業科目  

(4) 卒業論文  

(5) 単位互換協定に基づき、他の大学で履修する授業科目  

(6) 外国語検定等による認定科目  

(履修登録単位数の上限) 

第3条 授業科目を履修する(授業を受ける)ためには、所定の期間に履修登録をし

なければならないものとし、前項に定める履修登録単位数の上限の対象となる授

業科目については、その単位 

数の上限を別表のとおりとする。  

(履修登録の確認等) 

第4条 履修登録の確認は、次のとおり行うものとする。  

(1) 履修登録期間終了後に履修登録単位(単位数)を確認する。  

(2) 上限を超えている学生に対しては掲示により通知し、所定の期間に修正登

録をする。  

(3) 上限を超えている学生が修正登録をしない場合は、当該学期の履修を認め

ない。  

(4) 履修登録期間、履修登録単位確認期間及び修正登録期間は、原則として次

のとおりとする。  

(成績優秀者の要件) 

第5条 成績優秀者の要件となる修得単位数及びGPAの数値は、別表のとおりとす

る。  

(GPAの計算方法) 

第6条 成績優秀者の認定に必要なGPAの計算方法は、第2条の授業科目について、

次によるものとする。ただし、第2条第1号の授業科目(集中講義)についてはGPA

計算式の分母分子ともGPAへ算入するものとし、第2条第2号(通年科目)及び第4号

(卒業論文)については、終了学期に算入するものとする。 

 ((授業科目の評価点×単位数)の総和 ※)／授業科目の履修登録単位数  

(平成16年4月14日16工細則第2号)
改正 平成17年4月1日 平成18年4月1日

平成22年4月1日 平成24年4月1日

学期 履修登録期間
履修登録単位確認期

間
修正登録期間

前学期 授業開始後2週間以内 学部で定める期間 学部で定める期間

後学期 授業開始後2週間以内 学部で定める期間 学部で定める期間
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 ※(授業科目の評価点×単位数)の総和をGPTという  

なお、評語S、A、B、C、Dをそれぞれ評価点4、3、2、1、0とする。  

(成績優秀者の単位数の上限) 

第7条 成績優秀者に認定された学生については、第3条の規定にかかわらず、第2

条に規定する授業科目の履修登録単位数の上限(合計単位数)を別表のとおりとす

ることができる。  

附 則  

この細則は、平成16年4月1日から施行し、平成16年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成17年4月1日)  

この細則は、平成17年4月1日から施行し、平成17年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成18年4月1日)  

この細則は、平成18年4月1日から施行し、平成18年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

附 則(平成22年4月1日)  

1 この細則は、平成22年4月1日から施行する。  

2 平成22年3月31日現在在学している者の第2条の適用については、施行後の規定

にかかわらず、なお従前の例による。  

附 則(平成24年4月1日)  

この細則は、平成24年4月1日から施行し、平成23年4月に1年次に入学した学生か

ら適用する。  

別表 

学科名

第3条の履
修登録単位
数の上限

第7条の成
績優秀者の
単位数の上
限

第5条の成績
優秀者の要件

第5条の成績
優秀者の要件

(修得単位数) (GPA数値)

生命工学科 26 32 16 3.0

応用分子化学科 26 32 18 3.0

有機材料化学科 26 32 20 3.0

化学システム工学科 26 32 20 3.0

機械システム工学科 26 32 20 3.0

物理システム工学科 26 32 20 3.0

電気電子工学科 26 32 24 3.0

情報工学科 26 34 20 3.0
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電気主任技術者の資格を取得しようとする者に必要な授業科目の履修に関する要項

平成２２年１月２７日工学部教育委員会承認

１  電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関する省令および同認定基準に基づく電気主任技術者の

  資格を取得しようとする者（以下「取得希望者」という）が履修すべき授業科目及び単位数を下表のとおり

　定める。

２　取得希望者は、同表の科目区分ごとに指定された授業科目の中から、それぞれ必要単位数以上を修得し、

  合わせて49単位以上を修得しなければならない。

◎ 電 磁 気 学 Ⅰ お よ び 演 習 ( 3 ) ◎ 基礎電気回路Ⅰおよび演習 ( 3 )

◎ 電 磁 気 学 Ⅱ お よ び 演 習 ( 3 ) ◎ 基礎電気回路Ⅱおよび演習 ( 3 )

◎ 計 測 工 学 ( 2 )

○ 基礎電子回路および 演習 ( 3 ) ○ 論 理 回 路 お よ び 演 習 ( 3 )

○ デ ィ ジ タ ル 電 子 回 路 ( 2 ) ○ 電 子 物 性 工 学 ( 2 )

○ 電子デバイスⅠおよび演習 ( 3 )

○ 電 子 デ バ イ ス Ⅱ ( 2 )

◎ 電 力 工 学 ( 2 ) ◎ 電 気 電 子 材 料 ( 2 )

◎ ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 工 学 ( 2 )

◎ 電気法規および施設 管理 ( 2 )

○ 高 電 圧 工 学 ( 2 )

◎ 電 気 電 子 機 器 ( 2 ) ◎ 制 御 工 学 ( 2 )

◎ パワーエレクトロニ クス ( 2 )

○ 通 信 工 学 ( 2 ) ○ ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾐ ﾝ ｸ ﾞ および 演習 ( 3 )

○ 画 像 情 報 工 学 ( 2 ) ○ 計 算 工 学 基 礎 ( 2 )

○ 信 号 処 理 ( 2 ) ○ マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ ( 2 )

○ 電 磁 波 工 学 ( 2 )

○ 通 信 シ ス テ ム 工 学 ( 2 )

○ コ ン ピ ュ ー タ 基 礎 演 習 ( 1 )

◎ 電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅰ ( 2 ) ◎ 電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅲ Ａ ( 2 )

◎ 電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅱ Ａ ( 2 ) ◎ 電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅱ Ｂ ( 2 )

○ 電 気 電 子 工 学 実 験 Ⅲ Ｂ ( 2 )

○ 電 気 電 子 製 図 ( 1 )

○ 電 子 情 報 工 学 製 図 ( 1 )

計 (   )内の数字は単位数を表す。

（備考）　◎の科目は、認定基準において必ず開設しなければならないとされている授業科目を、○の科目は、その他の授業

　　　　　科目を示す。

（注 １） 必要単位数を修得する際には○科目も含めて修得すること。

（注 ２） この要項により所定の単位を修得し卒業（大学院においては修了）した者は、所定の内容・年数の「実務の経験」

　　　　　を経て電気主任技術者の免状を取得することができる。

５.　 電気及び電子機器設
計又は電気及び電子機器製
図に関するもの

2単位以上

49単位以上

8単位

10単位以上

２.　発電、変電、送電、
配電及び電気材料並びに電
気法規に関するもの

6単位

12単位以上

３.　電気及び電子機器、
自動制御、電気エネルギー
利用並びに情報伝送及び処
理に関するもの

4単位以上

6単位以上

４. 電気工学若しくは電子
工学実験又は電気工学若し
くは電子工学実習に関する
もの

12単位以上

１.　電気工学又は電子工
学等の基礎に関するもの

19単位以上

電気主任技術者の資格を取得するのに

必要な授業科目及び単位数
科目区分 必要単位数
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○国立大学法人東京農工大学大学院工学府教育規則 

(平成16年4月1日16工教規則第2号) 

改正 平成17年4月1日 平成18年4月1日 

平成19年4月1日 平成20年4月1日 

平成20年10月1日 平成21年4月1日 

平成22年4月1日 平成23年4月1日 

平成24年4月1日 24工教規則第1号 平成25年4月1日 25工規則第1号 

平成26年4月1日工規則第1号  
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第51条第4項、第65条第2

項、第66条第4項、第68条第2項、第71条第7項、第71条の2第2項及び第72条第3項

の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学大学院工学府(以下「学府」という。)の教員組

織、授業科目及び単位数、教育課程及び履修方法、学位論文の提出時期、審査方法等につ

いては、この規則の定めるところによる。 

(教員組織) 

第2条 学府に、研究指導及び授業担当教員(以下「指導教員」という。)並びに研究指導の補

助及び授業担当教員(以下「指導補助教員」という。)を置く。 

2 前項に規定する指導教員及び指導補助教員の資格審査については、別に定める。 

(授業科目等) 

第 3条 前期 2年の課程(以下「博士前期課程」という。)の専攻ごとの授業科目及び単位数は、

別表第1のとおりとする。 

2 博士前期課程の学生は、必修科目6単位及び選択科目24単位以上をあわせて30単位以上

を修得しなければならない。ただし、生命工学専攻にあっては、必修科目10単位、選択必

修科目6単位以上及び選択科目をあわせて30単位以上修得しなければならない。機械シス

テム工学専攻にあっては、必修科目9単位、選択必修科目6単位以上及び選択科目をあわせ

て30単位以上修得しなければならない。物理システム工学専攻にあっては、必修科目6単

位、選択必修科目（2科目群から各 6々単位以上選択）12単位以上及び選択科目をあわせて

30単位以上修得しなければならない。情報工学専攻情報工学専修にあっては、必修科目6

単位、選択必修科目10単位以上及び選択科目14単位以上をあわせて30単位以上を修得し

なければならない。情報工学専攻ユビキタス＆ユニバーサル情報環境専修にあっては、必

修科目8単位、選択必修科目(4科目群から各 2々単位以上選択)8単位以上及び選択科目を

あわせて30単位以上修得しなければならない。 

3 授業科目の履修方法については、別に定める。 

第3条の2 専門職学位課程の授業科目及び単位数は、別表第1－2のとおりとする。 

2 専門職学位課程の学生は、必修科目12単位及び選択科目24単位以上をあわせて36単位以

上修得しなければならない。 

3 授業科目の履修方法については、別に定める。 
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第 4条 後期 3年の課程(以下「博士後期課程」という。)の専攻ごとの授業科目及び単位数は、

別表第2のとおりとする。 

2 博士後期課程の学生は、必修科目8単位及び選択科目4単位以上をあわせて12単位以上を

修得しなければならない。 

3 学則第74条第1項及び第2項の規定により修業年限を短縮され在学する者の教育方法等に

ついては、別に定める。 

4 授業科目の履修方法については、別に定める。 

(履修科目の申請) 

第5条 学生は、あらかじめ履修しようとする授業科目を所定の期間内に当該授業科目の授業

を担当する教員(以下「授業担当教員」という。)を経て工学府長(以下「学府長」という。)

の承認を受けなければならない。 

2 学生は、指導教員が教育上有益と認めるときは、本学の農学府、生物システム応用科学府、

連合農学研究科又は学部の授業科目を履修することができる。この場合、授業担当教員を

経て当該授業科目を開講する学府又は学部の長の承認を受けた上、所属する学府長の承認

を受けなければならない。 

(他の専攻等の単位の修得) 

第6条 博士前期課程及び博士後期課程の学生が、学則第76条及び第76条の2(それぞれ第3

項を除く。)の規定により他の大学院において修得した単位がある場合には、当該課程を通

して10単位を限度として、第3条第2項又は第4条第2項に規定する選択科目の単位数に

算入することができる。 

2 博士前期課程及び博士後期課程の学生が、他の専攻において修得した単位及び前条第2項

の規定により本学の農学府、生物システム応用科学府又は連合農学研究科において修得し

た単位がある場合には、当該課程を通して10単位を限度として、第3条第2項又は第4条

第2項に規定する選択科目の単位数に算入することができる。 

3 前項の規定により、選択科目の単位数に算入することができる単位は、博士後期課程の学

生にあっては、博士後期課程の他の専攻、生物システム応用科学府博士後期課程及び連合

農学研究科の博士課程において修得した単位とする。 

第6条の2 専門職学位課程の学生が、学則第76条第3項及び第76条の2第3項の規定によ

り他の大学院において修得した単位がある場合には、第8条の2の規定により認定を受けた

単位と合わせて、第3条の2第2項に規定する単位数の2分の1を超えない範囲で、選択科

目の単位数に算入することができる。 

2 専門職学位課程の学生が、他の専攻において修得した単位及び第5条第2項の規定により

本学の農学府、生物システム応用科学府又は連合農学研究科において修得した単位がある

場合には、第8条の2の規定により認定を受けた単位と合わせて、第3条の2第2項に規定

する単位数の2分の1を超えない範囲で、選択科目の単位数に算入することができる。 

第7条 博士前期課程及び専門職学位課程の学生は、別表第2の博士後期課程の授業科目を履

修し、単位を修得することができる。 
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2 前項の規定により修得した単位については、第3条第2項又は第3条の2第2項に規定す

る選択科目の単位数に算入することができる。 

第8条 博士後期課程の学生が博士前期課程又は専門職学位課程において当該課程の修了に必

要とする単位(博士前期課程にあっては30単位、専門職学位課程にあっては36単位)を超え

て前条第1項の規定により博士後期課程の単位を修得している場合には、当該単位につい

て第4条第2項に規定する単位数に算入することができる。 

(入学前既修得単位の認定) 

第8条の2 学則第79条第1項の規定により、入学前の既修得単位の認定を受けようとする者

は、入学時に学府長に願い出なければならない。 

(履修科目の登録の上限) 

第8条の3 専門職学位課程にあっては、登録できる授業科目の上限は、1年間あたり30単位

とする。 

(単位修得の認定) 

第9条 単位修得の認定は、授業担当教員が行う。 

第10条 履修した授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの評語であらわし、S、A、B、Cを合格と

し、Dを不合格とする。 

(研究題目の届出) 

第11条 博士前期課程及び専門職学位課程の技術開発実践型プログラム(以下「博士前期課程

等」という)並びに博士後期課程の学生は、指導教員の指導により、研究題目を定めなけれ

ばならない。 

2 前項に基づき研究題目を定めたときは、研究題目及び研究計画を別紙様式1により、所定

の期間内に指導教員(博士後期課程にあっては主指導教員)を経て、学府長に届け出るものと

する。 

3 研究題目を変更するときは、前2項の規定を準用する。 

(学位論文の提出) 

第12条 博士前期課程等の学生は、論文審査に関する申請書に、学位論文、学位論文要旨等

を添え、指導教員を経て学府長に提出しなければならない。ただし、提出時期については、

別に定める。 

2 博士後期課程の学生及び東京農工大学学位規程(以下「学位規程」という。)第6条ただし

書に規定する者は、論文審査に関する申請書に学位論文、学位論文要旨等を添え、主指導

教員を経て学府長に提出しなければならない。 

3 学位規程第5条及び第6条本文の規定により博士の学位の授与を申請する者は、学位申請

書に、学位論文、学位論文要旨等を添え、学府長を経て学長に申請しなければならない。 

4 前3項により提出する学位論文の作成、書類の様式等及び前2項における提出時期等につ

いては、別に定める。 

(博士論文研究基礎力審査) 

第12条の2 前条第1項の規定にかかわらず、博士前期課程の学生であって学則第71条の2

に規定する博士課程教育リーディングプログラムを履修する者は、学府が博士課程の目的
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を達成するために必要と認める場合、学則第73条第3項各号に規定する試験及び審査を受

けることにより修士の学位論文の提出及び最終試験の受験に代えることができる。 

2 前項に該当する学生は、Application for the Qualifying ExaminationにPaper Examination等

を添え、指導教員を経て学府長に提出しなければならない。 

3 前項により提出する書類の様式等及び提出時期等については、別に定める。 

4 学府長は、学生から第2項の書類の提出を受けた場合、その写しを博士課程教育リーディ

ングプログラム責任者へ提出するものとする。 

(学位論文等の審査方法等) 

第13条 学位論文及び博士論文研究基礎力審査の審査方法等については、学位規程に定める

もののほか、その実施に関し必要な細目は別に定める。 

(雑則) 

第14条 この規則に定めるもののほか、教育の実施について必要な事項は、工学府教授会が

定める。 

附 則 

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

2 平成16年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成17年4月1日) 
 

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

2 平成17年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成18年4月1日) 
 

1 この規則は平成18年4月1日から施行する。 

2 平成18年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成19年4月1日) 
 

1 この規則は平成19年4月1日から施行する。 

2 平成19年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成20年4月1日) 
 

1 この規則は平成20年4月1日から施行する。 

2 平成20年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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附 則(平成20年10月1日) 
 

この規則は、平成20年10月1日から施行し、平成18年4月に1年次に入学した学生から

適用する。 

附 則(平成21年4月1日) 
 

1 この規則は平成21年4月1日から施行する。 

2 平成21年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成22年4月1日) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

2 平成22年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成23年4月1日) 
 

1 この規則は平成23年4月1日から施行する。 

2 平成23年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成24年4月1日 24工教規則第1号) 
 

1 この規則は平成24年4月1日から施行する。 

2 平成24年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並び必修又は選択の

別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず、別表第1-2の改正規定については、平成23年度の入学者から適

用する。 

附 則(平成25年4月1日 25工規則第1号) 
 

1 この規則は、平成25年4月1日から施行する。 

2 平成25年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月1日工規則第1号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず、第12条の2の改正規定については、平成25年度の入学者から

適用する。 
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専修名 単位数 専修名 単位数

◇ 生物機能工学特論 2 有機反応化学特論 2

◇ 生物情報工学特論 2 無機反応化学特論 2

◇ 生体物性学特論 2 応用有機合成特論 2

◇ 細胞分子工学特論 2 応用無機合成特論 2

◇ 生体反応工学特論 2 電子化学特論 2

◇ 植物機能工学特論 2 応用触媒化学特論 2

◇ 蛋白質化学特論 2 物質応用化学講座特別講義Ⅰ 2

◇ 生体機能工学特別講義 2 物質応用化学講座特別講義Ⅱ 2

◇ 生物化学特論 2 有機材料設計特論Ⅰ 2

◇ 生物物理化学特論 2 有機材料合成特論Ⅰ 2

◇ 生物有機化学特論 2 有機材料構造特論Ⅰ 2

◇ 海洋生物工学特論 2 有機材料物性特論Ⅰ 2

◇ 応用生物工学特別講義 2 有機材料解析特論Ⅰ 2

◇ ゲノム情報解析工学特論 2 有機材料開発特論Ⅰ 2

◇ ゲノム情報利用工学特論 2 有機材料化学講座特別講義Ⅰ 2

生命工学倫理特別講義 2 有機材料化学講座特別講義Ⅱ 2

生命工学ビジネス特別講義 2 分子化学工学特論Ⅰ 2

  　注１　　 生命工学英語特論Ｉ 2 分離工学特論Ⅰ 2

      　　　　生命工学英語特論ＩＩ 2 分子情報工学特論Ⅰ 2

身体運動科学特論 2 化学ﾌﾟﾛｾｽ工学特論Ⅰ 2

生体機能工学プレゼンテーション特論Ｉ 2 化学ｴﾈﾙｷﾞｰ工学特論Ⅰ 2

生体機能工学プレゼンテーション特論ＩＩ 2 環境化学工学特論Ⅰ 2

応用生物工学プレゼンテーション特論Ｉ 2 ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅰ 2

応用生物工学プレゼンテーション特論ＩＩ 2 ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅱ 2

◎ 生命工学先端研究 6 物質生物計測特論Ⅰ 2

生命工学セミナーＩ 2 物質生物計測特論Ⅱ 2

生命工学セミナーＩＩ 2 物質生物計測講座特別講義Ⅰ 2

生命工学セミナーＩＩＩ 2 物質生物計測講座特別講義Ⅱ 2

生命工学セミナーＩＶ 2 科学特論Ⅰ 2

◎ 生命工学特別研究 4 科学特論Ⅱ 2

生命工学教育研究特論Ｉ 4 科学特論Ⅲ 2

生命工学教育研究特論ＩＩ 4 科学特論Ⅳ 2

科学特論Ⅰ 2 技術マネージメント特論Ⅰ 2

科学特論Ⅱ 2 技術革新論 2

科学特論Ⅲ 2 短期インターンシップ 1

科学特論Ⅳ 2 インターンシップⅠ 2

技術マネージメント特論Ⅰ 2 ◎ 応用化学セミナーⅠ 4

技術革新論 2 応用化学セミナーⅡ 4

短期インターンシップ 1 ◎ 応用化学特別実験 2

インターンシップⅠ 2 応用化学特別研究 4

※ 生命工学フロンティア特論Ｉ 2 ※ フロンティア応用化学特論Ⅰ 2

※ 生命工学フロンティア特論ＩＩ 2 ※ フロンティア応用化学特論Ⅱ 2

※ 生命工学フロンティア特論ＩＩＩ 2 ※ フロンティア応用化学特論Ⅲ 2

◎印の科目は必修科目 ◎印の科目は必修科目

◇印の科目は選択必修科目 ◎印以外の科目は選択科目   

◎印、◇印以外の科目は選択科目 ※印の科目は連携分野　

※印の科目は連携分野

注１：２科目のうち１科目は選択必修に算入される。

別表第１（第３条関係）
　〔博士前期課程〕

　　生命工学専攻
授　業　科　目

生
体
機
能
工
学

応
用
生
物
工
学

共
通
科
目

バイオソサ
エティ工

学

学
際
講
義
科
目

専
攻
研
修
科
目

共
通
科
目

　　応用化学専攻
授　業　科　目

物
質
応
用
化
学

有
機
材
料
化
学

シ
ス
テ
ム
化
学
工
学

物質生物
計測
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　　機械システム工学専攻 　　物理システム工学専攻
専修名 単位数 専修名 単位数

◎ 物理学特別演習 1 □ 固体材料物性工学 2

◎ 数学特別演習 1 □ 原子分子分光学 2

◇ 流体力学特論Ｉ 2 □ 量子光学 2

◇ 熱流体システム設計特論 2 □ 光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 2

◇ 材料力学特論 2 □ 半導体物性 2

◇ 弾塑性解析特論 2 □ 超伝導工学 2

◇ 制御システム特論 2 □ ソフトマター物理工学 2

◇ 精密計測工学特論 2 □ 磁気物性 2

気体力学特論 2 □ 電子線応用工学 2

機械要素解析特論 2 科学特論Ⅰ 2

機械材料学特論 2 科学特論Ⅱ 2

多体系動力学特論 2 科学特論Ⅲ 2

シミュレーション工学特論 2 科学特論Ⅳ 2

機械電子工学特論 2 技術マネージメント特論Ⅰ 2

システム基礎解析講座特別講義Ｉ 2 技術革新論 2

システム基礎解析講座特別講義Ⅱ 2 短期インターンシップ 1

設計生産システム講座特別講義Ｉ 2 インターンシップⅠ 2

設計生産システム講座特別講義Ⅱ 2 物理ｼｽﾃﾑ特別講義Ⅰ 2

機械知能システム講座特別講義Ｉ 2 物理ｼｽﾃﾑ特別講義Ⅱ 2

◎ 実践機械システム工学Ｉ 1 物理ｼｽﾃﾑ特別講義Ⅲ 2

実践機械システム工学Ⅱ 1 物理ｼｽﾃﾑ特別講義Ⅳ 2

実践機械システム工学Ⅲ 1 ◎ 物理ｼｽﾃﾑ工学ｾﾐﾅｰⅠ 4

実践機械システム工学Ⅳ 1 物理ｼｽﾃﾑ工学ｾﾐﾅｰⅡ 4

科学特論Ｉ 2 ◎ 物理ｼｽﾃﾑ工学特別実験 2

科学特論Ⅱ 2 物理ｼｽﾃﾑ工学特別研究 4

科学特論Ⅲ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅰ 2

科学特論Ⅳ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅱ 2

技術マネージメント特論Ｉ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅲ 2

技術革新論 2 ※ 情報通信工学特論Ⅰ 2

短期インターンシップ 1 ※ 情報通信工学特論Ⅱ 2

インターンシップⅠ 2 ※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅰ 2

機械システム工学特論 2 ※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅱ 2

◎ 機械システム工学セミナーＩ 4 ◇ 応用力学 2

機械システム工学セミナーⅡ 4 ◇ 応用電磁気学 2

◎ 機械システム工学特別実験 2 ◇ 応用熱統計力学 2

機械システム工学特別研究 4 ◇ 応用量子力学 2

※ フロンティア機械システム特論Ｉ 2 ◇ 応用物理数学 2

※ フロンティア機械システム特論Ⅱ 2 ◎印の科目は必修科目

※ フロンティア機械システム特論Ⅲ 2 ◇印、□印の科目は選択必修（６単位以上修得すること） 

機械システム工学実習 2 ◎印、◇、□印以外の科目は選択科目

◎印の科目は，必修科目 ※印の科目は連携分野

◇印の科目は選択必修科目（６単位以上修得すること）

◎印、◇印以外の科目は、選択科目

※印の科目は，連携分野

授　業　科　目

シ
ス
テ
ム
基
礎
解
析
・
設
計
生
産
シ
ス
テ
ム
・

機
械
知
能
シ
ス
テ
ム
工
学

学際科目

共
通
科
目

授　業　科　目

共
通
科
目

量
子
系
工
学
・
複
雑
系
工
学
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　　電気電子工学専攻 　　情報工学専攻　情報工学専修
専修名 単位数 専修名 単位数

光電子機能ﾃﾞﾊﾞｲｽ工学特論 2 ◇ ｿﾌﾄｳｪｱｱｰｷﾃｸﾁｬ特論 2

量子機能デバイス工学特論Ⅰ 2 ◇ 並列処理・ﾈｯﾄﾜｰｸ特論 2

半導体薄膜工学特論 2 ◇ ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ特論 2

信号処理特論 2 ◇ 応用数学特論 2

ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論 2 ◇ 知能機械デザイン学特論 2

画像認識工学特論 2 ◇ システム評価設計工学特論 2

集積回路設計特論 2 ◇ 3次元ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｲﾝﾀﾌｪｰｽ特論 2

通信工学特論Ⅰ 2 ◇ ネットワークデザイン特論 2

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論 2 ◇ 人工知能特論 2

情報入出力ｼｽﾃﾑ工学特論 2 映像情報学特論 2

電磁波応用工学特論Ⅰ 2 ◎ 情報工学特別実験 2

磁性体工学特論 2 科学特論Ⅰ 2
環境エネルギー
工学 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ工学特論Ⅰ 2 科学特論Ⅱ 2

半導体ﾅﾉ構造作製技術特論 2 科学特論Ⅲ 2

半導体ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ講座特別講義Ⅰ 2 科学特論Ⅳ 2

科学特論Ⅰ 2 技術マネージメント特論Ⅰ 2

科学特論Ⅰ 2 技術革新論 2

科学特論Ⅰ 2 短期インターンシップ 1

科学特論Ⅱ 2 インターンシップⅠ 2

科学特論Ⅱ 2 ◎ 情報工学ｾﾐﾅｰⅠ 4

科学特論Ⅱ 2 情報工学ｾﾐﾅｰⅡ 4

科学特論Ⅲ 2 情報工学特別研究 4

科学特論Ⅲ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅰ 2

科学特論Ⅲ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅱ 2

科学特論Ⅳ 2 ※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅲ 2

科学特論Ⅳ 2 ※ 情報通信工学特論Ⅰ 2

科学特論Ⅳ 2 ※ 情報通信工学特論Ⅱ 2

技術マネージメント特論Ⅰ 2 ※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅰ 2

技術革新論 2 ※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅱ 2

短期インターンシップ 1 情報工学実習 2

インターンシップⅠ 2 情報工学輪講Ⅰ 1

◎ 電気電子工学ｾﾐﾅｰⅠ 4 情報工学輪講Ⅱ 1

電気電子工学ｾﾐﾅｰⅡ 4 情報工学輪講Ⅲ 1

◎ 電気電子工学特別実験 2 情報工学輪講Ⅳ 1

電気電子工学特別研究 4 情報工学特別講義Ⅰ 2

電気電子工学実習 2 情報工学特別講義Ⅱ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅰ 2 ◎印の科目は必修科目  

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅱ 2 ◇印の科目は選択必修科目　 

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅲ 2 ◎印と◇印以外の科目は選択科目  


※ 情報通信工学特論Ⅰ 2  ※印の科目は連携分野

※ 情報通信工学特論Ⅱ 2

※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅰ 2

※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅱ 2

電気電子工学専攻特別講義Ⅰ 2

電気電子工学専攻特別講義Ⅱ 2

電気電子工学専攻特別講義Ⅲ 2

◎印の科目は必修科目

◎印以外の科目は選択科目

※印の科目は連携分野

*印は，寄附講座として平成１３年４月１日から平成２７年３月３１日まで開設

授　業　科　目

＊半導体ナノ
テクノロジー

共
通
科
目

授　業　科　目

情
報
工
学

共
通
科
目

電
気
電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
・

電
子
メ
デ
ィ
ア
工
学
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　　情報工学専攻　ユビキタス＆ユニバーサル情報環境専修

専修名 単位数

◇ 知能機械デザイン学特論 2

◇ 映像情報学特論 2

◆ ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ特論 2

◆ 3次元ﾋﾞｼﾞｭｱﾙｲﾝﾀﾌｪｰｽ特論 2

◆ 人工知能特論 2

◆ ｻｲﾊﾞｰｽﾍﾟｰｽﾃﾞｻﾞｲﾝ特論 2

◆ 形状処理工学特論 2

□ ディペンダブルシステム特論 2

□ ソリューションシステム特論 2

□ ﾕﾋﾞｷﾀｽｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ特論 2

■ ｿﾌﾄｳｪｱｱｰｷﾃｸﾁｬ特論 2

■ ﾏﾙﾁﾓｰﾀﾞﾙ基盤ｼｽﾃﾑ特論 2

■ ネットワークデザイン特論 2

インタフェース・メディア技術演習 2

ソフトウェア・システム技術演習 2

◎ 特定課題研究 4

科学特論Ⅰ 2

科学特論Ⅱ 2

科学特論Ⅲ 2

科学特論Ⅳ 2

技術マネージメント特論Ⅰ 2

技術革新論 2

短期インターンシップ 1

インターンシップⅠ 2

◎ 情報工学ｾﾐﾅｰⅠ 4

情報工学ｾﾐﾅｰⅡ 4

情報工学特別研究 4

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅰ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅱ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ電気電子工学特論Ⅲ 2

※ 情報通信工学特論Ⅰ 2

※ 情報通信工学特論Ⅱ 2

※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅰ 2

※ ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ特論Ⅱ 2

情報工学実習 2

情報工学輪講Ⅰ 1

情報工学輪講Ⅱ 1

情報工学輪講Ⅲ 1

情報工学輪講Ⅳ 1

情報工学特別講義Ⅰ 2

情報工学特別講義Ⅱ 2

◎印，◇印，◆印，□印，■印以外の科目は，選択科目

※印の科目は，連携分野

授　業　科　目

ユ
ビ
キ
タ
ス
＆
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
情
報
環
境

共
通
科
目

◎印の科目は，必修科目

◇印，◆印，□印，■印の科目は選択必修(各々2単位以上修得すること）
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必
修

選
択

自
由

技術経営概論 2

技術リスク概論 2

会計学概論 2

原価計算入門 2

企業倫理 2

技術企業経営概論 2

マーケティング概論 2

工業技術標準概論 2

産業技術安全学 2

技術者倫理(専門職) 2

ﾘｻｰﾁ･ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ概論 2

知的財産マネジメント 2

技術企業経営戦略論 2

知的財産概論 2

戦略的ビジネスプラン 2

工業標準化戦略論 2

生命産業知財戦略論 2

環境･材料産業知財戦略論 2

先端機械産業知財戦略論 2

情報処理産業知財戦略論 2

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2

研究組織マネジメント 2

研究・開発調査分析 2

機械産業技術論 2

先端機械技術開発論 2

先端情報システム構築論 2

高度情報・通信技術開発論 2

生命分子産業技術論 2

生命システム産業論 2

先端材料開発論 2

環境技術ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2

グラントプロポーザル概論 2

産業応用特論 2

産業技術実践研究I 4

ケーススタディ 4

産業技術実践研究II 4

プレゼンテーション実習I 2

プレゼンテーション実習II 2

プレゼンテーション実習III 2

プレゼンテーション実習IV 2

インターンシップ 4

研究・開発プランニングⅠ 4

研究・開発プランニングⅡ 4

ケーススタディ 4

グラントプロポーザル実習 4

フィールドスタディ 4

別表第１-２（第３条の２関係）
　〔専門職学位課程〕
　　産業技術専攻

研
究
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
人
材
養
成

プ
ロ
グ
ラ
ム

科目区分等
単位数

修了要件

共
通
科
目

２）イノベーション科目については、１科目２単位まで工学府の他の専攻又は他の
学府で履修した科目の単位を算入することができる。

2科目4
単位以
上

2科目4
単位以
上

3科目6
単位以
上※2

技
術
開
発
実
践
型
プ
ロ

グ
ラ
ム 4単位

以上

4単位
以上

授業科目の名称

備考
１）プロジェクト研究については、履修するプログラムについて、必修科目１２単
位、選択科目４単位以上、計１６単位以上を修得すること。

基
盤
科
目

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
科
目

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
科
目

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
研
究
※
1
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別表第２（第４条関係）
　〔博士後期課程〕

専修名 単位数 専修名 単位数

生体分子機能特論 2 物理有機化学特論 2

バイオインフォマティクス特論 2 薄膜合成化学特論 2

生体分子構造特論 2 精密合成化学特論 2

植物工学特論 2 ｾﾗﾐｯｸ化学特論 2

生命反応特論 2 電子移動反応特論 2

生体情報伝達特論 2 有機金属化学特論 2

生命分子設計特論 2 精密分子化学講座特別講義Ⅰ 2

先端生体機能工学特別講義 2 精密分子化学講座特別講義Ⅱ 2

分子生物工学特論 2 精密分子化学講座特別講義Ⅲ 2

バイオマテリアル特論 2 有機材料設計特論Ⅱ 2

生命分子反応特論 2 有機材料合成特論Ⅱ 2

地球生態科学特論 2 有機材料構造特論Ⅱ 2

先端応用生物工学特別講義 2 有機材料物性特論Ⅱ 2

先端ゲノム情報解析工学特論 2 有機材料解析特論Ⅱ 2

先端ゲノム情報利用工学特論 2 有機材料開発特論Ⅱ 2

生命工学社会学特別講義 2 有機材料化学講座特別講義Ⅲ 2

生命工学産業特別講義 2 有機材料化学講座特別講義Ⅳ 2

バイオビジネス特論 2 有機材料化学講座特別講義Ⅴ 2

先端生命工学英語特論Ｉ 2 分子化学工学特論Ⅱ 2

先端生命工学英語特論ＩＩ 2 分離工学特論Ⅱ 2

生命工学英語ライティングI 1 分子情報工学特論Ⅱ 2

生命工学英語ライティングＩＩ 1 化学ﾌﾟﾛｾｽ工学特論Ⅱ 2

応用身体運動科学特論 2 化学ｴﾈﾙｷﾞｰ工学特論Ⅱ 2

生体機能工学先端研究プレゼンテーション特論Ｉ 2 環境化学工学特論Ⅱ 2

生体機能工学先端研究プレゼンテーション特論ＩＩ 2 化学ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＆ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2

応用生物工学先端研究プレゼンテーション特論Ｉ 2 ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅲ 2

応用生物工学先端研究プレゼンテーション特論ＩＩ 2 ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅳ 2

◎ 生命工学特別セミナー特論Ｉ 2 ｼｽﾃﾑ化学工学講座特別講義Ⅴ 2

生命工学特別セミナー特論ＩＩ 2 物質生物計測特論Ⅲ 2

生命工学特別セミナー特論ＩＩＩ 2 物質生物計測講座特別講義Ⅲ 2

◎ 生命工学先端計画研究 6 物質生物計測講座特別講義Ⅳ 2

生体機能工学実地研修研究特論 4 物質生物計測講座特別講義Ⅴ 2

応用生物工学実地研修研究特論 4 科学特論Ⅴ 2

科学特論Ⅴ 2 科学特論Ⅵ 2

科学特論Ⅵ 2 科学特論Ⅶ 2

科学特論Ⅶ 2 科学特論Ⅷ 2

科学特論Ⅷ 2 技術マネージメント特論Ⅱ 2

技術マネージメント特論Ⅱ 2 工学府特別講義（　　　） 2

工学府特別講義（　　　） 2 工学府特別講義（　　　） 2

工学府特別講義（　　　） 2 工学府特別講義（　　　） 2

工学府特別講義（　　　） 2 工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ) 1

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ) 1 工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ) 1

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ) 1 工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ) 1

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ) 1 研究マネジメント特論（イノベーション） 2

インターンシップⅡ 2 インターンシップⅡ 2

★ 科学日本語特論 1 ★ 科学日本語特論 1

★ 科学英語特論Ⅰ 1 ★ 科学英語特論Ⅰ 1

★ 科学英語特論Ⅱ 1 ★ 科学英語特論Ⅱ 1

★ 科学英語特論Ⅲ 1 ★ 科学英語特論Ⅲ 1

★ グラントプロポーザル特論（イノベーション） 1 ★ グラントプロポーザル特論（イノベーション） 1

★ 海外研修教育（イノベーション） 1 ★ 海外研修教育（イノベーション） 1

※ 生命工学フロンティア特論ＩＶ 2 応用化学特別講義Ⅰ 2

※ 生命工学フロンティア特論Ｖ 2 応用化学特別講義Ⅱ 2

※ 生命工学フロンティア特論ＶＩ 2 ◎ 応用化学ｾﾐﾅｰⅢ 2

◎印の科目は必修科目　 応用化学ｾﾐﾅｰⅣ 2

◎印以外の科目は選択科目　 応用化学ｾﾐﾅｰⅤ 2

※印の科目は連携分野　 ◎ 特別計画研究 6

★印の科目は科学立国人材育成プログラム用授業科目として開設 特別教育研修 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ応用化学特論Ⅳ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ応用化学特論Ⅴ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ応用化学特論Ⅵ 2

◎の科目は必修科目  

◎印以外の科目は選択科目  

※印の科目は連携分野　

★印の科目は科学立国人材育成プログラム用授業科目として開設

共
通
科
目

　　生命工学専攻
授　業　科　目

生
体
機
能
工
学

応
用
生
物
工
学

バイオソサ
エティ工学

学
際
講
義
科
目

　　応用化学専攻
授　業　科　目

精
密
分
子
化
学

有
機
材
料
化
学

シ
ス
テ
ム
化
学
工
学

物質生物
計測

専
攻
研
修
科
目

共
通
科
目
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　　機械システム工学専攻 　　電子情報工学専攻
専修名 単位数 専修名 単位数

流体力学特論Ⅱ 2 量子機能材料工学特論 2

ｴﾈﾙｷﾞｰ･物質伝達特論 2 原子分子物理工学特論 2

高強度材料解析特論 2 量子光学特論 2

非弾性解析学特論 2 量子光電子工学特論 2

固体の変形解析特論 2 光材料物性工学特論 2

ﾄﾗｲﾎﾞﾛｼﾞ解析特論 2 超伝導工学特論 2

機械物理工学講座特別講義Ⅰ 2 ソフトマター物理工学特論 2

機械物理工学講座特別講義Ⅱ 2 磁気物性工学特論 2

機械物理工学講座特別講義Ⅲ 2 電子線応用工学特論 2

機械ｼｽﾃﾑ制御設計特論 2 物理応用工学講座特別講義Ⅰ 2

熱伝達ｼｽﾃﾑ特論 2 物理応用工学講座特別講義Ⅱ 2

ﾋﾞｰｸﾙﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ特論 2 物理応用工学講座特別講義Ⅲ 2

ﾏｲｸﾛﾏｼﾝ特論 2 半導体機能集積工学特論 2

ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ特論 2 ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ工学特論 2

生産加工特論 2 量子機能ﾃﾞﾊﾞｲｽ工学特論Ⅱ 2

知能ﾛﾎﾞｯﾄ工学特論 2 電子機能素子工学特論 2

ﾏｲｸﾛ加工学特論 2 動画像処理特論 2

超精密技術特論 2 新エネルギー工学特論 2

精密加工学特論 2 計測制御工学特論 2

ｼｽﾃﾑ設計工学講座特別講義Ⅰ 2 知能集積ｼｽﾃﾑ特論 2

ｼｽﾃﾑ設計工学講座特別講義Ⅱ 2 通信工学特論Ⅱ 2

ｼｽﾃﾑ設計工学講座特別講義Ⅲ 2 ｼｽﾃﾑﾌｫﾄﾆｸｽ特論 2

宇宙推進工学特論 2 電磁波応用工学特論Ⅱ 2

機械知能ｼｽﾃﾑ工学講座特別講義Ⅱ 2 電子応用工学講座特別講義Ⅰ 2

科学特論Ⅴ 2 電子応用工学講座特別講義Ⅱ 2

科学特論Ⅵ 2 電子応用工学講座特別講義Ⅲ 2

科学特論Ⅶ 2 　 知覚ｼｽﾃﾑ特論 2

科学特論Ⅷ 2 ◇ ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ解析特論 2

技術マネージメント特論Ⅱ 2 　 知的ﾛﾎﾞｯﾄ工学特論 2

工学府特別講義（　　　） 2 ◇ ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ特論 2

工学府特別講義（　　　） 2 ◇ 仮想環境創造工学特論 2

工学府特別講義（　　　） 2 ◇ ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀﾌｪｰｽ特論 2

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ) 1 ◇ ｻｲﾊﾞﾈﾃｨｯｸｼｽﾃﾑ特論 2

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ) 1 　 知能情報工学講座特別講義Ⅰ 2

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ) 1 　 知能情報工学講座特別講義Ⅱ 2

研究マネジメント特論（イノベーション） 2 　 並列処理特論 2

インターンシップⅡ 2 　 計算機ｼｽﾃﾑ特論 2

機械ｼｽﾃﾑ工学特別講義Ⅰ 2 　 ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ特論 2

機械ｼｽﾃﾑ工学特別講義Ⅱ 2 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ工学特論Ⅱ 2

◎ 機械ｼｽﾃﾑ工学特別ｾﾐﾅｰⅠ 2 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ工学講座特別講義Ⅱ 2

機械ｼｽﾃﾑ工学特別ｾﾐﾅｰⅡ 2 半導体ﾅﾉ構造ﾃﾞﾊﾞｲｽ特論 2

機械ｼｽﾃﾑ工学特別ｾﾐﾅｰⅢ 2 半導体ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ講座特別講義Ⅱ 2

◎ 特別計画研究 6 科学特論Ⅴ 2

特別教育研修 2 科学特論Ⅵ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ機械ｼｽﾃﾑ特論Ⅳ 2 科学特論Ⅶ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ機械ｼｽﾃﾑ特論Ⅴ 2 科学特論Ⅷ 2

※ ﾌﾛﾝﾃｨｱ機械ｼｽﾃﾑ特論Ⅵ 2 技術マネージメント特論Ⅱ 2

機械ｼｽﾃﾑ工学特別実習 2 工学府特別講義（　　　） 2

◎印の科目は必修科目   工学府特別講義（　　　） 2

◎印以外の科目は選択科目   工学府特別講義（　　　） 2

※印の科目は連携分野 工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ) 1

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ) 1

工学府特別講義（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ) 1

研究マネジメント特論（イノベーション） 2

インターンシップⅡ 2

★ 科学日本語特論 1

★ 科学英語特論Ⅰ 1

★ 科学英語特論Ⅱ 1

★ 科学英語特論Ⅲ 1

★ グラントプロポーザル特論（イノベーション） 1

★ 海外研修教育（イノベーション） 1

電子情報工学特別講義Ⅰ 2

電子情報工学特別講義Ⅱ 2

◎ 電子情報工学特別ｾﾐﾅｰⅠ 2

電子情報工学特別ｾﾐﾅｰⅡ 2

電子情報工学特別ｾﾐﾅｰⅢ 2

◎ 特別計画研究 6

特別教育研修 2

※ 電気電子工学ﾌﾛﾝﾃｨｱ講義Ⅳ 2

※ 電気電子工学ﾌﾛﾝﾃｨｱ講義Ⅴ 2

※ 電気電子工学ﾌﾛﾝﾃｨｱ講義Ⅵ 2

電子情報工学特別実習 2

◎印の科目は，必修科目

◎印以外の科目は，選択科目

※印の科目は，連携分野

◇印の科目は，選択必修科目（ただし，博士前期課程情報工学専攻情報工学専修の学生のみ）

*印は，寄附講座として平成１３年４月１日から平成２７年３月３１日まで開設

★印の科目は、科学立国人材育成プログラム用授業科目として開設

授　業　科　目

機
械
物
理
工
学

シ
ス
テ
ム
設
計
工
学

機械知能
ｼｽﾃﾑ工学

共
通
科
目

共
通
科
目

物
理
応
用
工
学

知
能
・
情
報
工
学

授　業　科　目

電
子
応
用
工
学

環境エネル
ギー工学

＊半導体ナノ
テクノロジー
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平成　　年　　月　　日

（主）

印 印

氏 　 名　　　　　　　　　　印

　　　　東京農工大学工学府長　　　殿

　別紙様式１

研究計画

　　　　　　　　　　　　　　博士前期・後期・専門職学位課程　　　　　　　　　　　専攻

印

学籍番号

研究題目

（副）

備  考

研　　究　　題　　目　　届

指導教員名

（副）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成　　　年度入学（進学）
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○国立大学法人東京農工大学大学院農学府教育規則 

(平成16年4月1日16農教規則第2号) 

改正 平成18年4月1日 18農教規則第2号 平成20年4月1日 20農教規則第1号 

平成22年4月1日 22農教規則第1号 平成23年4月1日 23農教規則第1号 

平成24年4月1日 24農教育規則第1号 平成24年4月16日 24農教規則第3号 

平成26年4月1日農規則第2号  
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第51条第4項、第65条第2

項、第66条第4項及び第72条第3項の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学大学院農

学府(以下「学府」という。)の教員組織、授業科目及び単位数、教育課程及び履修方法、学

位論文の提出時期、審査方法等については、この規則の定めるところによる。 

(教員組織) 

第2条 学府に、研究指導及び授業を担当する教員(以下「指導教員」という。)並びに授業を

担当する教員(以下「授業担当教員」という。)を置く。 

2 前項に規定する指導教員は、主指導教員として学生の研究指導に当たる資格を有する教員

(以下「主指導教員資格者」という。）及び主指導教員を補佐して学生の研究指導に当たる

資格を有する教員(以下「指導教員資格者」という。）に区分するものとする。 

3 前2項に規定する主指導教員資格者、指導教員資格者及び授業担当教員の資格審査につい

ては、別に定める。 

(授業科目等) 

第3条 専攻ごとの教育研究分野、授業科目及び単位数等は、別表のとおりとする。 

2 学生は、専攻ごとに定められた必修科目及び選択科目の単位を合わせて30単位以上修得し

なければならない。ただし、国際環境農学専攻の学生については、32単位以上修得しなけ

ればならない。 

3 授業科目の履修方法については、別に定める。 

(教育プログラム等の開設) 

第3条の2 専攻に特定の教育目的に応じて、前条第1項に定める授業科目のうちから所定の

授業科目を配置した教育プログラム等を開設することができる。 

2 教育プログラム等について必要な事項は、別に定める。 

(履修科目の申請) 

第4条 学生は、あらかじめ履修しようとする授業科目を所定の期間内に、当該授業科目の授

業を担当する教員を経て農学府長(以下「学府長」という。)の承認を受けなければならない。 

2 学生は、指導教員が教育上有益と認めるときは、本学の連合農学研究科、工学府、生物シ

ステム応用科学府、又は学部の授業科目(以下、この規則において学部の授業科目を「強化

科目」という。)を履修することができる。この場合、授業担当教員を経て当該授業科目を

開講する学府又は学部の長の承認を受けた上、所属する学府長の承認を受けなければなら

ない。 

(他の研究科等の単位の修得) 
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第5条 学則第76条及び第76条の2(それぞれ第3項を除く。)の規定により他の大学院にお

いて修得した単位がある場合は、10単位を限度として、第3条第2項に規定する選択科目

の単位数に算入することができる。 

2 他の専攻において修得した単位並びに前条第2項の規定により本学の工学府又は生物シス

テム応用科学府において修得した単位がある場合は10単位を限度として、強化科目の修得

した単位がある場合は4単位を限度として、第3条第2項に規定する選択科目の単位数に算

入することができる。 

3 学則第79条第1項の規定により、入学前の既修得単位の認定を受けようとする者は、入学

時に学府長に願い出なければならない。 

(単位修得の認定) 

第6条 単位修得の認定は、授業担当教員が行う。 

第7条 履修した授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの評語であらわし、S、A、B、Cを合格と

し、Dを不合格とする。 

(研究題目の届出) 

第7条の2 学生は、指導教員の指導により、研究題目を定めなければならない。 

2 前項に基づき研究題目を定めたときは、研究題目及び研究計画を別紙様式1により、所定

の期間内に指導教員を経て学府長に届け出るものとする。 

3 研究題目を変更するときは、前2項の規定を準用する。 

(学位論文の提出) 

第8条 学生は、2月上旬までに論文審査に関する申請書に、学位論文、学位論文要旨等を添

え、指導教員を経て学府長に提出しなければならない。ただし、修業年限を超えて在学す

る者又はその年限を短縮され在学する者、並びに10月入学者の学位論文の提出時期につい

ては別に定める。 

(学位論文の審査方法等) 

第9条 学位論文の審査方法等については、学位規程に定めるもののほか、その実施に関し必

要細目は別に定める。 

(雑則) 

第10条 この規則に定めるもののほか、教育の実施について必要な事項は、学府教授会が定

める。 

附 則 

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

2 平成16年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成18年4月1日 18農教規則第2号) 

この規則は、平成18年4月1日から施行し、平成18年4月に1年次に入学した学生から適

用する。 
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附 則(平成20年4月1日 20農教規則第1号) 
 

この規則は、平成20年4月1日から施行し、第3条の2を加える改正規定は平成18年4月

1日から適用し、別表中自然環境保全学専攻の表の一部を変更する改正規定は平成20年4月

に1年次に入学した学生から適用する。 

附 則(平成22年4月1日 22農教規則第1号) 
 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

2 平成22年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成23年4月1日 23農教規則第1号) 
 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。 

2 平成23年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成24年4月1日 24農教育規則第1号) 
 

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

2 平成24年3月31日現在在学している者の授業科目名の名称及び単位数並びに必修又は選

択の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成24年4月16日 24農教規則第3号) 
 

この規則は、平成24年4月16日から施行する。 

附 則(平成26年4月1日農規則第2号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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学府共通科目

科目区分 授業科目 単位数

海外特別演習Ⅰ 0.5

海外特別演習Ⅱ 0.5

海外特別実習Ⅰ 0.5

海外特別実習Ⅱ 0.5

Arts of Intercultural Communication 2

学府共通
科目
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教育
研究
分野

科
目
区
分

授業科目
単
位
数

分子
生物
学

科目
区分

授業科目
単
位
数

生物生産科学特論 ◎1 作物学特論 2

生物生産科学フロンティア講義I 0.5 植物生態生理学特論 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅱ 0.5 園芸作物学特論 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅲ 0.5 植物繁殖学特論 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅳ 0.5 植物分子生理学特論 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅴ 0.5 植物遺伝育種学特論 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅵ 0.5 植物生産科学特別演習I 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅶ 0.5 植物生産科学特別演習Ⅱ 2

生物生産科学フロンティア講義Ⅷ 0.5 植物生産科学特別実験I 4

生物生産科学フロンティア講義Ⅸ 0.5 植物生産科学特別実験Ⅱ 4

生物生産科学フロンティア講義Ⅹ 0.5 畜産学特論 2

生物生産科学フロンティア講義XI 0.5 動物組織機構学特論 2

生物生産科学フロンティア講義XⅡ 0.5 蚕糸科学特論 2

生物生産科学特別講義 1 昆虫遺伝・発生学特論 2

生物生産科学ビジネス戦略特論I 0.5 動物生産科学特別演習I 2

生物生産科学ビジネス戦略特論Ⅱ 0.5 動物生産科学特別演習Ⅱ 2

生物生産科学英語プレゼンテーション演習Ⅰ ◎2 動物生産科学特別実験I 4

生物生産科学英語プレゼンテーション演習Ⅱ ◎2 動物生産科学特別実験Ⅱ 4

生物生産科学インターンシップI 1

生物生産科学インターンシップⅡ 1

作物生産学特論 2

土壌環境学特論 2

土壌生化学・物質循環特論 2

植物栄養・肥料科学特論 2

土壌微生物利用・バイオ肥料学特論 2

家畜生産技術学特論 2

作物保護学特論 2

昆虫管理学特論 2

生産環境科学特別演習I 2

生産環境科学特別演習Ⅱ 2

生産環境科学特別実験I 4

生産環境科学特別実験Ⅱ 4

別表（第３条関係）

生物生産科学専攻

備考
(1)共通科目は，生物生産科学特論1単位，
生物生産科学英語プレゼンテーション演習
I・IIの4単位を含め6単位以上を修得するこ
と。
(2)学生が専修する教育研究分野に属する授
業科目のうち，専門分野科目については2単
位以上修得すること。論文研究等について
は必修とする。
(3)他専攻科目及び強化科目は、それぞれ4
単位までを第3条第2項に規定する単位数に
算入することができる

生
産
環
境
科
学

専
門
分
野
科
目

共
通
科
目

植
物
生
産
科
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

動
物
生
産
科
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

論
文
研
究
等
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教
育
研

科
目
区

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

共生持続社会学 ○1 共生持続社会学特別研究I 2

共生持続社会学特別講義I ○1 共生持続社会学特別研究Ⅱ 2

共生持続社会学特別講義Ⅱ ○1 共生持続社会学特別研究Ⅲ 2

共生持続社会学特別講義Ⅲ ○1 共生持続社会学特別研究Ⅳ 2

共生持続社会学特別講義Ⅳ ○1 共生持続社会学特別演習I 2

共生持続社会学特別講義Ⅴ ○1 共生持続社会学特別演習Ⅱ 2

比較共生社会論 ○2

インターンシップ実習 ○1

共生環境科学特論I 2

共生環境科学特論Ⅱ 2

共生環境科学特論Ⅲ 2

共生環境科学特論Ⅳ 2

共生環境科学特論Ⅴ 2

食糧環境科学特論I 2

食糧環境科学特論Ⅱ 2

食糧環境科学特論Ⅲ 2

環境共生思想 2

風土共生倫理学 2

環境生業文化史論 2

ヒトと動物の共生心理学 2

共生教育論 2

農村社会学特論 2

アニマル・ウェルフェア特論 2

環境法特論 2

国際関係学特論 2

食育・食農教育論 2

環境経済学特論 2

共生農業特論 2

地域農業システム特論 2

農業資源経済学特論 2

食料関連産業特論 2

食農マーケティング論 2

共生持続社会学専攻

論
文
研
究
等

共
生
人
間
学
／
環
境
社
会
関
係
学

／
食
糧
環
境
経
済
学

分
子
生
物
学

備考
(1)共通科目の○印の中から3単位以上修得するこ
と。
(2)専門分野科目については８単位以上修得するこ
と。論文研究等については必修とする。
(3)強化科目は、4単位以内とする。

共
通
科
目

専
門
分
野
科
目

271



教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

応用生命科学特論I ◎1 分子生物学特論I ◎2○

応用生命科学特論Ⅱ ◎1 分子生物学特論Ⅱ ◎2○

応用生命科学特論Ⅲ ◎1 分子生物学特論Ⅲ 1

生体分子化学特論I ◎2○ 分子生物学特論Ⅳ 1

生体分子化学特論Ⅱ ◎2○ 分子生物学特別演習I 2

生体分子化学特論Ⅲ 1 分子生物学特別演習Ⅱ 2

生体分子化学特論Ⅳ 1 分子生物学特別研究I 4

生体分子化学特別演習I 2 分子生物学特別研究Ⅱ 4

生体分子化学特別演習Ⅱ 2 環境老年学特論I ◎2○

生体分子化学特別研究I 4 環境老年学特論Ⅱ ◎2○

生体分子化学特別研究Ⅱ 4 環境老年学特論Ⅲ 1

生理生化学特論I ◎2○ 環境老年学特論Ⅳ 1

生理生化学特論Ⅱ ◎2○ 環境老年学特別演習I 2

生理生化学特論Ⅲ 1 環境老年学特別演習Ⅱ 2

生理生化学特論Ⅳ 1 環境老年学特別研究I 4

生理生化学特別演習I 2 環境老年学特別研究Ⅱ 4

生理生化学特別演習Ⅱ 2

生理生化学特別研究I 4

生理生化学特別研究Ⅱ 4

応用生命化学専攻

分
子
生
物
学

専
門
分
野
科
目

生
体
分
子
化
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

論
文
研
究
等

共
通
科
目

専
門
分
野
科
目

生
理
生
化
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

論
文
研
究
等

環
境
老
年
学
（
連
携
分
野
）

備考

(1)共通科目は、すべて必修とする。

(2)学生が専修する教育研究分野に属する授業科

目の

うち、専門分野科目については◎印の必修科目

を

含めて4単位以上修得すること。論文研究等に

つい

ては必修とする。

(3)他の教育研究分野の授業科目から○印の科目4
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

生物制御科学特論I 1 生物制御科学特別実験I 2

生物制御科学特論Ⅱ 1 生物制御科学特別実験Ⅱ 2

生物制御科学特論Ⅲ 1 生物制御科学特別実験Ⅲ 2

生物制御科学特論Ⅳ 1 生物制御科学特別実験Ⅳ 2

生物制御科学特論Ⅴ 1 生物制御科学論文演習I 1

生物制御科学特論Ⅵ 1 生物制御科学論文演習Ⅱ 1

英語プレゼンテーション演習 1 生物制御科学論文演習Ⅲ 1

植物病理学特論 2 生物制御科学論文演習Ⅳ 1

植物病原学特論 2

生物制御化学特論 2

生理活性天然物化学特論 2

細胞分子生物学特論 2

植物生理学特論 2

発生生物学特論 2

応用昆虫学特論 2

昆虫生理化学特論 2

天敵微生物学特論 2

生物的制御学特論 2

創薬化学特論 2

生物制御科学専攻

備考
(1)共通科目の中から4単位以上修得すること。
(2)専門分野科目の中から10単位以上修得するこ
と。
(3)論文研究等については必修とする。
(4)強化科目は、4単位以内とする。

生
物
機
能
制
御
学
・
生
物
適
応
制
御
学

共
通
科
目

分
子
生
物
学

論
文
研
究
等

専
門
分
野
科
目
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

環境資源物質科学特別講義I 2 資源複合機能学特論 2

環境資源物質科学特別講義Ⅱ 2 植物繊維化学特論 2

環境資源物質科学特別講義Ⅲ 2 再生資源科学特論 2

環境資源物質科学コミュニケー
ション特論

2 生分解制御学特論 2

環境資源物質科学特論 2 植物資源形成学特論 2

環境資源計測学特論 2 資源機能制御学特別実験I 4

生物物理化学特論 2 資源機能制御学特別実験Ⅱ 4

分子ダイナミックス学特論 2 資源機能制御学研究報告演習I 2

植物材料物性学特論 2 資源機能制御学研究報告演習Ⅱ 2

住環境材料加工学特論 2

環境資源材料学特別実験I 4

環境資源材料学特別実験Ⅱ 4

環境資源材料学研究報告演習I 2

環境資源材料学研究報告演習Ⅱ 2

環境資源物質科学専攻

分
子
生
物
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

備考
(1)共通科目は、4単位以上を修得すること。
(2)学生が専修する教育研究分野に属する授業科
目のうち、専門分野科目については2単位以上修
得すること。論文研究等については必修とする。
(3)他の教育分野および他の専攻の授業科目の中
から2単位以上修得すること。
(4)強化科目は4単位以内とする。また、他の専攻
の授業科目も4単位以内とする。
 

共
通
科
目

環
境
資
源
材
料
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

環境生物学特論 2 生物圏物質循環学特論 2

環境化学特論 2 有機地球化学特論 2

国際研究プレゼンテーションI 1 社会・生物地球化学特論 2

国際研究プレゼンテーションⅡ 1 地球環境化学特論 2

大気環境学特論 2 環境毒性学特論 2

環境微生物学特論 2 環境化学特別講義I 0.5

環境植物学特論 2 環境化学特別講義Ⅱ 0.5

環境汚染生物学特論 2 環境化学特別講義Ⅲ 0.5

海洋環境生物学特論 2 環境化学特別講義Ⅳ 0.5

環境生物学特別講義I 0.5 環境化学特別実験I 4

環境生物学特別講義Ⅱ 0.5 環境化学特別実験Ⅱ 4

環境生物学特別講義Ⅲ 0.5 環境化学研究報告演習I 1

環境生物学特別講義Ⅳ 0.5 環境化学研究報告演習Ⅱ 1

環境生物学特別実験I 4 環境化学英語論文講読演習I 1

環境生物学特別実験Ⅱ 4 環境化学英語論文講読演習Ⅱ 1

環境生物学研究報告演習I 1

環境生物学研究報告演習Ⅱ 1

環境生物学英語論文講読演習I 1

環境生物学英語論文講読演習Ⅱ 1

物質循環環境科学専攻

分
子
生
物
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

備考
(1)共通科目の中から5単位以上修得すること。
(2)学生が専修する教育研究分野に属する授業科目のう
ち、専門分野科目については6単位以上修得すること。
論文研究等については必修とする。
(3)他の教育研究分野の授業科目及び他の専攻の授業科
目の中から3単位以上修得すること。
(4)強化科目は、4単位以内とする。 

共
通
科
目

環
境
生
物
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

自然環境保全学I ◎1 自然環境科学特別研究 4

自然環境保全学Ⅱ ◎1 自然環境保全学特別研究 4

自然環境保全学特別講義I ○0.5 自然環境科学特別演習 1

自然環境保全学特別講義Ⅱ ○0.5 自然環境保全学特別演習 1

自然環境保全学特別講義Ⅲ ○0.5 自然環境科学外語論文講読演習 1

自然環境保全学特別講義Ⅳ(国際) ○0.5 自然環境保全学外語論文講読演習 1

基礎統計学 2

植生管理学特論 2

生物多様性保全学特論 2

野生動物保全生態学特論 2

野生動物保全政策学特論 2

野生動物救護学 2

保全遺伝生態学特論 2

健康アメニティ科学特論 2

人間生理生態学特論 2

森林計画学特論 2

森林生態学特論 2

山地保全学特論 2

森林水文学特論 2

森林施設工学特論 2

景観生態学特論 2

森林土壌学特論 2

森林利用システム学特論 2

森林－人間系科学論 2

自然環境保全学専攻

備考
(1)共通科目の◎印は必修とする。
(2)共通科目の○印のうち、1単位以上を修得するこ
と。
(3)専門分野科目については10単位以上を修得する
こと。論文研究等については必修とする。
(4)強化科目は、4単位以内とする。

共
通
科
目

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

生
態
系
保
全
学
・
森
林
環
境
保
全
学

分
子
生
物
学
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

実験計画法特論 ◎1 精密農業特論 2

計測工学特論 ◎1 農産プロセス工学特論 2

数値解析学特論I ◎1 生態情報学特論 2

数値解析学特論Ⅱ ◎1 自然エネルギー利用学特論 2

農業環境工学特別講義I 0.5 生物生産工学英語論文講読演習 1

農業環境工学特別講義Ⅱ 0.5 生物生産工学特別実験I 1

農業環境工学特別講義Ⅲ 0.5 生物生産工学特別実験Ⅱ 2

農業環境工学特別講義Ⅳ 0.5 生物生産工学特別実験Ⅲ 2

農業環境工学特別講義Ⅴ 0.5
生物生産工学国際コミュニケーショ
ン演習

1

農業環境工学特論I 2 生物生産工学特別演習I 1

農業環境工学特論Ⅱ 2 生物生産工学特別演習Ⅱ 2

農業環境工学特論Ⅲ 2 生物生産工学特別演習Ⅲ 2

農業環境工学特論Ⅳ 2

農業環境工学特論Ⅴ 2

農業環境工学特論Ⅵ 2

地盤工学特論 2

土壌環境保全学特論 2

地域環境計画学特論 2

水利システム学特論 2

構造設計学特論 2

農村地域計画学特論 2

地域環境工学英語論文講読演習 1

地域環境工学特別実験I 1

地域環境工学特別実験Ⅱ 2

地域環境工学特別実験Ⅲ 2

地域環境工学国際コミュニケーショ
ン演習

1

地域環境工学特別演習I 1

地域環境工学特別演習Ⅱ 2

地域環境工学特別演習Ⅲ 2

農業環境工学専攻

地
域
環
境
工
学

共
通
科
目

備考
(1)　共通科目については、◎印の必修科目を含め4
単位以上を修得すること。
(2)　学生が専修する教育研究分野に属する授業科
目のうち、専門分野科目については8単位以上修得
すること。論文研究等については必修とする。
(3)　他の教育研究分野の授業科目及び他の専攻の
授業科目の中から4単位以上修得すること。
(4)　強化科目は、2単位以内とする。

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

分
子
生
物
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等
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教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

教育
研究
分野

科目
区分

授業科目
単
位
数

地域社会開発総論 2 途上地域人口社会学 2

国際農業技術論 2 環境農業協力論 2

地球環境論 2 地域開発政策学 2

異文化コミュニケーション学 2 国際開発協力論 2

国際環境農学特論I 2 国際環境農学コミュニケーション演習 1

国際環境農学特論Ⅱ 2 国際地域開発学特別研究 6

地域環境計画学 2 国際地域開発学演習 4

環境修復保全学 2 国際環境農学課題別演習 1

水利環境保全学 2 国際環境農学国内外実習 2

水環境評価学 2 国際地域開発学特論 2

国際環境農学コミュニケーション演習 1 国際地域開発学特別演習 2

国際環境修復保全学特別研究 6 日本語コミュニケーションI 6

国際環境修復保全学演習 4 日本語コミュニケーションⅡ 4

国際環境農学課題別演習 1

国際環境農学国内外実習 2

国際環境修復保全学特論 2

国際環境修復保全学特別演習 2

地域生物機能利用学 2

地域持続生物生産技術学 2

生物資源循環利用学 2

生物新機能開発学 2

国際環境農学コミュニケーション演習 1

国際生物生産資源学特別研究 6

国際生物生産資源学演習 4

国際環境農学課題別演習 1

国際環境農学国内外実習 2

国際生物生産資源学特論 2

国際生物生産資源学特別演習 2

国際環境農学専攻

副
専
攻

科
目

専
門
分
野
科
目

副
専
攻

科
目

日
本
語

科
目

共
通
科
目

国
際
環
境
修
復
保
全
学

論
文
研
究
等

国
際
生
物
生
産
資
源
学

専
門
分
野
科
目

論
文
研
究
等

備考
(1)学生は専修する教育研究分野以外に他の専攻の教
育研究分野の中から1分野を副専攻として選択する。
(2)共通科目の中から6単位以上修得すること。
(3)学生が専修する教育研究分野に属する授業科目の
うち，専門分野科目については6単位以上修得するこ
と。論文研究等及び副専攻科目については必修とす
る。
(4)他の教育研究分野の授業科目及び他の専攻の授業
科目の中から2単位以上修得すること。
(5)日本語科目は留学生のみが履修することができる
ものとし、その修得単位数は第3条第2項に規定する
単位数に算入しない。

分
子
生
物
学

論
文
研
究
等

専
門
分
野
科
目

副
専
攻

科
目
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別紙様式１ 

平成  年  月  日 

 

 

 東京農工大学大学院 

    農学府長 殿 

 

 

平成   年度入学 

修士課程                専攻 

       学籍番号                

       氏  名                

 

 

研 究 題 目 届 

研 究 題 目  

 

研 究 計 画  

 

指導教員名  
（主指導教員） 

㊞ 

（副指導教員） 

㊞ 

備 考 
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○国立法人東京農工大学大学院生物システム応用科学府教育規則 

(平成16年4月1日16生教規則第2号) 

改正 平成21年4月1日 平成22年4月1日 

平成23年4月1日 平成25年4月1日 25生規則第1号 

平成26年4月1日生規則第1号  
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第51条第4項、第65条第2

項、第66条第4項、第69条第2項、第71条第7項及び第72条第3項の規程に基づき、国

立大学法人東京農工大学大学院生物システム応用科学府(以下「学府」という。)の指導教員、

授業科目及び単位数、教育課程及び履修方法、学位論文の提出時期、審査方法等について

は、この規則の定めるところによる。 

(指導教員等) 

第2条 学府に、研究指導及び授業担当の教員(以下、「指導教員」という。)並びに研究指導

の補助及び授業担当の教員(以下「指導補助教員」という。)を置く。 

2 前項に規定する指導教員及び指導補助教員の資格審査については、別に定める。 

(授業科目等) 

第3条 前期2年の課程(以下、「博士前期課程」という。)の授業科目及び単位数は、別表第

1のとおりとする。 

2 博士前期課程の学生は、必修科目15単位及び選択科目15単位以上あわせて30単位以上を

修得しなければならない。 

3 授業科目の履修方法については、別に定める。 

第4条 後期3年の課程(以下「博士後期課程」という。)の授業科目及び単位数は、別表第2

のとおりとする。 

2 博士後期課程生物システム応用科学専攻の学生は、必修科目8単位及び選択科目4単位以

上あわせて12単位以上を修得しなければならない。 

3 博士後期課程共同先進健康科学専攻の学生は、必修科目12単位及び選択科目8単位以上あ

わせて20単位以上を修得しなければならない。 

4 授業科目の履修方法については、別に定める。 

(履修科目の申告) 

第5条 学生は、あらかじめ履修しようとする授業科目を所定の期間内に、当該授業科目の授

業を担当する教員(以下「授業担当教員」という。)を経て生物システム応用科学府長(以下

「学府長」という。)の承認を受けなければならない。 

2 学生は、指導教員が教育上有益と認めるときは、本学の工学府、農学府、連合農学研究科

又は学部の授業科目を履修することができる。この場合、授業担当教員を経て当該授業科

目を開講する学府又は学部の長の承認を受けた上、所属する学府長の承認を受けなければ

ならない。 

(他の学府等の単位の修得) 
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第6条 学則第76条及び第76条の2（それぞれ第3項を除く。）の規定により他の大学院に

おいて修得した単位がある場合は、博士前期課程及び博士後期課程を通して10単位を限度

として、第3条第2項又は第4条第2項に規定する選択科目の単位数に算入することができ

る。 

2 前条第2項の規定により本学の工学府、農学府又は連合農学研究科において修得した単位

がある場合は、博士前期課程及び博士後期課程を通して10単位を限度として、第3条第2

項又は第4条第2項に規定する選択科目の単位数に算入することができる。 

3 学則第79条第1項の規定により、入学前の既修得単位の認定を受けようとする者は、入学

時に学府長に願い出なければならない。 

(単位修得の認定) 

第7条 単位修得の認定は、授業担当教員が行う。 

第8条 履修した授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの評語であらわし、S、A、B、Cを合格と

し、Dを不合格とする。 

(研究題目の届出) 

第9条 学生は、指導教員の指導により、研究題目を定めなければならない。 

2 前項に基づき研究題目を定めたときは、研究題目及び研究計画を別紙様式1により、所定

の期間内に指導教員(博士後期課程にあっては主指導教員)を経て、学府長に届け出るものと

する。 

3 研究題目を変更するときは、前2項の規定を準用する。 

(学位論文の提出) 

第10条 博士前期課程の学生は、別に定める期日までに論文審査に関する申請書に、学位論

文、学位論文要旨等を添え、指導教員を経て学府長に提出しなければならない。ただし、

修業年限を超えて在学する者又はその年限を短縮され在学する者の学位論文の提出時期に

ついては、別に定める。 

2 博士後期課程の学生及び国立大学法人東京農工大学学位規程(以下、「学位規程」とい

う。)第6条ただし書に規定する者は、論文審査に関する申請書に学位論文、学位論文要旨

等を添え、主指導教員を経て学府長に提出しなければならない。 

3 学位規程第5条及び第6条本文の規定により博士の学位の授与を申請する者は、学位申請

書に学位論文、学位論文要旨等を添え、学府長を経て学長に申請しなければならない。 

4 前3項により提出する学位論文の作成、書類の様式等及び前2項における提出時期等につ

いては、別に定める。 

(博士論文研究基礎力審査) 

第11条 前条第1項の規定にかかわらず、博士前期課程の学生であって学則第71条の2に規

定する博士課程教育リーディングプログラムを履修する者は、学府が博士課程の目的を達

成するために必要と認める場合、学則第73条第3項各号に規定する試験及び審査を受ける

ことにより修士の学位論文の提出及び最終試験の受験に代えることができる。 

2 前項に該当する学生は、Application for the Qualifying ExaminationにPaper Examination等

を添え、指導教員を経て学府長に提出しなければならない。 
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3 前項により提出する書類の様式等及び提出時期等については、別に定める。 

4 学府長は、学生から第2項の書類の提出を受けた場合、その写しを博士課程教育リーディ

ングプログラム責任者へ提出するものとする。 

(学位論文等の審査方法) 

第12条 学位論文及び博士論文研究基礎力審査の審査方法等については、学位規程に定める

もののほか、その実施に関し必要な細目は、別に定める。 

(雑則) 

第13条 この規則に定めるもののほか、教育の実施について必要な事項は、学府教授会が定

める。 

附 則 

この規則は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年4月1日) 
 

1 この規則は、平成21年4月1日から施行する。 

2 平成21年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成22年4月1日) 
 

この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年4月1日) 
 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。 

2 平成23年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、施行後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成25年4月1日 25生規則第1号) 
 

1 この規則は、平成25年4月1日から施行する。ただし、第3条第2項の改正規定について

は、平成18年4月1日から適用する。 

2 平成25年3月31日現在在学している者の教育課程については、改正後の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月1日生規則第1号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず、第11条の改正規定については、平成25年度の入学者から適用

する。 
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別表第1(第3条関係) 

〔博士前期課程〕 

生物システム応用科学専攻 

科目区分 授業科目 単位数 

学際交流科目 生物システム応用科学研究概論 ◎2 

融合基礎科目 
基礎技術演習I ◎1 

基礎技術演習II ◎1 

分野交流科目 
実践発表I ◎1 

実践発表II 1 

起業科目 

アントレプレナー特論I ▲1 

アントレプレナー特論II ▲1 

アントレプレナー特論III ▲1 

専門交流科目 

アドバンストI △1 

アドバンストII △1 

アドバンストIII △1 

アドバンストIV 1 

アドバンストV 1 

アドバンストVI 1 

アドバンストVII 1 

アドバンストVIII 1 

物質機能システムコース 

専門分野科目 

物質機能設計特論I 2 

物質機能設計特論II 2 

物質機能応用特論I 2 

物質機能応用特論II 2 

物質エネルギーシステム特論I 2 

物質エネルギーシステム特論II 2 

超分子機能システム特論I 2 

超分子機能システム特論II 2 

論文研究等 

物質機能システム学セミナー ○4 

物質機能システム学特別実験 ○2 

物質機能システム学特別研究 ○4 

生体機構情報システムコース 専門分野科目 

生体情報反応システム特論I 2 

生体情報反応システム特論II 2 

神経機能情報ネットワーク特論I 2 

神経機能情報ネットワーク特論II 2 

生体モデル知覚システム特論I 2 

生体モデル知覚システム特論II 2 

生体機能運動システム特論I 2 
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生体機能運動システム特論II 2 

論文研究等 

生体機構情報システム学セミナー ○4 

生体機構情報システム学特別実験 ○2 

生体機構情報システム学特別研究 ○4 

循環生産システムコース 

専門分野科目 

生態系型生産システム特論I 2 

生態系型生産システム特論II 2 

生物相関システム特論I 2 

生物相関システム特論II 2 

資源循環利用システム特論I 2 

資源循環利用システム特論II 2 

生物・環境計測システム特論I 2 

生物・環境計測システム特論II 2 

論文研究等 

循環生産システム学セミナー ○4 

循環生産システム学特別実験 ○2 

循環生産システム学特別研究 ○4 

備考  

1 ◎印の授業科目は、必修とする。 

2 起業科目については、選択必修とし、▲印の授業科目から 2単位以上を修得すること。 

3 専門交流科目については、選択必修とし、△印の授業科目から2単位以上を修得する

こと。また、△印の授業科目以外のアドバンスト科目については、年度によって開講

しない場合がある。 

4 専門分野科目については、それぞれ所属するコースの科目から4単位以上を修得する

こと。 

5 ○印の授業科目については、それぞれ所属するコースの科目を必修とする。 

別表第2(第4条関係) 

〔博士後期課程〕 

 

生物システム応用科学専攻 

科目区分 授業科目 単位数 

分野交流科目 
実践英語発表I 1 

実践英語発表II 1 

物質機能システムコース 専門分野科目 

機能材料設計特論 2 

物質機能開発特論 2 

機能物質設計特論 2 

触媒機能応用特論 2 

エネルギー材料システム特論 2 

反応工学特論 2 
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分子システム設計特論 2 

生物分子分光学特論 2 

論文研究等 
物質機能システム学特別セミナー ○2 

物質機能システム学特別計画研究 ○6 

生体機構情報システムコース 

専門分野科目 

生命機械システム特論 2 

環境エネルギーシステム特論 2 

生体システム特論 2 

生体情報処理特論 2 

視覚信号処理特論 2 

視覚情報伝達特論 2 

人工物創成システム特論 2 

数値制御運動特論 2 

論文研究等 
生体機構情報システム学特別セミナー ○2 

生体機構情報システム学特別計画研究 ○6 

循環生産システムコース 

専門分野科目 

ファイトテクノロジー特論 2 

土壌生態系機能解析特論 2 

生物特異的認識特論 2 

生物コミュニケーション特論 2 

資源生産制御特論 2 

生物資源循環制御特論 2 

バイオセンシング特論 2 

生体電気計測特論 2 

論文研究等 
循環生産システム学特別セミナー ○2 

循環生産システム学特別計画研究 ○6 

備考  

1 所属するコースの○印の授業科目については、必修とする。 

2 分野交流科目及び選択したコースの専門分野科目の中から4単位を修得すること。 

共同先進健康科学専攻 

  授業科目 
単位数(東京農工大

学開講) 

単位数(早稲田大

学開講) 

単位数(共

通) 

専攻基軸科目 

化学物質総合管理学   ○2   

生活環境総合管理学   ○2   

食農総合管理学   ○2   

感染症総合管理学   ○2   

研究倫理   2   

イノベーションリーダーシ

ップ 
  2   

実践英語教育

科目 

Professional Communication   1   

Advanced Technical Reading a   1   
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nd Writing 

Advanced Technical Presentat

ion 
  1   

Workplace English   1   

専門科

目 

生命科

学 

獣医学概論 ○2     

実験動物学特論 ○2     

疾患モデル学特論 ○2     

分子病態制御学特論 ○2     

分子再生医学特論 ○2     

知覚運動制御特論 ○2     

先進がん治療特論 2     

分子腫瘍学特論   2   

脳・こころの健康医療科学

特論 
  ○2   

環境科

学 

環境バイオ分析化学特論 ○2     

環境微生物学特論 2     

環境ゲノム情報解析特論 2     

植物環境工学特論 2     

環境生物資源特論   ○2   

環境生理学特論   ○2   

食科学 

生活習慣病予防学特論 ○2     

生体分子反応特論 2     

実践生物統計学 ○2     

時間栄養・薬理学特論   ○2   

演習科目 

先進健康科学計画研究     ◎4 

先進健康科学セミナーI     ◎4 

先進健康科学セミナーII     ◎4 

先進健康科学セミナーIII     4 

実践プレゼンテーション特

論I 
    4 

実践プレゼンテーション特

論II 
    4 

実地研修研究特論     4 

備考  

1 ◎印の授業科目は必修科目、○印の授業科目は選択必修科目とする。 

2 専攻基軸科目の選択必修科目から2単位以上、実践英語教育科目から2単位以上、専

門科目の選択必修科目から4単位以上(生命科学科目の選択必修科目から2単位以上、

環境科学科目と食科学科目の選択必修科目から2単位以上)、演習科目の必修科目から

12単位を修得し、合計で20単位以上修得すること。 
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別紙様式１

平成　　　年　　　月　　　日

東京農工大学大学院

　生物システム応用科学府長　　殿

平成　　　年度入学

学籍番号

氏　　名 ㊞

研　究　題　目　届

博士前期・後期課程                              専攻

備考

研究計画

指導教員名
（主）
　　　　　　　　　　　　　㊞

（副）
　　　　　　　　　　　　　㊞

（副）
　　　　　　　　　　　　　㊞

研究題目
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○国立大学法人東京農工大学大学院連合農学研究科教育規則 

(平成16年4月1日16連教規則第2号) 

改正 平成17年4月1日 平成19年4月1日 

平成22年4月1日 平成23年4月1日 23連教規則第1号 

平成23年5月1日 23連教規則第2号 平成24年4月1日 24連教規則第1号 

平成25年10月28日連規則第1号 平成26年4月1日連規則第1号 
 

(趣旨) 

第1条 国立大学法人東京農工大学学則(以下「学則」という。)第51条第4項、第71条第7

項及び第72条第3項の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学大学院連合農学研究科(以

下「研究科」という。)の教員組織、教育課程及び履修方法並びに学位論文の提出時期及び

審査方法等、及びその他必要な事項については、この規則の定めるところによる。 

(教員組織) 

第2条 研究科の教員組織は、研究指導を担当する教員(以下「指導教員」という。)及び、指

導を補助する教員(以下「指導補助教員」という。)をもって編成する。 

2 前項に規定する指導教員は、主指導教員として学生の論文指導並びに研究指導に当たる資

格を有する教員(以下「主指導教員資格者」という。)及び主指導教員を補佐して学生の研究

指導に当たる資格を有する教員(以下「指導教員資格者」という。)に区分するものとする。 

3 連合農学研究科長(以下「研究科長」という。)は、第1項に規定する教員(以下「研究科教

員」という。)からなる組織及びその研究指導等の現状を、連合農学研究科教員台帳(別紙様

式1又は別紙様式3)により、明らかにしておくものとする。 

4 研究科長は研究科教授会の議を経て、学生1人について主指導教員資格者から主指導教員

1名を、主指導教員資格者又は指導教員資格者から副指導教員2名を指名するものとし、必

要と認める場合は指導補助教員を配置するものとする。 

5 研究科教員のうち研究科の専任の教授は、研究科長補佐として入学希望者(外国人留学生と

なることを希望する者を含む。)に対する志願及び履修の指導並びに学生が配置された大学

間における教育・研究上の問題に関する調整等を行うものとする。 

6 指導教員は授業担当教員を兼ねるものとする。 

7 研究科教員は、第5項に規定する研究科長補佐を除き、各構成大学を本務とし、研究科に

兼職又は兼務させる。 

(授業科目等) 

第3条 研究科の授業科目及び単位数は、別表のとおりとする。 

2 研究科の学生は、必修科目9.5単位及び選択科目2.5単位以上をあわせて12単位以上を修

得しなければならない。 

3 研究科の留学生特別プログラムにより入学した学生のうち、本学環境リーダー育成センタ

ー(以下「センター」という。)が運営する現場立脚型環境リーダー養成コースを履修する者

は、前項に定めるもののほか、センターが定めるコース修了に必要な単位を修得しなけれ

ばならない。 

4 授業科目の履修方法については、別に定める。 
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(履修科目の申告) 

第4条 学生は、あらかじめ履修しようとする授業科目を所定の期間内に、主指導教員を経て

研究科長に提出しなければならない。 

2 学生は、主指導教員が教育研究上有益と認めるときは、本学の工学府、農学府、生物シス

テム応用科学府又は学部の授業科目を履修することができる。この場合、当該授業科目を

開講する部局長の承認を受けた上、研究科長の承認を受けなければならない。 

(他の大学院等の単位の修得) 

第5条 学則第76条及び第76条の2(それぞれ第3項を除く。)の規定により他の大学院の博

士課程において修得した単位がある場合は、2単位を限度として、第3条第2項に規定する

選択科目の単位数に算入することができる。 

2 前条第2項の規定により本学の工学府又は生物システム応用科学府の博士後期課程におい

て修得した単位がある場合は、2単位を限度として、第3条第2項に規定する選択科目の単

位数に算入することができる。 

3 学則第79条第1項の規定により、入学前の既修得単位の認定を受けようとする者は、入学

時に研究科長に願い出なければならない。 

(単位修得の認定) 

第6条 単位修得の認定は、授業担当教員が行う。 

第7条 履修した授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの評語であらわし、S、A、B、Cを合格と

し、Dを不合格とする。 

(研究題目の届出) 

第8条 学生は、主指導教員の指示に従い研究題目を定めたときは、速やかに研究題目届(別

紙様式2)により研究題目及び研究計画を主指導教員に届け出なければならない。研究題目

を変更するときも同様とする。 

2 前項の届出を受けた主指導教員は、研究科長に届け出るものとする。 

(学位論文の提出等) 

第9条 学生及び国立大学法人東京農工大学学位規程(以下「学位規程」という。)第6条ただ

し書に規定する者は、所定の期日までに、論文審査に関する申請書に、学位論文、学位論

文要旨等を添え、主指導教員を経て研究科長に提出するものとする。 

2 学位規程第5条及び第6条本文の規定により学位の授与を申請しようとする者は、随時、

論文審査に関する申請書に、学位論文、学位論文要旨等を添え、学位論文に関係ある専攻

分野の主指導教員資格者に提出し、研究科長を経て学長に申請するものとする。 

(審査の付託) 

第10条 研究科長は、前条第1項の規定による申請を受理したとき又は学位規程第8条第2

項の規定により学位論文の審査を付託されたときは、研究科教授会(研究科教授会からあら

かじめ権限を委譲された場合の機関を含む。以下第11条第1項において同じ。)にその審査

を付託するものとする。 

(審査委員及び最終試験等) 

第11条 研究科教授会は、前条の規定による審査を付託されたときは、学位規程第11条第2

項の規定により審査委員を選出し、その審査に当たらせるものとする。 
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2 審査委員は、所定の期間内に学位論文の審査、最終試験又は学力の確認を行い、その結果

を研究科教授会に報告しなければならない。 

3 最終試験は学位論文を中心として関連ある科目又は専門分野等について、学力の確認は学

位論文に関連ある専門分野及び外国語について、口頭又は筆記により行うものとする。 

4 この規程に定めるもののほか、学位論文の提出、論文の審査、最終試験又は学力の確認の

実施等に関し必要な事項は、別に定める。 

(課程修了又は学位授与の議決) 

第12条 研究科教授会は、前条第2項の報告に基づき、課程修了の認定又は学位授与の可否

を議決するものとする。 

2 前項の可決は、出席者の4分の3以上の賛成がなければならない。 

(学位論文の保存) 

第13条 学位授与の基礎となった論文(以下「博士論文」という。)の正本は、本学図書館に

保存するものとする。 

2 前項に規定する博士論文の正本は電子データによるものとし、併せて副本1部を印刷製本

し研究科において保存するものとする。 

第14条 この規程に定めるもののほか、研究科の教育研究指導に関し必要な事項は、研究科

教授会が別に定める。 

2 研究科に関する事務は、国立大学法人東京農工大学府中地区事務部で処理する。 

附 則 

この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成17年4月1日) 
 

この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年4月1日) 
 

1 この規定は、平成19年4月1日から施行する。 

2 平成19年3月31日現在在学している者の共通ゼミナール(一般、特別)及び時間について

は、施行後の規定にかかわらず従前の例による。 

附 則(平成22年4月1日) 
 

この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年4月1日 23連教規則第1号) 
 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。 

2 平成23年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成23年5月1日 23連教規則第2号) 
 

この規則は、平成23年5月1日から施行する。 

 
290



附 則(平成24年4月1日 24連教規則第1号) 
 

この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年10月28日連規則第1号) 
 

この規則は、平成25年10月28日から施行し、平成25年4月1日から適用する。 

附 則(平成26年4月1日連規則第1号) 
 

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 平成26年3月31日現在在学している者の授業科目の名称及び単位数並びに必修又は選択

の別、教育課程については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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別表(第3条関係) 

教育課程表 

研究科共通科目 

区分 授業科目 単位数 

研究科共通科目 

◎ 総合農学概論I(日本語) 1 

◎ 総合農学概論II(英語) 1 

  コミュニケーション演習(英語) 1 

  海外フィールド実習 1 

  海外短期集中コース 1 

  イノベーション推進特別講義I 1 

  イノベーション推進特別講義II 1 

  イノベーション推進特別講義III 1 

  イノベーション推進特別講義Ⅳ 1 

  イノベーション推進特別講義Ⅴ 1 

外国人留学生特別プログラム科目 

△ 外国人留学生特別セミナーI 0.5 

△ 外国人留学生特別セミナーII 0.5 

△ 外国人留学生特別セミナーIII 0.5 

△ 外国人留学生特別セミナーIV 0.5 

備考  

1 ◎印の科目は、選択必修科目とし、この中から1単位以上修得すること。 

2 無印の科目は、選択科目 

3 △印の科目は、留学生特別プログラム学生の選択必修科目とし、この中から1単位以

上修得すること。 

 

生物生産科学専攻 

大講 

座名 
科目区分 授業科目 単位数 

植物生産科学 

研究交流科目 ○ 植物生産科学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  植物機能形態学特論 0.5 

  植物生産生理学特論 0.5 

  植物遺伝育種学特論 0.5 

  植物生産環境学特論 0.5 

論文研究等 
○ 植物生産科学特別演習 2 

○ 植物生産科学特別研究 6 

動物生産科学 

研究交流科目 ○ 動物生産科学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  動物機能形態学特論 0.5 

  動物栄養飼料学特論 0.5 

  動物育種繁殖学特論 0.5 

  動物衛生管理学特論 0.5 

論文研究等 ○ 動物生産科学特別演習 2 
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○ 動物生産科学特別研究 6 

生物制御科学 

研究交流科目 ○ 生物制御科学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  応用昆虫学特論 0.5 

  植物病理学特論 0.5 

  昆虫生理生化学特論 0.5 

  植物制御科学特論 0.5 

  生物制御化学特論 0.5 

論文研究等 
○ 生物制御科学特別演習 2 

○ 生物制御科学特別研究 6 

備考  

1 ○印の科目は、必修科目 

2 無印の科目は、選択科目 

 

応用生命科学専攻 

大講 

座名 
科目区分 授業科目 単位数 

応用生物化学 

研究交流科目 ○ 応用生物化学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  分子生理学特論 0.5 

  先端生命科学特論 0.5 

  細胞工学特論 0.5 

  微生物利用学特論 0.5 

論文研究等 
○ 応用生物化学特別演習 2 

○ 応用生物化学特別研究 6 

生物機能化学 

研究交流科目 ○ 生物機能化学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  生体物質科学特論 0.5 

  食品機能科学特論 0.5 

  生物活性物質化学特論 0.5 

  生体分子解析学特論 0.5 

論文研究等 
○ 生物機能化学特別演習 2 

○ 生物機能化学特別研究 6 

備考  

1 ○印の科目は、必修科目 

2 無印の科目は、選択科目 

 

環境資源共生科学専攻 

大講 

座名 
科目区分 授業科目 単位数 

森林資源物質科学 

研究交流科目 ○ 森林資源物質科学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  森林生産保全学特論 0.5 

  森林バイオマス学特論 0.5 

  資源物質科学特論 0.5 
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  資源保全学特論 0.5 

論文研究等 
○ 森林資源物質科学特別演習 2 

○ 森林資源物質科学特別研究 6 

環境保全学 

研究交流科目 ○ 環境保全学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  環境生態系保全学特論 0.5 

  環境動物保全学特論 0.5 

  環境植物保全学特論 0.5 

  環境微生物保全学特論 0.5 

論文研究等 
○ 環境保全学特別演習 2 

○ 環境保全学特別研究 6 

備考  

1 ○印の科目は、必修科目 

2 無印の科目は、選択科目 

 

農業環境工学専攻 

大講 

座名 
科目区分 授業科目 単位数 

農業環境工学 

研究交流科目 ○ 農業環境工学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  生産基盤環境工学特論 0.5 

  地域環境科学特論 0.5 

  生産環境システム学特論 0.5 

  生物環境制御学特論 0.5 

論文研究等 
○ 農業環境工学特別演習 2 

○ 農業環境工学特別研究 6 

備考  

1 ○印の科目は、必修科目 

2 無印の科目は、選択科目 

 

農林共生社会科学専攻 

大講 

座名 
科目区分 授業科目 単位数 

農林共生社会科学 

研究交流科目 ○ 農林共生社会科学合同セミナー 0.5 

専門分野科目 

  共生社会システム学特論 0.5 

  農業経営経済学特論 0.5 

  フードシステム学特論 0.5 

  資源経済学特論 0.5 

論文研究等 
○ 農林共生社会科学特別演習 2 

○ 農林共生社会科学特別研究 6 

備考  

1 ○印の科目は、必修科目 

2 無印の科目は、選択科目 
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別紙様式２ 

 

平成  年  月  日 

東京農工大学大学院 

  連合農学研究科長 殿 

 

                      年度入学 

                        専攻          大講座  

                  氏名                     

 

 

研  究  題  目  届 

 

 

研 究 題 目 

 

 

 

 

研 究 計 画 
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東京農工大学学生生活心得 

 

 （学生証の所持） 

第１条 学生は、学生証を常に所持するとともに、本学関係者の請求があったときは、こ

れを提示しなければならない。 

２ 学生証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ 学生証を所持しない者については、教室、図書館等の本学施設の使用を禁止すること

がある。 

 （学生証の取扱い） 

第２条 学生証を紛失したときは、直ちに学生証紛失届・再交付願を提出し、再交付を受

けなければならない。 

２ 卒業、退学等により学生の身分を失ったときは、学生証を返付しなければならない。 

 （学生カード） 

第３条 新たに本学学生となる者は、所定の学生カードに住所及び家族状況等本人の身上

に関する事項を記入し、本人の写真を貼付して、入学手続時に学長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の学生カードの記載事項に変更があったときは、当該学生は、直ちにその旨を届

け出なければならない。 

 （健康診断） 

第４条 学生は、大学が行う健康診断を受診しなければならない。 

２ 学生は、健康診断の結果、大学が必要と認めた健康上の指示に従わなければならない。 

 （団体の設立） 

第５条 学生が、学内において団体を設立しようとするときは、所定の学生団体設立願を

学長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 前項の団体の設立にあたっては、原則として、本学の教職員のうちから顧問教員を定

めなければならない。 

 （学外団体への加入） 

第６条 学生が学内において設立した団体が学外の団体に加入しようとするときは、あら

かじめ所定の学外団体加入願に第５の２に規定する顧問教員の署名を受け、当該学外団

体の規約を添え、学長に提出し、その許可を受けなければならない。 

 （集会の許可） 

第７条 学生又は学生の団体が学内において集会を開催しようとするときは、あらかじめ

責任者を定め、所定の学生集会願を開催の５日前（休日は、期間に算入しない。）まで

に学長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 前項の学生集会願を提出しようとするときは、あらかじめ当該集会を開催しようとす

る場所の使用について、当該場所の管理者の承認を得なければならない。 

 （集会の制限） 

第８条 学生又は学生の団体は、学内において特定の政党又は宗教団体に係る活動を目的

とする集会を開催することができない。 

 （留意事項） 

第９条 学生又は学生の団体が、学内において集会を開催するときは、教職員の指示に従

うとともに、大学の教育研究に支障を生じさせ、若しくは大学の施設、設備及び環境を

損なうことがないようにしなければならない。 

 （集会の報告） 

第１０条 集会の責任者は、集会の終了後、直ちにその状況等を学長に報告しなければな

らない。 
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 （集会の禁止又は解散） 

第１１条 集会の責任者又は参加者が、国立大学法人東京農工大学学則又は学内諸規則に

違反した行為を行い、若しくは大学の指示に従わないときは、学長は、その集会の開催

の禁止又は集会の解散を命ずることがある。 

 （掲示の許可） 

第１２条 学生又は学生の団体が、学内において文書、ポスター、立看板等（以下「文書

等」という。）を掲示しようとするときは、所定の文書等掲示・配布願を学長に提出し、

その許可を受けなければならない。 

２ 学長は、前項の規定により掲示を許可した文書等に掲示承認印を押印する。 

 （掲示の制限） 

第１３条 学生又は学生の団体は、学内において特定の政党又は宗教団体に係る活動を目

的とし、若しくは他人の名誉を傷つけることを目的とする文書等を掲示することができ

ない。 

 （印刷物の配布） 

第１４条 学生又は学生の団体が、学内において文書、図書その他の物品を配付しようと

するときは、あらかじめ学長の許可を受けなければならない。 

 （募金、販売等） 

第１５条 学生又は学生の団体が、学内において募金、販売等の金銭上の収受を伴う行為

をしようとするときは、あらかじめ責任者を定め、学長の許可を受けなければならない。 

 （施設の利用） 

第１６条 学生又は学生の団体が、施設を利用しようとするときは、当該施設の利用に係

る規則の定めるところに従わなければならない。 

 （行為の禁止） 

第１７条 学生及び学生の団体の行為が、学内の秩序を乱すおそれがあると認めたときは、

これを禁止する。 
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Ⅵ

参 考





１．平成２６年度 年間カレンダー

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

4

月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

5

月

前

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

6

月

学

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

7

月

期

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

8

月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

9

月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

10

月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

11

月

後

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

12

月

学

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1

月

期

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

2

月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

3

月

※２．年度の途中で日程を変更することがある。

春季休業

（2/7土-3/31火）

春季休業
（2/7土-3/31火）

後

期

入

試

春

分

の

日

卒

業

式

後

学

期

調

整

期

間

冬季休業

（12/23火-1/４日）

後

学

期

調

整

期

間

後

学

期

調

整

期

間

後

学

期

調

整

期

間

建

国

記

念

日

前

期

入

試

後

学

期

調

整

期

間

試

験

準

備

セ

ン

タ
ー
試

験

セ

ン

タ
ー
試

験

成

人

の

日

天皇

誕生

日

冬季休業（12/23火-1/4日）

元

日 授

業

開

始

学園祭

11/7-9

勤

労

感

謝

の

日

振

替

休

日

（
授

業

実

施
）

金

曜

日

の

授

業

実

施

文

化

の

日

（
授

業

実

施
）

体

育

の

日

（
授

業

実

施
）

後

学

期

開

始

授

業

開

始

秋

季

入

学

式

敬

老

の

日

秋

季

修

了

式

秋

分

の

日

夏季休業（7/30水-9/30火）

夏季休業

（7/30水-

9/30火）

海

の

日

（
授

業

実

施
）

前

学

期

調

整

期

間

前

学

期

調

整

期

間

前

学

期

調

整

期

間

前

学

期

調

整

期

間

前

学

期

調

整

期

間

夏季休業（7/30水-9/30火）

火

曜

日

の

授

業

実

施

月

曜

日

の

授

業

実

施

憲

法

記

念

日

み

ど

り

の

日

こ

ど

も

の

日

振

替

休

日

区分

学

年

開

始

前

学

期

開

始

新

入

生

ｵ

ﾘ

ｴ

ﾝ

ﾃ

ｰ

ｼ

ｮ

ﾝ

入

学

式

授

業

開

始

健康診断

昭

和

の

日

（
授

業

実

施
）
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２．東京農工大学歌

１ 歴史を超えて 歴史を築き
世紀を踏みて 世紀をにのう

運命うけし われらわれら ２ 希望の雲に 希望の虹を
天翔けりゆく 青鷹よ 生命の幹に 生命の花を

真理の光に 羽ばたきて かかげひらく われらわれら
技術の炎に 身をつつめ 望めば遠き むさし野の

農工 農工 農工大学 涯なき空を 仰ぎては
農工 農工 農工大学 理想のともしび 押し立てよ

農工 農工 農工大学
農工 農工 農工大学

３ 世界に広く 心の窓を
文化の森に 叡智の道を

開き造る われらわれら
かがやく未来の あけぼのに

伝統の旗を 振りかざし
足音高く 進み行け

農工 農工 農工大学
農工 農工 農工大学
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名 称 郵便番号 所 在 地 電 話

本 部

学 寮 （欅寮・桜寮）

〃 （楓寮）

合宿研修施設

館山荘

府中国際交流会館

小金井国際交流会館

保健管理センター

〃 小金井分室

国際センター

農学府・農学部

附属F S センター

F M 府中

F M 本町

F M 津久井

F M 唐沢山

F M 草木

F M 大谷山

F M 秩父

F M 多摩丘陵

附属動物医療センター

附属硬蛋白質利用研究施設

大学院連合農学研究科

工学府・工学部

科学博物館

附属ものづくり創造工学

センター

大学院生物システム

応用科学府

総合情報メディアセンター

遺伝子実験施設

府中図書館

小金井図書館

環境管理施設

183－8538

184－8569

183－0054

294－0051

183－0054

184－0012

183－8538

184－8588

184－8588

183－8509

183－8509

183－0027

252－0154

327－0312

376－0302

376－0304

369－1901

192－0355

183－8509

183－8509

183－8509

184－8588

184－8588

184－8588

183－8509

183－8509

184－8588

184－8588

東京都府中市晴見町3－8－1

東京都小金井市中町2－24－16

東京都府中市幸町2－41

館山市正木1256－131

東京都府中市幸町2－41

東京都小金井市中町2－24－16

東京都府中市晴見町3－8－1

東京都小金井市中町2-24-16

東京都小金井市中町2－24－16

東京都府中市幸町3－5－8

東京都府中市幸町3－5－8

東京都府中市本町3－7－7

相模原市緑区長竹3657－1

栃木県佐野市栃本町1

群馬県みどり市東町草木1582

群馬県みどり市東町神戸277

埼玉県秩父市大滝椚平1840－2

東京都八王子市堀ノ内1528

東京都府中市幸町3－5－8

東京都府中市幸町3－5－8

東京都府中市幸町3－5－8

東京都小金井市中町2－24－16

東京都小金井市中町2－24－16

東京都小金井市中町2－24－16

東京都府中市幸町3－5－8

東京都府中市幸町3－5－8

東京都小金井市中町2－24－16

東京都小金井市中町2－24－16

042-367-5504

042-388-7213

0470-27-6262

042-367-5550

042-388-7241

042-367-5548

042-388-7171

042-388-7618

042-367-5655

042-367-5811

042-361-3316

042-784-0311

0283-62-0042

0277-97-2110

0277-97-2110

0494-55-0269

042-676-9933

042-367-5785

042-367-5791

042-367-5670

042-388-7003

042-388-7163

042-388-7102

042-388-7220

042-388-7194

042-367-5563

042-367-5570

042-388-7167

042-388-7164

３．施設の所在地等
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欅の葉に大学の文字を配した本学の徽章
（昭和31年10月制定）

欅は、大空に力強く伸び、本学や我々の未来を示
唆している。防風の役目をして役に立つ。欅を吹き
抜ける風に乗って大空に羽ばたくなどの意味がある
といわれている。

けやき
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